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はじめに 

 

 この論文はファイナンシャル・プランナー(以下「FP」という。)を代表とした,消費者に

提案する商品について,ファイナンシャル・サービスをサービス・マーケティングの視点で

細分化し生活シーンに合ったマーケティング戦略のアプローチをすることにより新たなモ

デル構築の提唱をおこなっている。 

 「パーソナルファイナンシャル・サービス」の説明については，序章にて述べることに

するが, 本論文は個人がライフプランにおいてパーソナルファイナンシャル・サービスを受

けた場合の現代における「こういう時にはこういうモノやサービスを受ける」という個人

視点からの生活シーンに適合したマーケティング戦略を論じることとしている。そのため

にはまず,サービスとは何かを論じなければならない。パーソナルファイナンシャル・サー

ビスは，企業から個人へのプロセスだけではない。制度によって国や地方公共団体から受

けるサービスは個人の生活リスクのサポートを行い,そのサポートを受けることによって個

人から企業へのアプローチを計ることが可能となる。 

 それにはファイナンシャル・サービスにおけるターゲット基準の考え方とパーソナルフ

ァイナンシャル・サービスの特性・特質とそれに適合したマーケティング・ミックスの実

践という領域を明らかにしなければならない。そのためには生活者の価値観の多様化に対

応した市場細分化によるターゲット分析をより深く理解することが求められる。 

 ビジネスモデルは未来に向けた新しいビジネス展開を行っていく時代となっている。特

にインターネット普及と同時に,特に近年におけるスマートフォンの開発と増加しつつある

広範囲な浸透は,モバイル技術に対するマーケティングコミュニケーションがますますマー

ケティングの重要な要素になってきていることを意味している。人々はすでに利便性のみ

を求めるようになり, インターネット上で取引できるサービスについては，我々の時間に対

する価値観，期待の持ち方，また環境の中での自己認識のあり方などが変わってきている。 

こういったファイナンシャル・サービスについての文献は日本では少ないためマーケテ

ィングとパーソナルファイナンスを融合した研究を進化させているためのモデル構築を提

言している。 

本論文を作成するにあたり,私一人の力ではここまで辿りつくことはできなかったであろ

う。はじめに入学の機会を与えていただいた高千穂大学はじめ本学の教職員,お世話になっ

た方々等すべての人に感謝を致したい。 
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指導教授である新津重幸先生には,私が未熟者にもかかわらず，たくさんの叱咤激励をい

ただいた。新津先生主催である企業間ネットワーク研究会に度々参加し,論文の参考となる

講演を聴講することができた。特に高津春樹様の講演内容については,本論文の中に引用し

手助けとなったことに感謝の意を致したい。その他様々な企業に回りお話を伺った株式会

社あおぞら銀行，日産自動車株式会社からお話を聞いたヒントから最終モデルの構築へと

たどり着くことができた。また学会発表により多くの先生から助言をいただいた。最後に,

本学の先輩である坂田利康様，阿部郁雄様には大変なご迷惑をおかけした上,論文作成のイ

ロハまで教えていただきとても感謝している。本論文が先輩に続く博士論文となることを

願っている。ここに記して厚く感謝の意を表します。 

 

＊ なお本文引用注は各ページ末,説明注は文末,参考文献は本文終了末に記載している。  
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序章 「パーソナルファイナンシャル・サービス」の枠組み 

1)  パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティング 

日本の社会は,企業社会といわれるほど,企業が自社社員（自社従業員）のために,社内預金,

提携住宅ローン,社宅,保険,企業年金,その他各種の福利厚生事業を行ってきた。特に一部の

大手企業はまさに家族の一員のように丸かかえで入社から退職まで上記のような社内制度

を充実させて処遇してきた。 

 ところが,近年,企業の社員に対する処遇が変化し,企業は,例えば企業年金基金制度の廃止,

社宅制度の縮小,福利厚生の見直しなどを実施してきており,これに伴って,社員も自らの収

支状況を分析,管理し,自分のライフプランに応じた資産の形成,家族構成員の教育資金の準

備,適切な資金配分,退職に備えた蓄え等といったパーソナルファイナンスを自ら行わなけ

ればならなくなった。 

 しかしながら社員が個人として,このような資産の形成,資金の運用等のためには,金融商

品を含め,今日個人に提供される金融商品を含むファイナンシャル・サービスがますます多

様化,複雑化している中で,どのようなファイナンシャル・サービスを選択するのかは難しい

問題となっている。これは企業に勤める社員限らず,自営業を含め,社会で生活するほとんど

すべての個人にとって共通の問題である。 

 個人は上記のようなパーソナルファイナンスをどのようにして取り組み,どのようにして

問題解決を図っていけばよいか,自分のライフプランに適応した選択と行動が求められてお

り,また個人のそのような対応ニーズが生じている。 

 そこで本研究では,まず個人に向けられるパーソナルファイナンシャル・サービスとはど

のような領域で,それはモノと比較してどのような特有的物質をもっているのかを明らかに

した上で,このようなパーソナルファイナンシャル・サービス提供企業が個人のライフプラ

ンに応じて,どのような顧客層にどのような顧客ニーズに適応し,どのような手法を用いて,

個人顧客に対応し,ファイナンシャル・サービスを提供するべきか,そのマーケティング戦略

モデルの構築について論ずるものである。 

2)  パーソナルファイナンシャル・サービスとパーソナルファイナンシャル・サービス・

マーケティングの定義 

(1)  パーソナルファイナンシャル・サービスの定義 

 パーソナルファイナンシャル・サービスについて,学問的な固有の定義はみられないが,本
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研究では,個人（広くは家計(生計を一にする家族構成員からなる組織)）におけるパーソナル

ファイナンスの領域に向けられたファイナンシャル・サービスであると定義する。 

 パーソナルファイナンスに関する領域には,さまざまなものが含まれるが, 以下に掲げる

ものが，ファイナンシャル・サービスの領域となる具体的な商品・サービスの主たるもの

だといえる。 

① 銀行取引(預金,クレジット,銀行ローンなど) 

② 保険(生命保険,損害保険など) 

③ 株式投資(株式,債券,投資信託など) 

④ キャッシュフロー計画（収入と支出のフローの計画と分析など） 

⑤ 資産購入(自動車も含む)・管理(住宅(マイホーム)の購入と管理など) 

⑥ リタイアメント(年金など) 

⑦ その他のファイナンス（税金対応,相続設計,家族の教育と扶養の準備資金など） 

⑧ その他月々に支払うもの(無形物を対象として)で生活やキャッシュフロー計画に影

響を及ぼすもの(光熱費・通信代など) 

⑨ 我が国における社会保障制度 

⑩ その他生活に関わる民間サービス 

 つまり,上記のようなパーソナルファイナンスにかかわる領域をカバーするファイナンシ

ャル・サービスがパーソナルファインシャル・サービスであるといえる。個人顧客は個人

のライフプランに係るサービス,例えば,保険,住宅,教育ローン,年金(リタイアメントプラン

ニング)等のサービスを受益することにニーズがありその関心を持つのである。しかしこれ

らのサービスは多くの個人顧客にとって,この種のニーズは本質的に興味の持てないもので

あり,確かなファイナンシャルニーズが認識されない誤解がある。 

(2)  パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングの定義 

 個人のパーソナルファイナンシャル・サービスに対するニーズを充足し,顧客のライフプ

ランに適合したファイナンシャル・サービスをさまざまなマーケティング手法を用いて提

供するのが,パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングであるといえる。し

たがってサービスコンセプトとその手法は進化変革を義務つけられているものであり,その

本質は顧客の信頼性に基づく生活サポート支援の付加価値化を命題とする。 

 顧客はそのライフプランに応じて,さまざまな異なるニーズをもっていることから,顧客
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に提供するパーソナルファイナンシャル・サービスは多様な形態をとり,したがってそのマ

ーケティングもそれらの異なるニーズに適応しなければならないので,マーケティング手法

は多様化し,さらに複雑化してくる。 

 またこのような個人に向けられるパーソナルファイナンシャル・サービスの提供は高度

な専門知識と特有な手法が求められていることから,パーソナルファイナンシャル・サービ

スの提供に当たっては,パーソナルファイナンスの計画づくり,設計などに関わるコンサル

ティングサービスもパーソナルファイナンシャル・サービスに含まれる。その設計などに

関わる代表的なサービス提供者が FP（ファイナンシャル・プランナー）

Iである。 

 なお,パーソナルファイナンシャル・サービスの提供主体には,銀行,保険会社,証券会社の

ほかに生協,農協,共済組合,その他の機関がある。各企業内に専門の FP が従事している所が

ある。 

3)  経済の 3 つの部門 

我が国における社会保障制度は，ファイナンシャル・サービスの範囲に含まれるといえ

る。社会保障制度における広義の意味での社会保険には,医療保険,介護保険,年金保険,労働

保険が含まれる。社会保険は国民の生活安定を目的としており,一方,私的保険は私的な生活

リスクへの備えを目的としている。社会保険は人的事故のみを対象としているが,近年はラ

イフプランに合った保障・給付サービスが充実していることから,社会保険利用によるマー

ケティング・チャネルが拡大している。 

図序文―1 は，経済学者のマンキュー（2005）がモデル化した市場経済における経済循

環フローを基に 3 つの各部門間(家計・企業・政府)をお金の流れに絞って図解したものであ

る。 
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図 序文―1 相互依存：経済における各部門間のお金の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

申請等 

出所：Callaghan(2012) Personal Finance. 2nd ed., Palgrave Macmillan.,p.28. 

 家計は，他の 2 つの経済部門，すなわち政府部門と企業部門と対照して，別個の経済‘部

門’を形成するものとして考えることができる。これら経済の 3 つの部門(家計・企業・政

府)は財とサービスの流れ及びお金の流れによって共に結合する。ファイナンシャル・サー

ビスは矢印の流れの中で過程となるサービスを指している。本論文では家計に向けられて

いる矢印をパーソナルファイナンシャル・サービスとして位置付けている。 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは，企業から個人へのプロセスだけではない。

制度によって国や地方公共団体から受けるサービスは個人の生活リスクのサポートを行い,

そのサポートを受けることによって個人から企業へのアプローチを計ることが可能となる。

また企業は制度ごとに商品を申請し,政府から許可されれば，企業は商品サービスにおいて

マーケットを拡大することができるであろう。 

4)  我が国の市場環境変化への対応とファイナンシャル・サービスの関係性 

我が国の市場環境変化は消費者にとって生活そのものを変化させている。家計のニーズ

があっても所得上昇が見込めないことから,企業の商品戦略においてより一層の取組みが求

められる。また今日企業を取り巻く環境にはさまざまな課題が表出している。 
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図 序文―2 我が国の市場環境変化におけるさまざまな課題 

 

出所：新津(2013)「求められる企業戦略チャレンジ―中小企業の経営革新を前提として―」

『アジア研究 』,p.36。 

これらの課題は，パーソナルファイナンシャル・サービスにおいて無視できないもので

ある。例えば，生活市場の二極化については，少子化・高齢化があげられる。これらの市

場は，充分お金が使える層やシニア層から孫需要や 50・60 代になる子供への消費を促す，

クロス・マーケティングが求められている。さらに 2015 年税制改正では，住宅購入資金や

教育資金に係る贈与税を一定金額まで非課税となるこれまでの制度を拡大し,結婚，妊娠，

出産，育児の費用も贈与非課税対象とする方針を固めている。その窓口となる信託銀行側

は，複数の世代を対象としたサービスができると共に顧客の開拓につながると期待を寄せ

ている1。 

エネルギー問題の課題については，日本の自動車市場は燃費のエネルギー効果性・効率

性の概念を強め,さらには家庭用電気自動車の実用性にも成功している。これは自動車だけ

ではなく，家電商品や住宅を含めて，省エネルギーの問題をより消費者に得感を与えるコ

ンセプトで強力にアプローチを展開している(新津,2013,p.392)。しかし家計は電気自動車購

入費用の負担がかかるため，全国自治体において補助金制度を行っている。家庭用太陽光

パネル設置による住宅購入についても同様である。これらを購入することによって初めて, 

市場環境変化ニーズから商品の価値創造が生み出されるのであれば,3 つの部門(家計・企

業・政府)が相互依存することによって，それぞれ個々が我が国の市場環境変化に対応しな

ければならないし，サービスニーズの利用に気づかなければならない。それをファイナン

                                                   
1 朝日新聞 2014 年 12 月 28 日付朝刊(1-2 面)の記事を一部引用したものである。 
2  新津 (2013)「求められる企業戦略チャレンジ―中小企業の経営革新を前提として―『アジア研究 』」

高千穂大学アジア研究交流センター。 
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シャル・サービスでは，お金(補助金・給付金)によって受けられる機能サービスの一部とし

て位置付けている。 

5)  その他留意点 

さらなる 3 つの部門を融合させたマーケティング戦略の領域については本論において論

述するが,本論文は金融論でも保険論でも経済学や会計学の領域ではなく，個人の視点から

マーケティングの領域を捉え，個々人がライフサイクルを経過する際に避けて通ることは

ないだろうパーソナルファイナンシャル・サービスの意思決定から使用行動まで過程を今

日の社会情勢を踏まえどう構築していくことが焦点となる。 

「パーソナルファイナンシャル・サービス」という名称は単語が長いため「PFS」など略

称を用いた方が好ましいかもしれないが,本論文では「パーソナル」という視点を強調した

いところからあえて略称は使わない。 

 本論文で使うファイナンスとファイナンシャルの用語の使い方の違いについても言及し

たい。ファイナンスという言葉は,そのまま直訳すれば資金調達という意味であるが,かなり

多義的に使われているため,資金調達のみならず,資産運用も含み,さらには証券市場をも含

むこととなる(貝塚,2013,p.23)。これは広義的な範囲でもあるためファイナンスという言葉

を直接使うことは本論文ではふさわしくないように思える。ただ,すでに『パーソナルファ

イナンス』のようにすでに世の中に定着し用語化されているものについては,ファイナンス

という言葉を使う。 

 NPO 法人ファイナンシャル・プランナーズ協会(略称「日本 FP 協会」という)では,FP の

定義として「FP は,顧客の家族構成をはじめ・・・(中略)・・・包括的な顧客の資産設計(フ

ァイナンシャル・プランニング)を立案し,その実行を手助けしていく専門家です。」と(FP

テキスト,2013,監修者序文,p.0034)定めているが,顧客の家族の状況や個人的なファイナン

ス状態において資産設計のプロセスそのものに焦点を当てたい場合は,『ファイナンシャ

ル・プランニング』。資産設計をするにあたってファイナンシャル・サービスを購入する場

合のその商品プロセスに焦点を当てたい場合は,『ファイナンシャル・サービス』と使い分

ける。なぜなら,家族の資産設計をするにあたってファイナンシャル・サービスを購入する

                                                   
3  貝塚 (2013)『FP テキスト／パーソナルファイナンス～ライフプランニング・リタイアメントプランン

イング～[改訂第 8 版]』日本フィナンシャル・プランナーズ協会。 
4 貝塚 (2013)『FP テキスト／パーソナルファイナンス～ライフプランニング・リタイアメントプランン

イング～[改訂第 8 版]』日本フィナンシャル・プランナーズ協会。 
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場合と,個人投資家がライフプランや資産設計と関係なくファイナンシャル・サービスを購

入してサービスを受ける場合とは意味合いが違う。したがって個人投資家がライフプラン

や資産設計と関係なくファイナンシャル・サービスを購入する場合は,ここでいうファイナ

ンシャル・サービスからは除外する。FP は顧客のライフプランや資産設計を構築するにあ

たってライフイベント表やキャッシュフロー表を中心とした提案書を作成する。カップ

ア,JR.ほか(2012)は,そのライフプランや資産設計の意思決定する一連の流れを『ファイナ

ンシャル・プランニング・プロセス』と呼んでいる。その結果ライフプランニングするに

あたってパーソナルファイナンシャル・サービスを受ける場合とした時の意思決定とマー

ケティング戦略を一つのモデルとして構築するのである。 

パーソナルファイナンシャル・サービスをマーケティング領域として論じるには，まず

サービスとは何かを明らかにする必要がある。 

第 1 章「サービス・マーケティング戦略とパーソナルファイナンシャル・サービス戦略

の関係性」では,マーケティング戦略におけるサービス・マーケティング戦略のポジション

を明らかにし，サービスとは何かをさまざまな論者から意義を見出し,サービス・マーケテ

ィングの分類や品質を論じた上でマーケティング戦略におけるサービス・マーケティング

戦略のポジションを示すこととする。 

第 2 章「サービス・マーケティング戦略とパーソナルファイナンシャル・サービスのポ

ジション」では,第 1 章で分類したサービスの枠組みを元にパーソナルファイナンシャル・

サービスがサービス・マーケティング戦略においてどこに位置づけされるのかを独自の見

解と戦略手段から見た特質をこれまでの事例と合わせて論じている。 

第 3 章「ファイナンシャル・サービス実務の諸領域」は,第 1 章のサービス・マーケティ

ング戦略を踏まえ,ファイナンシャル・サービスの戦略的定義,ファイナンシャル・サービス

の実務特性,ファイナンシャル・サービス・マーケティングの領域の戦略要素について論じ,

次に One to One マーケティングとパーソナルファイナンシャル・サービスの関係性につい

て論じている。ファイナンシャル・サービス実務の諸領域を論じることで,「パーソナルフ

ァイナンス」,「ファイナンシャル・サービス」,「サービス・マーケティング」の 3 つの領

域を融合させたマーケティング戦略と領域を明らかなものとしている。 

第 4 章「パーソナルファイナンシャル・サービス実務の諸領域と戦略モデル」は，パー

ソナルファイナンシャル・サービスにおける市場細分化によるターゲット戦略と第 1 章で

論じたサービス・マーケティング・ミックスにおける 7P と 4P から 4C への理論変換をパ



15 

 

ーソナルファイナンシャル・サービスに対応した 4P から 4C へ理論を変換して論じている。

加えて FP 業務を活用したマーケティング・ミックスの実践事例を上げている。 

第 5 章「パーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティングビジネスプロセスモ

デル 」は，第 2 章 2-2 で論じた商品戦略,コミュニケーション戦略,チャネル戦略と順にこ

れまでの商品の戦略的要素を現代におけるビジネスモデルとしてさらに応用した構成とし

ている。 

第 6 章「パーソナルファイナンシャル・サービスにおける新たなマーケティング戦略の

確立」は，これまでの内容を踏まえながら，将来的にパーソナルファイナンシャル・サー

ビスの顧客サービスとなるであろうデジタルツールによるコミュニケーション戦略と,金融

機関の新たな顧客リレーションシップの確立を論じている。さらに第 5 章で論じたビジネ

スプロセスモデルの役割をさらにマーケティング領域へと転じた戦略概念を提言している。 

 第 7 章は，本論文の命題と提言である。4 つの命題と提言をあげ，最終的にファイナンシ

ャル・サービス・マーケティングの概念・領域と戦略構築イメージを明らかにしている。 
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第 1 章 サービス・マーケティング戦略とパーソナルファイナンシャル・サービス戦略の

関係性 

1-1 マーケティング戦略におけるサービス・マーケティング戦略のポジション 

1) サービスとは何か 

 経済財は,財(goods)とサービス(services)として対置して分類される。これは社会科学にお

いて一般的な区分である。財は有形財(物理的な実態のある財)を指しており,サービス(役務)

は無形財(それ自体に物理的な実体はない財)を指している。サービスの語は日本の日常語で

は「無償の奉仕」や「無償の提供」といった意味でも用いられる。 

サービスは，さらに「対価を伴う直接の取引対象としてのサービス(サービス財)」と「有

形財の販売に伴って提供される様々な付帯サービス」と分けられる。前者は,例えば,鉄道会

社や航空会社は輸送というサービス,ホテルと旅館は宿泊というサービス,また旅行会社は

旅行というサービスを提供していることを指すのである。後者は,人間がおこなう活動の結

果として得られるもの,例えば,医者による医療のサービス,商品を購入した時の商品の包

装・袋詰め,配達・発送,備え付け・機器設定,保守・点検・整備等の各種アフターサービス等,

また商品を購入する前に行うコンサルティング・情報提供,商品説明,下取り,さらにまた前貸

し代わりに将来にわたって条件を付ける低金利ローン等がある。これらの中には,人間の労

働の成果である狭い意味での「サービス」という意味であるため,広義の意味での「サービ

ス」と分ける必要がある。 

 サービスの生産には有形財が係る場合もあれば,関わらない場合もあるといわれるが,そ

もそもサービス(財としてのサービス)の定義はさまざまな論者によってなされている。 

 まず,1960 年の AMA(American Marketing Association)のサービスの定義は,「サービス

とは,販売のために提供される,もしくは,財の販売と結びついて提供される諸活動,便益,満足

である。」と定義している(大江,2008,p.125)。 

コトラー(Kotler)(1984,p.445)は,サービスを「一方の側が他方の側に提供することができ

る本質的に無形であり,何らの所有権をもたらさないような何らかの活動あるいは利益であ

る。その生産は物的製品に拘束されるかもしれないし,拘束されないかもしれない」と定義

している6。 

                                                   
5 大江ひろ子(2008)『コミュニケーション・マーケティング‐共鳴と共感の対話型企業経営‐』白桃書房。 
6 Kotler,P. (1984) Marketing Essentials,Prentice-Hall,Inc. 
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グリョンローズ(C.Grönroos)(1990,p.27)は,サービスを「顧客とサービス企業の従業員の

間,及び/あるいは,物的資源ないし財との間,及び/あるいはサービスの提供者のシステムとの

間の相互作用において必然的にというわけではないが,通常生ずる多かれ少なかれ無形の性

質の活動あるいは一連の活動である。そしてそれは顧客の問題の解決として提供される」

と定義している7。 

ス タ ン ト ン ＝ エ ツ ェ ル ＝ ウ ォ ー カ ー (W.J.stanton,M.J. Etzel and B.J. 

Walker)(1991,p.486)は,サービスを「取引の主要な目的が,顧客に対する欲求の満足を提供す

ることを意図しているような,確認することのできる無形の活動である」と定義している8。 

ジ ョ ン ソ ン ＝ シ ュ ウ イ ン グ ＝ カ イ ダ (E.M.Johnson, E.E.Sheuing and K.A. 

Gaida)(1986,p.12)は,サービスを「他の個人あるいは企業に対して遂行される活動として定

義される」としているが,それだけでなくサービスを「得られた総価値の 50％以上が,その性

質において無形のものであるような購買として表される」とも定義している9。 

こうしたさまざまな論者による定義からみられるように,消費者・顧客に提供される財(製

品)としてのサービスは,概ね顧客の欲求を満足させるためになされる無形の活動であると

定義されるといえ,さらにそうした活動を通じて消費者・顧客に提供されるのは所有するこ

とができない無形のものであると捉えられている。ただし,サービス財(製品)は主として無形

になるもの,何らかの有形のものを伴うことがある。その反対もありうるため,サービス財(製

品)と有形財とを区分するためにサービス財(製品)をその購買から得られた総価値の 50％以

上が無形のものであるようなものとしても定義される。この場合得られた総価値の 50％以

上としているのは,サービスがまったく無形のものばかりからなっているのではなく,有形

のものもそれに含まれている(高橋,1998,pp.7-810)。 

2) サービス・マーケティングの特性・特質 

(1) サービス・マーケティングの 4 つの特性 

 サービスのマーケティングには製品のマーケティングとの共通点があるが,根本的に異な

る点もいくつかある。それはサービスが製品とは本質的に異なった特性を持っているから

である。サービスが製品と異なるのは,一般にはサービスに無形性,不可分性,変動性,消滅性

                                                   
7 Grönroos, C. (1990) Service Management and Marketing. 
8 Stanton, W.J., M.J.Etzel and B.J. Walker.(1991) Foundamentals of Marketing, 9th ed. 
9 E.M.Johnson, E.E.Sheuing and K.A. Gaida (1986) Profitable Service Marketing. 
10 高橋秀雄 (1998)『サービス業の戦略的マーケティング』中央経済社。 
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といった 4 つの特性IIがあるからだといわれている。サービスは実態上物理的な形を持たず,

購入するに先立って見ることも触れることも表示することも感じることも試すこともでき

ない。さらに顧客満足の基準も異なり,サービスの場合はその提供プロセスに顧客も参加す

る。提供プロセスにおいても顧客のニーズに基づいてサービスを微調整することが可能で

ある。サービスの 4 つの特性は以下のように説明されている。 

① 無形性(不可視性) 

無形性とは,購入していないサービスは見ること,味わうこと,触れること,聞くこと,表示す

ること,試すこともできないということを意味する。つまりサービスの持つ機能に形はない

ため,実際に購入するまでどのような成果(ベネフィット)が得られるか知ることができない。

美容整形は購入するまで効果を目にすることはできないし,建築家を雇い着工に同意しない

限り完成した建物を見ることはできない。対照的に有形財は購入に先立ってより容易に評

価され,特性である調査の質の優勢さによって特徴づけられる。例えば,車の潜在購買者は販

売店で試乗することができるかもしれないし,TV の購入者はお店で画質を調査できること

が可能である。 

サービスは買われたり売られたりすることができるが,足元に置いておくことができない

何かのものである。また顧客がサービスを評価する品質を理解していないことがある。顧

客はそのような無形性に対し,不安を軽減するためにサービスの質を示す「手がかり」とい

うものをより探しだそうとする。場所,人,設備,価格,説明資料等目に見えるものを通じて提

供されるサービスがどのような品質を持っているか判断しようとする。よってサービス提

供者はその「手がかり」を通じて,具体的にサービスの提供プロセスとその結果とがどのよ

うなものか顧客に伝えなくてはならない。 

② 生産と消費の同時性・不可分性 

不可分性においては,プロセスまたは経験としてのサービスの本質は消費と生産が同時に

行われるため，サービス提供者と需要者は不可分な関係にある。そのためサービス提供者

個人のプロ意識,外見,態度といった特性すべてがプロフェッショナル・サービスの質を判断

する材料となる。したがって従業員はサービスの一部となる。サービスが作られる場には

必ず顧客が存在することから,サービス提供者と顧客との相互作用(Interaction)があるのも

サービス・マーケティングの特徴である。 



19 

 

サービスは,もしサービスを購入したい，経験したいという消費者がいるのならば,サービ

スは与えられるに過ぎない。アドバイスそれ自体は,ある特定のリクエストがされるまで存

在はしないのである。顧客とサービス提供者はその場で起こるサービスに対してお互いに

反応しなければならないことを示唆している。しばし,顧客はサービス提供者がサービスの

場面に居座ることを前提として考える。 

生産と消費の同時性は,サービスとサービス提供者を分離することは困難であることを意

味する。例えば,大学教授,医師,弁護士などによって提供されるサービスをサービス提供者自

身から切り離して理解することは難しいのである。それぞれにおいてサービスの役割を担

う人々がサービスそのものである。実際に顧客は特定の個人の技能を購入しているのであ

る。 

③ 変動性・異質性 

変動性は不可分性と密接に関連している。なぜならサービスは人間の行動,特に顧客とサ

ービス提供者の相互作用に大いに依存しているからである。サービスと人と切り離すこと

ができないため,誰が,いつ,どこで,どのように提供するかによってサービスの質は変化する。

継続的に優れたサービスを提供することはサービス部門において難しいのである。 

有形財とは違ってサービスはしばしば人間の行動遂行能力に左右される。人間の能力は

従業員や顧客が異なると,サービスが顧客によってたとえ本質的に同じようなニーズが与え

られたとしても，顧客によって異なりまたは時間によって異なる。これは変化する顧客ニ

ーズのために生じるのではなく,主として顧客とサービス供給者との間の相互作用の本質の

結果である。このような異質性という特性がある結果,サービス業は常に多くの品質管理問

題を抱えこむ。したがって法律事務所やファイナンシャルアドバイサーにしてもプロフェ

ッショナルと呼ばれるすべてのサービス提供者は,調子が悪いときでも常に顧客対応技能の

重要性を認識しなければならない。 

④ 消滅性  

消滅性とは,サービスはいったん保留して後で販売したり使用したりすることができない

という意味である。サービスは貯蔵できない。サービスが生産と消費が同時的であるとい

う事実は,サービスが消極的ということも意味する。サービスは顧客が買いたいというと願

うときに生産されるにすぎない。需要が高いとき販売のための余剰サービスを製造するこ
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とができない。 

例えば,飛行機は一度離陸してしまえば,売れなかった座席を次回のために取っておくこ

とはできない。ライブハウスや野球場の座席,レストラン,学校の教室等も同様で,決められた

場所,決められた時間にのみサービス提供されることから,これらはサービス・ファクトリー

(Service Factory)と呼ばれている。多くのサービスで提供施設を備え顧客に対し,サービス

の生産とデリバリーを行うのである(小宮路,2012,p.911)。 

医師にしても投資アドバイサーにしても，予約時間や一定の時間に患者や顧客が現れな

かった場合は，キャンセル料として料金を請求することがある。それはサービスの遂行か

ら得られるはずの収入の機会が失われてしまっているからである。よってサービスの価値

(生産能力)はその時間だけに存在し,患者や顧客が来なかった時点で消滅するのである。した

がって貯蔵して次の時点に提供することは不可能である。 

消滅性という特性はサービス・マーケティングが直面する多くの需要と供給の問題にと

って最大の原因となっている。裏を返せば,入手可能な能力を最良に利用するための需要と

供給を管理する課業をマーケティングにもたらしているのである。需要が安定している場

合はサービスの消極性はあまり問題にならないが,需要が変動している場合にはサービス提

供者はその変動に合わせてサービスを提供しなければならない。 

(2) 有形財とサービスの特性の違い 

 サービスのマーケティングの 4 つの特性を説明したが,有形財とサービスの特性の違いは

次の通りである。有形財には生産,流通,消費の分離性があるため,生産→流通→消費の一方向

に進行する不可逆的な流れがある。これに対してサービスの提供においては,サービスの生

産・デリバリー・消費は同時に起こる。 

サービスを提供する有形要素は予め準備できるが,提供されるサービスそのものは,生産

に際し,顧客の存在が不可欠であり,生産されそのままデリバリーされ消費されることにな

る。小宮路(2012)は,この分離できない 3 要素を一体として一つのシステムを形成すること

をサービス・システム(Service System)と呼んでいる。サービス・システムの具体的な表れ

がサービス・ファクトリーであるという。これには,サービスを提供する有形要素が予め準

備され待機しており,ここに顧客が訪れてサービス・システムが稼働することになる(小宮

                                                   
11 小宮路雅博 (2012) 『サービス・マーケティング』創成社。 
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路,2012,p.1012)。 

図 1-1 有形財とサービスの生産,流通・デリバリー,消費 

有 形 財 

有形財の生産,流通,消費は別々の時間・空間で遂行され,一方向に流れる。生産と消費の間

の直接のインタラクションはない。 

 

サービス 

サービスの生産・デリバリー・消費は分離できず,「サービス・システム」を形成する。

サービス・システムにおいてはしばしば生産と消費の間の直接のインタラクションがある。 

 

         デリバリー 

出所：小宮路(2012),『サービス・マーケティング』,p.11。 

 例えば,美容院においては,髪のカットは美容師が行うが,顧客の全面的な協力が必要であ

る。塾においては,授業を行うのは先生(講師)であるが,生徒のやる気と熱心な取り組みが求

められ,活発な会話を交わしてこそ生徒の学力が向上する。この点でサービス・システムに

おいて，顧客とは実質的にはサービス提供の共同生産者であって,サービスの生産と消費と

はしばしば双方向的な行為(インタラクション)となる(小宮路,2012,pp.10-1113)。 

3) サービス・マーケティングの分類：財とサービスの相違 

(1) サービスの分類 

 サービスの概念,特質の次にサービスはどのようにして分類されるのか明らかにしなけれ

ばならない。サービスは,何よりもまずサービスであり有形財とは違う。多くのことのよう

にサービスは認識することはしばしばやさしいが,定義することは難しい。サービスといっ

てもそれには非常に多くの種類があるため,それらをどのようなサービスの分類枠組みによ

って分類されるのか検討する必要がある。そして無形財の中から分類することによって,取

                                                   
12 小宮路雅博 (2012) 『サービス・マーケティング』創成社。 
13 小宮路雅博 (2012) 『サービス・マーケティング』創成社。 

生 産 流 通 消 費 

生 産 消 費 
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引される商品の構成要素となる財の性質が商品そのものの性質に反映し,有形財・無形財の

それぞれの財の性質がどう影響しているのかが理解されるのである。 

サービス・マーケティングは,無形財を対象としたマーケティングであると説明したが,有

形財と対比されるマーケティングの実践のように思われる。無形財のマーケティングと有

形財のマーケティングがどう違うのか考えると,この分類の有用性がはっきりするのである。 

① ラスメルの分類枠組み 

サービスについての最も早期のマーケティング議論の一つに，ラスメル(Rathmell)(1966)

は財とサービスの間の単純な区別を行っている。ラスメルは,財はモノであるが,サービスは

行為であると認識すべきであると示唆する。すなわち財は物体，物品，あるいは材料であ

るのに対し，サービスは行為，遂行，努力であるとしている。これを有形財と同様に適用

できるような分類枠組みによってサービスを分類しようとしたものである。しかし，現実

の製品は，財の性質とサービスの性質を両方有しているので，純粋な財から純粋なサービ

スに至るような財とサービスの連続体の間のある点に位置づけられているという考え方を

示唆している。 

この考え方はほとんどの製品は有形財と無形財の両方から構成されており，それは有形

要素と無形要素からの比率の違いによって表現されているだけであって、本質的な違いで

はないということを示唆している(坪井,2002,p.6714)。 

② ジュドの分類 

ジュド(R.C.Judd)は,サービスを「企業あるいは企業家による市場取引の対象の中で有形

な商品の所有権の移転を伴わないものである」と定義し,さらにサービスを次のように分類

している(Judd,1964)。 

・ レンタル財によるサービス…ある製品を使用する権利 

・ 所有する財へのサービス…ある製品の注文生産,修理,あるいは改良 

・ 財なしのサービス…製品を構成要素とせず,経験あるいは経験的所有と名付けられるも

の 

このサービスの分類は,わかりやすいものであるが,そのカテゴリーごとの共通の問題や

マーケティング戦略へのインプリケーションなどは述べられておらず,サービスを分類した

                                                   
14 坪井明彦 (2002)「サービスの分類枠組みとマーケティング戦略」『商学研究論集』明治大学大学院。 
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だけに留まっている(坪井,2002,p.7315)。 

(2) サービス・オペレーションの次元に基づく分類 

 シルベストロ(Silvestro)らは,いかなるサービスに対しても考察されるべきサービスの 6

つの次元を要約し,それらを提示している。 

・ サービスは人(例えば会計士に焦点を当てているか,それとも設備(例えば自動販売機)に

焦点を当てているか。 

・ 典型的なサービス・エンカウンターにおいて顧客との接触時間の長さはどれくらいか。 

・ サービスのカスタマイゼーションはどの程度か。例えばカラー・コンサルティング・

サービスは個々のクライアントの持つ特定のニーズに適合しているのか。 

・ 顧客のニーズを充足する際に,コンタクト・パーソネルがどの程度までエンパワーメン

トを与えられているのか。 

・ 価値の源泉を付加するのは,主に,「フロント・オフィスIII」において(例えば,美容師)な

のか,それとも「バック・オフィスIV」において(例えば,銀行)なのか。 

・ サービスは製品(例えば,車の修理工)に焦点を当てているのか,それともプロセス(例え

ば,高度な教育コース)に焦点を当てているのか。 

このようにシルベストロ(Silvestro)らは,顧客の数(典型的なユニットが 1 日に扱う顧客の

数)によって順位をつけたものを,上記の 6 つの次元でサービスを比較することによって,彼

らは,3 つの幅広いカテゴリーにサービスを分類した(Baron & Harris,1995,邦

訳,pp.29-3016)。 

 

 

 

 

  

                                                   
15 坪井明彦 (2002)「サービスの分類枠組みとマーケティング戦略」『商学研究論集』明治大学大学院。 

16  Baron,S & Harris,k,(1995)Service Marketing, Macmillan. 
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表 1-1 サービス・カテゴリーの分類 

出所：Baron & Harris(1995), Service Marketing, Macmillan.,邦訳,p.30. 

 シルベストロ(Silvestro)らは,「サービスの戦略,統制およびパフォーマンスの測定はサー

ビス・プロセスの 3 クラスの間でかなり異なるであろう」ことを主張する。この分類は,そ

の意味では価値はあるが,他の分類体系と同様に,いかなるクラスにもうまく当てはまらな

いサービスが存在するのである(Baron & Harris,1995,同上書, 邦訳,p.3017)。  

(3) 無形財の種類 

 無形財を扱うサービスの分類には,旅行代理店,貨物運送,銀行,保険,修理,理髪店,コンサル

ティング,コンピュータ・ソフトフェア,ホテル,レストラン,投資や仲介サービス,教育,ヘルス

                                                   
17 Baron,S & Harris,k,(1995)Service Marketing, Macmillan. 

サービス・プロセスのクラス 顧客の量 特徴 

専門家 

例) 会計士 

少 人に焦点 

高い接触時間 

高度なカスタマイゼーション 

フロント・オフィスの付加価値 

プロセスに接点 

サービス・ショップ 

例) 銀行・ホテル 

中位 人と設備に接点 

中位の接触時間 

中位のカスタマイゼーション 

中レベルのエンパワーメント 

フロントおよびバック・オフィスの付加価値 

プロセスおよび製品に焦点 

マス・サービス 

例) 輸送 

大 設備に接点 

低い接触時間 

低い程度のカスタマイゼーション 

低レベルのエンパワーメント 

バック・オフィスの付加価値 

製品に焦点 
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ケア等の様々なものがあり，またこれらを行うサービス企業,サービス機関が多数ある。そ

の中でもサービスという無形財において財の種類を分けると，山本(2007)は以下のさらに 3

つに大きく分けられると述べる。 

1 つ目は「サービス」である。マーケティングにおいては物質的な財以外なものはすべて

「サービス」と総称していた。例えば,労働自体に物資として存在しておらず,そのサービス

を提供する人間ではなく,提供されるサービスの量と質に対して対価が支払われている(山

本,2007,p.4218)。 

2 つ目は「情報」である。情報は今一つの重要な非物質的な財であり,情報は文字や記号

などで意味を示すものとして存在しているため，情報そのものはモノではない。新聞や雑

誌は紙媒体として利用されており,音楽CDやブルーレイはアクリル板に記録されている(山

本,同上書,p.4219)。インターネットのダウンロードや携帯電話のアプリゲーム等は商品その

もの中に電子記録されているものを利用している。 

また特許権などの権利やノウハウはその情報を利用することにより,あるまた別の商品を

創造する情報源として利用されている。他にも取引を行うことによって生じる「情報」と

いうのも該当する。取引が行われる情報には様々な種類がある。例えば,株の取引について

も新聞雑誌,インターネットによる情報,銀行でのコンサルタントによる情報も該当する。 

3 つ目は「利用権」である。利用権をさらに分類すると有形財利用権(所有権が移転しな

いもの)と情報利用権(利用権だけの取引)に分けられる。 

有形財利用権(所有権が移転しないもの)については,ある種の物質財を購入するのではな

く,ある場所を一定期間借りることや占有することを指す。例えば,電車や飛行機の座席また

はホテルの客室,は所有権移転ではなく一時利用という形でそれを利用する権利として存在

している。これには一人で占有するか多くの人々とその空間を共有してある場所を一時利

用するもの様々なタイプがある。例えば，ホテルの客室は一人または家族や仲間で占有し

て部屋を一時利用するタイプ,レストランや映画館,駅などは多くの人々とその空間を共有

することが前提で取引される商品が成り立っている。 

情報利用権(利用権だけの取引)についてみると,情報は所有権を移転することが可能であ

る。また特許となると売買の対象となる。しかし書籍や音楽の場合はその情報を許可なし

に複製して販売することはできない。コンピュータのソフトフェアにも特許がある。そう

                                                   
18 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済出版社。 
19  山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済出版社。 
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いった取引を成立させるには法律的裏づけが必要となってくる。著作権法やそれぞれの分

野で歴史的な過程を経て成立している。そうした意味では取引と法制度が密接にかかわっ

ているタイプの財だと思われる(山本,同上書,p.4720)。 

情報は伝達するための「媒体」を必要とする。これは流通の問題でもあるが,今までは書

籍については,文字を紙という媒体を通じて書籍となり流通される。これは情報という財を

なさないものが,本という有形財となって流通される。音楽も今や CD という媒体を通じて

有形財となって流通される。有形財となると在庫問題が生じる。しかし,インターネットに

よるダウンロード配信,または電子書籍という形で流通した場合,在庫問題がなくなる。今ま

で有形財だったものが無形財となった商品もいくつか出回っているのである。こうした分

類はマーケティング活動をおこなううえで欠かせないものである(山本,同上書,p.4721)。 

図 1-2 財の分類

 

出所：山本昭二(2007),『サービス・マーケティング入門』,p.48。 

このようにみてみると，財は大きく有形財と無形財に分類され，無形財はサービス，情

報，利用権で構成され，利用権はさらに有形財利用権と情報利用権に分かれることから，

財の種類には有形財と 4 種の無形財の合計 5 つあることになる(図 1-2)。こうした分類は,

理論的な背景があっておこなわれているだけではなく,実践的な意味を持っているという

(山本,同上書,p.4822)。 

 

                                                   
20 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済出版社。 
21 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済出版社。 
22 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済出版社。 
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(4) 有形性の程度に基づく連続的な概念 

 ショスタックは,有形か無形かの程度を,商品―サービスのスペクトラムで表す方法を用

いてサービスを分類した。顧客の視点から見て,製品の有形性の程度が高いほど,品質や適合

性などの点で評価することが容易になる。その一方,製品の無形性の程度が高いほど評価す

ることが難しくなる。図 1-3 は製品(商品とサービス両方を含む)を,製品の有形性の度合いに

従って配置したものである。サービスが支配的になっている製品の場合,提供者は当該製品

についての消費者の関心事により多くの注意を払う必要がある(Baron & Harris,1995,邦

訳,p.3123)。 

図 1-3 連続体の概念 

  塩 

   清涼飲料 

       洗剤 

         自動車 

            化粧品 

                     ファーストフード店 

 

有形性優位                             無形性優位 

ファーストフード店 

    広告代理店 

         航空 

                 投資管理 

                      コンサルティング 

                               教育     

出所：Baron & Harris(1995), Service Marketing, Macmillan,邦訳,p.31. 

 この図は,「世の中にある数々の商品は,有形性が優位にできあがっているものから,無形性

が優位にできあがっているものまで連続的に存在しており,それによって性質が異なる」と

いう彼女の主張を表している。この図はあくまで相対的なものであり，位置や縦の線分の

                                                   
23 Baron,S & Harris,k,(1995)Service Marketing, Macmillan. 
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長さに厳密な意味はない。この考え方で重要なのは，取引される商品の性格が連続性であ

るということである(山本,2007,pp.50-5124)。 

(5) 従業員の存在を基礎にした分類 

 ビトナーは,サービスの提供に関係する顧客と従業員に対する物理的な環境(いわゆる「サ

ービススケープ」)の重要性を研究する一方,サービス組織を次の 3 つに分類した。 

・ セルフサービス(顧客のみ)(例)ATM,ゴルフコース 

・ 対人的なサービス(顧客と従業員と両方)(例:学校,ドライクリーニング屋) 

・ リモート・サービス(従業員のみ)(例:保険会社) 

サービススケープを設計するという状況において,自分たちの組織が 3つのクラスのうち,

いずれに最もよくあてはまるかについて明確にしておく必要がある。フロント・オフィス

の設計が強調されるべきなのか,バック・オフィスの設計であるべきなのかである。物的な

環境を考慮することに加えて,この 3通りの方法による単純な分類は,マネジメント活動の焦

点をオペレーション効率か,マーケティングの有効性のどちらか一方に合わせる手助けにな

ると述べている(Baron & Harris,1995,邦訳,p.3225)。 

(6) サービスの「劇場」アナロジーに基づく分類 

 経営コンサルタントであるグローブとフィスク(Grove and Fisk)は,サービスを「劇場ア

プローチ」と考え,その提供における「技術の役割」をテーマにいくつかの有益なアナロジ

ーを提示した。ある劇場をイメージした場合,サービスの現場担当者(コンタクト・パーソネ

ル)は「俳優」であり,顧客は「聴衆」,サービス環境は「舞台」であって,プロセスは「演技」

である。これによって彼らはサービスの 2 次元的分類を作り出したのである(Baron & 

Harris,1995,邦訳,p.3226)。 

 サービスを「舞台演劇」と商品・サービスの提供だけでなく,顧客が感動するような経験

をさせ,その接触が高くなればなるほどレストランやスポーツ観戦のように演技の最中に観

衆が同じ場所にいる場合は特に,サービスにおける「演技」の局面に注意を払う必要がます

ます大きくなる。情報化時代となった現代において,サービスの“双方向性”を探求するに

は,演技の重視がマーケティングにおけるサービスの鍵となるといえよう。 

                                                   
24 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済出版社。 
25 Baron,S & Harris,k,(1995)Service Marketing, Macmillan. 
26 Baron,S & Harris,k,(1995)Service Marketing, Macmillan. 
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 (7) カスタマイゼーションとエンパワーメントに基づく分類 

 サービスの分類を最も包括的に扱ったのは,ラブロック(C.Lovelock)のサービスに関する

5 つの 2 次元分類におけるアプローチであろう。ラブロックは,サービスの分類枠組みが実

務的価値を持つためには,ある共通のマーケティング特性を共有するグループにサービスを

分類し,マーケティング戦略へのインプリケーションを考察することが有効なアプローチで

あると述べている。ラブロックのいう 5 つの分類とは,1 つ目は「サービス行為の本質とは

何か」,2 つ目は「サービス組織とその顧客との間の関係はどのようなタイプの関係か」,3

つ目は「サービス提供者の側にカスタマイゼーションと判断の余地がどれくらいあるか」,4

つ目は,「そのサービスに対する需要と供給の本質とは何か。」，5 つ目は「そのサービスは

どのようにデリバリーされるか」である。そのうちの「サービス行為の本質とは何か」に

ついては,そのサービス行為が向けられる対象が人かあるいは人の所有物なのか,およびそ

の行為が有形的行為かあるいは無形的行為かの 2 つに分けられると考えるのである(坪

井,2002,p.7427)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
27 坪井明彦 (2002)「サービスの分類枠組みとマーケティング戦略」『商学研究論集』明治大学大学院。 
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表 1-2  サービス行為の本質 

出所：坪井 (2002),「サービスの分類枠組みとマーケティング戦略」『商学研究論集』, p.74。 

 この分類は，2 つの行為から 4 つのカテゴリーからなる分類枠組みの有効性を保つのであ

る。その裏付けとしてラブロックは,①「顧客は実際にその場にいる必要があるか。」,②「顧

客はサービス・デリバリーの間の精神的にそのサービスに関与している必要があるか。離

れた場所にいても精神的な関与は維持できるか。」,③「そのサービス行為の対象がそのサー

ビスの前と後ではどのように変更されているのか。そして顧客からこのような変更からど

のようなベネフィットを受けるのか。」のような課題を解決することによって自社のサービ

スのコア・ベネフィットを理解し,マーケティング戦略を立案する上での助けとなると述べ

ている(坪井 ,2002, p.7428)。 

現代においては,従業員と顧客が全く顔を合わさずサービス・デリバリーが行われること

がある。例えば,ネットで注文をして,代金を ATM で支払い,不在中に商品が届くケースがあ

                                                   
28 坪井明彦 (2002)「サービスの分類枠組みとマーケティング戦略」『商学研究論集』明治大学大学院。 
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る。この場合誰が注文を受け,誰が配送手続きをして,誰が荷物を届けるというそれぞれの流

れに顧客は具体的に気にしないであろう。サービス行為の結果は非常に重要なことである

が,サービス・デリバリーのプロセスには,顧客の関心はほとんど示されないのである。 

4)  サービス・マーケティングにおける品質構造 

(1)  サービス品質とは何か 

 サービス品質(Service quality)とは,サービス提供者なのかまたは顧客なのかによってサ

ービス品質を定義する方法は異なるのである。提供者の視点からすれば,サービス特性がそ

の企業の仕様設計や必要性から構成される各サービス特性の水準の程度を意味している。

業務志向によって生産性と内部効率性に焦点があてられるのである。一方,顧客の視点から

すれば,提供されたサービスが顧客にとって期待通りか,あるいはどれくらい期待を上回っ

ているかを意味している。両者の定義で基本的に違うのは,顧客の視点からすると,サービス

が同じ水準で提供されたとしても異なる顧客であれば異なる水準でサービスを近くすると

いうことである(小川・戸谷,2005,邦訳,p.19629)。 

例えば,ある遠征先でビジネスホテルに泊まるとする。このホテルは部屋に消臭剤スプレ

ーやズボンプレッサー等宿泊に必要なものがあればすぐに従業員がお持ちするサービスを

重視しているとしよう。しかし,最初から消臭剤スプレーやズボンプレッサーを部屋に置い

ておくべきと考える顧客は,このホテルはサービスが貧弱と評価するだろう。 

 サービス品質の基準を定める過程で,ホテル側は消臭剤スプレーやズボンプレッサーの設

置台数を決める際,購入コストを抑えることに焦点をあててしまったのである。しかし,顧客

はすぐに利用できないため,ホテルのサービスが悪いと判断してしまったかもしれない。し

たがって,サービス品質は知覚サービス品質と考えた方が適切であり,顧客の期待に沿う,あ

るいは期待を上回るサービス提供の水準であると定義することが適当である。 

(2) 顧客のサービス品質評価 

 顧客がサービス品質を評価する基準は,有形物の品質を評価する基準と全く違った方式で

評価する。サービスは本来,探索特性が低く,経験特性と信用特性が高いといった性質を持つ。

自動車の色や重量,大きさ等,購入前に評価できるのが探索特性である。テーマパークに行っ 

 

                                                   
29 小川孔輔/戸谷圭子 訳 (2005) 『サービス・マーケティング入門』法政大学出版局。 
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たときの嬉しさなどのように消費している最中や消費後でのみ評価できるのが経験特性で

ある。 

それに対して,消費した後において評価することが難しいのが信用特性である。サービス

の無形性のせいで,顧客がサービス品質を客観的に評価することを妨げられながらも,顧客

は繰り返しサービス経験の品質を吟味するのである(小川・戸谷,2005,邦訳,p.20130)。 

図 1-4 製品評価の連続性 

 

                

         大部分の物財     大部分のサービス 

 

 

                                    

           

 

 

 

 

     探索品質が高い    経験品質が高い     信用品質が高い 

出所：Fisk et al(2014),p.152 

 サービスは通常,有形な構成要素及び無形の構成要素の両方からなっているため,サービ

ス品質を定義しようとする多くの試みは,品質の客観的尺度と顧客の主観的な近くに基づく

尺度を区別してきたのである。グロンルース(1990)は,サービスの品質を技術的な次元と機

能的な次元に分解されることを提案した。これは両方の次元とも顧客にとって重要である。

技術品質はサービスの相対性に関連する。すなわち成果である。機能品質はいかにしてそ

の技術品質が顧客にデリバリーされているかに関連する。すなわち過程を指している。 

 例えば,自動車修理工によって提供されるサービスでは,顧客はサービスの技術品質の評

価をするために,車を修理するのに用いられる機械や修理工の技能や熟練の技に目を向ける

                                                   
30 小川孔輔/戸谷圭子 訳 (2005) 『サービス・マーケティング入門』法政大学出版局。 
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かもしれない。対照的に従業員の全般的な態度と姿はサービス機能品質の構成要素となる

(Baron & Harris,1995,邦訳,pp.240-24131)。 

(3) 品質の次元 

 現在最も広く使われているサービス品質の評価尺度は,パラシュラマン,サイトハムルお

よびベリー( Parasuraman , Zeithaml and Berry )(1985)によってなされた SERVQUAL と

いう測定手法である。顧客の知覚サービス品質を測る SERVQUAL 尺度は ,有形性

(Tangibles),信頼性(Reliability),反応性(Responsiveness),確実性(Assurance),そしてサービ

ス提供者に対する共感性(Empathy)の 5 次元から成るという。 

 有形性とは,サービスについての物的要素のことであり,例えば,店舗施設,設備,座席,照明,

人の外見のことを指す。信頼性とは,信頼性とパフォーマンスの正確性をもって約束された

サービスを提供する意思のことである。反応性とは,顧客の役に立とうとする迅速性と有用

性の対応力のことである。確実性とは,従業員の知識と礼儀及び信頼と確信を喚起する能力

のことである。最後に共感性とは,企業が顧客に与える心配りであり,一人一人の気遣いが企

業と顧客の共感につながるのである。 

 個々の顧客にとって期待の容認範囲に個人差があるため,SERVQUALは,期待が明確に形

成されず事前の測定が難しい場合や期待の構造に 5 つの次元を見いだせない場合があるこ

とも時に指摘されるのである。しかし,サービス全般を包括するサービス品質評価手法とし

て今まで様々なサービス分野に適用されているのである。5 つの次元の測定結果から事前の

期待と事後の知覚品質の差が明らかとなったときのその差の原因を探り出し,可能な限り最

小化することがサービスの品質管理における課題となる(小宮路,2012,p.4532)。 

 パラシュラマン,サイトハムル,ベリーの 3 人が作ったサービス品質モデルには,高いサー

ビスの品質を提供するための重要事項を 5 つのギャップとして示しているV。さらにラブロ

ックは,5 つのギャップからなるサービス・クオリティ・モデルを拡張し,7 つのギャップか

らなるモデルを提示している。この分析は,最終的な事前・事後のクオリティ・ギャップだ

けでなく,そこに至るさまざまな段階でのギャップの発生を想定している。どの段階でどの

ようなギャップが生み出されているのか,その原因を見つけて対処方策を考えることがサー

                                                   
31 Baron,S & Harris,k,(1995)Service Marketing, Macmillan. 
32 小宮路雅博 (2012) 『サービス・マーケティング』創成社。 
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ビス・クオリティ・ギャップ分析の目的となる(小宮路,同上書,p.4533)。7 つのクオリティ・

ギャップは以下のように説明されている。 

 ①知識ギャップ：顧客が実際に抱いているニーズ・期待とサービス提供側が考えている

顧客のニーズ・期待とのギャップのことである。顧客が求めているものをサービス提供側

が常に正確に把握しているとは限らないのである。 

 ②スタンダード・ギャップ：サービス提供側が把握している顧客の期待と顧客に提供さ

れるべく定められたサービス内容にギャップがあることである。これには提供されるサー

ビスの業務基準を定めていない場合があり,サービス提供をうまく反映させていないことが

考えられる。これには見直しが必要であり,また技術的要因やコスト要因であることも考え

られるのである。 

 ③デリバリー(提供)・ギャップ：提供されるべく定められたサービス内容とサービス提供

側が実際に提供されるべくサービス内容とにギャップがあることである。従業員の教育が

不十分であることや従業員に業務基準を満たす能力がなかった場合,またはやる気がなかっ

た場合がこれにあたるのである。 

 ④インターナル・コミュニケーション・ギャップ：実際に提供されているサービスと広

告等販売員を通じて行うサービス・コミュニケーションの内容とにギャップがあることで

ある。例えば,企業の代表者が直接プロモーション活動をすると顧客の期待度は高くなりま

た影響を受ける。しかし,自社のシステムでは明らかに提供できないようなサービスを提供

できると宣言したにもかかわらず,結果不十分なサービス提供をしてしまうことがある。 

 ⑤知覚ギャップ：顧客が期待したサービスと実際に顧客の知覚するサービスとのギャッ

プのことである。サービス提供の内容や方法が正しく顧客に理解されていないことが考え

られる。サービス提供者と顧客とのインタラクションとコミュニケーションがうまく行わ

れていない可能性がある。 

 ⑥解釈ギャップ：サービス提供側が広告やサービス従業員を通じ伝えるサービス内容と

顧客がその内容受け取りを解釈するサービス内容との差にギャップがあることである。広

告するにあたって顧客が理解できず誤解を招くような場合は見直しが必要である。また具

体的なサービス内容が的確に顧客に伝えられていないことも考えられる。 

⑦サービス・ギャップ：顧客の期待するサービス内容と実際に提供され知覚されたサー

ビス内容にギャップがあることである。 

                                                   
33 小宮路雅博 (2012) 『サービス・マーケティング』創成社。 
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①から④はサービス提供側で生じるギャップであり,⑤と⑥は顧客側で生じるギャップで

ある。各段階のいずれかまたは複数のギャップが存在することで最終的なクオリティ・ギ

ャップが構造的に生み出されていると考えるのである。7 つのギャップのいずれもが,顧客

とのリレーションシップに影響をもたらす。サービス・クオリティは,顧客のサービス提供

に対する全般的な態度であることは忘れてはならない。こうした態度は,満足・不満足のサ

ービス・エクスペリエンスが積み重ねられていき，構成されるものである(Lovelock and 

Wright,1999,邦訳,pp.111-11234)。これら 7 つのギャップと合わせ 5 つのクオリティ次元を

理解することでサービス組織は顧客の期待を超えるサービスを提供する機会を得ることに

なる。 

5) パーソナルファイナンシャル・サービス戦略におけるサービス・マーケティング戦略の

意義と課題 

 サービス・マーケティングの研究は 1960 年代から経済サービスの進行により Judd.R.C 

(1964)によってサービス概念の研究がされ始めたと言われている。その頃我が国では,1960

年代から高度経済成長期にかけては「モノ作り」が中心であった。そのなかサービス業は

身近にあるにもかかわらず今まで生産性の低いものとされてきた。しかし今日,科学技術の

発展や IT バブル等によりモノに対する文化,すなわちある一つの商品をモノとしなくても

サービス重視で展開していくことが多くなった。また少子高齢化社会,国際化社会により時

代が流れ,商品開発の人材育成と同時にサービスを行うための人材育成が重要となっている

のではないかと筆者は考える。人材育成というのは企業内での人材育成にとどまらず,ライ

フプランにおいて学校教育から人的資本の構築に対応した教育を必要とするVI。 

 さらに無形財サービスの増加により,ここ 10 年で私生活の中の必需品というものを見直

さなければならない部分,特にインターネットや携帯電話の普及により通信器具についての

必要性が重視されている。戦後から高度経済成長の時にいわれた 3 種の神器VIIにかわり,今

の時代においては,「携帯電話(スマートフォン)・パソコン(インターネット)・クレジットカ

ード（IC,電子マネー）」が今のマーケット戦略そしてライフスタイルにおいて大きな変化が

起きている。何かとこの 3 つのいずれかで販売ツールが限定され,その販売ツールでしか購

                                                   
34 Lovelock, C. H and Lauren Wright (1999) Principles of Service Marketing and 

Management, 1st ed., Prentice-Hall. 
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入することができない事例が活発となった場合,そもそも所有していない人がマーケットに

すら参加できないということに陥る。 

そうなるといままでのマーケティング戦略は変わりつつあり,その一つの変化となったも

のがサービス・マーケティングである。これは製造業のマーケティングを否定しているの

ではなく,今まである製造マーケティングとサービス・マーケティングを両輪ととらえ,無形

のものからなるサービス財と有形財(製品)を取り扱う製造業者を区別しながら,その中でも

有形財の中に無形財サービスは活発になっている時代を背景にサービス・マーケティング

を論じていきたい。そのためにサービスはいったいどのようなものであるかということを

明らかにする必要があった。サービスは無形のものからなり,生産と消費を分離されず同時

になされるため在庫を持つということはない。サービス自体を所有することができないと

いったような有形財とは異なる特質を持ったサービスを取り扱うため,有形財を取り扱う製

造業のマーケティングとは異なるアプローチによって展開されるマーケティング手法が必

要である。 

サービス・マーケティングには,「経済のサービス化」「消費者の変化」「サービスの特徴」

の 3 つの要素から成り立っているといわれている。ライフプランにおける 3 大資金は日常

の生活費も加え,将来へ向けての事を考えた場合の資金であり,決して日常の生活費をおろ

そかにしてはならない。今日マーケティングにおいて日常の生活が変化している中,経済の

サービス化の重要性が問われている。 

パーソナルファイナンスにおいてライフプランを作成するに当たり 3 つの資金設計が必

要といわれている。一つは「教育資金設計」2 つ目は「住宅資金設計」3 つ目は「老後に対

する資金設計」である。この 3 つの資金の捻出もファイナンシャル・サービスを利用した

資金の捻出が求められる時代へと加速している。ライフプランにおける 3 大資金はサービ

スを受ける前に個々の生活を見据えた上で資金を用意して実行に移すのである。教育に関

しては,塾に通わせることや習い事をさせる等,物を使って指導することが大半だが,最終的

な目的はそのサービス提供を受けた満足ではなく,個々の目標の達成感や満足度の方が重視

される。その達成感や満足度は目には見えないサービスによって作り出されるものである。

住宅に関しては将来１戸建てにしてもマンション購入または賃貸で生活するにしても所有

目的となる。老後に関しては,例えば,体力維持のためにスポーツジムへ通うことも一種のサ

ービスであり,またケアマネージャーというのもサービスの一環である。サービス・マーケ

ティングはその場には残らないものとして存在するのである。生活者は今後必要となって
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いくのであろうファイナンシャル商品に対してどう向き合っていけばよいのか考察する必

要性がある。個人(パーソナル)の視点から捉えたサービス・マーケティング戦略研究を進め

ていきたい限りである。 

1-2 サービス・マーケティング戦略と特性 

1) マーケティングの本質から見たサービス・マーケティング戦略 

(1) マーケティング・コンセプト 

 マーケティング・コンセプトは,1950 年代半ばに作り出された考え方である。マーケティ

ング・コンセプトとは,選択した標的市場に対して競合他社よりも効果的に顧客価値を生み

出し,供給し,コミュニケーションすることが企業目標を達成するための鍵であるという考

え方である(Kotler,2000,邦訳,p.2635)。今でもこの考え方は浸透している。 

 マーケティング・コンセプトは,「標的市場」,「顧客ニーズ」,「統合型マーケティング」,

「収益性」と 4 つの柱があるが,サービス・マーケティング戦略においても同様な理念を取

ることができる。 

① 標的市場 

 サービス業においては市場を特定することから始まり標的市場を念入りに選ぶ必要があ

る。わが国の少子高齢化は年々進んでおり,若い層の人口ボリュームと 65 歳以上の高齢者の

人口ボリュームは差が開く一方である。また都心に人口が集まることで地方は過疎化が進

む問題に対し人口流出と地域密着を掲げ,地方は地方ならではの特化した市場分析が求めら

れる。 

野村証券では,NISAVIIIを機に株式投資のニーズが高まったことから,仕事帰りの会社員を

狙った夜のセミナーが行われている。特に若い人や女性限定のセミナーも設け「株の初心

者」を引き込む戦略で若い世代の取り込みを狙っている36。単にセミナーを行うだけではな

く,開催場所を工夫して一つのイベント的な催しをすることによって予約件数が伸びたこと

を表している。 

 

 

                                                   
35 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
36 朝日新聞 2014 年 5 月 8 日付朝刊 1 面の記事を一部引用したものである。 
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② 顧客ニーズ 

 標的市場を特定することはできても,顧客ニーズを正しく把握できない場合がある。顧客

のニーズや欲求を理解することは必ずしも簡単ではない。ニーズがあってもそれをはっき

り自覚していない顧客がいる。あるいはそのニーズ顧客が具体的に表現できない場合もあ

れば,顧客の言葉の意味をうまく汲み取らなければならない場合もある(Kotler,同上書,邦

訳,p.2737)。 

ある顧客が FP の元へ住宅ローンの相談をしたしよう。この顧客は住宅を買った時の支払

いの「解決方法(ソリューション)」を言っているのであって,ニーズを話しているわけではな

い。そこで FP は住宅ローン自体の話よりも,現在顧客が持っている家族構成や資産状況を

聞いたうえで,住宅を購入するにあたっての顧客のライフスタイルについてのアドバイスを

してもよい。そうすれば顧客は,自分が言った解決方法ではなくニーズに見合った対応をし

たと FP に感謝するであろう。 

 マーケティングには,反応型,予想型,創造型とそれぞれ区別する必要がある。反応型は,言

葉にされたニーズを見つけてそれを満たすことである。予想型は,近い将来顧客が抱きそう

なニーズまで探ることである。創造型は顧客自ら求めはしないが提示されれば,夢中になる

ような解決方法を発見してそれを作り出すことである(Kotler,同上書,邦訳,p.2938)。 

サービスは生産と消費の同時性を持っているので,ニーズを見つけてからそれを作り出す

ことはサービスをしている間に行わなければ顧客は満足しないかもしれない。しかし,その

場でサービスを満たせなくても顧客に期待を持たせ,再び来店した時に顧客が求めているも

のを尋ねるところからさらに一歩踏み込んだ新たなニーズ提供を行うことができたのであ

れば,その顧客はリピート顧客となる可能性は高い。 

③ 統合型マーケティング 

 企業のあらゆる部門が顧客の利益のために協力しあった結果として統合型マーケティン

グが生まれることは,サービス・マーケティングについても同様である。サービス業におけ

るサービス・マーケティングのトライアングルにおいて,企業はエクスターナル・マーケテ

ィングだけでなく,インターナル・マーケティングを実施する。実際は,エクスターナル・マ

ーケティングの前にインターナル・マーケティングが必要不可欠である(図 1-5)。社内のス

                                                   
37 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
38 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
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タッフが素晴らしいサービスを提供する心構えができていないのに,そのようなサービスを

顧客に約束するわけにはいかないのである。 

今日の顧客志向企業は,組織図でいうと経営者が頂点ではなく顧客が頂点にくるのである。

次に重要なのは顧客を直に接してサービスを提供する現場の従業員であってその下に中間

管理職がくる。中間管理職は,現場の従業員が顧客に十分なサービスを提供するように支援

することである。そして一番下に経営者がくる。経営者は優秀な中間管理職を雇って支援

することである。加えて管理職全員が顧客を知り,顧客と接してサービスの提供をしなけれ

ばならない(Kotler,同上書,邦訳,p.3139)。 

④ 収益性 

 マーケティング・コンセプトの最大の目的は,組織の目標達成を手助けすることである。

サービス業においても優れた顧客価値を作りだし,その結果として利益がついてくるものと

考えるべきである。競合他社よりもうまく顧客ニーズを満足させることで,企業は利益をあ

げることができる。 

 マーケティング・コンセプトを実践している企業(例えば，P&G やマクドナルド,トヨタ,

バンダイ等)は,顧客に焦点を当て,さまざまに変化する顧客ニーズへ効果的に応えられる組

織づくりがなされている。どの企業にも優秀なスタッフを抱えたマーケティング部門があ

り,サービス,財務,研究開発,人事といった他の全部門も顧客は王様であるというコンセプト

を受け入れている(Kotler,同上書,邦訳,pp.32-3340)。 

 マーケティング・コンセプトを取り入れるいくつかの理由として,顧客満足は他の部門の

働きに影響され,顧客に満足を与えるために，マーケティングの遂行は他の部門に働きかけ

て協力し合わなければならないのであれば,マーケティングに企業理念・経営理念,財務,人材

から個別マーケティングまで合わせたトータル・マーケティング戦略の全体戦略計画を体

系として構築機能を持たせるべきである。 

このようなトータル・マーケティング戦略とは,企業の個別事業を決定する上で,全体の企

業の市場戦略の取り決め事項と計画の細部骨子を明示するものであり,特に顧客対応やエリ

ア対応,商品戦略の取り決めを中期計画に沿って明示するものである。売上・利益・コスト・

情報システムまで含め,市場戦略計画の枠組みを細部にわたって明示し,展開計画とスケジ

                                                   
39 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
40 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
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ュール,修正計画スケジュールなども明示されるものである。トータル・マーケティング戦

略の決定を間違えないためには,企業理念と経営理念の 2 つの理念が全社員の共通認識とし

て浸透していなければならず,企業人の業務活動に直結する具体的な指針として明示されな

ければならない。 

2) リレーションシップ・マーケティング 

(1)  リレーションシップ・マーケティングの定義 

 ノルディック学派であるグリョンローズ(Grönroos)(1997)は, リレーションシップ・マー

ケティングの定義を「利益の観点から,すべての該当関係者全員の目的を一致させるために,

顧客や他の利害関係者とのリレーションシップを明らかにし,構築・維持・発展させ,必要な

場合は終了させるプロセスであり,これは相互の約束の供与・実行によって行われる」とし

ている(東・小野,2014,p18341)。サービス・マネジメントはプロセスが重視される。リレー

ションシップの視点では,製品はプロセス消費の一部分でしかなく,顧客は単に製品もしく

はサービスを求めているのではなく,顧客の最終的なニーズを解決するためにリレーション

シップ構築を含めたもっと広い意味での顧客価値創造を求めている。 

(2)  サービス業におけるサービス・マーケティングのトライアングル 

 サービス企業のマーケティングにおいてはここ 20年あまりで必要不可欠な技術となった。

弁護士や法律事務所や公認会計士の会計事務所のような専門サービス業においても競争の

激化,顧客不満の増大,技術の急速な変化といった,さまざまな外的市場環境の変化に対応す

ることが専門家には求められている。しかし,多くのサービス業は小規模でありマーケティ

ングの必要性はないと思われていた。 

今日のサービス企業においては競争が激化する中,顧客のサービス品質に対する要望が高

まっている。このような状況に対処するため,サービス企業は競争力のある差別化の推進,サ

ービス品質の向上及び生産性の上昇といったサービス・マーケティング戦略に取り組まな

ければならない。 

コトラー＆ケラー(Kotler & Keller(2006))は,サービス企業のマーケティングは 3 つのマ

ーケティングタイプからなると述べる。すなわち，①企業と顧客の関係によるエクスター

ナル・マーケティング(External Marketing)，②企業と従業員(サービス提供者)の関係によ

                                                   
41 堀越比呂志編著『戦略的マーケティングの構図―マーケティング研究における現代的諸問題―』同文館

出版。 
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るインターナル・マーケティング(Internal Marketing)，③従業員(サービス提供者)と顧客

との相互作用によるインタラクティブ・マーケティング(Interactive Marketing)の 3 つのタ

イプのマーケティングが必要となるという(図 1-5)。 

①企業と顧客(外部の人)の関係によるエクスターナル・マーケティングとは,顧客に提供す

るサービスを用意し,価格を設定し,流通し,プロモーションを行う通常のマーケティング活

動のことである。 

②企業と従業員(サービス提供者)の関係によるインターナル・マーケティングとは,顧客に

満足してもらえるサービスができるように従業員を教育し,動機づけすることによって，一

つのチームとして機能させ，顧客に満足を与えるような取り組みをすることである。 

③従業員(サービス提供者)と顧客とのインタラクティブ・マーケティングとは,提供者と顧

客との相互作用によるマーケティングである。サービス品質は顧客への応対における従業

員のスキによって大きく左右される。また顧客はサービスの善し悪しを技術的品質(提供者

の手腕，技能等)だけでなく,機能的品質(提供者の気配り，配慮，安心感等)によっても判断

する。したがってサービス提供者は生産性も高めなければならない(Kotler&Keller,2006,邦

訳,p.51142)。 

図 1-5 サービス業におけるサービス・マーケティングのトライアングル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所:Kotler & Keller(2006), Marketing Management,12th ed., Prentice-Hall.,邦訳,p.510. 

                                                   
42 Kotler, P., and Keller, K.L. (2006) Marketing Management,12th ed., Prentice-Hall. 
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上記に掲げた 3つのタイプのマーケティングの中で,個人顧客,企業顧客問わず特に重要な

のが,従業員(サービス提供者)と顧客の相互作用というインタラクティブ・マーケティングで

ある。このインタラクティブ・マーケティングの中心的領域は,リレーションシップ・マー

ケティング(関係性マーケティング)ということになるが,個人顧客を対象としたリレーショ

ンシップ・マーケティングと企業顧客を対象としたリレーションシップ・マーケティング

では,基本的な考え方や内容は異ならないが,サービス提供者は,個人顧客か企業顧客によっ

てマーケティング・プログラムを変える。また情報,知識,交渉力等の点で大きな格差がある

ことからリレーションシップ・マーケティングにおける個人顧客と企業顧客へのマーケテ

ィングアプローチ,手法が異なることは明らかである。 

このサービス・トライアングルの関係は,企業と顧客,そしてサービス提供者によって作ら

れる関係性を指している。したがってサービス・トライアングルは各辺の長さを均等に保

ち,いわゆる正三角形の状態が望ましいと考えられている。従業員と顧客の関係は,その関係

が近すぎても遠すぎてもならず考える必要性がある。なぜなら従業員も顧客もこの関係か

ら満足することが難しくなるからである(山本,2007,p.4243)。 

(3) インタラクション・プロセス 

 リレーションシップ・マーケティングは,双方向性コミュニケーションを伴ったインタラ

クション・プロセスを通じて，(顧客の知覚)価値が形成される。これをグリョンローズは,3

つのプロセスの関連的なマネジメントによって説明している。 

 1 つ目は,リレーションシップ・マーケティングのコアの役割を果たすインタラクション・

プロセスである。マーケティングの成功には顧客のための十分なソリューションが必要で

あり,リレーション・マーケティングではインタラクション・プロセスを通じて顧客のソリ

ューションはもたらせることになる。このインタラクション・プロセスは,リレーションシ

ップ・マーケティングの大きな特徴の一つであるといえる。 

フォルムロンド(Holmlond.M)(1996)は,リレーションシップ研究において,インタラクシ

ョン・プロセスの連続性を示すために,アクション,エピソード,シークエンス,リレーション

シップからなる 4 層構造モデルを提示している。例えば,会計事務所の「リレーションシッ

プ」は顧客との関係の始まりから終わりまでを意味し,1 回の「来客から退出まで」は一つ

の「シークエンス」となる。シークエンスは,税務相談などの一連の「エピソード」から成

                                                   
43 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済出版社。 
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る。さらに各エピソードもより細かい個人の行為である「アクション」群によって構成さ

れる。このようにインタラクション・プロセスを深く分解することで,サービス提供者と顧

客間のインタラクションの詳細な分析が可能となる。それによってインタラクション・プ

ロセスがどのアクションやエピソードで価値が生み出されるのか知ることができる。 

2 つ目は,インタラクション・プロセスをサポートするコミュニケーション活動として,ダ

イアローグ・プロセスをあげている。具体的にはダイレクトメールやセールス活動,マス広

告,パブリックリレーション活動を指しており,例えば,個人的なダイレクトメールは顧客の

期待を生み出す可能性がある。この期待がもととなり,インタラクション・プロセスが始ま

ったり,促進されたりする。「この 2 つのプロセスを統合した戦略の実行が,リレーションシ

ップ・マーケティングを創造する。」とグリョンローズ(1999)は主張する。 

3 つ目は,バリュー・プロセスである。リレーションシップは時間をかけたプロセスなの

で,顧客にとっての価値も時間をかけたプロセスの中で現れる。バリュー・プロセスは,上記

の 2 つのプロセスの進展とともに展開されることから,リレーションシップの進展次第で顧

客に提供される価値は異なってくる。顧客は進行中のリレーションシップの中で作られた

この価値を知覚し評価しなければならない。 

バリュー・プロセスでは,顧客の価値は時間とともに変化する。時間の経過とともに追加

サービスが行われることがある。しかし,そのサービスに対して顧客が積極的になることも

あれば消極的になることもある。カウンセリングによって必要なサービス提供が決まった

としても,他に不要なサービスも強く勧められたために,顧客が購買意思決定を覆し,取引を

止めてしまう場合がある。これは，コア価値が消極的な付加価値によって打ち消されてし

まうからである。そうならないためにリレーションシップにおける既存のサービスを改善

しなければならない。同様にダイアローグ・プロセスにおけるコミュニケーション活動も

このバリュー・プロセスを支援すべきで,それを打ち消すようなことがあってはならない。 

リレーションシップに焦点をあてた価値の創造プロセスのみならず企業と顧客の役割は,

価値はプロセスを通じて創造されるので企業と顧客のインタラクション,もしくは顧客の価

値創造プロセスへの参加がその特徴となる。また企業がプロセスをマネジメントするとい

うことは,顧客が価値を知覚・評価するプロセスへ企業がどうかかわるかということを意味

するのである(東・小野,2014,pp.187-18944)。 

                                                   
44 堀越比呂志編著『戦略的マーケティングの構図―マーケティング研究における現代的諸問題―』同文館出版。 



44 

 

3)  サービス・マーケティング・ミックスにおける 7P とその体系 

(1) 4P から 7P へ 

 従来のマーケティング理論における伝統的なマーケティング・ミックスの要素は,「製品

(Product)」,「価格(Price)」,「流通チャネル(Place)」,「プロモーション(Promotion)」の 4

つの P(4P)に分類されてきた。しかし,サービス業においては,さらに「人(Personal)」,「プ

ロセス(Process)」「物的証拠(環境)(Physical Evidence)」の 3 つを加えた項目を総称した 7

つの P(7P)を課題として設定し,今日市場に同じような製品やブランドが溢れ,差別化すらで

きなくなった状況を解決していかなくてはならない状況になっている。サービス業を対象

とした 7 つの P は以下のように説明されている。 

① 製品 (Product) 

製品(Product)は,いわゆるサービス商品のことである。企業は顧客に対してサービスを提

供するとき,なんらかのベネフィットを与えなければ顧客は満足しない。サービス商品には,

生産側のプロダクトとして生産計画に基づくスペックを定めなければならないのである。

製品にはサービスの品質やコア・サービスに付随するサブ・サービスがある。さらにコア・

サービスとサブ・サービスを一つにし,セット料金で提供した場合のサービス・パッケージ

等が挙げられる(近藤,1997,pp.74-7545)。それぞれの内容を顧客のニーズに対しどのように

提供するかが重要な戦略方法であるが,不可分性やバラツキ性があるためプロダクト自体の

問題としての決定すべき課題は深まるのである。 

②  価格 (Price) 

サービスの価格設定は，モノと比べて簡単ではない。サービスの価格設定については第 2

章で後述する。モノの場合は,一般に製品現価＋利潤という暗黙の基準が存在するが,サービ

スには原価が推測しにくい特徴がある。交通機関や映画館,ホテルといったサービスは,固定

費は大きいが,変動費の計算は外部から計算しにくいのである。例えば,満席の飛行機と空席

の多い飛行機では乗客 1 人当たりの原価の違いを金額で提示できるか考えてみると，サー

ビス生産における費用と価格の関係に対し金額を簡単に明示することは難しいのである。

顧客はサービス料金の適正さを納得して判断するのは得にくいという傾向がある。 

                                                   
45 近藤隆雄 (1997)「サービス・マーケティング・ミックスと顧客価値の創造」『経営・情報研究 : 多摩大

学研究紀要』多摩大学。 
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またサービスは在庫を作ることができないため,サービスの生産規模は固定化しがちとな

る。これを需要調整機能というが,例えば,飛行機の運賃や観光地の旅館等はハイシーズンに

おいては割高に設定し,非需要期においては料金を低めに設定して需要量をコントロールす

ることができる(近藤,同上書,p.7646)。私鉄鉄道会社の回数券においては,普通回数券,時差回

数券,土休日割引券と分類して販売し,販売額は同じでも 1回購入で販売される枚数に差をつ

け切符 1 枚に対するリーズナブル感を出している。 

③  流通チャネル(Place) 

流通チャネル(Place)は,商的流通・物的流通・情報流通の 3 つの流通経路に括られる。し

かしサービスの提供は時間と場所の特定性を有してサービス商品自体を流通させることは

困難である。レストランやホテル等のサービス業の立地はモノの販売よりも交通の便が良

い所を選ばなければならない。逆に顧客が生産場所に来てもらうのではなく,顧客の所に訪

問することによってサービス価値を高めている業種もある。例えば,タクシーや家庭教師,家

電製品のメンテナンスや出張修理等がある。さらにネットマーケティングによって顧客が

家でネット操作するだけでサービス提供が受けられるようになった。チャネル戦略はチャ

ネルアプローチが拡大していった中でのサービス提供戦略の新しい原理が求められる。 

④  プロモーション (Promotion) 

サービスは無形性であるため,実際に体験しないで商品内容を認識することは難しい。ま

たモノのように見たり触ったりすることができないため,モノより宣伝や広告の効果が表面

化しない点もある。現代においては一般的な宣伝や広告だけでなく,Social Networking 

Service(以下,「SNS」という。)等による口コミ効果が重要な手段となっている。サービス

を体験した第三者の評価は,素直に潜在顧客の気持ちに影響を与える。これには口コミとな

る最初の顧客に対するサービス提供に重要性をもっている。もし最初の顧客に不満足なサ

ービスを提供した場合にはフォローが重要であり,その意味からも適切な苦情処理のシステ

ムを構築しなければならない。こういった地道な顧客との関係こそ,サービス企業は基本的

な姿勢でならなければならない。 
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⑤ 人 (Personal)・参加者(Participants) 

 サービス生産において人材はサービス生産の直接の担い手である。サービス提供をする

に当たり,人材は自社だけでなく，周りも取り巻く協力会社までを含めたすべての要員を指

す。例えば,業務の都合上,自社の商品のメンテナンスや技術サポートを協力企業に依頼する

ケースがあるとする。もし,協力企業が行ったサービス提供の対応が悪ければ,当然自社と顧

客の関係も悪くなる。顧客にとっては,自社か他社かというのは関係なく,他社の管理責任は

自社にあると考える。したがって自社の管理責任があるすべての人を「人」として判断す

るのである。 

人材についてのサービス企業の課題は,まず一つに提供するサービスの担当者として適切

な人材をどう採用し,その採用した従業員の職務への動機づけをそのように高め,さらにサ

ービス提供に必要な能力をどのように伸ばしていくかということである。従業員のモチベ

ーションと職務遂行能力との関係は深いものであり,従業員満足(ES)の向上とインターナ

ル・マーケティングの必要性はサービス・マーケティングの戦略性において不可欠なもの

である(近藤,1997,p.7747)。 

 生産と消費の同時性から,美容室での従業員と顧客の関係や病院での医師と患者の関係の

ように従業員と顧客が共同して行うサービス提供については,直接顧客に担当している従業

員や顧客だけでなくサービス提供に直接関係していなくても，周囲にいる看護師またはア

シスタントや受付スタッフ等も参加者となりえる。直接顧客担当していなくてもお店では

「いらっしゃいませ」の声をかけることによってサービス提供の雰囲気を作り出している。

したがって「人」は,サービス提供に直接関わる人だけなく,お店にいる全員が一つのサービ

ス行為に対する参加者となるのである。 

⑥ プロセス (Process) 

 プロセスとは,顧客にサービスを提供する様々な方法を指す。サービス生産のプロセスは,

顧客に直接接するフロント業務の背後にあるバックヤード業務と関係が深い。しかし,ここ

ではサービス商品の要素として,顧客が直接体験するプロセスについて検討する。 

 サービスの提供過程において顧客が関心を示すのは,一つは,そのサービス過程が標準化

されたものか,顧客の要求がカスタマイズされたものかである。今一つは,そのサービス過程
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に顧客の参加がどれくらい求められているかである。ファーストフードのような標準化の

程度が高いサービスは,安定してバラツキのないサービス提供が求められる。また顧客にと

っては,サービス提供の迅速性が重要な品質評価科目である。一方,カスタマイズレベルが高

いサービスでは,顧客の個別の要求にこたえられるレベルが重要な評価項目となる。スピー

ドよりもサービス提供能力についての信頼性と顧客への共感性が大切なのである。 

 またセルフサービスを前提とするサービス提供は数多くある。例えば,レストランのサラダ

バー・ドリンクバーや金融機関の ATM サービス等,顧客がサービスの共同生産に参加して

いるのである。これには,顧客に何らかのメリットがないと意味はなさない。サラダバーや

ドリンクバーは,自分の好みの種類と量を自由に受け取ることができる。一般に顧客は自己

選択と自己満足のプロセスを楽しめるように作られている。一方,金融機関の ATM サービ

スは,現代においては対人関係抜きに迅速に必要な作業を済ませることができるという利便

性の向上が目的となっているのである(近藤,同上書,p.7848)。 

⑦  物的証拠(環境) (Physical Evidence) 

 物的環境とは,建物,備品,設備,モノの配置,形・ライン,音,温度,臭い,従業員のユニホームや

企業のパンプレット等,物的・物理的な要因が作り出すサービス提供の場所の条件に関する

ものを指すのである。物的環境要素の説明は,前述した「サービススケープ」の分類による

サービスの提供過程と類似する。サービス生産では,生産と消費が同時に起こるため,サービ

ス生産(消費)の場の条件が顧客の品質の評価に大きな影響を与えるのである。体験としての

サービスが生起する場の快適性は,顧客の主観的評価の重要な部分だからである(近藤,同上

書,p.7749)。 

(2)  マーケティングとホスピタルティ 

 木元(2001)は,金融機関サービスとホスピタリティの関係を提示した。服部(1996)が示し

たホスピタリティの構成要素を 4 分類の要素群に分け,ホスピタリティを構成する 4 要素群

に金融のマーケティング・ミックスの変数を対応させている。ホスピタリティについては,

客人と主人との間の返礼という相互性を持つ「おもてなし」のことを指し,態度,身のこなし

などが重要な要素となり，またサービスについては,客の欲求する有形・無形のものを提供
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する過程を示しており,そこから一時的な主従関係が成立している。つまりサービスは対価

を予定した機能的行為を意味している。と説明する(木元,2001,p.5250)。 

 ホスピタリティの構成要素を 4 分類として，第 1 に,来訪者に示す人的態度や感じの良さ

で精神的満足感を生み出す要素群「人的要素」，第 2 に,豊かで充実した雰囲気を生み出す環

境を提供する「物的要素」，第 3 に,人的要素群と物的要素群を調和させ付加価値を生み出す

要素を作り出す「創造的要素」をあげている。最後に業務としての顧客の欲求に見合った

等価価値を生む要素を作り出す「機能的要素」を挙げている。この 4 つの要素群において

マーケティングとホスピタルティの比較をした場合,次の表 1-3 が例示される。 

表 1-3 要素群の比較 

ホスピタリティ 要素群 マーケティング・ミックス 7P との対応 

表情,身だしなみ,マナー 人的要素 セールスマン,テラー,接遇 人 

施設,陳列,照明,絵画 物的要素 支店,ATM,インターネット 流通チャネル 

PR,教育 創造的要素 PR,教育,情報開示 プロモーション 

預かる・貸す,専門的技術 機能的要素 商品,専門知識,技能 製品 

出所：木元(2001),「地域金融におけるマーケティングとホスピタリティ」『地域政策研

究』,p.52。 

マーケティングは,経済的満足に貢献する手段であり,それに精神的満足を付加するのが

ホスピタリティであり,両者を構成する変数は表 1-3 のように変数の同一性・同時性に着目

していると木元(2001)は述べているが,4 つの要素はさらにサービス・マーケティングにおけ

る 7P の項目にも対応している。人的要素は「人 (Personal)」,物的要素は「流通チャネル

(Place)」,創造的要素は,「プロモーション (Promotion)」,機能的要素は「製品(Product)」

に対応され,この対応がパーソナルファイナンシャル・サービスの位置づけに関わりを持つ

ものと考える。 

 (3)  4P(7P)から 4C への変換 

 4 つの P は企業側からの視点に立って整理された枠組みである。ロバート・ラウターボー

ン(1990)(Robert F.Lauterborn)は,顧客側からの視点に立ち 4 つの P を 4つの C に置き換え
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て,販売者の 4 つの P と顧客の 4 つの C は一致すると述べている。製品 (Product)は「顧客

ソリューション(Customer Solution)」,価格(Price)は「顧客コスト(Customer Cost)」,流通

チャネル(Place)は「利便性(Convenience)」,プロモーション(Promotion)は「コミュニケー

ション(Communication)」と変化させている。 

 表 1-4   4P から 4C 

4P  4C 

製品 (Product)          → 顧客ソリューション(Customer Solution) 

価格(Price) → 顧客コスト(Customer Cost) 

流通チャネル(Place) → 利便性(Convenience) 

プロモーション(Promotion) → コミュニケーション(Communication) 

出所：Kotler(2000), Marketing Management,10th ed. 邦訳,p.22. 

 しかし,現代においてこの 4C では不足している部分がある。また 7P のうちの「人・参加

者」,「プロセス」,「物的証拠(環境)」の項目に 4C は反映されていないため，これらを加

えた上で 4C を再考してみることにする。 

① 顧客ソリューション(Customer Solution) 

顧客ソリューションは,直訳すると顧客解決ということになるが,現代においてはただ単

に欲求を満足することを提供するのではなく,提供する商品とサービスに付加価値をつけそ

の価値に効率化と効果性を生み出すことが求められている。また商品を消費することによ

って今までと違った生活を送り,出来ないことができるようになる創造する価値の提案が求

められている。これには顧客(生活者)と得意先両方が共に課題を抽出し,解決策を共有化し,

そして実行展開し総括することによって再提案活動を展開するモノとコトを合わせた「生

活シーン」を作り出すことが求められる時代を指している。 

ここで製品と商品の違いを述べると ,製品 (Product)は ,あくまで生産された財であ

り,Product 固有で生活は成り立たない。商品(Commodity)は生活者に購入・使用され始め

て商品と生活者がそれを活用して行う「コト」＝生活シーン(モノ×コト＝生活シーン)を創

造する。あるいは,日常の生活を営む行動を生じさせるモノを言う。といったところから,現

代においては顧客ソリューション(Customer Solution)ではなく,商品(Commodity)を「コト」

＝生活シーン(モノ×コト＝生活シーン)と捉えた商品(Commodity)の方がふさわしいもの
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だと思える。 

② 顧客コスト(Customer Cost) 

顧客コストは,今までは顧客が購入する価格以外にかかる配送料やリサイクル費用等と位

置付けていた。しかし,コストプラス法によって利益にコストを加えて価格を売価とする考

え方がある。この考え方では顧客から敬遠されそうであるが,花王によって 2003 年に市場

導入された「ヘルシア緑茶」は明確なブランド・ポジションを規定することによって絶大

な支持を受けた。 

ヘルシア緑茶はお茶系清涼飲料全体を狙うのではなく,茶カテキンと体脂肪との結びつき

から,30 代から 50 代の健康に関心の高いサラリーマンをターゲットと規定した。そしてダ

イエット食品とは明確にポジショニングを変え,生活習慣病の予防の一助として毎日の食生

活に取り入れてもらう飲料水として位置づけたのである。容器を 350ｍｌとした絶対価値を

作り出し,味に苦味を残して通常のお茶との相対価値を作りだし,価格を180円とすることで

価値価格を顧客に印象付けた(恩蔵,2004,pp.31-3251)。ヘルシアは少ない量でも高い価格で

提供する価値コストの獲得に成功したのである。したがって顧客コスト(Customer Cost)は,

価格に付随してかかるコストではなく,顧客がある商品に対して見合うコスト(Cost)を自ら

選んでいることである。 

③ 利便性(Convenience) 

顧客が利用する販売経路は変化してきている。わが国では高齢化社会や ICT(Information 

and Communication Technology)の普及によって販売チャネルが多様化してきたことから,

顧客の求める価値に合致した入手容易性が変わってきているのである。メーカーは市場調

査を行い生活者のニーズとウォンツを探り出すことによって卸売業や小売業を経由せず,直

接生活者の元へ商品やサービスを提供しているのが見受けられる。したがって顧客から見

た利便性(Convenience)に加え,企業と顧客の考え方を合わせたチャネル(Chanel)を展開し

ていく必要がある。 

 

 

 

                                                   
51 恩蔵直人(2004)『マーケティング』日本経済新聞社。 
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④  コミュニケーション(Communication) 

コミュニケーションは,7P に加えた 3 つの P の項目に関係してくるものだと思われる。サ

ービス業は実際に体験せずに商品内容を認識することは難しいため,従業員の行動すべてが

顧客とのコミュニケーションとなり得るものと考えられる。 

プロセスにおいては,安定してバラツキのないサービス提供行うことによって企業と顧客

とのコミュニケーションが図れるものだと思われる。FP は顧客との相談業務をする前

に,FP バッチやライセンスカードを提示することによって顧客は信頼性をもつことができ

るであろう。コミュニケーションについても多様化していることからさらなるリレーショ

ンシップの構築が不可欠となってくる。 

物的証拠(環境)については,建物や屋内設備,外観,内装等,施設内の明るさや清潔さによっ

て顧客の評価は変わってくるだろう。顧客はその経験を感じた通りのことを友人や家族に

話をするだろう。それが口コミとなって企業の評判またはブランドとなり,そのサービス提

供者の評価となる。 

(4) 認知から志向へ 

従来のマーケティング理論における伝統的なマーケティング・ミックスの 4P は,企業側

の視点に立った企業の利益(Profit)を目的とした発想であった。しかし 4C は,企業と顧客の

関係を示した信頼性(Confidence)を目的としている。その信頼性の確立をするには,サービ

ス提供を行った時の相互の実感,体感,共感性を生み出すことが重要である。そのためには一

つのサービス提供ごとに,認知(Awareness)させ,次にサービスのイメージ(Image)を持たせ,

サービスを理解(Understand)してもらう。その理解が共感(Emotion),志向(Oriented)へと導

くことで,信頼性=コミュニティ形成をもたらすのである。 

1-3 小括 

第 1 章では,サービス・マーケティング戦略とパーソナルファイナンシャル・サービスの

関係性として,はじめにサービスとは何かをさまざまな論者から意義を見出し,サービス・マ

ーケティングの分類や品質を論じた上でマーケティング戦略におけるサービス・マーケテ

ィング戦略のポジションを示した。そこでは多数の論者のサービス分類枠組みを紹介して

きたが,サービスというものをいかに分類するのが複雑であることは理解できよう。 

現代における ICT の普及は,今まで有形物だったものが無形のサービスとしても利用でき
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る。また技術革新によってサービススピードが上がり,そのスピードの質や期間の長ささえ

もサービス行為の評価の一部となっている。今日において各業種によってサービスが行わ

れる共通性から,サービスの分類を業種で区分するよりサービスそのものの行為による分類

を提示した方がよいのかもしれない。第 2 章では,さらに複雑化した時代から多数の論者の

サービス分類枠組みをもとにパーソナルファイナンシャル・サービスはどこに分類される

のか検討していきたい限りである。 
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第 2 章 サービス・マーケティング戦略とパーソナルファイナンシャル・サービスのポジ

ション 

2-1 サービス・マーケティング戦略の諸要素とパーソナルファイナンシャル・サービス 

1)  サービスの価格設定 

(1) 価格の設定の目的と方法 

 価格設定の目的から導かれる価格戦略は，サービス業全体のマーケティング戦略と関連

付けられる。価格は依然として企業の市場シェアや収益性を決定する最も重要な要素の一

つであることは今もなお変わりはない。サービスという無形のパフォーマンスは，有形財

に比べて価格設定が困難である。物財でさえコストを重視した価格設定をしてしまう。サ

ービス組織は,価格設定方針を決める際に多くの要因を考えなければならない。そしてサー

ビスの市場提供をどこにポジショニングするのかについて決定しなければならない。 

価格設定の目標には，利益志向とボリューム志向の 2 種類がある。利益志向の目標は，

資源や労働力におけるサービスの投資が高リターンを生み出すことに重点を置く。ボリュ

ーム志向の目標は，多くの顧客を扱うこと，獲得することに重点を置く。企業は 3 種類の

価格設定方法により，この目的を達成する戦略を開発できる(図 2-1)。 

図 2-1 価格を決定する三脚モデル 

 

 

 

 

 

 

出所：Fisk et al.(2014),p.116 

 サービスを運用していく際に重要なのは，底値，すなわちサービスを生産するすべての

費用をまかなうことができる最低価格である。これをコストに基づく方法とする。またサ

ービス組織は原価から利益マージンを加えて顧客が払いそうな最高限度の価格に焦点を当

て顧客に基づく価格設定を決定する。加えて他企業との競争という面からサービスの価格

を設定する。競合他社と価格を同じにするか，価格を上げるか下げるかを決める。価格設

顧客 

コスト 競争 
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定の三脚は価格の下限と上限の間に位置づけられる。こうした 3 つのアプローチを組み合

わせて，顧客(customers)，コスト(costs)，競争(competition)という 3 つの重要な要素を扱

うのが理想である。これらの要因をまとめて価格設定の 3C と呼ぶこともある(小川・戸

谷,2005,邦訳,pp.157-15852)。 

 この三脚モデルの 3C を主としてサービス価格が決定される。よってサービスの価格設定

方針の決定には次のような手順が考えられる。 

図 2-2 サービスの価格設定方針の決定 

 

 

 

  

 

出所：筆者作成 

 この価格設定方針の決定には,三脚モデルの 3C がどのような機能をするのかが重要な要

素となる。サービス価格設定をするにあたって 3C アプローチを融合していくことで最終価

格の選択がいかなるものか示すことになる。 

(2)  三脚モデルの 3C 機能 

① サービスの価格と顧客価値の関係 

 価格設定の 3C のうち，顧客価値の関係について考えてみる。顧客はあるサービスについ

て個々が考える価値以上は代金を支払おうとはしない。顧客はサービスから得られる便益

やニーズの充足が費用を上回れば,そのサービスは価値があると知覚する。価格は状況によ

って変化するものである。もし顧客が緊急で受けたいサービスがあるならば，顧客は通常

より多く支払うことによってサービスから得られる便益やニーズの充足を得るであろう。

しかし,多くのサービスの便益はサービスを実行した時点又はサービスを経験した後でしか

確認できない。またサービスを受けた後でも品質評価は難しい。顧客が事前にサービスの

能力を評価することが難しい場合，価格が代理指標としてサービスの質と価値を示し,企業

                                                   
52 小川孔輔/戸谷圭子 訳 (2005) 『サービス・マーケティング入門』法政大学出版局。 

価格設定目的の選択 

三脚モデルの 3C 

・顧客 

・コスト 

・競争 

最終価格の選択 
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は競争に基づく方法で価格設定を行い,競合他社より高い料金を設定することで提供する価

値も大きいと顧客に知覚させている企業はある(小川・戸谷,同上書,邦訳,pp.158-15953)。 

  顧客は自分にとって価値のあるものならば,そのサービス提供場所が遠くてもその時間

や労力を合わせて,そのサービスの価値を判断する。費用より提供される価値の方が大きい

と思うからである。こうした費用便益を考慮しながら，顧客は自分にとっての知覚価値を

見出している。 

 サービス提供の知覚価値は，需要の価格弾力性に反映される。弾力性とは価格の変化に

対する需要の反応度を示す概念である。価格の変化が顧客の需要に大きく影響するものが

弾力性の高いサービスといい,価格の変化がほとんど販売量・需要の変化を引き起こさない

ときは価格に対して非弾力的であるまたは弾力的でないサービスとなる。 

② コストに基づく価格設定 

 次にコストに基づく価格設定について考えてみる。コストに基づく価格設定は,サービス

を生産,デリバリー,マーケティングする総コストを基にして行う価格設定のことで,価格は

サービス組織のコストをもとに決定される。企業のコストには固定費と変動費がある。固

定費は生産高や売上高によって変化しないコストのことであり,顧客数にかかわりなく発生

する費用である。変動費は販売した数に依存する費用である。財とサービスとの大きな違

いは,サービスでは同じ資源を利用する他のサービスと間接コストをいくらか共有すること

である。これを共通費と表すことができる。異なるサービスを受けている顧客同士がスペ

ースや備品その他の設備を共有するのであれば,それらの固定費(資源の総利用時間に基づ

いて発生する)は,共通固定費となる。こうした共有資源が顧客数によって変動するならば，

それは共通変動費となる。一般に共有される費用の多くは固定費である。サービスの価格

計算におけるこうした費用の関係は図 2-3 のように表すことができる(小川・戸谷,同上書,

邦訳,pp.160-16154)。 

 

 

  

                                                   
53 小川孔輔/戸谷圭子 訳 (2005) 『サービス・マーケティング入門』法政大学出版局。 
54 小川孔輔/戸谷圭子 訳 (2005) 『サービス・マーケティング入門』法政大学出版局。 



56 

 

 

図 2-3 サービス価格の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  ＋     ＝ 

出所：Fisk, et al.(2014),p.119 

それぞれのサービス組織には有形財の場合と同じく提供するサービスの価格とサービス

の生産費用が特定量の利益を生むために必要とされる顧客数を決めるのである。損益分岐

点の分析を用いて販売すべきサービスの単位数量や費用をまかなうために必要な顧客数を

求めることができる。損益分岐点は固定費と共通費の合計額を販売価格から単位当たり変

動費を差し引いた差で割る。 

大多数の企業は各種のサービスを用意しているため，損益分岐点分析をするのは非常に

複雑である。価格が変わると損益分岐点も変化し,需要変動に従って変動するため,サービス

業における価格設定は容易に値段をつけられそうでつけられない商品でもある。 

③ 競争に基づく価格設定 

 最後に 3C の競争について考えてみる。競争において競合サービスとの差別化がほとんど

されていないサービスを提供している場合は,サービス組織は競合者設定している価格を常

に注視し,これに応じた価格設定を自身の提供サービスにしようとする。この場合は競争に

基づく価格設定が行われていることとなる。顧客が市場に提供されているサービスにほと

んど違いがないと考えた場合,顧客は単に最も安価なサービスを選ぶであろう。この状況で

単位当たりの 

総費用 

希望する 

純利益 

顧客への 

販売価格 

総固定費 総共通費 総変動費 

固定費と共通費に対する

単位当たりの貢献 

単位当たりの変動費 
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は提供サービスの単位当たりのコストが最も低いサービス組織に販売上の競争優位がある

と考えられる(Lovelock and Wright,1999,邦訳,p.25855)。 

 しかしサービス提供についての価格設定はそれぞれサービス組織戦略のみならず，サー

ビス提供プロセスについても考えなければならない。例えば,直接来店した顧客と当社のホ

ームページ(以下,HP とする)を通じて来店した顧客との価格が違う場合，これは販売促進の

戦略と関係するが,予約による早期割引とは別に，事前に来店する前にネット利用したこと

により割引されるサービスや常に店の前で割引券を配って顧客を来店させているケースは

表面的には競争に基づく価格設定が行われているとしても実際には通常価格から割引いた

価格で提供していることになる。 

市場の需要や企業のコストで決定される可能な価格の範囲内でサービス組織は競合他社

コストと価格,競合他社がとりうる価格面での反応を計算に入れなければならない。自社の

オファーと競合他社のオファーが類似していたら価格を競合他社に近いものにしなければ

売り上げは落ちるし,自社のオファーが劣っていれば競合他社以上の価格は付けられない。

自社のオファーが優れていれば競合他社よりも高価格を付けることができる。ただし,競合

他社が自社の価格に応じて価格変更する可能性があることを念頭に置いておかなければな

らない(Kotler ,2000,邦訳,pp.573-57456)。また業界によっては価格設定を規制する法律が制

定されている場合がある。これらの戦略が顧客にとってもサービス組織にとっても効果的

であるか否かはそれぞれであるが,近年 ICT の発展によって販売促進戦略は無限に近い試み

がされており,それによる競争に基づく価格設定は以前に増して激化していることは明らか

である。 

(3) 最終価格の選択 

 価格設定のための三脚モデルが明らかになれば，サービス組織が価格を選択する準備は

整ったことになる。価格設定の三脚は価格の下限と上限の間に位置づけられるものである

がこれらを考慮すると下記の図のようにまとめることができる(図 2-4)。 

 

 

                                                   
55 Lovelock, C. H and Lauren Wright (1999) Principles of Service Marketing and 

Management, 1st ed., Prentice-Hall. 
56 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
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図 2-4 価格設定のための 3C モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Kotler(2000), Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 邦訳,p.574.を一部

加工。 

 価格の上限と下限の距離が大きければ大きいほど，さまざまな工夫の余地が生まれるで

あろう。一方,価格の上限が下限を下回る場合は,3 つの選択肢がある。1 つ目は,当該サービ

スには競争力は皆無であるのでサービス提供を続けるべきではないというものである。2 つ

目は,当該サービスについて競合者のサービスと差別化し,価値を付加することである。3 つ

目は,公共・非営利のサービス組織の場合に適用されるもので,政府による補助や個人からの

寄付など第三者の資金提供により,コストのいくらかをカバーすることで低価格でのサービ

ス提供を可能とする。これは，保健・健康,教育,公共交通サービスといったサービスを提供

する組織で幅広く用いられている(Lovelock and Wright,1999,邦訳,p.26657)。 

多くの消費者は,価格を品質の目安に利用している。企業は，輸入品の価格の高騰や増税

等によるやむ得ない理由により値上げすることがある。予測において販売数や売上の減少

など少なくとも打撃を受けるだろうと覚悟するだろう。それが意外にも販売数や売上が伸

                                                   
57 Lovelock, C. H and Lauren Wright (1999) Principles of Service Marketing and 

Management, 1st ed., Prentice-Hall. 
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びる商品やサービスがある。それには顧客の知覚価値や知覚品質の影響も考えられる。今

までいい商品やサービスであっても価格によってイメージされていたかもしれない。しか

し,真の品質について価格以外の情報が手に入れば,価格は品質の目安としての重要度が低

くなる。そのような情報が手に入らないと,価格は品質の証として作用する(Kotler,2000,邦

訳,p.58158)。これは，競合者よりも高い価格設定をしたことによって顧客のその商品・サー

ビスのセグメントとポジショニングの変化があったのかもしれない。さらに競合していた

商品・サービスであるならば,その競合から抜け出し新たなセグメントとポジショニングの

地位を獲得したのかもしれない。 

サービスは創造的に価格設定をする機会を提供する。サービス組織が認識すべきことは,

価格は顧客が支払わなければならない費用を意味するだけではないことである。価格は顧

客との間に良好な関係を築き,品質を表しサービス組織の長期にわたる収益性に貢献するも

のである。顧客の知覚するサービス価値に基づく価格設定については，生活シーンに合っ

た価格設定が今日必要と迫られている。 

2) サービスの価格と諸課題 

 サービスの価格についての諸課題はいくつかある。価格の表現(名称,用語)に関わる課題,

サービスの提供単位の設定課題,サービスの支払いをいつ,どこで,どのように行うかの課題,

会員制と一般と分けた場合の課題,差別価格に関する課題など,サービスは無形性であるた

め,サービスの価格は購買時点やサービスの利用の仕方によって異なる。顧客にとって支払

いの対象が有形財ほど明確ではない。 

(1) サービスの価格表現 

 サービスの価格名称は何に支払い,何の対価なのか明確にするために多くの種類の用語が

使われている。例えば,大学や英会話学校では授業料,ホテルでは宿泊料,高速道路では通行料,

スポーツクラブでは会費,博物館や美術館では入館料,電気,ガス,水道は使用料,弁護士,税理

士,FP などプロフェッショナル・サービスに対して支払う場合は報酬(フィー),銀行ではサー

ビス手数料(チャージ),アパートを借りた場合は家賃など，サービスの価格を示す言葉(名称)

はさまざまなものがある。またサービスは本質的に利用権が取引されるので,利用権を保証

する「チケット(券・切符)」や「証票」を形式上では購入する形になっているところもある。
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例えば,電車は切符(乗車券)を購入する。スクール教室での授業料や会費は,月謝制ではなく

チケット制になっている所も多い。 

 しかし,提供されるサービスが社会またはターゲット市場において馴染みのないサービス

やサービス内容に相応しい価格を表現するのに見合った既存の名称がない場合は,新しく創

造するか借用しなければならない。例えば,「パスポート」という言葉は,年間単位や 1 回限

りでもその後の追加料金なし等サービスが受けられるパッケージサービスとして名称が使

われることが多い。年間単位の場合「年間パスポート」を所持することで,割安感やサービ

ス利用の内容充実を行い，毎回の購入手続きの手間を省くなど,またパスポート会員となる

ことで一般との差別化を図る機能がある。 

 新規のサービスや複雑なサービス内容となっている場合は,名称をどうするかは重要なマ

ーケティング課題となる。価格やチケット・証票の名称が,支払いの対象(提供されるサービ

ス)がどんなものであるかを端的にあるいは包括的・統一的に,また象徴的に示すことになる

からである。またこれらの名称をサービスブランドとして商標登録され企業のブランド名

として機能する場合もあるだろう(小宮路,2012,pp.56-5859)。 

(2) サービスの提供単位 

 有形財の多くは,個数や台数の単位によって提供される。一方,サービスには無形性がある

ため,個数や台数の単位ではなく時間や回数,期間の単位で提供されるものが多い。時間の分

類については後述するが,回数の単位については,例えば,ホテルでは 1 泊,学習塾では 1 授業

(1 コマ),有料道路では 1 回の通行がそれぞれの提供単位となる。但し,どのような提供単位

になるかは,価格の名称と同様にサービス毎に多様性がある。 

 サービス利用に継続性や反復性がある場合,サービスの提供単位をどうするかがマーケテ

ィング上の重要な課題となる。通常は提供の最小単位と共に継続性なり反復性を反映した

提供単位がいくつか設定される。例えば,バスや電車には 1 か月,3 か月,6 か月の定期券があ

る。前述した「年間パスポート」は,期間内であれば何度でも利用できる場合と回数が決ま

っている場合があり,それぞれ別々の価格設定がされている場合が多い。 

 サービスの提供単位の基本設定を考える必要がある。一つは,提供の最小単位のみとする

場合,今一つは最小単位と回数・期間に基づく複数の提供単位を設定する場合,さらに最小単

位を除外して回数・期間に基づく提供単位を設定する場合がある。例えば,基本設定として
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1 単位でのサービス提供と価格設定のみとする場合,1 単位でも支払可能だが 10，20 回チケ

ット等の複数回の価格設定を行う場合,1 単位での支払い設定はなく回数券方式の価格設定

とする場合といった選択肢がある(小宮路,2012,pp.58-5960)。 

 次にサービス提供の最小単位について考える必要がある。物理的にあるいは社会通念上,

最小単位は固定されている場合も多い。しかし,最小単位の縮小・分割あるいは拡大の余地

がないわけではない。例えば,弁護士の相談は提供の最小単位は 1 回だろう。その 1 回は何

分間であるべきだろうか。1 人 1 人のサービス供給能力は固定的であるので,1 回を何分間と

して設定するだけで 1 日当たりの延べ相談件数が左右され,設定すべき 1 回当たりの価格も

異なってくる。また普段稼働していない時間帯(早朝,深夜)を使うことによって提供単位の源

泉となる場合もある。標準的な最小提供単位とは異なる提供単位を設定することはできる。 

資格の学校「TAC 株式会社(本社：東京都千代田区)」は,社会人をターゲットとした早朝

クラスを開講している。通常の授業より 1 コマの時間は短く値段設定も通常のコースより

と異なる価格としている。さらにアフターサービスとして通常の授業を WEB 配信によって

視聴することができる。これには日中時間がない人にとって朝の時間という特性を生かす

ほか個々に合ったライフスタイルの構築に行える。 

 最後に回数・期間に基づく提供単位について考えてみる。まず回数・期間はどの程度の

ものを何種類設定するかが課題である。一般に回数・期間に基づく提供単位は一種の「ま

とめ売り」である。価格設定としては「割引」されて,回数・期間が多く,長くなるほど最小

単位当たりの価格換算は安価になるのが通常である。したがってこの種の価格設定の特徴

は,①サービス提供の最小単位当たりの収益は低下する，②前払い式であるため収益の安定

に資する，③最小単位毎の料金の支払い・徴収に関わるコストも削減できる，④予めサー

ビスの需要量とサービス供給能力の稼働水準の見込みが立つ，⑤実際には必ずしもすべて

が利用されるとは限らず,その分変動費がかからない，というところにある。回数・期間に

基づく複数の提供単位を最小単位とともに設定する場合,それぞれの顧客の比率をどのよう

に見積もり,それぞれに応じてサービス供給能力をどのように割り振るべきかが課題となる

(小宮路,同上書,pp.60-6161)。 
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(3) サービスの支払い対象の種類・範囲 

 サービスの無形性には,支払い対象の種類や範囲を価格設定上どうするかという課題を生

み出している。例えば,スポーツクラブは会費(年会費や月会費)を支払って利用するが,その

内訳にタオル使用料や特定のレッスン費を入れるべきなのか別途設定にすべきなのかによ

って,スポーツクラブのコア・サービスがいかがなものか根本的な問いかけをしているとい

える。有形財は,多くの場合,物理的に対象がひとまとまりして存在しているのでわざわざセ

ットにしない限り,それぞれのまとまりの単位で販売すればよい。しかし,サービスの場合は

無形性があるのでどこまでをひとまとめとして価格を決めるかが常に課題となる。この課

題はサービスの価格設定において「包括価格―要素別価格」軸を生み出すことになる。こ

こで全てが包括価格に含まれる場合と全てが要素別価格になっている場合とに分けてみる。 

全てが包括価格に含まれる場合は，関連するサービス全てを包括して価格を設定するこ

とにより,顧客にとっては料金体系が単純になり,サービス要素毎にいちいち支払わなけれ

ばならない煩わしさを回避できる。一方サービス提供側にとっては,一種の「まとめ売り」

ができ,サービス要素毎の価格設定・徴収に関わるコストも削減できる。 

全てが要素別価格になっている場合は，サービス要素をすべて分離し,別々の価格を設定

したとすると,顧客は必要な要素を自分で選択して組み立てることができ,不要なサービス

まで購入せずに済む。例えば,ホテル宿泊に食事付きにするか素泊まりにするかで料金設定

が異なる。人によって食事は自分で食べに行くと決めている場合もあれば,時間の都合上不

要と考える人もいる(小宮路,同上書,pp.61-6262)。 

(4) 会員制メンバーシップ制度 

 サービスの利用に継続性や反復性がある場合は，会員制等のメンバーシップ制度を採用

しているところがある。この種のサービスは，メンバーシップ(会員)に対する価格が入会金

といった形で設定されていることが多い。顧客は入会金を支払って会員となり，更に年会

費を支払う 2 段構えの価格設定となっている。この場合，入会金はメンバーシップに対す

る支払い，会費は実際のサービス利用に対する支払いと認識されるのが一般的である。 

 こうした価格戦略は，サービスの価格設定におけるバリエーションが可能となる。この

種の価格戦略でよく行われる「入会キャンペーン」は，紹介をすると本人分の入会金が無

料または割引等，メンバーシップに対する支払いを割引ないし無料にする価格プロモーシ
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ョンである。キャンペーンは新規開業時や新年度等の会員の入れ替わり時期に多く，サー

ビスの供給能力の稼働率の基礎となる会員の母数を確保するために行われる。いったん入

会してしまうと，「入会金の必要な競合サービスに今から乗り換えるのは面倒」「会員にな

ったことによって仲間ができた」といったところから，スイッチングの障壁の構築にもな

る(小宮路,同上書,pp.62-6363)。 

この制度の問題点は，顧客が月ごと，年度おきごとによって個々の事情により初めから

単身赴任等の長期不在が決まっている場合やケガや病気によって，サービスは受けられな

いが，サービス制度は継続したいと思っている場合がある。サービスを継続することによ

ってポイントアップや少数の人だけしか与えられないサービス制度を設けていることがあ

る。そもそもサービスが受けられないとわかっていて会費を払うのはもったいないし，会

員を辞めてしまうと今までのサービス継続がなくなってしまい，また来られるようになっ

てもサービス待遇は初回と同じ新規扱いとなることが多い。 

例えば，スポーツジムの会員になって毎日通いつめた結果，最高水準のサービスランク

を受けていたが，急な転勤が決まり今までどおりに通えなくなってしまった。しかし，数

年後には戻れる予定であるため,戻ってきたときには再びそこのジムを通おうと考えていて

も，一度会員を辞めてしまうと以前辞めた時と同じサービスが受けられないのであれば，

心変わりしてしまうかもしれない。さらにジムの雰囲気が変わり，ジムで知り合った人が

いなかった状況になってしまうと，他のスポーツジムに移ってしまうかもしれない。加え

て転勤先に同じ系列のスポーツジムがありそのまま継続して同じサービスを利用しようと

考えていても，転勤先にてほとんど新規扱いにされたのであればあまりいい気分にはなら

ないだろう。 

塾の会費を入会金＋月謝制にしていたとして，急な病気で入院して 2~3 か月間全く塾に

通えなくなった場合，欠席していても月謝を払うべきか,休んでいた(サービスを受けていな

い)からその期間分の会費を払うべきなのか迷いどころであろう。塾を辞めたわけでもなく

たまたま来られなかっただけであって,サービス継続を受ける意思はあるはずなのに，欠席

分をそのまま月謝分の料金にしてしまうのは少し心苦しい気になるだろう。 

これは個々の制度にもよるが，年会費だけ支払っておいて現在個々が持っているランク

のサービス利用の継続権のみを得ておく場合と一度退会し時期を見て再入会する際に入会

金＋年会費を支払う場合とが考えられる。会員制による 2 段構えの価格設定をしている場
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合は，ある常連顧客は長期不在となるが，時期を見て再来店するとはじめからわかってい

るのであれば，サービス継続料における価格設定を行うことも考えられる。 

(5) 差別価格 

 同一の提供サービスであっても，対象とする顧客セグメントの違いにより異なる価格と

する場合がある。これを価格差別と呼び，価格差別を実現するために行われる価格設定が

差別価格設定であり，設定される価格は差別価格である。同じサービスでも料金に大きな

差が生まれるのかというと，サービスには不可分性と消滅性の特性が含まれているからで

ある。差別価格設定は，有形財においても行われるが，今日サービスの提供においても多

用されている。サービスにおいて用いられる主要な差別価格には以下の種類がある。差別

価格をどのように用いるか,これはサービス提供上の重要な課題となる(小宮路,同上

書,p.6364)。 

① 顧客セグメント別差別価格 

 顧客セグメント毎に需要の価格への反応度が異なる場合に，反応度が低いセグメントは

通常価格とし，反応度が高いセグメントは低価格にして誘引することが行われる。例えば

サービス提供の理念上望ましいセグメント利用を促進する場合や時期別・時間帯別差別価

格と連動して閑散期等にセグメント利用を促進する場合等のケースがある。差別価格設定

は，学生料金やシニア料金，レディース料金等，年齢別や性別等のデモグラフィック基準

で行われることが多い。そのため社会規範や社会通念上の制約に特に敏感であることが求

められる。 

② 時期別・時間帯別・イメージ別・場所(地理)別差別価格 

 サービス提供によって時期別・時間別に異なる価格を設定するケースがある。例えば，

同じ内容の旅行ツアーでも繁忙期と閑散期では価格設定が大きく異なる。時期別価格設定

の中でも特殊な形態に収穫価格設定があり,ホテルや航空会社で予約率を高めるのにしばし

ば利用される。カラオケボックスは平日の昼間は値段が安く,夜や休日は割高である。海岸

にある青空駐車場も閑散期は時間制とし，繁忙期は 1 回 1,000 円など駐車の回転率と顧客

の利用負担を考えながら設定している。 
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提供する商品やサービスのコストがどの場所において同じであっても,場所によって異な

った価格が設定されている所が多い。例えば,全く同じサイズのペットボトル飲料でもスー

パーと映画館では映画館の方が割高である。これは映画館という特定の場所からその場で

買えるというサービス料を含んだ価格設定によって提供している。映画館に付随する商品

の価格設定にはイメージ料が含まれているかもしれない。映画館でポップコーンを買う人

は多い。映画館で買うポップコーンは通常に比べたら割高である。だからといってポップ

コーンを他の安いところで買って映画館に持ち込むことはしないだろう。同じポップコー

ンでもある安い店で買って食べるイメージと映画館で買ってその場で食べるイメージは全

く違うと考える。さらにポップコーンと同時に飲み物が欲しくなりジュースを購入してし

まうシーンはまさに映画館の構図である。この時期，この場所で,この時間に何かをするこ

とが自分にとって最高の気分だという生活シーンは誰にでもある。したがって一つ一つの

分別に価格設定をするだけでなく，いろいろな組み合わせをすることによってサービス価

格の価値を上昇させることが可能となると考えられる。 

③ 予約タイミングによる差別価格 

 ある同じ日程でホテルに泊まり隣部屋(どちらもツインルーム)だった 2 グループ(各グル

ープ 2 人)がいるとしよう。一つのグループは，1 か月前に予約を入れたため通常価格より

も割安で泊まっている。もう一つのグループは前日たまたま空きを見つけて通常価格を払

って泊まっている。ホテル予約の場合，28 日前，14 日前，7 日前と値段がそれぞれ異なる。

宿泊日になるにつれて通常価格となる階段別料金設定はまさに予約タイミングによる差別

価格設定である。スポーツ観戦やコンサート等も一般に前売り券の方が当日券よりも安価

に設定されている。また電話会社は回線の混雑度を計算し，電話回線の負荷レベルを曜日・

時間帯ごとに分類し，顧客の回線使用量に対応して，多くの電話会社は日中，夕方，夜，

週末に割引料金を設定している。 

 各業界によっては一日のうちどの時間帯において客が少なくどの時間帯がピークである

かはデータや経験上わかりきっている。そこで顧客の少ない時間帯に顧客の数を増やすた

め，非常に低い価格を設定していることが多い。提供能力に制約のあるサービスの需要変

動に対しては，マーケティング手段として価格の重要性を強調する戦略が好ましい(小川・
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収  益        収  益    提供された供給能力 

提供可能な供給能力  提供された供給能力  提供可能な供給能力 

                          (平均販売価格)    (供給能力の稼働率) 

戸谷,2005,邦訳,p.15565)。 

(6) イールド・マネジメント 

 イールド・マネジメントは，顧客セグメントと予約時・予約タイミング別差別価格をう

まく組み合わせることで，サービスの供給能力の稼働率と平均販売価格の双方を確保しつ

つ，供給能力の提供単位当たりの収益(平均収入額)を最大化するように管理する手法である。

この手法は，空港会社，ホテル，レンタカーなどの供給能力が制約されているサービスで

幅広く用いられている。イールド・マネジメントにおけるイールド(yield: 供給能力の提供

単位当たりの収益)は,以下のように定義される。 

        

イールド＝           ＝          × 

  

供給能力の稼働率向上と高い平均販売価格は基本的に背反する。稼働率の向上はしばし

ば値引き・割引によって達成されるが,平均販売価格を押し下げる結果となる。一方,平均販

売価格を高い水準で確保しようとすると高価格故に顧客数が減少し,供給能力の稼働率が低

下する。イールド・マネジメントは上記の定義式に示されるように背反する稼働率と平均

販売価格を同時に追求するものを意味している(小宮路,2012,pp.65-6666)。 

このようなサービスでは，供給能力そのもの動かすことは大きな費用がかかるが，すで

に供給能力 1 単位を追加販売するのは比較的低コストですむ。この種のサービスを提供す

るサービス組織にとっては，数学的モデルに基づき定式化されたイールド・マネジメント・

プログラムは非常に有用である。このプログラムは，需要レベルが変動する場合，価格弾

力性により市場が分割できる場合，サービスの予約や事前販売が可能な場合にも有用であ

る(Lovelock and Wright,1999,邦訳,pp.360-36167)。より高い価格でも顧客または市場セグ

メントが存在するのに別の顧客(市場セグメント)に供給能力を当ててしまうと機会費用が

生じることになる。ここで予約システムにおけるセグメント問題と課題の例をあげてみる。 

・飛行機の座席は，事前にどれくらいの割合をツアー・グループ客や特別割引価格の乗客

で埋めておけば良いだろうか。座席を空けておけば，急な出張で搭乗が必要となった客が

                                                   
65 小川孔輔/戸谷圭子 訳 (2005) 『サービス・マーケティング入門』法政大学出版局。 
66 小宮路雅博 (2012) 『サービス・マーケティング』創成社。 
67 Lovelock, C. H and Lauren Wright (1999) Principles of Service Marketing and 

Management, 1st ed., Prentice-Hall. 



67 

 

正規運賃で利用してくれるはずである。 

・主要駅近郊のビジネスホテルやシティホテルは，競争が激しく，宿泊料金の大幅な早期

割引を実施することで予約客を確保する。しかし，予約なしで当日訪れる客の存在も無視

はできない。当日客は正規の料金で宿泊してくれるので部屋当たりの収益性向上に資する

ことから，予約で全室を満室にしてしまうのは必ずしも望ましくない。 

・修理・保守点検サービスは，緊急の修理依頼に対応できるよう供給能力の一部をのこし

ておくべきだろうか。緊急の仕事は割高でも支払ってくれるし，新しい顧客の開拓となる。 

 これらの例の共通した課題は，供給能力を埋めて稼働率さえあげればよいのかである。

しかし必ずしもよいというわけではない。この課題に対する解決策としてイールド・マネ

ジメントは生み出された。より収益性の高い顧客が後からやってくる可能性を見積もる方

法が必要である。ここで重要なのは，これまでの実績についての詳細の情報や現在の市場

状況，優れたマーケティングのセンスが問われるのである。 

3) サービスコスト 

(1) サービスコストとは 

 サービスの価格設定は有形財と比べて困難であり，さらに顧客にサービスを提供するの

に要するコストの算定は，有形財生産に必要な労働，原材料，機械の稼働，保管，輸送な

どのコストを算定するよりも困難である。一方顧客側はサービスには同時性を有するため，

サービス・ファクトリーという決まられた場所で決められた時間にのみサービス提供が可

能になることが多い。これはサービスを受けるために顧客がサービスの直接の対価以外に

さまざまなコストを支払わなければならないことを示す。サービスがサービス・ファクト

リーにおける顧客自身の体験である場合には顧客にとってより強く意識される。この種の

知覚コストのことをサービスコストと呼んでいる。 

(2) サービスコストの心理的分類 

 ラブロック(Lovelock, C.H)らによるとサービスコストには 6 つのコストがあるとしてい

る。 
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図 2-5 サービスコストの種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：小宮路(2012),『サービス・マーケティング』, p.69。 

 サービスコストには，購入価格に加えて必要となるサービスの他の金銭的コストと非金

銭的コストに分けられる。金銭的コストは，サービス施設への移動のための運賃・ガソリ

ン代・駐車料金，その他経費のことである。顧客は自分でチャネル機能行為を遂行するた

めに負担しなければならない費用がある。購入のために赤ちゃんを預けたベビーシッター

代や本来の目的の場所へ行く間に外食した外食費も含まれる。サービス購入に関わるすべ

ての支出(サービスそのものの購入価格を含め)を「サービスの金銭的コスト」という。 

 非金銭的コストは，多くの状況下において顧客が負担しているさまざまな費用である。

これを流通業では消費者費用と呼んでいる。非金銭的コストには，検索，購買，利用のそ

れぞれにおける時間，努力，不快感がある。顧客がサービス生産に関与するということは，

精神的，肉体的な努力を科されることや雑音，熱，臭いなどの感覚面での不快さにさらさ

れる場合があることを意味する。経験属性や信用属性の高いサービスでは，不安という心

理的なコストも伴う。これらを踏まえて非金銭的コストには，次の 4 つのカテゴリーに分

類することができる。 
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① サービスの時間的コスト 

 時間的コストは，サービス・デリバリーに必ず伴うものである。顧客は，その場所まで

の移動時間(往復)，店内滞在時間だけでなく，サービス情報をあらかじめ得るための検索時

間なども含まれる。顧客にとってみればこれは機会費用となる。その時間をアルバイトに

充てていたら収入を得られていたかもしれない。 

② サービスの身体的コスト 

 身体的コストは，疲労や不快感に伴うものであり，さらに極端なケースではサービスを

受けようとするときに発生する可能性がある。例えば，受付場所での混雑による疲労のた

め店内駐車場において事故が起きるかもしれない。サービス状況によっては余分なエネル

ギーが必要となる場合がある。セルフサービスは，他の顧客とぶつかって飲み物をこぼす

かもしれないし，グラスを落として思わずケガをしてしまうかもしれない。こういった気

の遣いどころも身体的コストに含まれる。 

③ サービスの心理的コスト 

 サービス受給に伴う精神的な努力，サービスに対する違和感，不安・心配等の心理的コ

ストが，サービスの比較・選択の過程や特定サービスの利用に際し生じることがある。例

えば，初めて診察を受けた病院で注射をしてもらう場合，注射を打った時に痛くないのか

不安や心配が募るであろう。もしかしたら本来の注射をする前に痛め止めのための注射を

打つ場合は結果的に 2 回注射することになる。痛め止め用の注射をすべきかどうかは別と

してサービスの同時性と消滅性等の特性から一度やってみないとわからない状況となるの

で，有形財と比べてサービスの受給前の心理的コストは大きいものだと思われる。 

④ サービスの感覚的コスト 

 感覚的コストは，人の五感のいずれかに不快な感覚がもたらされることがある。サービ

ス環境において生じるこの種の感覚は，音(店内の BGM)がうるさい，臭いが不快，冷暖房

が冷えすぎ・暖めすぎ，座席の座り心地が悪いといったことが含まれ，さらにサービス環

境が魅力的に感じられない・退屈である，あるいは内装や装飾品のセンスが気に入らず不

愉快といったことがあげられる。 

この種のサービスコストを一つの一連の行動で考えると，例えば海外旅行ツアーに行く

場合は，旅行代金(サービスの直接の対価)とともに飛行場までの交通費がかかる(その他の
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金銭的コスト)，待ち時間・移動時間を要する(時間的コスト)，肉体的に疲れる(身体的コス

ト)，不慣れな海外旅行への不安や恐怖感がある(心理的コスト)，海外での食事が合わず，

往復の飛行機も乱気流で揺れて怖い思いをした(感覚的コスト)。とすることができる。 

(3) サービス対価とサービスコストの関係 

 サービス対価を下げればサービスコストを削減することができるのであろうか。人によ

ってはある場所に行って受けるサービス対価よりもそこまで行く交通費の方が高いかもし

れない。また海外旅行の計画をして予定を立てたとしても，目的の場所での滞在時間より

家から飛行場へ向かいそして飛行機を往復する時間の方が長いことがあるかもしれない。 

 現在では平日に各銀行の ATM で預貯金の取引をした場合の利用手数料が無料となって

いるところが多い。しかし手数料が割安になっても，その ATM がある店舗まで行く交通費

の方が高いならば,手数料が高くても近所に提携先 ATM のあるコンビニで取引を行った方

が時間の短縮にもなるし，安上がりかもしれない。それでもそのサービス受けたい,あるい

はどうしてもある場所へ行きたいと思うときはサービスコストの負担を考えないだろう。

それは個々のベネフィットであり価値観でもある。 

目的の場所へたどり着く過程として，乗り物(席)はどれでもいいから早く到着してほしい

と思う人は少なからず存在する。例えば,翌日の早朝に目的地にたどり着くにしても当日の

始発に新幹線を乗るのか，新幹線より安い深夜バスを利用して前日の夜に出発して翌日の

朝にたどり着くのか,あるいは前日の夜に目的地近郊に到着してホテルで一泊するのか,そ

れぞれ選択の余地はいくつかある。そういう場合は低い対価であれば対価以外の各種コス

トの増大は構わない顧客セグメントと各種コストを削減できればより高い対価でも構わな

い顧客セグメントが存在することになる。サービスの価値を高める上でのトレード・オフ

は重要な要素となる(小宮路,2012,pp.70-7168)。 

(4) サービスコストと結果品質と過程品質の関係 

上記(3)の例「目的地に着く」という点では,どのパターンも結果として受けるサービスは

いわば同一である。しかし,「サービス・エクスペリエンスで受けた扱い」が大きく異なる。

これは「サービスの結果品質は同じであるが,サービスの過程品質は異なる」と表現できよ

う。サービスの提供側にとっては,結果品質で差別化できないときは過程品質での差別化を

                                                   
68 小宮路雅博 (2012) 『サービス・マーケティング』創成社。 
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図ることにより,顧客にとっては過程品質における差異こそが選択の基準となる。ここに過

程品質別のマーケット・セグメンテーションとサービス提供が成り立つ(小宮路,同上

書,p.7169)。 

(5) 非金銭的サービスコストのベネフィット化 

サービスの価値を高める上で,「非金銭的サービスコストのベネフィット化」は選択肢の

一つとなる。非金銭的コストは顧客にとって常に回避すべきコストとは限らず，自分でこ

れらのコストに対処し体験することこそが顧客にとってのサービスの価値を生み出してい

る場合がある。ここでは非金銭的コストをサービスのベネフィットとして知覚される。サ

ービスの多くは顧客にとっての体験(サービス・エクスペリエンス)である。サービス・エク

スペリエンスの非金銭的コスト部分を苦労やリスクと考えるか楽しみや価値と感じるかは

人それぞれであり,サービス提供上の基本設計の問題として捉えることができる(小宮路,同

上書,pp.71-7270)。 

4)  サービス・マーケティング戦略におけるサービスの利用時間(期間)による分類 

 前述したサービス・マーケティングにおける価格設定とサービスコストには，価格設定

においてはサービス時間配分(単位)による価格設定をどうするかが一つの課題でもあり，サ

ービスコストについては実際サービス受給時の前後においても顧客にさまざまなコストが

発生すると論述した。では顧客が感じる総合的なコストはどういったものであろうか事例

を合わせて考えてみる。実際各サービスの利用時間(期間)に焦点を当てて，利用時間(期間)

による分類をすることにより，今後のサービス提供への顧客満足向上へと図れるものだと

思われる。そのために各サービスの利用時間のポジションを明確にする必要がある。 

(1)  サービスの利用時間(期間)による分類 

 我が国においては,ここ 30 年の間で生活者の購買意識・行動・体系,すなわち生活者のラ

イフスタイルが変化し,それは企業のマーケティングそのものに影響を及ぼし戦略的革新を

求めてきた。現代においては,環境要因の変化により消費プロセスにおいても様々な環境要

因の変化が時間コストを増大させている。詳しいことは後述することにするが,環境要因の

変化が時間コストを増大させているのであれば,一つのサービス行為のみならずそれに付随

                                                   
69 小宮路雅博 (2012) 『サービス・マーケティング』創成社。 
70 小宮路雅博 (2012) 『サービス・マーケティング』創成社。 
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するすべてのことを考慮した判断が必要だと思われる。また一つのサービスが「生活シー

ン」と根付くためには,「生活シーン」とサービス行為に密接な関係がないと成り立たない。 

サービス・マーケティング研究領域におけるノルディック学派のマーケティング理論は,

とりわけ生産側と顧客との相互作用に注目を置き,サービス財を中核においてリレーション

シップ・マーケティング概念を構築してきた。その中でグリョンローズは,「サービス消費

が成果物の消費ではなくむしろプロセスの消費であること,そこでは消費者やユーザーはサ

ービスの生産過程をサービス消費の部分として知覚していることに注目を置いている」と

述べている(南,2005,pp.83-8471)。 

ノルディック学派の定義は,リレーションシップ・マーケティングは一つのプロセスであ

ることに強調しており,リレーションシップの視点では,物理的な財と製品は他の諸々のサ

ービス要素とともにプロセスの一部分となると定義づけている。さらに顧客は財やサービ

スのみ見ているのではなく,全体としての提供物を見ており,製品について一番良い,あるい

は安全な使い方についての情報から買ったものに対する配送,設置,修繕,メンテナンス,問題

解決に至るまでのすべてのものを要望していることが指摘されている(南,同上書,p.8472)。 

サービスには,「無形性」,「生産と消費の同時性・不可分性」,「変動性」,「消滅性」4

つの特徴があり,目に見えずその場でサービスの生産と消費が同時に行われて消滅してしま

い,また手元に残すことができない代物であることを論述してきた。また有形財と無形財を

分類し,現代における有形サービスから無形サービスの移り代わりについても言及した。し

かし，その財を提供する企業と従業員と顧客の関係など,サービス提供に関する記述の中で，

サービス時間とその前後の影響についてサービスコストの心理的な分類はされているが，

利用時間による具体的な分類はされていない。 

財や業種で分けてみても,配送や修繕,問題解決等サービス行為そのものに共通点がある

ものだと思われる。あるサービスを受けたいと思い行動し始めてから一つのサービス行為

を完了するにあたる時間,例えばお店に入って待ち時間から会計をして外へ出るまでの時間,

家から注文して手元に届くまでの時間,サービスを受けるにあって実際自分の都合によって

拘束される時間等,必ずしもサービス行為が行われている時間そのものが顧客のニーズや不

満にそのままつながるものでもない。しかし,一つの過程において一つのサービス内容と別

                                                   
71 南知恵子(2005)『リレーションシップ・マーケティング－企業間における関係管理と資源移転―』千倉

書房。 
72 南知恵子(2005)『リレーションシップ・マーケティング－企業間における関係管理と資源移転―』千倉

書房。 
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に総合的にニーズが評価されるものであれば,それは主に時間によって評価されるものであ

ろう。そこでまずサービス自体の利用時間の分類をしてみることにする。 

表 2-1 サービスの利用時間(期間)による分類 

出所：筆者作成 

 上記のように時間で分類してみたものの，場合によってサービス自体を中止にせざる得

ない場合,時間や場所が足らない場合,および注文したがモノ自体がない場合など,顧客ニー

ズ状況によっては無限で受けられるサービスと制限が出てしまうサービスと 2 つに分けら

れる。さらに制限が出てしまうサービスの要因として,「時間や場所」が足らないケース,「人

材」が足らないケース,実際に「提供したいがモノ自体がない」ケースに分けられる。そこ

で，サービスの利用時間(期間)による分類で挙げた例を基に制限が出てしまうサービスと無

限で受けられるサービスとどちらもあてはまるサービスとに分類してみる。 

  

1 時間以内で完了するもの 短距離の交通機関,ファーストフード,出前によるピザ，ラ

ーメン,ATM 等 

1～2 時間前後で完了するもの 長距離の交通機関,理容室,マッサージ,時間使用貸し,レス

トラン等の食べ放題や飲み放題サービス(コース)等 

半日～1 日かかるもの 自動車のメンテナンス,産業用設備の修理,レンタカー利

用,エンターテイメントによるテーマパークの利用等 

1 日～1 週間 クリーニング,宅配(長距離),CD・DVD レンタル,ホテルの

宿泊,旅行代理店によるツアー等 

1 ケ月～1 年以内 建築,病院の診察(数回にわたる場合),トレーニングルーム

(長期間による効果を知りたい場合),短期ローン等 

1 年以上(長期) 保険,教育,長期ローン,会計サービス,金融投資,携帯電話の

利用(2 年縛りIX),インターネットのプロバイダー回線契約

(2 年縛り)等 
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① 状況により制限が出てしまうサービス 

・時間・場所→ATM,使用貸し,テーマパーク,交通機関 

・人材→理容室,マッサージ,診察をする医者,建築をする大工,専門家 

・モノ→ファーストフード,CD・DVD レンタル 

・上記 3 つのどれかまたは複数の要因によって制限が出てしまうサービス 

→修理,飲み放題,宅配,クリーニング,旅行代理店におけるツアー,ホテル 

状況により制限が出てしまうサービスの 1 つ目として,なぜ「時間や場所」によって分類

したのかというと,実際にそのサービス自体を受ける時間が短時間であることや時間自体が

決まっているのにかかわらず,待ち時間や満員等でサービスコストを消費する時間が増え,

しまいには諦めるという状況になることもあるからである。 

ATM にしても ATM の操作自体は数分もかからないが,時間帯によっては行列となり諦め

てしまう人もいるだろう。使用貸しというのは,テニスコートや体育館,公民館等の施設使用

や短時間利用によるネットカフェ等のことを指しているのだが,この日の何時に使用したい

と思ってもあいにく満室であることや，利用できても混雑状況によっては時間短縮をする

こともある。テーマパークおいて新しい乗り物が登場すると,何時間も並んで新しい乗り物

を乗ろうとする。例えば,東京ディズニーランドの人気アトラクションは常に行列である。

その状況で何時間待ちでもその乗り物に乗り込むのか,諦めるのか,また並んでも待機中に

故障が発生してしまい乗れない可能性もある。 

交通機関において,朝夕のラッシュや休日は混雑すると予測しているのならば,自分の希

望の時間に合わせて乗るために自ら前持った準備をするだろう。だがあまりにも乗車客が

多く希望通りとならない場合や増発しても打ち切られる場合もある。さらに自宅から場所

が遠すぎて往復時間とテーマパークの滞在時間を合わせたらとても自分の持つ余暇時間に

合わず諦めている人々も多いだろう。 

これらはサービス品質やサービスコストに関わるものである。顧客は容認範囲(求めるサ

ービスと妥当だと思うサービスの範囲)をもっている。どんなことがあっても顧客から求め

られるサービス,顧客が妥当だと考えるサービス,顧客の目から見て理想的だと考えるサー

ビスなど,顧客は期待に関していくつもの基準や水準を持っているため,顧客の期待を明確

にすることは容易ではない(小川・戸谷,2005,邦訳,p.20573)。サービスには同時性があり,顧

客は決められた時間に決められた場所まで予定通りに出向く必要がある。その決められた
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時間までに行くまではいいが,本当に受けたい時間を確保するために余裕を持った時間配分

をしなければならないのであれば,顧客はそのサービス受給に伴う感覚的コストを支払って

いることになる。顧客はサービスの利用に際し,サービスの価格だけでなく,他にもさまざま

なコストを支払っている。 

2 つ目の「人材」については,もし特定の従業員からサービスを受けたい場合,これも待ち

時間と同様，いつ受けられるかわからない状況になるかもしれない。また需要によって価

格設定が高くなる場合がある。これは，サービスの生産と消費の同時性・不可分性やイン

タラクティブ・マーケティングの場合にも当てはまる。顧客は特定の個人の技能を購入し

従業員との関係性を保とうとしている。 

3 つ目の「モノ」については,サービスは受けようとしてもその対象物がないことを指す。

ファーストフードにしても食事するスペースはあっても，商品が売り切れならばそのサー

ビス自体が成立しない。レンタルサービスもレンタルする商品自体がないとサービスは受

けられない。サービス自体の提供はできても顧客のニーズや在庫切れによってサービスが

制限されてしまうことがある。 

また上記の 3 つに必ずしも当てはまらないが,3 つのいずれかまたは複数の偶発的な要因

によって制限してしまうサービスもある。クリーニングや修理については,工場の修理スペ

ースが空いていない場合や修理部品の在庫がない場合がある。簡単な修理ならば場所をい

とわず修理ができると思うが,そこではすぐ終わるものでも時間や人材不足等によって翌日

に持ちこされる可能性がある。そういった顧客のニーズと企業運営が一致しないことがあ

る。 

飲み放題は時間の提供はできても飲み物自体がないと成立しない。ただこれには時間と

いうサービスであるため,人材による直接サービスと違って商品が提供できるため時間の繰

越というサービスも設けられているところもある。宅配については,宅配をすること自体の

サービスは行えても在庫がなく,また交通機関の乱れによって宅配を制限することもある。 

制限が出てしまうサービスの要因として,サービスといえども有形物も交えたサービスと

なっているため,在庫や場所(空間)がないとサービス自体が受けられない場合がある。ATM

にしても周辺に同じサービスが受けられる場所がないから,一つに集中してしまい短時間で

用事がすむものが短時間ではなくなってしまうのである。交通機関は運ぶというサービス

                                                                                                                                                     
73 小川孔輔/戸谷圭子 訳 (2005) 『サービス・マーケティング入門』法政大学出版局。 
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であるが,バスや電車という乗り物がないと増発はできない。したがって無形性サービスに

おいても有形財の組み合わせによってサービス提供が行えない場合がある。 

しかし標準的な時間でサービスを受けるにあたって,いろいろな偶然が重なったことで前

後の待ち時間を合わせた消費時間が多い場合やまた一人あたりのサービス提供時間が制限

されてしまう場合が想定されるのであれば,サービス提供者は事前に対策を打ち出すだろう。

営業時間超えても最後のお客までサービス提供を行う，割引券等を渡して次回優先的にサ

ービスを受けられるようにする等,顧客の苦情にも対応しながら時間とサービスの効率化を

図っていくだろう。ただ顧客にとって十分なサービスが受けられ,サービス商品に見合った

時間であると感じられる処理時間を設定すべきでもある(山本,2007,p.14474)。 

② 無限に受けられるサービス 

・保険,ローン,会計,金融投資,携帯電話,インターネットのプロバイダー回線契約 

無限に受けられるサービスは,サービスは無形性という特徴から顧客のニーズさえあれば

無限に提供できるものと捉える。これら 4 つは,顧客のニーズによって発生している無形の

商品であるため,数が決められているわけでもなく,最初から在庫としてあるわけでもない。

保険のしくみについては後述するが,各企業によって一つの商品として販売数を制限してい

ることはあってもその商品は限られているであろう。また保険やローンは 1 年以上の契約

として販売されるものが多いことと携帯電話やインターネットのプロバイダー回線契約Xに

ついては利用条件によって 2 年継続契約としているケースがあるため,サービスの中では即

効性でサービスを消費するのではなく一番長期的に時間消費する商品だといえる。 

③ どちらにも当てはまるサービス 

・旅行ツアー,教育,ホテル 

旅行代理店におけるツアーについては,ツアーの企画自体に形はないが,ツアーに人数制

限をかけ一つの商品として販売した場合は,マーケティング戦略は有形物と同じ扱いとなる。

教育については,習い事や塾のことを指し,また利用時間による分類で 1 年以上としたのは,

習い事や塾へ通うとしても最低でも 1 年間もしくは 1 年以上は通うであろう前提で 1 年以

上に分類した。加えて 1 年未満の習い事や 1 回 2 時間前後のセミナー参加についてもここ

では教育と分類する。 

                                                   
74 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済新聞出版社。 
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教育サービスは,前述した「サービス・システム」にも該当するものである。しかし,例え

ば,ある有名講師や教室運営の都合上人数制限をかけた場合,ツアーと同様マーケティング

戦略は有形物と同じ扱いとなる。しかし,講義自体を録画し,後に通信サービスや Web 配信

サービスによってサービス提供を行った場合,顧客は講師とも会わずして自分の時間の都合

に合わせてサービスを受けることができる。これはサービスに在庫があるようで在庫がな

い商品の一つであるといえよう。 

(2) 時間の分類と予約システムの関係性 

 サービスの利用時間を分類するに当たり，サービス提供をその前後の時間も加味した上

で判断を行っている。その一つの対策として予約システムを取り入れて前持った安心感を

顧客に持たせることが望ましいが,予約できるサービスもあれば，必ずしも予約できないサ

ービスもあるため，予約というサービス込みでの分類は行わなかった。予約をしたとして

もサービスを受けたいと思った時から実際にサービスを受けるまでのジレンマは生じてい

る。しかしサービスは生産と消費の同時性があるため,提供者側もサービスを受ける側もそ

の場の行為で満たさなければならないが,予約システムや顧客の行動を管理することで本来

のサービスの質が上がる場合もある。 

(3) サービス・エンカウンターにおける顧客の時間と行動管理 

 企業はサービス商品を提供し,顧客に価値を提供する場である「サービス・エンカウンタ

ー」の管理を重要視する。エンカウンターの管理には,顧客の行動,環境,時間の 3 つの管理が

課題であると言われている。 

① 顧客の行動管理と顧客の学習 

 顧客が予約時間に決まって現れるのであれば,あらかじめサービスの生産を開始するに当

たって準備をすることが可能である。顧客のプロフィールが把握できているならば，なお

さら個々に合った準備をすることによって円滑にサービス提供が行うことができる。一方,

時間通りでないとあらかじめ決められたサービス提供時間の中で最高なサービスプランを

提供できるかどうかは不確定となる。 

さらにサービス・エンカウンターの価値を高めるにはサービス・エンカウンターにおけ

る顧客の学習度も必要とする。顧客が受けるサービスに対して学習をしていけば,より高度

なサービスを提供することが可能となってくる。例えば,教育サービスにおいても顧客が受



78 

 

けた授業後に復習を行い次の授業へ望めば,さらなる高いレベルの授業内容を提供すること

ができるかもしれない。最終的には,こうした学習の蓄積によって顧客にスイッチング・コ

ストを発生させることができ,学習が一定水準に達すると,他のサービス商品に乗り換える

ことで発生する顧客の費用負担は高まるのである。繰り返し購入が行われるようなサービ

スを提供する企業は,エンカウンターでの学習を積極的に進めて,スイッチング・コストを高

めるように促す必要がある(山本,2007,p.14575)。 

こういったことから企業からサービス提供を受けている間に顧客自身が受けたサービス

について学習することによって波状効果も生まれるのである。 

② 環境の管理 

サービス・エンカウンターを重視させるには,顧客に対し顧客自身が行うサービス作業に

おいて的確に伝える必要がある。そしてサービス提供者と顧客が存在する「環境」を管理

する必要がある。例えば,「株式会社あきんどスシロー(本社：大阪府吹田市) (以下「スシロ

ー」という。)」は,回転寿司を一皿 100 円(+税)で提供し世界初の回転寿司総合管理システ

ムを採用した。レーンから回ってきたものを取ることもさながら,顧客の注文はすべてタッ

チパネルで行われ出来上がり順次レーンから回ってくる。通常レーンから回ってきたもの

についてもお皿に IC チップを付け 350m 以上回ったら自動で廃棄している。 

実際店に入ると,顧客は席に着き最初に従業員からタッチパネルの利用方法について説明

を受ける。わかりやすいインストラクションがなければサービス提供に問題が生じる。こ

の段階のミスは後で従業員が行う作業を困難にするだけでなく顧客に不要な負担をかけさ

せてしまい顧客満足につがらなくなる恐れもある(山本,2007,p.14476)。また待ち時間が長く

なりそうな場合は,待ち番号の用紙に QR コードXIを載せ QR コードの読み取りからスシロ

ーの会員登録をすることによって,テーブルに座れるまでの待ち時間が近くなると知らせて

くれるサービスを行っている。さらに来店からの待ち時間予約だけでなく，スマートフォ

ンアプリから来店時間に合わせた予約方法を取っている。実際待ち時間が発生している状

況においては，来店して受け取る待ち番号予約と連動させて先着順に待ち番号を発行して

いる。これはあくまで予約待ち優先の権利を得ているにすぎないが，予約の時点で実店舗

とアプリの複数のチャネルによって，顧客来店獲得を行っている。 

                                                   
75 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済新聞出版社。 
76 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済新聞出版社。 
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スシローは IT 技術を取り入れたことによってサービス品質と食に対する安心や安全を確

保し顧客と待ち時間の管理を行い環境面もまた顧客や時間の管理も怠っていない。さらに

サイドメニューを活発化し，回転寿司イメージの方向性を変え,さらなる進化を遂げている。

これによってスシローは国内の回転寿司業界において売上高日本一の回転寿司にまで成長

しているのである。 

③ 時間の管理 

もし顧客とサービス提供者が同じ時間に同じ場所にいるという条件をそろえるためには，

時間の管理が必要である。一番簡単な方法はサービス提供者がいつもその場所にいて需要

の変化に対応できるようにしておくことである。需要の変化に対しては,提供能力を増減さ

せたり待ち行列を作ったりして調整するのである(山本,2007,p.14877)。 

ヘアカット業界で10分の身だしなみをモットーに,価格を1000円(+税)と割安で展開して

いる理髪店チェーン「キュービーネット株式会社(本社：東京都渋谷区)(以下「QB ハウス」

という。)」では,混雑状況の確認できるよう信号をイメージした店頭表示で顧客の待ち時間

を表示している。緑色はすぐにサービスが行える状況にある状態を指し,黄色は 5～10 分待

ちという状態,赤は 15 分以上待つ状況になるという表示を行うことで待ち時間の状況を知

らせている。また QB ハウスの最大の特徴はシャンプーやブロー,シェービングサービスを

削減し,さしたる価値の低下を伴わずにコストと時間を削減している。顧客の中には,こうし

たサービスにあまり価値を感じず時間の無駄だと思いながら付き合っている顧客も少なく

ない。 

こうした顧客の市場標的の対象とし，サービスよりもむしろ価格や時間を重視する顧客

を絞り込み,顧客に対して短時間低価格の理髪サービスという価値を提供し,さらにその価

値を確実かつ効率的に実現するためにエアーウォッシャーや独自の管理システムといった

差別的な価値提供方法を考案していったのである(池尾ほか,2010,p.3878)。 

新商品や初売り等,人気商品が販売される時，または様々なイベントチケットを扱ってい

るチケットぴあやイベント会場で直接チケットを販売するチケット売り場には,人気興行の

前売りチケット購入のために前日から長蛇の列ができる。特にチケットを購入する際の列

                                                   
77 山本昭二(2007)『サービス・マーケティング入門』日本経済新聞出版社。 
78 池尾ほか,(2010)『マーケティング』有斐閣。 



80 

 

の並び方ルールや購入 1 回にあたる枚数制限を各会場によって定められているところがあ

る。 

行列になったとしても顧客に不満を残さないようにする方法は重要である。あまりにも

列が長いと顧客がサービスを受けることに対してあきらめてしまい，販売機会を逃してし

まうことは前述したとおりである。しかし列に並び待ち続けることにサービス提供の価値

を受ける達成感があると考える人もいる。列を作らない方法として,整理券方式や予約シス

テムを取り入れ，時間の管理と顧客の行動管理を把握することはできる。さらに前日から

並ぶと予想されるイベントがありそうなエンターテイメント施設では,並ぶ列を決めるため

前もって決められた時間を予告してその時間に顧客を集合させ,整理券配布や事前に列作成

をすることによって,顧客の体調管理や近隣のトラブル防止，また当日会場において混乱を

させないよう工夫を行っている。 

こういった入場列作成のルールを業界では「シート貼り」といっている。そうすること

によってある程度の需要も予測することはできるが,好ましい顧客に優先的にサービス提供

を行うことができなくなる場合がある。 

5) 購入前・購入後のサービスコストと価格設定の関係 

 これまで第 2 章では価格設定・サービスコストとの関係を明らかにし,それに経過するサ

ービスの利用提供時間の分類を行った。しかし今日までに論じられているものは購入時ま

でと購入した商品を消費した後の顧客満足によるリピーター確保のためのマーケティング

戦略が中心となっている。有形財は一度購入した後の消費サイクルが早く，満足すれば再

び同じものを購入し,満足しなければ次の商品へと移り変わる心理的要素が強い。しかし,サ

ービスにおいては 4 つの特性からつねに同じサービスから毎度同じ感触を得られるとは限

らない。また時間を要して効果を計るサービスについては，一度のみのサービス提供では

全体の効果が表れないサービスもあれば,そのサービス提供期間中において何か付随するも

のが出てくるかもしれない。その付随の必要となった原因がサービスにあるか自分にある

かもわからずにサービス提供のすべてを評価するのは無理があるだろう。 

サービスコストは購入・利用時のコストだけでないと考えらえる。サービスの検索や代

替比較した場合に費やした時間は検索コストといえる。また最初のサービスを受け終わっ

た後に追加コストが発生していく場合もある。これを事後的コストとする。例えば，医師

の診察を受けた結果，再診料が必要な場合やメンテナンス効果をさらに持続するために必
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要な追加サービスを支払うこともある。これはクロスセルやアップセルとは意味合いが違

う。 

検索コストにはサービスの感覚的コストを受けるかもしれないし，事後的コストについ

ても治療効果にあまり効果がないと感じてしまうのであれば，その費やした時間と努力は

無駄なものとなってしまうかもしれない。反対に購入前の行列に並ぶため徹夜した場合で

もサービスコストは発生する。したがってサービスのトータルコストの決定は目に見える

コストだけではないといえる。 

 さらに価格とサービスの関係性から，通常より低価格でサービスが少ない商品やサービ

スを購入した結果，購入による最終的なニーズの完了を前に無駄に時間や別のサービスを

費やすこととなるケースがある。これは，こういう時にはこういうモノが必要であるとい

うことではなく,自分自らこういう購入をした結果,自分のニーズが完了する前に予期もし

ていないサービスコストが発生してしまったということである。したがってある商品につ

いて有形財と無形のサービス料込で価格設定されている場合とサービスなしの製品価格の

みで提供された場合のサービス代が削減された分のサービス価格の価値をもう一度自ら見

直す必要がある。 

(1)  購入後のサービスコスト 

 購入後のサービスコストの考え方は基本的にラブロックが分類した 6 つのコストと同様

である。金銭的コストは 4P と 4C の価格とコストの関係に関連する。例えば,安上がりにす

るため，家具や電化製品をお店からの配送料なしで購入したとしよう。近頃ホームセンタ

ーではトラックを無料で貸してくれるサービスがあり，多少商品が大きくてもすぐに持ち

運びはできる。またタンスやテーブルなどは組み立て式の商品が増えている。しかし,すぐ

に家に持ち帰ったのはいいが，組み立てはできない人は少なからずいるだろう。そうなる

と後日組み立ててくれる業者を頼むか，別の人に頼むかどちらにしても金銭的コストはか

かってしまう。同時にすぐに購入品が活用できない時間ロスと身体的・心理的・感覚的な

非金銭的コストが生まれる。そうであるならば最初から翌日に配送し組み立てサービスを

行ってくれる選択をした方が良かったかもしれない。さらにいうと組み立て前のタンスは

製品であり,組み立てして初めて商品となる。自分で組み立てるというコトを求めているニ

ーズがあるかもしれないが，商品となって初めてその価値が生まれ活用するのである。 
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(2) 継続的サービスコスト 

 サービス提供のうち 1 回のみではサービス提供の効果が表れず，数回サービスを受ける

ことによってそのサービスの本当の効果(商品)となるものもある。これは，前出「表 2-1 サ

ービスの利用時間(期間)による分類」のうち 1 か月以上に分類したサービスが当てはまる。

病院の診察は 1 回では完治しないケースが多く,スポーツジムでプログラムを組んだ場合，

数回休まず通ったことによって本来の目的であるサービス提供が完了する。教育について

も 1 回の授業だけではすべてを教えることはできない。これらのサービスは継続してすべ

てのプログラムが終わった時または解決したときにそのサービスは商品化する。その間の

サービスコストは,金銭的コストでは毎回の通う交通費等その他経費であるが,非金銭的コ

ストは各コストにおいてすさまじい感覚を経験する。 

(3) 購入後の追加購入によるサービスコスト 

 上記(2)において継続的にサービス提供を受けても効果がないと感じ, サービス効果を高

めるために他のものを付随して買う，あるいはサービス提供から脱落する顧客は少なくな

い。例えばダイエット目的のためにスポーツジムに通ったとしても，ある程度続けたが目

的達成されないと思い，別のものに手を出したとしよう。これはスポーツジムのサービス

プログラムが自分に合っていないことが原因なのか，自分の私生活が合っていないのか分

からない状態で，サービス効果を高めるために他のものを付随して買うのは金銭的にも非

金銭的にもサービスコストとなる。 

時間がかかるサービス提供においてはこうならないために顧客は購入する前の自己判断

が必要であるし,他方企業側はこういったことを誘引するようなマーケティング戦略をする

のは好ましくないだろう。 

6) パーソナルファイナンシャル・サービスの価格設定とサービスコスト 

(1)  パーソナルファイナンシャル・サービスの価格設定と価格の時間的リフレーミングXII 

 パーソナルファイナンシャル・サービスはサービスの中では即効性でサービスを消費す

るのではなく，一番長期的に時間消費する商品だといえる。Gourville(1998)は,サービスを

消費が継続する継続消費(ongoing consumption)と一回で完結する単発消費(lumpsum 

consumption)と 2 タイプに分類している。継続消費条件では年ベースの携帯電話サービス
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とスポーツクラブの料金,単発消費条件では往復航空代とホテルでの滞在料金があげられる

(白井,2012,pp.39-4079)。 

ファイナンシャル・サービスは，一括払いよりも分割払いによってサービスの提供を受

けながら消費していく商品が多い。住宅や自動車はローンを組めば,ローンを支払いながら

住宅や自動車を利用することができるし,保険商品は月々の支払いを遅滞なく続けていけば

途中何らかの事態が生じても保険サービスを受けることができる。しかしローンは別とし

て，月々の支払いといっても契約した途端,本来の顧客のニーズとは違うところに利用期間

の義務が生じてしまい長期間にわたってに支払わなくてはならないもの,また月々の価格設

定はされていても，長期間にわたり結果的には高額な支払いをしているサービスは数多く

ある。保険においては 10 年,20 年と月々の支払いを継続的に行っているのであれば,累積す

ると満期金を受け取る額に近い金額を支払っていることになるだろう。 

 携帯電話の利用(2 年縛り),インターネットのプロバイダー回線契約(2 年縛り)は,あるサー

ビスを安く受けられる代わりに 2 年という利用期間を設定して,2 年経過後は自動更新とい

う形で取引の継続性を図っている。企業側にとってみれば,取引の継続性と顧客の囲い込み

をすることによって顧客とのリレーションシップを構築できるというマーケティング戦略

ではあるが，それは誤解である。この場合の顧客の囲い込みはポイントシステムやペナル

ティのある長期割引契約を離反すると損をするという仕組みを作ることである。携帯電話

の 2 年縛りによって顧客が維持されたとして「お客様との間に深い絆が生まれました」と

いうのは,そこには取引の継続があってもリレーションシップは存在しないはずである。(久

保田,2014,pp.24-2580)。 

個人側の視点からみると,2年縛りという継続契約を行ったことで自動的に月 24回の月額

料金が発生することとなる。月々の基本料金が 5,000 円だったとすると，1 年間(月 12 回)

で 6 万円,2 年間(月 24 回)で 12 万円支払う義務が発生することとなる。企業側は表面上月

額の料金プランを提示しているのみで総合的な販売価格での料金設定の細かい説明は積極

的には行っていない。今日において，携帯電話やパソコン，タブレット端末等は今やコミ

ュニケーションツールの一つというより,なくてはならない生活ツールの一つという位置づ

けとなってきているが,消費者が一度買ったら長く使い続けるだろうという心理と価格設定

と取引の継続における顧客とのリレーションシップが必ずしも一致しているとは限らない。 

                                                   
79 白井(2012),『マーケティング・ジャーナル』日本マーケティング協会。 
80 久保田(2014)「関係のマーケティングを解きほぐす」『AD STUDIES』公益財団法人吉田秀雄記念事業財団。 
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ファイナンシャル・サービスである自動車保険では，保険料金を 1 年単位で支払うなど

料金と保障される期間が明確になっているのに対し,有形財である自動車は長期に使用され

ることが主であり,購入は一度で完結するので販売価格と使用期間の関係は曖昧である。廃

棄までの使用期間は消費者自身が決定する。比較的高額の製品カテゴリーでは，使用期間

を意識した上で販売価格の工程を判断したり買い替えを考えたりすることがあり,使用期間

は価格判断への影響要因であると考えられる。 

こういったことから白井(2012)は,本来の支払金額を示した状況において，価格の時間的

リフレーミングの特性が消費者の反応に与える影響を調べている。実験そのものの分析は

印刷広告を用いて長期に使用される高額の有形製品を対象とし,本来の支払金額を示した状

況において価格を時間的にリフレーミングして表現するときに,使用期間と時間的単位の二

つの特性が消費者の購買意思決定に与える影響について分析したものである。その分析と

して,時間的単位は「1 年あたり〇〇円」のように長い単位を採用した方が消費者のリフレ

ーミング表現態度は肯定的となる。また一日や一週間などの短い単位を用いるときには使

用期間を長期にすることでリフレーミング高められる結果が得られたというXIII(白

井,2012,p.41,47-4881)。 

白井(2012)は,有形財における価格の時間的リフレーミングの特性について消費者の反応

に与える影響を調査していたが,今後の課題としてファイナンシャル・サービスにおける使

用期間と時間的単位の二つの特性を明らかにしサービス財における時間的リフレーミング

の特性について消費者の反応に与える影響を調べる必要性があるかもしれない。 

 (2) ファイナンシャル・サービスにおけるサービスコスト 

 保険の見直しに行ったら，さらに割高な契約をさせられるのではないかとか，聞きなれ

ない商品を買わされるのではないかと不安に思う人はいる。銀行へ相談にいっても待ち時

間があり,自分の資産状況を話しするだけでも恐怖感がある。そういった予感がよぎった上

で自らサービスコストを負担するのは気の進まないことだろう。 

現代において情報があふれる中，情報の取捨選択は必須のものとなっている。ファイナ

ンシャル・サービスを行う店舗は銀行含めて全国でもかなりの数の店舗がある。顧客のニ

ーズをどれだけ受け止めることができるかによってサービスコストの感覚が変わってくる

かもしれない。しかし真剣にライフプランを考えるに当たって,サービスコストの観点から

                                                   
81 白井(2012),『マーケティング・ジャーナル』日本マーケティング協会。 
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サービス料金の見直しをすることはあっても,サービス対価を下げてサービスコストの削減

を実行しようと考える人は少ないであろう。また細かいサービスでの選択はあっても積極

的にファイナンシャル・サービスの労苦やリスクを考えるようなことはしないであろう。 

(3) 保険料の価格設定と購入後のサービスコスト 

 ネット販売を経由した場合の保険料は通常に比べて安くなることから,自動車保険をネッ

ト型サービスで申し込む利用者が増加している。しかしまだ自動車保険の販売シェアは,自

動車保険シェア全体の 10％にも満たしていない。ネット申し込みで済ませようとするほと

んどの利用者は,保険料が安いことが主な理由である。その背景には,保険料にお金をかけた

くないということのほか,あまり自動車を乗らない生活傾向にあり,自動車は必要であるが

保険に関しては乗車頻度に合わせた保険料相当で済ますという要因があるものと考えられ

る。 

さらに通信販売やネット販売によって保険サービスを購入する人は,保険の知識が豊富で

あるという調査結果がある。入院や死亡という知らせを聞いて担当者が駆けつけ面倒な手

続き等を手伝ってくれるわけではなく,これらは自分で手続きしなければならない。実際の

ところ自分で考えて自分で判断し,自分で行動できる人だけがオンラインで安く保険を購入

できるのである(中村,2003,p.1982)。 

通信販売やネット販売の価格設定の考え方は，4P 理論における価格(price)の考え方であ

って，4C 理論のコスト(Cost)の考え方ではない。ネット販売という利便性から販売形態が

拡大し，そのメリットとして購入の複雑さをなくし，これまで販売してきた価格より割引

できるという企業視点が主であった。しかし，デメリットはすべて顧客負担となると購入

後のサービスコストが増大する。 

コストプラス法は，利益にコストを加えて価格を売価とする考え方であるが，サービス

業において企業の人件費のすべてを企業コストと考えるのは大きな間違いであり，顧客の

営業担当者そのものが顧客における商品価値となる。それが顧客におけるサービスに対し

て見合うコスト(Cost)であって，単に割引された差額分のコスト(価格)が浮いたわけではな

い。有形財においてネット販売で安く家具を購入したとしても，組み立て方がわからない

と手間がかかる。こういった時に直接家具店に行って配送料に加えて組み立てもしてくれ

るサービスを付けた価格で購入した方が，多少値段が高くても精神的なコストは軽いかも

                                                   
82 中村芳子(2003)『生命保険のカラクリがわかる本』東洋経済新報社。 
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しれない。したがってネット販売の割引設定は，割引されたコスト価値分を再び顧客にと

っての価値となるように視点を考え直さなければならない。 

(4) パーソナルファイナンシャル・サービスの Needs(ニーズ)と Wants(ウォンツ)の特質 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは人々にとってどういう存在であろうか考えて

みる。今まではファイナンシャル・サービスについて将来において何となく必要という感

覚であっただろう。しかし,バブル崩壊後の日本経済において長引く超金利や終身雇用制度

の変化等により特に若い世代には,「自分の資産は自分で守る」という意識が芽生えている

とはいえ,非正規雇用や収入に伸び悩んでいる低所得者の若者においては,ファイナンシャ

ル・サービスを受けようと思っても受けられる余裕がないかもしれない。それでも若者は

将来へ向けてのビジョンニーズは持っているはずである。 

ニーズは「衣食住」,ウォンツは「衣食住以外」と簡単に例えることが容易である。ニー

ズとウォンツを満たすためにお金を増やす方法を身に付けることが手っ取り早い方法かも

しれないが,ファイナンシャル・サービス自体を我々は望んでいるわけではないことを気に

かけておくべきだし,ファイナンシャル・サービスを受ければ本当のものを手にできると考

えることは疑問が残る。家を買うにしても個々のライフプランにおいて一戸建ての家か,マ

ンションかまたは賃貸物件にするか,そういったこともニーズとウォンツの分かれ目であろ

う。人によってはファイナンシャル・サービスを利用することでニーズとウォンツが満た

されていたかもしれない。 

パーソナルファイナンシャル・サービスのニーズとウォンツを考えるにはいくつかの現

状と問題点がある。1 つ目は,前出したようにファイナンシャル・サービス自体を我々は望

んでいるわけではないことが考えられる。または本質的に興味を持てないことが考えられ

る。2 つ目は,ファイナンシャル・サービス提供の特徴性からサービスを受けようと思って

も受けられない人々がいることが考えられる。3 つ目は，パーソナルファイナンシャル・サ

ービスにおける知識が欠如していることから,将来におけるビジョンは持っていてもパーソ

ナルファイナンシャル・サービス自体が自分にとってニーズなのかウォンツなのか判断が

できないことが考えられる。 

こういったことからターゲットを絞る際もプロセスをはっきり示し,ファイナンシャル・

サービス自体が個々によってどの位置にあるのか明らかにすることで,個々人のファイナン

シャル・サービスに対するニーズとウォンツの区別を持つことが必要ではないかと考える。
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人によっては財産等の余裕のなさから,ファイナンシャル・サービス自体を受けなくても将

来のビジョンにおいて「人生の幸福」というニーズを個人の中で満たしているかもしれな

い。それが個々人にとっての価値共創なのかどうかは疑問の残るところである。 

2-2 パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングと戦略手段から見た特質 

1)  パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティング商品の戦略的要素 

(1)  パーソナルファイナンシャル・サービスにおける商品体系の構築 

 パーソナルファイナンシャル・サービスにおける商品は,保険業界や証券業界,不動産業界

等についてそれぞれの商品に法的規制が組み込まれているため,販売する業態は限られてい

る。しかし,証券会社にしても保険会社にしても代理店含めて数多くの販売店がある。株式

取引と保険業態のチャネル体系例は後述するが,一生の流れによってサービスを受ける商品

はそれぞれ違うかもしれないが,繰り返し購入する商品もあれば一生のうち 1 回しか購入し

ない商品もある。それぞれの基本機能や使用機能は商品やサービスによって異なるかもし

れない。しかしパーソナルファイナンシャル・サービスを購入するに当たって共通してい

えるのは,個々に求めている長い間の幸福感をどれだけ満たすことができるのかということ

が求められていることにある。そのためには商品やサービスにどのような機能があり,どう

使用するのかを顧客にイメージさせる必要がある。 

(2)  パーソナルファイナンシャル・サービスにおける商品体系の例 

① サプライチェーンの側面から見た商品開発システムの商品構造図 

 図 2-6 は,サプライチェーンの側面から見た重点得意先の製品・商品情報に基づいた製品

開発・商品開発システムの商品構造図を援用してパーソナルファイナンシャル・サービス・

マーケティングとしてのパーソナルファイナンシャル・サービスにおける商品コンセプト

を描いたものである。サービスという無形のものを提供していく中,パーソナルファイナン

シャル・サービスにおいては,より独自化した具体的な商品コンセプトを顧客に提供してい

かないとより複雑で困難なイメージが付きまとうだけで顧客のニーズさえも曖昧になるだ

けである。 
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図 2-6  パーソナルファイナンシャル・サービスにおける商品コンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：新津重幸,「マーケティング講義録(高千穂大学)」授業レジュメ(2013 年 5 月)を一部

加工。 

a. 基本機能 

・品質 

顧客が実際に抱いているニーズ・期待とサービス側が考えるニーズ・期待の一致が求め

られる。 

・素材 

人材能力におけるサービスや専門知識を持つことによってパーソナルファイナンシャ

ル・サービスに対する信頼性と安心を持たせるのである。 

・工程 

工程については,後述する(図 2-9~図 2-13)で示した通りマーケティング・フローとチャネ

ル機能を明らかにしなければならない。 

・機能 

パーソナルファイナンシャル・サービスを預かる・貸す・運用することによって製品

(Product)がパーソナルファイナンシャル・サービスとしての商品(Commodity)となる。 
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b. 中間機能 

基本機能,使用機能の間にある中間機能は, 基本機能,使用機能の間にあり，両者に共通する

ものである。 

・価格(手数料) 

パーソナルファイナンシャル・サービスの場合,顧客と継続的に接触するサービスである

ため,手数料についてはその顧客の生涯価値から価格設定することが重要となる。例えば,銀

行(証券)口座において残高の少ない顧客は,口座維持と引き換えても付随したサービスや金

融商品を購入する期待は低い。そういった顧客に取引手数料を引き上げた場合,取引をやめ

てしまう恐れがある。今日の時代背景から若い顧客の大半の口座残高は少ないものであろ

う。取引手数料を引き上げたことによって，若い顧客が将来優良な顧客になる可能性を銀

行側は失っているかもしれない。長期的なサービスを利用する顧客を保有する場合は,時代

背景による価格設定より顧客の生涯価値に基づいた考え方が望ましい。 

C. 使用機能 

・使用価値(使用用途) 

 運用をすることによって現在から将来へ向けての安心感と将来へ向けての幸福,ベネフィ

ットを受け取ることができる。 

・使用場面 

老後,学費,ローン返済,保険満期,祝い金,その他不慮な出来事等の場面で使用される。 

・使用イメージ 

将来へ向けた計画性を考えることができる。少額の配当金や株主優待はちょっとしたお小

遣いと考える場合がある。 

(3) これまでの金融サービスにおける商品開発のプロセス 

 銀行では普通預金・定期預金・住宅ローン・カードローン等の金融商品,決済の自動引き

落としや給与・年金振込・入出金等のサービスが金融サービスにおける商品と位置づけで

きる。証券会社では株式・債券など有価証券の売買の取次ぎ,生命保険会社では,終身保険・

定期保険・傷害保険などがある。商品というとき品質機能,品揃え,名前,販売単位の設計とラ

イフサイクルの管理が含まれる。 

金融商品についてどれも同じであるイメージが強い。しかし近年の自由化によって商品
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そのものに差が出ており,個々の商品は同じであっても,それを組み合わせた新商品が増加

している。銀行においては保険や証券取次業務など扱える商品の範囲が拡大した中で,どの

商品を取り扱うかの選択が重要となり,商品が増えればそれだけライフサイクル管理が必要

となる。他方顧客側は多様化する新商品の購入において十分吟味する必要があるだろう。 

 そもそも新商品の開発には多大なコストが伴う。開発には年月がかかり,市場導入のため

のマーケティング費用はもとより,金融商品ではシステム開発が必須であるため,費用はさ

らに大きくなる。たとえ少数でも保有し続けている顧客が存在すると撤退が難しくなる。

これらのリスクを最小限にとどめることがマーケティングの重要な使命の一つである。誰

かの思いつきや他社が始めたからといった理由で新商品・サービスをスタートしてはいけ

ない。リスクを減らすためには,それらのアイディアが成功するかどうかを科学的に検証す

る必要がある(戸谷,2006,p.2983)。 

 図 2-7 は,これまでの金融サービス・マーケティングにおける商品開発のプロセスを示し

たものである。新商品・サービス開発時には,下記の図 2-7 のようなプロセスを経る。 

図 2-7 商品開発のプロセス 

      

 

 

          →         →    →      → 

 

    

出所： 戸谷(2006),『リテール金融マーケティング』,p.30。 

この商品開発のプロセスにおいては,①ニーズのある市場を見つけて,土台となるモノ・サ

ービスのアイディアを作る。②アイディアを具体的なモノ・サービスに設計する。それが

うまくいく見込みがありそうならば,③テスト・マーケティングが行われ,合格したものだけ

が④市場に導入される。そして普及のための施策を行い,最大収益を上げるため定期的に見

                                                   
83 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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直しを行いつつ,適切な時期に撤退するというライフサイクル管理が行われる(戸谷,同上

書,p.3084)。 

 経済が成熟し,消費者ニーズが多様化・複雑化した社会では,顧客ニーズを正しく迅速に理

解することが商品開発の第一歩である。潜在的・顕在的顧客ニーズを発見し,ニーズに合う

新商品を開発する場合もあれば,新しい技術が開発され,顧客のニーズとマッチさせたり,ニ

ーズを喚起したりして商品化される場合もある。技術開発に端を発する商品であっても,工

場を出た時点では製品にすぎず,流通経路にのせて消費者にその価値を伝えるコミュニケー

ションが行われて初めて商品となる。今日においてサービス財は,技術が「顧客にとって価

値のある商品」となって顧客の手に届くまでにやらなければならない(戸谷,同上書,p.16085)。 

(4) 地域金融機関の商品開発におけるサービス・マーケティング 

―大垣共立銀行のサービス・マーケティングの商品戦略の事例― 

日本は，1990 年代の規制緩和よって金融業界も例外ではなく年々制度や販売業務が緩和

されていった。今日,銀行業においては投資信託の販売や保険販売の一部が解禁となり,さら

に銀行店舗の営業時間が原則自由となった。現在ではネット利用による 24 時間取引が可能

となり,地域金融機関の競争激化は単に地域内だけの競争にとどまらなくなっている。その

ような中で地域金融機関の商品開発プロセスと商品戦略を取り上げ,どのような商品戦略と

サービスを行っているのかを分析することにする。 

 大垣共立銀行(本社：岐阜県大垣市)は,地方銀行にもかかわらず,預金者を対象として数々

行われたアンケートやイメージ調査において,全国展開している銀行等を抑え 1 位を獲得す

るなど,「革新的」なサービスを展開し続けている金融機関として知られている。特に,「ATM

の利便性」,「行員の対応の迅速さ,親身さ」,「地域社会への密着度」においてのイメージが

高く，「顧客目線」に立った良質のサービスを提供していることがうかがえる。さらに大垣

共立銀行は独自のマーケティング革新を不断に実行してきたともいえる(住谷,2006,p.8586)。 

大垣共立銀行の商品開発プロセスは,①各自がそれぞれの自由な発想で企画書を作成し,

②業務開発部内で企画書を回覧し課題などのチェックを行う。次に,③②で業務開発部とし

                                                   
84 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
85 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
86 住谷宏 (2006) 『地域金融機関のサービス・マーケティング』近代セールス社。 
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て実施となれば役員宛に企画内容の説明を行い,④役員による実施可否の判断を受け,⑤商

品化というプロセスを示している(住谷,同上書,p.10887)。 

この商品開発プロセスを通過した大垣共立銀行の商品戦略の優位性は,3 点あると考えて

いる。1 つ目は,「自己選択メカニズムの効果的活用」である。これは銀行を利用する顧客

のニーズは多種多様であるため,多種多様な顧客のニーズを売り手である銀行側がこれを正

確に把握することは難しい。このようなケースで,異なった価格に異なった特性を持つサー

ビスの組み合わせを顧客に提示すれば,顧客は自らのニーズに合ったサービスを自分で選択

することで,どのようなニーズを持っているのかに関する情報を売り手側に提供してくれる

ことになる。この現象を「自己選択メカニズムの効果的活用」という。 

大垣共立銀行は,総合口座(普通預金),ゴールド総合口座,スーパーゴールド総合口座とい

う 3 つの異なった価格に異なった特性を持つ口座を商品としている。ゴールド総合口座と

スーパーゴールド総合口座は所定の口座管理手数料が必要であるが,ATM・コンビニ ATM

「ゼロバンク」XIV時間外利用手数料無料や大垣共立銀行本支店間振込手数料を無料にする

等,サービスの区別化を図っている。さらにスーパーゴールド総合口座は外貨預金為替手数

料や投資信託のお申し込み手数料のキャッシュバックなど,資金運用ニーズを積極的に持つ

顧客は自らのニーズを開示するであろう。給与振り込みや公共料金の引き落としを主に口

座を開設したいと思う人は,ゴールド総合口座を開設することによって自らのニーズを開示

するだろう。 

このような「異なる価格に異なるサービスの組み合わせ」を提供することは,「自己選択

メカニズム」を通じて,顧客のニーズに関する情報がより把握しやすくなるメリットがあり,

売り手側は顧客志向に合わせたマーケティング戦略をより容易に実践することが可能にな

る(住谷,同上書,pp.89-9188)。 

2 つ目は,「クロスセリングによる囲い込みを容易にする商品ラインアップ」である。「ク

ロスセリング」とは,自社の商品やサービスの顧客に対して,さらに関連する他のものやサー

ビスを販売していくことを意味するが,大垣共立銀行の提供する商品には,この「クロスセリ

ング」を容易にし,顧客との関係を維持していこうとしている。 

大垣共立銀行の経営理念に「コンセプト」化というキーワードがある。さらにコンセプ

トから「フィット」と「コーディネート」に分けられるのだが,「コーディネート」につい

                                                   
87 住谷宏 (2006) 『地域金融機関のサービス・マーケティング』近代セールス社。 
88 住谷宏 (2006) 『地域金融機関のサービス・マーケティング』近代セールス社。 
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ては資産運用に関する潜在的にニーズを探し出し預金者に投資信託など関連商品を積極的

に「クロスセリング」していく戦略として具体化されている。例えば,前述のゴールド総合

口座とスーパーゴールド総合口座には,投資信託やローン等,他の関連する商品を購入する

際の優遇サービスが多く設けられている。顧客の「囲い込み」には,1995 年に開始された「サ

ンクスポイント・プレゼント」の貢献が大きく,総合口座の取引に応じてポイントが加算さ

れ,貯めたポイントと各種特典との交換サービスや ATM 時間外手数料無料,金利優遇等さま

ざまな特典があり高額な特典と交換できる可能性のある「夢のある」設定になっている(住

谷,同上書,pp.87-9189)。 

3 つ目は,銀行の枠にとらわれない革新的サービスを通じて顧客に高い利便性を提供する

ために,業界の垣根を超えたコラボレーションを積極的に行っている。その代表的な例とし

て，前述した「サークル K サンクス」との提携によるコンビニ ATM「ゼロバンク」をあげ

ることができる。手数料を無料としたコンビニ ATM を核に集客力を向上させたいサークル

Kサンクスと大垣共立銀行のキャッシュカードを利用する顧客に 24時間 365日利用できる

ATM の設置を飛躍的に拡大させたい銀行側の狙いが一致してこの「ゼロバンク」という革

新的サービスが実現したのである(住谷,同上書,pp.91-9290)。 

大垣共立銀行は地域金融機関の商品開発において,常に顧客の目線に立ったサービスを提

供している。多くの銀行は地域密着を掲げながら，「地域に愛され,親しまれ,信頼される銀

行」を基本的経営理念の合言葉として,地域に合ったサービス展開をしているが,そこではた

だ単に地域社会に合った商品開発だけでなく,パーソナルファイナンシャル・サービスに根

付いた商品開発が求められる。その中で大垣共立銀行は全国無数にある銀行業においてラ

イフプランにおける個々のニーズを満たす商品開発を先駆けて行っているといえる。 

2)  パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングにおけるマーケティングコ

ミュニケーション戦略の特質 

(1) パーソナルファイナンシャル・サービスにおけるコミュニケーション体系の構築 

 いかに「よい商品・サービス」があっても,顧客ニーズを満たすことができるその良さが

伝わらなければ買ってもらえない。顧客にその魅力を分かってもらうためにはコミュニケ

ーション(伝え方)が重要になる。サービスは無形であるため,実物を見せることができる有形

                                                   
89 住谷宏 (2006) 『地域金融機関のサービス・マーケティング』近代セールス社。 
90 住谷宏 (2006) 『地域金融機関のサービス・マーケティング』近代セールス社。 
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財より伝え方は難しい。ここでこれまでのパーソナルファイナンシャル・サービスにおけ

るコミュニケーション体系を人的な顧客接点,広告における戦略に分けてみる。 

① 人的顧客接点 

 企業は顧客に商品やサービスの価値を伝える経路が多数有している。顧客から見れば，

それはどのように情報を得るかを意味する。何らかの購買決定のための顧客情報源は表 2-2

のように分けられる(戸谷,2006, p.17991)。 

表 2-2 購買時の情報源  

 人的情報源 非人的情報源 

一般情報源 ・友人,知人 

・家族 

・専門家(セミナー,無料相談) 

・新聞,雑誌記事 

・テレビ,ラジオ番組 

・書籍 

・ネット情報(SNS 含む) 

企業情報源 ・セールスマン 

・店舗窓口担当者 

・セミナー,無料相談 

・広告 

・カタログ,パンフレット 

出所：戸谷(2006),『リテール金融マーケティング』,p.179.を一部加工。 

発信者がその商品・サービスを販売する企業か,否か,また伝達媒体が人間かそれ以外すぁ

るかによって大きく 4 つに分類される。このなかで銀行・証券・保険などの金融機関がこ

れまで最も活用してきた情報源は,企業が発信者で人間が伝達媒体である場合,つまり金融

機関の従業員が直接顧客として相対して商品・サービスを説明するという方法であろう。

顧客との直接接点の多さは金融機関にとって大きな強みとなっていたが,自由化による競争

激化と不良債権処理の過程でコスト削減を進めていった結果,金融機関の顧客接点は大きな

変化が生じている(戸谷,同上書, pp.179-18092)。 

 パーソナルファイナンシャル・サービスにおいてセミナーや無料相談は,最もサービスに

おいて情報を知ることができる人的顧客接点である。セミナーは一つのテーマについて説

明するため,そのテーマについて興味があるのであればセミナーを聞くことによってより理

                                                   
91 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
92 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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解が深められるであろう。無料相談は,個々に関心や不安があることについてダイレクトに

気軽に相談できることから,答え(解決策)がすぐに出せなくても非常に重要となる情報を得

ることができる。セミナー,無料相談は税理士や FP 等の専門家が独自に行う場合,市町村が

各地で行う場合,企業が(専門家を依頼して)行う場合等様々な形態がとられる。 

② 販売促進・コミュニケーション広告における戦略 

 商品の良さを顧客に伝える手段である販売促進・コミュニケーションには,PR(パブリッ

クリレーション)・IR(インベスター・リレーションズ：投資向け広報活動)からボーナス・

キャンペーンなどの販売促進活動,顧客と直接相対する従業員の使う商品説明資料まで,対

顧客コミュニケーション全般が含まれる。自社の開発した新しい金融サービスが素晴らし

いサービスであるとしても,顧客にその価値を理解してもらわなければそのサービスは購入

してもらえない。サービスは無形であるため表現の仕方が難しいことや顧客がサービスの

重要性自体を理解していないことが多く,コミュニケーション戦略は金融業界が最も苦手と

しているもののひとつである。しかし,サービスは無形である特性から，特にファイナンシ

ャル・サービスはモノの財よりも顧客の考え方によって評価が左右するものである。マー

ケターは,それぞれの顧客の心理を理解し,自社の商品やサービスを「素晴らしい」と思って

もらえるような伝え方をする必要がある(戸谷,同上書, p.33,18393)。 

(a)  TVCM における戦略 

 顧客へのコミュニケーション方法の中で，TVCM(Television Commercial)や新聞広告な

ど多くの顧客の目に触れるマス・メディアを媒体とする広告は，最も費用のかかるものの

一つである。ところが,ファイナンシャル・サービスの広告・宣伝の現場では,メッセージを

伝えたい相手が誰でどのような価値観を持っていて,何を訴えれば最も効果的なのか,その

ためにどのようなメディアが適切なのかといった基本的な事柄に十分な注意を払っていな

いことが多い。さらにどの商品・サービスがどのような顧客のどのようなニーズを満たす

ために,何をどのように伝えるべきなのかが明確になっていない。そのため従来，サービス

の特徴を羅列するだけのポスターや広告代理店の製作者の感覚や担当者の好みで TVCM が

作られている傾向が強かった(戸谷,同上書, p.33,18394)。しかし現代の TVCM においては,

                                                   
93 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
94 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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一つの商品についてストーリー性(連続性)を持たせ,視聴者側が次の CM 制作を楽しみと思

わせるような展開が増えている。 

こういった金融サービスにおける TVCM においては，個々のライフプランに合わせて,

こういう時にはこういうサービスを受けるという「生活シーン」を取り入れながらの構成

となっている CM がみられるようになった。例えば保険会社の営業マンが個人宅へ訪問し,

話をするという昔ながらにある光景を新たな顧客サービス信頼構築の原点として,そのまま

CM に流している企業はある。また自動車保険は,常に顧客満足度№1 とうたった伝達を採

用しているのが多くみられる。 

企業の都合という視点だけでなく,顧客とのコミュニケーションを図っている事例をその

まま CM 上に反映させてパーソナルファイナンシャル・サービスを身近なものへと日々努

力している状況がうかがえる。 

(b) 広告における情報量とその処理能力 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは,顧客層の幅が広くそれぞれのライフプランに

おいて必要な情報をどこから,どれくらいの量を集めてくることも人によって違うため,そ

れぞれの内容に対する反応は異なる。そういった情報収集・処理の行動は,その顧客の商品

やサービスに対する知識や関心のレベルや方向性に左右される。別の言い方をすると,入っ

てくる情報を処理する「動機」と「能力」に左右される世の中にこれだけ大量の情報が溢

れている現代では,あらゆる情報の中から取捨選択をしなければ顧客は使うことができない。

取捨選択のレベルは人によって違うであろう。 

例えば,将来の老後資金のために,ある運用商品についてNISAを使って真剣に詳細を検討

しようと思うのは,その顧客にそうするだけの動機がある場合である。その動機にあたるの

が,パーソナルファイナンシャル・サービスに対する関心度合いである。顧客が資産運用に

強い動機(関心)があったとしても,次に実際に情報を処理できるかどうかという能力の問題

が生じる。その能力に当たるのが,顧客の資産運用に関する知識の深さと自分のライフプラ

ンにおいてパーソナルファイナンシャル・サービスにおける意識の高さである。 

 動機も能力もある顧客は,大量な情報が入ってきてもうまく消化することができる。動機

はあるが能力(知識)が足りない顧客,逆に知識はあるが関心が低い顧客,あるいはどちらも有

しない顧客では,同じ商品やサービスでも見え方が異なる。個々によって情報源も集める情

報の種類も量も異なる。それぞれの顧客の情報処理の方法に合わせた広告宣伝を考える必
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要がある。コミュニケーション戦略において誰をターゲットにするのかは最大の焦点であ

るため,異なる顧客層に異なる訴え方をするのは当然のことである(住谷,2006,pp.55-5695)。 

(2) 顧客の心理的要素 

重田(2007,p.13796)は,人は何かをしてもらったら相手に何かのお返しをしようとする心

理があると述べている。これを心理学では「好意の辺報性の法則」という。日常生活にお

いてお返しするという行為は一般的なことであり,この行為は企業と顧客の関係にも当ては

まる。商売において「お客様還元セール」という言葉を耳にするが,これも企業側からお客

様の感謝をこめてセールを行う，すなわち値引きすることによって売上を還元する戦略で

あろう。 

無料サンプルや低価格でお試しキャンペーンを行うサービス業は数多くあり，プロモー

ション手段においてよくあることである。しかし金融サービスにおいては,経済合理性がな

いとして却下されることが多い。その代わり限定された定期預金口座の金利について期間

限定である条件を満たしたら金利を上げるという特典サービスがある。例えば地方銀行が

プロスポーツチームのスポンサーとなって,地元スポーツチームが勝ったら金利を上乗せす

る地域密着ならではのサービスが各地で行われている。これも地域と企業と顧客が一つに

なってスポーツにおける感動を共有したことによる日頃の感謝から金利を上げることによ

って違った形での「お返し」という心理的要素でもある。 

銀行の ATM の時間外手数料にかかる手数料は,顧客にとって非常に評判の悪い施策の一

つである。しかし,これを無条件で廃止した銀行は少ない。多くの場合,取引数や資産金額が

一定以上だったら条件付きで無料にしているケースが多い。この条件付き手数料免除で顧

客が感動して,そのお返しに他の取引を増やしていこうというケースはあまり見られない。

これは,「何かをしてもらったらお返しする」の「何か」のポイントがずれていることであ

る。「何か」のポイントは 3 つあると社会心理学の権威チャルディーニを以下のように述べ

ている。1 つ目は,「自分にとって重要であるものであること」。2 つ目は,「自分のためにカ

スタマイズしたものであること」。最後に「自分が期待していた以上のものであること」。

これらの 3 条件がそろった時,お返ししようという気持ちが生まれるのである(戸

谷,2006,p.18897)。 

                                                   
95 住谷宏 (2006) 『地域金融機関のサービス・マーケティング』近代セールス社。 
96 重田修治 (2007)『なぜか買ってしまうマーケティングの心理学.』PHP 研究所。 
97 戸谷圭子 (2006)『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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銀行 ATM 時間外手数料は,時間外に使う人にとっては重要であるし,一定以上の取引をし

ている人だけに対するオファーなのでカスタマイズしているといえる。しかし,ATM 入出金

手数料についてはそもそも「自分のお金を出すのになぜ手数料を払わなければいけないの

か」と思っている顧客がほとんどで,自分が期待している以上とは反対となり,だから手数料

を無料としますと言われてもお返ししますという気にはなれない。しかし最大の問題は,銀

行が「何かをしてあげる」前に,まず顧客が「何かをしてくれる」ことを要求していること

にある。多くの金融関係者が,採算が合わないだろうと考えていた ATM 時間外入出金手数

料を無条件で無料化し，ごく少数の銀行では顧客満足度は高く好業績を上げている。この

事実を他の銀行も真剣に受け取るべきであろう。これには好意の辺報性の法則が関係して

いるといえる(戸谷,同上書,pp.188-18998)。 

(3) インターネット戦略における消費者行動モデル 

  SNS 社会は,新たな生活者コミュニティをもたらし,企業と生活者との共生・共感を前提と

した,市場戦略アプローチ手段へと転換が認識されるようになってきている。現代において

若者における TV 離れが加速しスマートフォン所有率が増えていることによって若者を中

心とした SNS 社会はもはや手放すことができない生活ツールとなっている。これをさらに

若者へ向けた価値創造の構築に進化させるにはどうすればよいのかを考えるとする。 

 コミュニケーション戦略の手段である AIDMA モデルは,消費者の購買行動を

Attention(注意),Interest(興味・関心),Desire(欲求),Memory(記憶),Action(行動)でとら

え,A=Action を期待して,売上に結び付けることをゴールとしていた。しかし,今やネットコ

ミュニティによる派生効果がないと,今日の市場は創造できなくなっている。これに対して,

インターネット時代の新たな消費者行動モデルとして電通が提案している AISAS(アイサ

ス)は,Attention(注意),Interest(興味・関心),Search(検索),Action(行動),Share(共有)という 5

段階を想定しているとする(青木ほか,2012 ,p.13399)。 

 

 

 

  

                                                   
98 住谷宏 (2006) 『地域金融機関のサービス・マーケティング』近代セールス社。 
99 青木ほか(2012) 『消費者行動論―マーケティングとブランド構築への応用』有斐閣。 
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図 2-8 電通の AISAS モデルの概要 

Attention (気づかせる) 

↓ 

Interest(興味・関心) 

↓ 

 Search(検索)  

             ↓       WOM の発生 

 Action(行動)  

↓ 

 Share(共有)  

出所：青木ほか(2012),『消費者行動論―マーケティングとブランド構築への応用』,p.133。 

この消費者行動モデルを援用すると,現代の若年者を中心としたファイナンス知識におけ

る状況とインターネットによる新たな生活者コミュニティのつながりを以下のように説明

することができる。 

Attention(注意)は,気づかせるということだが,日本においてパーソナルファイナンス教

育はまだまだ乏しい。金融資産ゼロ世代が増加していることや若年層の投資意欲が低いこ

と,またクレジットカードによる自己破産が増えていることもお金に関する知識が低いとい

うことがいえるだろう。そのために特にパーソナルファイナンス研究に力を入れている日

本 FP 協会,金融財政事情研究会,パーソナルファイナンスの専門家である FP が,派遣授業や

セミナーを通じて「気づかせる」行動を行っている。 

Interest(興味・関心)は,気づかせることによって興味・関心を持たせるとともに,自分で考

えさせることが必要である。 

Search(検索)は,話を聞いたこと,広告で知ったこと,情報番組で気になったことを書店や

図書館に行って調べることであり,これはインターネットで検索することも同様であり,イ

ンプットしたものをアウトプットすることによって,パーソナルファイナンシャル・サービ

スが実際どういうものなのか理解する。 

Action(行動)によって,実際に購入し,その商品の評価を Share(共有)する。モバイル環境で

のネット利用をベースとして,買った商品の評価やさらに気になった商品や広告の印象を人
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に伝え,ネットに書き込むことによって情報の共有と情報交換が活発化して,共感やつなが

りといった面での消費者間の相互作用を捉えることが重要になってきている。 

それにより,SNS等の書き込みによって他の人が共感を持ち次々と検索されることや友人

同士の会話によって WOM(Word-of-Mouth)口コミが発生する。なお,最近では,ソーシャル

メディアの更なる普及と背景に共感を重視した SIPS モデルが提案されている。これ

は,Sympathize(共感),Identify(確認),Participate(参加)Share & Spread(共有・拡散)という 4

段階からなるモデルである(青木ほか,2012 , p.134)。 

さらにネット上での商品の購入行動プロセスの拡張モデルとして,アンヴィコミュニケー

ションズが提唱した AISCEAS モデルは、Attention(注意),Interest(興味・関心),Search(検

索),Comparison(比較),Examination(検討),Action(行動),Share(共有)と AISAS から変化さ

せている。しかしこういった購入行動プロセスは、メールやインターネットがなかった以

前から行っている。 

SNS だけでなく,2012 年のヒット商品となった LINEXVも若者の利用が増大しており,電

子メールより簡易に使え,文字だけでなく,写真や HP の URL までもが瞬時に送ることがで

き,そしてグループごとに登録しておけば一度に何人もの人に送れる。1 人が興味を持って

検索し行動をした情報が共有することによってそれがまた他の人へと繰り返される。この

共有・拡散スピードは分刻みレベルで行われている。このような現代における情報スピー

ドと共有・拡散スピードは限りなく加速している。 

インターネットは膨大な量と多様な検索機能をもたらした。しかし消費者が意思決定を

するにあたって,消費者が情報を処理できる範囲を超えるような大量の情報は,かえって意

思決定の質を劣化させる「情報過負荷」の現象を引き起こしている。またどのサイト情報

が信用できるのかという信憑性判断の困難や選択的バイアスの問題は,マス・メディアの時

代よりも深刻化したともいえる。法人，個人問わず情報の公開によって権利等の訴訟も起

こりかねない。したがって消費者は多様化による情報の取捨選択が必要であり,そういった

ことを気づかせることも企業が今後の広告・宣伝活動をしていくうえでの一つの課題でも

あろう。 
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3)  パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングにおけるマーケティング・

チャネルの特質 

(1)  パーソナルファイナンシャル・サービスにおけるチャネル体系の構築 

 マーケティングを理解するにあたって,購買－生産－販売といった一連の企業活動の構造

を理解することが不可欠である。サービスにおいては無形性であるため財そのものは無形

であってもサービス提供するにあたっての元素材からサービス完成までの流れは存在する。

直接人の手によってサービス提供する場合はあるが,パーソナルファイナンシャル・サービ

スのような構造が複雑である商品を扱うサービス行為には,サービス提供におけるマーケテ

ィング・フロー一連の工程を体系化する必要がある。 

マーケティング・チャネルがマーケターと標的購買者を結びつけるものであるとすれば,

サプライチェーンは原材料から完成品までつなぐより長いチャネルを意味する。サプライ

チェーンの理解には,川上から川下に至るサプライチェーンの構造と川下から川上に至るデ

マンドチェーンの構造からなる 2 つの概念が存在する。しかし,サプライチェーンは価値提

供システムであり,企業はサプライチェーンから生じる総価値の中からある程度の利益を得

るにすぎない(Kotler,2000,邦訳,p.19100)。したがって元素材から生活者まで行きわたる全体

のトータルサプライチェーンを見た場合のチャネル体系を構築する必要がある。 

(2)  パーソナルファイナンシャル・サービスにおける株式取引のチャネル体系 

顧客は自分のニーズを満たす商品やサービスについて十分な情報を有しているとは限ら

ない。他方で,顧客の周りにはさまざまな商品やサービスが溢れていることから,顧客は自分

自身のニーズに気づいていない場合も少なくない。パーソナルファイナンシャル・サービ

スは保険(生命保険と損害保険)や株式取引といった構造が複雑である商品を扱うサービス

行為であるため,金融市場から金融機関を経由した生活者市場までの流れをサービス・マー

ケティングとして捉えたサプライチェーンに関わるチャネル体系を援用したパーソナルフ

ァイナンシャル・サービスの領域体系に示す必要がある。パーソナルファイナンシャル・

サービスの領域を株式公開している株式取引の流れを例にとると，図 2-9 のように示すこと

ができる。 

  

                                                   
100 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 



102 

 

 

図 2-9 株式取引におけるパーソナルファイナンシャル・サービスの領域とチャネル体系

の流れ 

業績によって配当金受取や株主優待を提供する 

  

             株主となり出資者としての立場となる 

     株式上場の申請 

          

上場許可,株式の公開          売買取引を行う                資金運用・情報提供 

 

 

                            口座開設をして買付注文を出す 

出所：筆者作成 

 株式取引がパーソナルファイナンシャル・サービスの一つだとすると,株式という元素材

は株式会社が資金調達を円滑に行うために株式を発行する目的で作られており,証券取引所

が株式を上場することによって一般に公開されるようになる。それが素材から商品への転

換に当たるであろう。証券取引所(証券市場)で公開されている株式は,一般の投資家(生活者)

が証券取引所で直接取引することはできず,証券会社を通じて取引を行わなければならない。

したがって証券会社はマーケティングのポジションでいう卸売業や小売業に相当するもの

としてとらえることができる。そして生活者(投資家)は証券会社を通じて株式の買付注文を

行うことによって,証券会社は株式という市場提供物について情報を伝達し,取引を実現さ

せモノやサービスを物理的に提供するためのマーケティング・フローをなす役割を果たし

ているのである。さらに証券会社が生活者(投資家)の資金運用の手伝いをすることによって

株式という製品(Product)がパーソナルファイナンシャル・サービスとしての商品

(Commodity)となりえるだろう。 

 また株式保有における様々な特典として配当金の分配や株主優待がある。配当金の分配

や株主優待をすることによって株式保有の価値や企業の業績価値を上げることとなるが,株

主となり出資者としての立場になることによって経営参加が行える。ファイナンシャル・

サービスの視点から見ると，経営参加することによって株の価値が上がりパーソナルファ

株式公開をして

いる株式会社 

証券取引所 

金融機関    

証券会社 

 

 

生活者 

(投資家) 

生活者(投資家)からの注

文を受け資金を供給する 
元素材(株式)から商品

の転換 
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イナンシャル商品としての価値が上がるかもしれない。また企業側からみても，誰が自社

の株を購入しているかの市場調査の一部となるかもしれない。企業と生活者(投資家)の関係

は，企業が株式を発行するファイナンシャル商品を通じて独自の戦略を見つけ出すことが

できるのではないかと思われる。 

(3) パーソナルファイナンシャル・サービスにおける保険会社のチャネル体系 

① 保険会社の販売形態チャネルの仕組み 

パーソナルファイナンシャル・サービスにおける保険会社の販売形態チャネルの仕組み

について説明することにする。保険募集は保険業法によって定められている。保険業態に

は直営といわれる保険会社と保険会社の委託を受けて保険契約の締結の媒介を行う代理店

や金融庁の登録を受けた保険ブローカー(保険仲立人)XVIによるサービス提供などさまざま

な形態がある。 

図 2-10 パーソナルファイナンシャル・サービスにおける保険会社の販売形態チャネル

の仕組み 

パーソナルファイナンシャル・サービスのチャネル 

保険会社 →直営(ダイレクト) 

      金融機関 →仲介 

代理店  →代理 

個人事業主(FP など) →代理 

ネット通販→代理 

保険ブローカー→代理 

JA・全労済等→直営(ダイレクト) 

出所：筆者作成    

 証券会社においては株式自体に支払う金額(買付金額)はどこの証券会社へ行っても同一

であり,保険会社にしても保険契約や保証内容が同じ保険であるならば，保険料自体の支払

いは同一である。顧客にとってはその店が直営店か代理店であるかどうかはブランドの好

みもあると思うが基本的には気にしないであろう。ただし証券会社や保険の販売形態によ

って販売サービスや手数料が異なる。それ以上にパーソナルファイナンシャル・サービス
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の商品コンセプトがいかに構築されているかによって各店舗のステータスが変わってくる

ものだといえる。 

② 損害保険会社の販売マルチチャネルの仕組み 

 保険の種類を大きく分けると生命保険と損害保険の 2 つに分かれる。生命保険は人の身

体を対象とした保険であるが,損害保険は対象物やサービスを対象とした保険であるため,

そのサービスを提供している販売店を代理店とし,各々の扱う業者をチャネルにすることが

合理的であった。損害保険会社はマーケティングのターゲットに合わせたチャネル整備を

してきた。商品別や地域の本部組織のほかに,チャネル別の営業推進組織をおくことでチャ

ネル別のマーケティング施策を立案している。図 2-10 と合わせ,さらに代理店の形態を分類

すると専業代理店,兼業代理店,企業代理店に分かれる。 

専業代理店は保険販売にほぼ専念している代理店のことで,一人で業務を営んでいるもの

から,多くの従業員や支店を抱える法人までさまざまな規模のものがある。 

兼業代理店は本業と関連の深い保険商品を販売する代理店のことで,自動車ディーラーや

整備工場,旅行代理店,税理士・FP 事務所などが当てはまる。新規で車を買う場合であれば

購入と同時に自動車保険の契約を行えれば便利である。国内・海外旅行傷害保険を旅行代

理店で契約できるのであれば安心である。税理士が中小企業向けの販売を代理店として行

う場合,FP と兼用することで,単に企業向け保険の販売だけでなく従業員のライフプランに

沿った保険商品の提案をすることにより,より良い価値創造を作り上げることができる。 

企業代理店は,企業向けの工場火災保険や貨物保険などの高額の保険を販売するときに,

その関連会社が代理店となるケースがある。これはコーポレートファイナンシャル・サー

ビスに該当する。図 2-11 は,損害保険会社のマルチチャネルの仕組みを図にして示したもの

である。 
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図 2-11 損害保険会社のマルチチャネルの仕組み 

 

損害保険会社の本部組織 

▸種目別商品部門 

・保険率を設定するために種目別に

損益を管理する部門 

・火災保険,自動車保険等 

▸チャネル別営業推進部門 

・多様なチャネルを管理・指導する

部門 

・一般営業,自動車営業 

▸地域別営業部門 

・地域の営業拠点を統括する部門 

・北海道,東北,関東,近畿,中国,四国,

九州,その他中心都心部など 

 

 

 

 

 

出所：岸本(2005),『金融マーケティング戦略』,p.115.を一部加工。 

 直扱のうちダイレクトについては,英国などでは,ダイレクトの損保会社が短期間で大き

く成長した事例があるが,英国のブローカー・チャネルが主体であったのに対し,日本では兼

業代理店などを中心とした既存チャネルが主体でありその利便性が高いため,代理店による

ダイレクト販売はそれほど成功を収めているとはいえない(岸本,2005,pp.114-115101)。 

 

                                                   
101 岸本(2005)『金融マーケティング戦略』ダイヤモンド社。 

代理店 

▸事業代理店 

・保険販売にほぼ専念している代理店 

▸兼業代理店 

・本業と関連の深い保険商品を販売す

る代理店 

・自動車ディーラー,整備工場,旅行代理

店,FP・税理士事務所 

▸企業代理店 

・企業の関連会社を代理店とする。 

→コーポレートファイナンシャル・サ

ービス 

▸ブローカー 

▸直扱 

・直販社員 

・ダイレクト→コールセンター,インタ

ーネット販売 
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(4)  パーソナルファイナンシャル・サービスにおける教育ローン(資金)におけるチャネル

体系 

① 教育資金におけるパーソナルファイナンシャル・サービスの領域 

 教育資金はライフプランにおける 3 大資金の一つである。教育ローンはパーソナルファ

イナンシャル・サービスの一つである。教育ローンも住宅ローンや自動車ローンと同様に

ローン自体そのものを欲しいわけではなく,教育費を投入することによって自分の子供の成

長を促すことや自らの知識や技能,態度を身につけることによって将来への夢の実現または

活躍の場を求めて教育への投資を行うものである。 

これまでは教育資金というと子供の教育費というイメージが強かったが,終身雇用崩壊の

傾向から社会人になっても転職先ステップアップのために資格取得や自らの自己形成の場

を設けるため,大人になっても教育費の捻出をすることが当たり前となってきた。したがっ

て教育費の捻出は今までの子供を対象とした教育費だけでなく,会社による福利厚生制度や

社会保険(雇用保険)からの給付も教育資金におけるパーソナルファイナンシャル・サービス

の領域に入ってくるものととらえることができる。そしてその教育資金の使い道は個々に

よって様々なチャネルへと移っていくものだといえる。 

 教育ローン(資金)を説明するにあたって,パーソナルファイナンシャル・サービスの領域と

なるものとその教育資金の使い道にはどのようなチャネルがあるのか明らかにしなければ

ならない。図 2-12 では教育ローン(資金)の領域を図示したものである。 

図 2-12 教育資金におけるパーソナルファイナンシャル・サービスの領域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 

教育資金におけるパーソナルファイナンシャル・サービスの領域 

教育ローン・奨学金→民間企業・国から 

      学資保険→民間企業 

教育資金贈与→国の制度 

給与・財形貯蓄→勤め先からの福利厚生制度 

社会保険(雇用保険)の教育給付制度→国の運営 

自らの資産運用(金融商品)から 

その他贈与など 
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② 教育資金となるパーソナルフィナンシャル・サービスのツール 

 教育資金となるパーソナルフィナンシャル・サービスのツールは多数ある。例えば日本

政策金融公庫や金融機関による教育ローン,独立行政法人日本学生支援機構による奨学金制

度,生・損保保険等からのサービスである学資保険,社会保険の教育給付制度,財形貯蓄,教育

資金贈与,金融商品の運用から得られる資金などがあるが,本来すべてにおいて給与により

現金払いできることが望ましいかもしれない。しかし,教育資金は小学校から大学卒業まで

一人につき約 1000 万円はかかるといわれている。それに加えて習い事や学習塾,さらに社

会人からのキャリアアップ学習を含めると多大な費用がかかる。今日において教育ニーズ

があるにもかかわらず,消費支出が追い付かない状況は少なくない。 

③ 商品の種類 

a. 教育ローン・奨学金 

 教育ローンは,主に公的教育ローンである日本政策金融公庫「教育一般貸付」と独立法人

日本学生支援機構の奨学金の 2 つがある。教育一般貸付は融資の対象となる学校に入学・

在学する生徒・学生の保護者が利用できる。 

b.  学資保険 

学資保険は,生・損保,かんぽ生命などで販売されている保険サービスである。最長は 22

歳満期であるが,他に 15 歳満期,または 18 歳満期と高校・大学進学時によって保険金が支払

われるタイプがある。契約者である親が死亡もしくは高度障害状態となった場合は一般的

にその後の保険料は免除となる。あらかじめ将来の受取額が決まっているため,今後金利が

上昇した場合には利回りの面で他の金融商品よりも不利になる可能性がある。中途解約を

した場合は,受取る満期金の額が払い込んだ保険料を下回ることがある。 

c.  教育資金贈与 

教育資金贈与は,祖父母から子(30 歳以下)への教育資金贈与について 1500 万まで非課税

となる制度である。この範囲には「学校等に直接支払われるもの」と「学校等以外に直接

支払われるもの」と分けられているが,「学校等以外に直接支払われるもの」に資格取得を

目的とした学習が該当する。平成 25 年 4 月 1 日から平成 27 年 12 月 31 日までの特別措置

であるが,この非課税措置の背景からも高齢者世代の保有する資産の若い世代への移転を促

進することにより,子どもの教育資金の早期確保を進め,多様で層の厚い人材育成に資する
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XVII。これには十分お金が使える層とシニア層の孫需要や 50・60 代となるシニアの子供へ

の消費のクロス・マーケティングによるパーソナルファイナンシャル・サービスの一つで

あるといえる。 

d.  社会保険(雇用保険)の教育給付制度 

 教育訓練給付とは,厚生労働大臣指定の教育訓練を受講開始前に雇用保険の被保険者期間

が 3 年以上ある被保険者が,その教育訓練を受講・終了した場合に費用の一部が支給される

制度である。この制度は失業者の再就職や資格取得によるキャリアアップによって今後の

収入増の期待の意欲を高める背景がある。平成 26 年 10 月から中長期的なキャリアアップ

を支援するため，専門実践教育訓練給付XVIIIが加えられ,給付内容が拡充された。 

本論文でいう教育サービスは学校による教育のみではなく,個々のキャリアアップのため

の資格取得を目的とした学習や自己啓発も含まれる。そこで教育サービスの形態チャネル

の仕組みを示してみる。 

図 2-13 パーソナルファイナンシャル・サービスにおける教育サービスの形態チャネル仕

組み 

パーソナルファイナンシャル・サービスの教育サービスの形態チャネル 

      小中学校(義務教育) 

      高校・大学・大学院(高等教育) 

塾・予備校(上記の教育に付随させたい場合) 

専門学校(学校法人) 

資格取得を目的とした学習(法人経営) 

自己啓発 

出所：筆者作成  

 これらの各チャネルには小中学校を除き,通信教育にも力を入れている。新しいコミュニ

ケーションツールを利用してのダウンロード配信や地域に散らばっている受験対象者をタ

ーゲットとして,地域の代理業者や提携(フランチャイズ)校を結びサテライト配信すること

で,ロットの大きさ,家から校舎までの距離時間の短縮,空間的利便性,モノやサービスの多様

性,サービスのバックアップ(フォロー)等,顧客が望むサービス水準を満たそうとしている。

マーケティング・チャネルを設計する者には,優れたサービスを提供するほどチャネル・コ
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ストを上げ ,顧客価格の上昇に結びつくことが明らかとなっている (Kotler,2000,邦

訳,pp.607-608102)。 

 

2-3 小括 

2-1 では,サービスの価格設定について論述した。サービスの価格設定はサービスの 4 つ

の特性から価格設定をするのは非常に困難であり,有形財と同様にコストを重視した価格設

定を行いがちである。サービスの価格設定方針は,第一に価格設定目的の選択を行い,そこか

ら価格を決定する三脚モデル(3C)の重要な要素を組み合わせることで最終価格の選択がい

かなるものか示すことになる。 

サービス・マーケティングにおける価格設定とサービスコストには，価格設定において

はサービス時間配分(単位)による価格設定をどうするかが一つの課題であり，サービスコス

トについては実際サービス受給時の前後において顧客にさまざまなコストが発生すると論

述した。サービスには時間という制約があるため,実際各サービスの利用時間(期間)に焦点を

当てて，利用時間(期間)による分類をすることにより今後のサービス提供への顧客満足向上

へと図れるものだと思われる。それを踏まえてサービス・マーケティング戦略の中で，パ

ーソナルファイナンシャル・サービスはどのポジションにあるのかサービス行為の前後を

含めた時間の分類をすることで,パーソナルファイナンシャル・サービスは最も長い時間を

要するサービスだと筆者は考える。そこで企業側は顧客との囲い込みと既存顧客の維持す

ることによりリレーションシップを強化する戦略を図るのだが,企業の戦略によっては顧客

との価値共創と離れている部分があり,取引の継続はあってもリレーションシップは存在し

ていない場合が多い。 

先行研究として白井(2012)は,有形財における価格の時間的リフレーミングの特性につい

て価格表示において消費者の反応に与える影響を調査していたが,今後の課題としてファイ

ナンシャル・サービスにおける使用期間と時間的単位の二つの特性を明らかにしサービス

財における時間的リフレーミングの特性について消費者の反応に与える影響を調べる必要

性があるかもしれない。 

2-2 では,これまでの商品の戦略的要素を中心にパーソナルファイナンシャル・サービス・

マーケティングの戦略手段からみた特質について論じた。ファイナンシャル・サービスの

戦略的要素は今まで金融マーケティングの部類として論じられてきた。しかし今日まで論

                                                   
102 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
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じられてきている金融マーケティングは,個々の商品に対する地域金融機関のマーケティン

グ戦略に焦点を絞ったものが多く,サービス・マーケティングの中でも金融サービス分野を

対象としたマーケティングの研究は歴史が浅い。 

顧客は,生活ビジョンがあってもパーソナルファイナンシャル・サービスについての知識

があいまいで不安であることから,その不安を取り除くためにパーソナルファイナンシャ

ル・サービスの商品コンセプトやチャネル体系を今一度考える必要があった。 

これまでの金融サービス・マーケティングにおける商品開発のプロセスは,従来多くの金

融機関は顧客と自社との取引のみを基準として顧客属性や取引履歴のデータをもとにセグ

メンテーションの軸としてきたことから,本来の顧客の全体像がわからないまま接していた

部分があった。 

マーケティングコミュニケーション戦略における伝統的なコミュニケーションプロセス

は,メッセージの一方伝達に支配され,かなり集中したマスコミュニケーションとしてみえ

る傾向にあった。 

チャネル戦略については,教育サービス提供業者におけるマーケティング・チャネルの流

れは,株式取引や保険契約のチャネル体系だけでなく,教育資金のニーズとその支払いの流

れを論述した。これは教育資金に該当するパーソナルファイナンシャル・サービスを具体

的にチャネル化することによって教育資金サービスがどの領域にあるのか明確にする必要

があったからである。教育資金贈与制度を利用したクロス・マーケティングによる戦略は

現代における 2 極化社会に対応した戦略といえる。これまでの商品の戦略的要素を中心に,

第 5 章「パーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティングビジネスプロセスモデ

ル」は,2-2 で論じた戦略的要素をさらに応用した構成としている。 

したがって続く第 3 章では,ファイナンシャル・サービス実務の諸領域についてファイナ

ンシャル・サービスの定義を論じ,ファイナンシャル・サービスにおける特性・特質に触れ

つつ,ファイナンシャル・サービスにおけるマーケティングの領域を追求したい。 
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第 3 章 ファイナンシャル・サービス実務の諸領域 

3-1 ファイナンシャル・サービスの特質 

1) ファイナンシャル・サービスの戦略的定義 

(1)  ファイナンシャル・サービス・マーケティング 

 マーケティングは,顧客ニーズを満足させることによって組織的なパフォーマンス向上さ

せることに焦点を合わせるビジネスへのアプローチである。当然に外部に焦点を合わせて

いるが，マーケティングは顧客だけに焦点を合わすことができない。優れたマーケッター

もまた競争者の活動に気づきその活動を理解しなければならない。顧客がよくするところ

のものを供給するために,競争者よりも活動を効果的に行うためには組織自体が上手である

ところのものの理解力,その組織が所有する資源や能力,顧客を満足させるために展開する

ことができる方法を必要とする。 

 マーケティングプロセスや活動(環境分析,戦略と計画,広告,ブランディング,製品開発,チ

ャネル管理など)はすべての組織に関連があるが,一般的サービス，特にファイナンシャル・

サービスは多くの他の有形財とかなり異なっているということに注目すべきである。 

 Ennew and Waite(2013)はファイナンシャル・サービスにおけるマーケティングの特質

を説明した上で,マーケティングにおけるファイナンシャル・サービスの定義を次のように

述べている(Ennew and Waite,2013,p.61103)。 

 ファイナンシャル・サービスは,個人,組織およびこれらのファイナンスに関するものであ

る。すなわちファイナンシャル・サービスは,個人の無形資産(金や富)に向けられるサービス

である。ファイナンシャル・サービスという言葉は,しばしば,銀行サービス,保険(生命保険

と損害保険)株式取引,資産管理,クレジットカード,外国為替,貿易ファイナンス,ベンチャー

キャピタル等すべての領域を幅広くカバーするために使われる。これらのサービスは,異な

るニーズの領域に適合し,多くの異なる形をとるように設計されている。これらのファイナ

ンシャル・サービスは,いつも供給者と消費者との間に正式な(契約上の)関係を必要とし,そ

れらは概して一定程度のカスタマイゼーションを必要とする。このような商品の多様性で

引き起こさせるマーケティング問題は多くある。 

・いくつかのファイナンシャル・サービスは非常に短期的な取引(例えば株取引)を含むが,

年金やモーゲージなどのサービスは非常に長期間である。 

                                                   
103 Ennew and Waite (2013) Financial Services Marketing: An International Guide to Principles and Practice, 2nd ed. 
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・商品の複雑性の点から見ると一様ではない。個人消費者のための基本的な普通預金は比

較的単純であるようだが,レバレッジバイアウト(LBO 借入金を用いた企業買収)のためのフ

ァイナンス構造は高度で複雑であるかもしれない。 

・顧客はニーズと理解のレベルの双方の点から見て一様ではない。企業顧客は彼らが購入

したいと望むファイナンシャル・サービスのタイプに関してかなりの専門知識と技術を持

っているが,多くの個人顧客は最も簡単な商品が複雑で時には混乱することもあるだろう。 

 このようにファイナンシャル・サービスは多くの多様性と多くのさまざまなタイプを持

っているため,ファイナンシャル・サービス・マーケティングについて一般的な説明をする

のは難しい。実際にすべてのマーケティングチャレンジはファイナンシャル・サービスの

すべてのタイプに適合しないであろうし,すべての解決があらゆる状況に作用しないであろ

う。マーケティングの技術は,ファイナンシャル・サービスが提起するチャレンジを理解す

ることができないし,特別な知識・特別なサービス・特別な顧客タイプの状況に適合する創

造的で実用的なアプローチを明確にすることができない。 

 (2) 商品の分類 

 ファイナンシャル・サービスの定義では,ファイナンシャル・サービスの商品の例として,

銀行サービス,保険(生命保険と損害保険),株式取引,資産管理(自動車・不動産),住宅ローン等

の各種ローン,クレジットカード,外国為替,貿易ファイナンス,ベンチャーキャピタル等の領

域を幅広くカバーするものと述べた。ファイナンシャル・サービスをパーソナルファイナ

ンシャル・サービスとコーポレートファイナンシャル・サービスに分類すると,ほとんどが

商品を利用することに関しては同じではあるが,貿易ファイナンス,ベンチャーキャピタル

等の領域についてはコーポレートファイナンシャル・サービスに特化したものだといえる。 

 企業がファイナンシャル・サービスを購入した際は,企業会計において帳簿に記載し年次

決算に財務諸表として記録をする。財務諸表には,貸借対照表(B/S),損益計算書(P/L),キャッ

シュフロー計算書(C/F)等があり,それらに株式取引や資産管理の評価の増減を含めた年ご

との状況を把握している。さらに大企業においては,今後の見通しや長期にわたるファイナ

ンシャル・サービスの売買を行った場合は,株主に情報の提供をすることによってファイナ

ンシャル・サービスの購入意思をはっきりさせている。 

 個人はどうであろうか考えてみる。個人は家計簿が主流となっているが,家計簿は簿記で

いうと帳簿をつけているのに過ぎないため,家計簿だけで資金のプラス・マイナスの把握は
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できるが,長期的な資金の流れを把握することは難しい。個人が長期的な資産設計を構築す

るに当たっては，ライフイベント表やキャッシュフロー表を中心とした提案書が一つのパ

ーソナルファイナンシャル・プランニング商品を把握する全体的な資料として根付くこと

が必要となっている。企業だけでなく，個人(家計)も企業の財務諸表と代わる一つの形を作

る時代が到来している。これをパーソナルファイナンス諸表と名付ける。 

会計ソフトにおいては,勘定奉行や弥生会計等企業用の販売管理ソフト,給与計算ソフト,

顧客管理ソフト,青色申告ソフト,確定申告ソフト等,また個人や個人事業用では青色申告ソ

フト,確定申告ソフトが販売されているが,パーソナルファイナンスにおいてはライフプラ

ン提案書作成用等の FP ソフトが普及している。FP ソフトの機能には提案書を作るだけで

なく,相続診断や税額計算,公的年金の計算等にも対応しており,ファイナンシャル・プランニ

ングXIXのすべてに網羅したソフトだと言える。FP ソフトは業務用のイメージが強いが,FP

資格を持っている人ならば個人でも使いこなせるだろう。しかし個人は,そのサービスその

ものがほしいのではなく，個人がライフプランを考えるに当たり,FP が個人に提案するサー

ビスについて,必要といわれている 3 大資金(「教育資金」,「住宅資金」,「老後資金」)を賄

う生活ツールの一部としてこれらの商品やサービスを利用しているのである。 

2) ファイナンシャル・サービスの実務特性 

(1)  ファイナンシャル・サービスにおける無形性の性質 

 本論文第 1章 1-1 では,サービス・マーケティングにおける無形性について論じた。では

ファイナンシャル・サービスにおいてはどのような性質なのかを論じる必要がある。 

無形性(不可視性)については,ファイナンシャルアドバイサーによって提供されるサービ

スは,顧客の視点からみて一度経験されると購入の意思決定をするときに得ようとしている

サービスの質を本当に知ることができないという問題が顧客に残る。金融商品にしても顧

客が多くの専門知識を持って買いに来るのは少ないだろうし,また購入後の効果も予測でき

ていない部分が多い。 

顧客の観点から見ても購入されるサービスの質は評価することができない困難がある。

したがって顧客は多くのサービスの専門的複雑性を受けたことによって評価することがで

きず,最も投資に熱狂的な人達だけがファンドマネージャーの特別な市場において最良な投

資決定をしたかどうかを本当に決定することができるであろうことを意味する。 

顧客がファイナンシャルアドバイサーや投資マネージャーを事前に評価し議論すること
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はできる。しかし,いくつかのサービスにおける不十分さは明らかになることに時間がかか

るかもしれない。また特別な結果が生じるときでも，それは運なのかもしれない。例えば

資産ポートフォリオの価値が下落した場合,この失敗が純粋に不十分なアドバイスによるも

のであっても,実際には予期せざる市場問題の結果によるものであると顧客が自信を持って

確信することができるのかは疑問である。対照的にスマートフォンやテレビのような比較

的複雑な製品では,潜在的な原因と結果の関係により明確なアイディアを顧客に伝えながら,

商品の質(スマートフォンの反応や接続,テレビの画質と音)を直ちに見ることができる。 

全体として経験の信用の質の優勢さは,ファイナンシャル・サービスを受ける顧客がそれ

を受け取りその結果購入の意思決定をするとき,そのほとんどがリスクを経験することであ

ろう何かを確信していないことを意味している。このようにファイナンシャル・サービス・

マーケティングは,購入プロセスが促進される方法で特別な注目が払わなければならない

(Ennew and Waite,2013, pp.64-65104)。 

(2) ファイナンシャル・サービスの特有な特徴 

 第 1 章でサービス・マーケティングにおけるサービスの 4 つの特性・特質(無形性,同時性・

不可分性,変動性・異質性,消滅性)について言及したが,さらにファイナンシャル・サービス

においては,一次選択行動の非完結性,ファイナンシャルプロバイダーの受託責任,不確定消

費,消費デュレーションという特質がある。 

① 一次選択行動の非完結性 

 金融商品の選択は一次的な商品選択(加入,契約締結)だけでは選択行動が完結せず,時間経

過に従って選択可能な複数の行為で構成される複合的存在(選択行動プロセス)としてみる

べきである。ファイナンシャル・サービスをいつまで継続し,いつ解約するかといった 2 次

的選択がサービス効用を特定化,顕在化させるために不可欠である。 

 選択行動プロセスとは,サービスの購入・加入,サービスの継続,サービスの解約・換金,サ

ービスの変更・転換,サービスの完了・満期をさす。ファイナンシャル・サービスの選択行

動は「選択連鎖」といった連続的であり状態的なものである。生命保険は,「加入」,「継続」,

「解約」などを一連の選択群とみることができる。株式においては,「購入」という選択行

                                                   
104 Ennew and Waite (2013) Financial Services Marketing: An International Guide to Principles and 

Practice, 2nd ed. 
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動とともに「どのタイミングで売るか」が重要な意思決定事項となり,運用益を出すことに

よって顧客にとって初めて満足度の高い選択行動として完結する(田村,2002,p.134105)。 

② 受託責任 

 受託責任は,ファイナンシャルプロバイダーが顧客に提供するファンドマネジメントやフ

ァイナンシャルアドバイスに関して有する暗黙の責任に関連する。いかなるビジネスも供

給する商品の質,信頼,安全面の点から顧客に責任を有するが,この受託責任は,おそらくファ

イナンシャル・サービスの場合にはより大きいものであろう。 

 購買者に責任を考えるというより,むしろ長期にわたるファイナンシャル・サービスは供

給者に責任を気づかせなければならない。実際に供給者のニーズは顧客の需要よりも大事

だと考えられる。例えば,自動車保険を契約した顧客に対する責任のために保険会社は高い

リスクがあると考えられる顧客に対し，その需要に応じることができないと感じるかもし

れない。同様に銀行は,もしローンの交付が顧客に多額の負債を築き上げさせるだけである

と心配するならば,借り手に信用を供与しないと決めるかもしれない。実際にこの責任を十

分に認識しないことが，負債の返済の見通しがほとんどない個人に対してクレジットカー

ドを与えたクレジットカード会社への厳しい批判を導いたのである。そして安全性を後退

させ,終局的には世界的な金融危機を引き起こした多くのモーゲージ購入者にとって大損失

という結果を招いたサムプライム顧客へ貸し出した無謀なモーゲージに対して，銀行や貸

主にも同様な批判がある。 

 マーケティングの観点からは,これらは特別な商品(ローン,保険,ケレジットカードなど)

の購入を望む顧客があまりにもリスクが高いと考えるがゆえに，顧客とのニーズの差が拡

大し,それにより商品の供給を拒絶する機関が広まってしまうことに異常な問題をもたらす

のである(Ennew and Waite,2013, p.72106)。 

③ 不確定消費 

ファイナンシャル・サービスに消費される金銭が直接的な消費ベネフィットを生まない

ということは,多くのファイナンシャル・サービスの本質内にある。いくつかの場合には,将

来における消費機会を作り出すかもしれないし,他の場合には買い物をする個人にとって実

                                                   
105 田村正紀(2002)『金融リテール改革―サービス・マーケティング・アプローチ』千倉書房。 
106 Ennew and Waite (2013) Financial Services Marketing: An International Guide to Principles and 

Practice, 2nd ed. 
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態消費の感覚がないかもしれない。現在ある所得から現金預金を消費した場合,同じ額を消

費したとしても多くの個人にとっては貯金するよりは楽しいことかもしれない。退職時の

適正な年金基金を築き上げるのに必要とされるレベルの保険料は,現在から未来へ向けて必

要とされるモチベーションを与えるために,これまでない楽しい消費を必要とするだろう。 

 一般保険の場合には,多くの顧客は他局面のサービスを消費することを望まないだろう。

所与の政策に対して要求する必要がないと望んでいるだろう。同様に生命保険の場合は,顧

客は給付が死亡時に生じるという所与の契約において,消費者がファイナンシャルベネフィ

ットの受取人になることは決してないだろう。もちろん,両方の場合において消費は保険事

故に対して給付請求する資格以上のものを購入する。消費者は心の平和と保護を購入する。

しかしながら,後者の 2つのベネフィットは特に触れることができないものであり,消費者は

彼らが支払う価格にくらべて受け取るベネフィットを依然として疑問視するままにしてい

る。 

多くの個人顧客にとって,この種のサービスは本質的に興味の持てないものであり,窃盗,

病気または死のような喜ばざる出来事としばしば結び付けられるものではない。ファイナ

ンシャル・サービスはあまり多くの人が考えられるのを好まない商品であり,確かなファイ

ナンシャルニーズが認識されない危険がある。危機疾病保険のような商品の低い受給率は,

起こり得る可能性を考えることに対して顧客があまり気の進まないものでも同様に,多くの

ファイナンシャル・サービスの複雑性とマーケティングにおける透明性の欠如は，顧客が

これらのサービスのニーズと適合するという道筋を認識することができないことを意味す

る。 

 マーケティング執行役員は,顧客が決してできないベネフィットのために消費財やサービ

スの現在消費を減じるような触れることのできない商品を市場に求めるので,このような不

確定消費はマーケティング執行役員に対して重大な課題となるのである(Ennew and Waite,

同上書, p.74107)。 

④ 消費デュレーション(消費継続期間) 

ファイナンシャル・サービスの大多数は,顧客との継続的関係(当座勘定,モーゲージ,クレ

ジットカードなど)を必要とすること,またはベネフィットが実現する前に時間的ずれ(長期

間貯蓄や投資)が生じることにより,サービス期間が長期間または長期間である可能性を持

                                                   
107 Ennew and Waite (2013) Financial Services Marketing: An International Guide to Principles and Practice, 2nd ed. 
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っている。ほとんどの場合において,この関係は契約であり,それは顧客についての情報を機

関に与え,供給者間を代えることを思いとどまらせる顧客との結合を築き上げる機会を作り

出すのである。顧客と供給者との長期間の関係は供給者が顧客についてもっている情報量

によって強化されて,クロスセリング(相互販売)のための相当な潜在性を作り出す。しかしな

がら,このようなベネフィシャルである関係のため,また作用する相互販売機会のために顧

客とのニーズを図り,その関係がうまくいくようにしなければならない(Ennew and Waite,

同上書, pp.74-75108)。 

3)  パーソナルファイナンシャル・サービス実務の特性・特質 

(1)  パーソナルファイナンシャル・サービスの提供領域 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは,個人のライフプランに係るサービス,例えば,

保険,住宅,教育ローン,年金(リタイアメント)等のサービスを受益するところに,個人のファ

イナンシャル目標の達成,個人ニーズの充足があるので,個人はそれに関心を持つ。 

パーソナルファイナンシャル・サービスは,一生涯にわたって発生し続ける顧客ニーズを

対象とし，企業はこのニーズに応え続け,超長期的な顧客維持を図ることで収益は最大化す

る。したがって短期収益に振り回されないためには顧客維持のためのモデルが必要である。

同時に急速な自由化の進展で市場構造が大きく変化し,新たなパーソナルファイナンシャ

ル・サービスもますます増えている。これから個人のライフプランを考えようとする若者

や既存顧客に対し新たなパーソナルファイナンシャル・サービスを提案することにより,サ

ービス提供が行える魅力を持つことが重要である(戸谷,2006,p.4109)。 

(2) パーソナルファイナンシャル・サービスにおける特性・特質 

① パーソナルファイナンシャル・サービスにおける 4 つの特性・特質の検証 

 サービス・マーケティングにおけるサービスには,4 つの特性・特質(無形性,同時性・不可

分性,変動性・異質性,消滅性)があることは前出したとおりであるが,パーソナルファイナン

シャル・サービスにおいて 4 つの特性・特質が本当に当てはまるのかどうか検証する必要

がある。 

「無形性」についてみると,その中心になっているサービスは無形であるが,それを支える

有形部分がある。「同時性」については,生産と消費は同時に行われているのだろうか再考す
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る余地がある。例えば,保険契約者が保険を消費するのは,事故に遭ったり,病気になったりし

て保険金を手にしたときに消費すると考えた場合,契約(生産)より後に消費が起こることに

なる。心理的に安心を得ることを消費と考えるならば,生命保険に入っている期間中ずっと

消費は続いているのである。したがって契約と消費は同時ではないこととなる。これは,消

費デュレーションに当てはまる。 

このように考えると,「同時性」の裏にある「消滅性」にも疑問が生じてくる。保険には

掛け捨てというサービスはあるが,定期預金が契約と同時に消滅することは,金融機関が破

綻しない限りそのような事態は起きないであろう。インターネット取引のように人が介在

しないでサービスを行えるサービス提供は増加しており,これは利用時間内であれば平等に

個々に対して品質を均等に保ちながらサービスを行うため,「変動性」はそれぞれの操作に

よるシステム上の間違えがなければ,サービス内容が変動するというのは考えにくいであろ

う(戸谷,同上書, p.22110)。 

 これらの特性を考えるに当たって,戸谷(2006)は,経済学における金融の 2 つの定義に基づ

いて,パーソナルファイナンシャル・サービスを決済系サービス(決済・クレジットカード・

株・証券 MRF 等)と貸借系サービス(貯蓄・運用・ローン・保険)に分類し,さらにその中か

らファイナンシャル・サービスを買うまでの過程の品質とそこから得られる結果の品質,つ

まり過程品質と成果品質に分けて考えている(表 3-1)。 

 例えば,投資信託を購入した顧客にとって,購入時の従業員の応対や説明の態度が過程品

質にあたり,その投資信託の運用成績が成果品質にあたる。この場合過程品質である従業員

を高く評価していたとしても,成果品質である運用成績が悪ければ,投資信託そのものへの

品質評価は低いものとなるだろう。過程品質はサービスが提供される場で生じる顧客と企

業(従業員や ATM などの機械)の間の相互作用の品質である。4 つの特性は主にこの過程品

質に焦点を当てたものだといえる(戸谷,同上書, p.23111)。 
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表 3-1 パーソナルファイナンシャル・サービスおける無形性の 4 つの特性 

 決済系サービス 貸借系サービス 

品質種類 過程品質 成果品質 過程品質 成果品質 

サ
ー
ビ
ス
財
の
特
性 

無形性 無形・有形 無形 無形・有形 無形 

同時性・不可分性 同時 同時 

(入出金,株式

売買,振込) 

同時 事前生産 

変動性・異質性 不均質 

一部均質 

均質 不均質 

一部均質 

均質 

一部均質 

(ローン) 

消滅性 消滅する 消滅する 消滅する 消滅する 

出所：戸谷(2006),『リテール金融マーケティング』, p.23。 

 過程品質部分は一般のサービスと同じで,決済・貸借とも同時性・不可分性,変動性・異質

性,消滅性を持ち無形性が強い。ネット取引のように機械化されて混雑のない一部のチャネ

ルでは,均質性も保っている。一方,成果品質はそうとはいえない。決済取引では,ATM での

現金の入出金や振り込み,インターネットを介する銀行取引や株の売買等ほとんどの場合が

ITネットワークを介して金融機関の間,または金融市場と即時に近い状態で取引が行われる

ので,一般のサービスと同様に同時性と消滅性が当てはまる。しかし,変動性については,決済

取引では正しい相手に正しい金額が振り込まれるといった成果に関する差はなく,ほとんど

の場合「均質」である。一方,貯蓄・運用・ローン・保険などの「貸借」は,事前に商品を設

計し,市場で資金を運用・調達して生産することはできるため,「均質」ではあるが,同時性は

当てはまらず,すぐに消滅することはない(戸谷,同上書, pp.23-24112)。 

 一部では,ローンのように金融機関が与信審査を行い,その結果金利差が生じ貸出そのも

のが拒否されることがあるため「不均質」な部分がある。このように再整理すると,サービ

ス・マーケティングの枠組みをパーソナルファイナンシャル・サービスへ当てはめること
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ができる範囲や独自に考慮しなければならない部分が明らかとなってくる(戸谷,同上書, 

p.24113)。 

(3) 「金銭」概念から見たパーソナルファイナンシャル・サービスの特殊性 

 パーソナルファイナンシャル・サービスを特殊なものにしている最大の要因は「金銭」

である。「金銭」そのものは単独での存在価値はない財であり,金銭と何かを交換することに

よって価値が生まれる。したがって戸谷(2006)は，金融サービスは上述した 4 つの特性のほ

かに，金銭の特殊性である「媒介性」,「価値変動性」,「予約性」,「複合性(補完性)」とい

う特質も考慮されなければならないという。 

① 媒介性 

 マーケティングでは,その対象となるモノやサービスの特性を消費者から生活者のニーズ

から見直してみる必要があるXX。人は家を買うために住宅ローンを借りるのであって,住宅

ローンそのものを買いたいと思っている人はいない。これを「媒介性」といっている。そ

もそも金銭は他の財やサービスを得る(買う)ための媒介手段である。生活者にとってファイ

ナンシャル・サービスの本質は,個人の人生の価値観や目的(ライフデザイン)を実現するため

の道具に過ぎない。決済は買った「後」の媒介,運用商品は今使わないお金をためておき,将

来何かを買うために使う「将来」の購買の媒介,ローン商品は現在不足している必要な資金

を借りて何かを買うという「現在」の購買の媒介である。いずれの金融サービスもそれ自

体が目的とされず,真の目的を達成する「手段」として使われる(戸谷,同上書, p.25114)。 

 例えば,自動車ローンを借りる場合は,自動車を買いたいのであって自動車ローンそのも

のが欲しいわけではない。自動車保険についても車を所有・使用するにあたって受容でき

ないと予想したリスクを転嫁するための手段が欲しいのであって,必ずしも自動車保険とい

う手段に頼る必要はないのである。自動車ローンの決め方は,購入する車の買い方に影響さ

れる。買う車が中古車の場合は現品限りなので,早く押さえてしまうことが先決である。し

かし,ローンを借りることができるかどうかわからなければ,別の客が買ってしまうかもし

れない。ローンの審査に長い時間がかかってしまうのは困るのである。 

一方,じっくり時間をかけて次の車を検討する場合には,車を探すと同時に自動車ローン

に関してもいろいろな情報を集め,最も有利な条件のものを選ぼうという顧客とっては,金
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利が十分低ければ手続きに多少時間がかかってもかまわないのである。また,ショールーム

に車を見に行って,欲しいと思ったらその場で決めてしまう人もいる。こういう人は金利や

手数料はほとんど気にせず,ディーラーが薦めるローンをその場で借りるかもしれない。 

このように特定のモノの購入と直結するファイナンシャル・サービスにおいては,買おう

とするモノに対する生活者の考え方を知ることが必須である(戸谷,同上書, pp.25-26115)。し

かし,ライフプランの計画作成において自動車の購入を考えた場合,車を探すと同時に他の

パーソナルファイナンシャル・サービスの運用によって,資金が用意できるのであれば新た

に自動車ローンを考える必要はなく,予算内での車選びを行える。これこそがパーソナルフ

ァイナンシャル・サービスの「真の目的」であることはいうまでもない。 

② 価値変動性 

 金銭は価値をプールしておくための媒介にすぎず,コインを形成している金属や紙,イン

クにそれだけの価値はない。金銭にプールされた価値はマネーマーケットの動向によって

上昇・下落の双方向に変動する。土地は農作物を作り,またその上に建物を建てて利用する

ことによって本来の目的と価値がある。土地ではなく農作物や建物そのもの自体に価値が

あり,2 次的な流通市場は派生的に生じたものにすぎない。金銭もこの性質であるため,資産

運用商品やローン商品は,購買後の市場環境によって市場価値が上下する「価値変動性」を

持つ。価値変動性によって生活者は継続保有をするか,解約・売却し他の金融商品へスイッ

チするかなど次の選択行動が迫られる。株式・外貨預金・債券・投資信託などの市場価格

の変動する投資商品だけでなく,元本保証の定期預金も金利が高くなれば解約して預け直し,

ローン商品も市場金利が大幅に下がれば借り換えが発生する(戸谷,同上書, p.26116)。 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは長期間に及ぶものであるため,計画性があって

も時代背景や諸事情の変化によって,パーソナルファイナンシャル・サービスの中身を見直

したり付け加えたりして,将来へのベネフィット提供へ向けて変更することがある。契約に

よっては解約できないケースがある。 

例えば,住宅ローンを借り入れた場合,当初は変動金利型を選択していたが,10 年後には市

場金利の変動によって固定金利へ選択を変える顧客もいるだろう。この場合，一つのサー

ビスを終える(解約)するのではなく,一つの商品に対してのサービス内容を見直すことによ
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って,顧客にリスク負担をかけさせない方法を取っている。契約によっては 5 年または 10

年単位で金利選択を変更できるサービスを行っている。一戸建て住宅の場合は,子供の成長

や二世帯生活による家族構成のバランスにより増築することもあり得る。引越しや建て壊

しという選択もあるが,ほとんどの人はパーソナルファイナンシャル・サービスの継続性か

ら簡単に踏み切ることは難しい。 

保険や私的年金においても当初受けたサービスそのものを解約するのではなく,運用方法

によってパーソナルファイナンシャル・サービスの入れ替えを行い,将来受け取れるベネフ

ィットの調整を行う制度商品がある。特に契約によって加入者が運用指図を行う場合,運用

リスクを避けるためにつねに見直しと選択が求められる。このように生活者はファイナン

シャル・サービス購入後において常に意思決定を迫られることは,パーソナルファイナンシ

ャル・サービスの特質の一つである。 

③ 予約性 

 銀行で決済取引をしたい顧客はまず普通預金口座を開設する。これは,決済サービスの「予

約」を行うことに当たる。その後,決済サービスは店舗や ATM,インターネット等で生産と

消費が行われる。入出金であれば生産と消費はその場で完了する。株式市場や証券市場は

商品の種類や取引の種類によって約定日と決済日に多少のズレが生じるがXXI,これは市場ル

ールで決められていることである。 

 クレジットカードも同様に「予約性」がある。カードの申し込み与信審査が終わってカ

ードを取得し,それによって買い物などでクレジットカードを使う権利が発生する。カード

ローンや当座借越など,一定の金額枠を設定して,その範囲内で繰り返し借入・返済を行える

仕組みも同じで借入という「予約」に当たるのである。これらの取引は,コンピュータシス

テムやATMなどの有形物を利用するが,核心部分のサービスはあくまでも無形である(戸谷,

同上書, p.27117)。将来において核心部分のサービスについては，モバイル機能を駆使した予

約決済サービスが頻繁に行われる時代となるかもしれない。 

④ 複合性(補完性) 

 モノやサービスの購買という本来の目的を達成するために,生活者はさまざまなファイナ

ンシャル・サービスを組み合わせて利用する。これらファイナンシャル・サービスは,連続
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性や補完性を持って,お互いに関連しながら生活者ニーズを満たしている。これを「複合性

(補完性)」と呼んでいる。 

 例えば,都合上給与振り込みで使っている銀行口座と住宅ローンやクレジットカードの返

済に充てる銀行口座が異なる人は少なからずいるだろう。そのために毎月の返済日に合わ

せて現金を口座に移し替える作業を個々で行うだろう。また定期預金の満期がくる資金で

ネット取引による株式購入を利用したいと考えている場合には,顧客は銀行口座からより簡

単で早く資金移動ができる証券会社を探すであろう。これらには手数料や諸費用なども考

慮した上での合理的な判断を行う。このように金融サービス間の相互の関係を無視して金

融サービスのビジネスは成立しないのである(戸谷,同上書, p.28118)。 

(4)  ファイナンシャル・サービスの特有な特徴・特殊性による一連の流れ(選択行動プロ

セス) 

 上記によるファイナンシャル・サービスの特有な特徴と「金銭」概念から見たパーソナ

ルファイナンシャル・サービスの特殊性をまとめると,購入前,継続（消費）,購入後（結果）

と分類することができる。購入前は,銀行側のサービス特性であるファイナンシャルプロバ

イダーの受託責任と予約性,生活者側の心理性質である媒介性と分類される。継続（消費）

している間は,不確定消費,消費デュレーション,また市場の流れによる価値変動性が生じる。

購入後の結果として生活者側に一次選択の非完結性や複合性が生じる。 

 このことから生活者の流れを具体的に表すと,媒介性という手段から時間や市場の流れに

よって価値変動性が生じ,一次選択の非完結性から複合性へと選択した結果,自然とパーソ

ナルファイナンシャル・サービスの連続性(選択連鎖)が行われているのである。これにはリ

スク分散投資にも行われる。こういった選択行動プロセスは,様々な特性を通じてファイナ

ンシャル・サービスの真の特徴に気づいていくのである。 

3-2 ファイナンシャル・サービスにおけるマーケティングの戦略要素 

1) ファイナンシャル・サービス・マーケティングの領域 

(1) 3 つの役割(2W1H) 

ファイナンシャル・サービス・マーケティングは,ファイナンシャル・サービスというサ

ービスを対象としたマーケティングといえる。それは事業(ビジネス)としてみた場合どのよ
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うな領域かを明確にしなければならない。ここでエーベル(Abell(1980))の提唱した事業の定

理(Defining of Business) を基に考えてみる。 

エーベルは,事業の定義を顧客層・顧客機能および代替技術という 3 次元の観点から事業

の定義の概念化を行っている。すなわち,どのような顧客層(Who)に対して,どのような顧客

層ニーズに対応した商品・サービスによって何を(What)を満たし,顧客ニーズがどのように

(How),つまりどのような代替方法(技術)で満たされているか,という 3 つの次元の観点から,

事業の定義の概念化を行っている。 

この 3 つの次元の枠組みは市場と商品・サービスの組み合わせによって規定していると

いえるが,ファイナンシャル・サービスを供給する事業者をファイナンシャル・サービス・

プロバイダーと呼ぶと,ファイナンシャル・サービス・プロバイダーが事業展開に当たって,

どのようなマーケティングを遂行するかという観点から,上記の 3 次元による事業の定義の

概念をファイナンシャル・サービス・マーケティングに当てはめると,ファイナンシャル・

サービス・マーケティングの領域は以下のように説明することができる。 

ファイナンシャル・サービス・マーケティングの領域はファイナンシャル・サービス・

プロバイダーが①誰に(Who)，どのような顧客層(顧客セグメント)に対して―ファイナンシ

ャル・サービス受益者に対して,②何を(What) ，どのような顧客ニーズの充足をーファイナ

ンシャル・サービスの供給によるニーズの充足を,③どのように(How)，どのような方法・

アプローチで―特定の顧客の特定のニーズに適合する独自のマーケティング手法を用いて

提供する,というように概念化することができる。これを図示すると,図 3-1 のように示すこ

とができる。 
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図 3-1 ファイナンシャル・サービス・マーケティングの領域 

 

 

 

 

 

     

出所：筆者作成 

エーベルの事業の定義は,事業一般についての定義を概念化したものであるが,前述した

ように,エーベルの事業の定義で提唱する 3 次元の枠組みは市場と製品・サービスの組み合

わせによって説明するものである。顧客から出発し,顧客ニーズの充足を目指し,充足と満足

を達成するために独自のマーケティング手法を用いるという構図は,マーケティングがマー

ケット・インの発想といわれるように,これはマーケティングの問題でもある。したがって

エーベルの事業の定義の考え方を援用できるファイナンシャル・サービス・マーケティン

グの領域として捉えることができる。 

(2) ファイナンシャル・サービス・マーケティングにおける顧客の分類 

ファイナンシャル・サービス・マーケティングにおける顧客(受益者)には,大きく個人顧客

と企業顧客(法人)に分けられるが,それぞれの対象とする顧客に応じて表 3-2 に示すように

マーケティングの内容または仕方が異なる。 

 

ファイナン
シャル・サー
ビス・プロバ

イダー

Who

誰に

What
何を

How
どのように

独自のマーケティング

手法を用いて 

ファイナンシャル・サービ

スニーズの充足を 

サービス受益者に 
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表 3-2  対象顧客別マーケティングの内容 

対象顧客(顧客セグ

メント)(誰に) 

提供物(供給される

サービス)(何を) 

顧客の目標,ニーズ 

(何を) 

提供方法(アプロー

チ)(どのように) 

個人顧客 パーソナルファイナ

ンシャル・サービス 

個人のファイナンシ

ャル目標の達成,個

人ニーズの充足 

個人向けマーケティ

ングアプローチ 

企業顧客 コーポレートファイ

ナンシャル・サービ

ス 

組織の維持・発展,組

織ニーズの充足 

企業向けマーケティ

ングアプローチ 

出所：筆者作成 

 ファイナンシャル・サービス・マーケティングで提供する(供給される)ファイナンシャ

ル・サービスは,個人顧客でも企業顧客でもその性質は同じである。つまり,サービスの特性

である無形性,不可分性,消滅性,変動性・異質性は個人顧客向けサービス,企業顧客向けサー

ビスとも同じ性質を持っている。しかし,サービスの性質は同じであっても,顧客サービスに

対する目標,ニーズはそれぞれ異なることから,求めるサービスニーズは,個人顧客と企業顧

客によって違ってくる。 

 個人顧客は個人のライフプランに係るサービス,例えば,保険,住宅,教育ローン,年金(リタ

イアメントプランニング)等のサービスを受益することにニーズがあり，その関心を持つで

あろう。一方,企業顧客は組織の維持・発展が企業目標であろうから,それを達成するための

ファイナンシャル・サービス,また有効な資金調達を可能とするファイナンシャル・サービ

スを受益するところにニーズがあり,そのための組織的な取り組みを行うだろう。したがっ

て前者のサービスはパーソナルファイナンシャル・サービス,後者のサービスをコーポレー

トファイナンシャル・サービスと呼ぶことができるであろう。 

 このようにファイナンシャル・サービスに対する目標,ニーズが違うのは個人顧客と企業

顧客の間で置かれている環境が異なるからであり，そのような環境の違いによって顧客の

目標,ニーズが異なることを認識しなければならない。 

 ファイナンシャル・サービス・プロバイダーと顧客の関係は,個人顧客と企業顧客によっ

て異なる。それがまたマーケティングアプローチの違いとなって現れてくる。ファイナン

シャル・サービス・プロバイダーが供給するサービスは,食料品や日用雑貨等のような商品
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と違い,時には複雑で理解するのに相当な知識を必要とする場合がある。一般に,個人顧客は

情報収集力,知識の蓄積,交渉力において劣る場合が多く,このためファイナンシャル・サービ

ス・プロバイダーと個人顧客の関係は,いわばプロ対アマチュアの関係であり,情報,知識,交

渉力等の点で大きな格差があり,この状況を踏まえて,それに適したマーケティングアプロ

ーチが必要となる。 

これに対して,企業顧客は組織的な対応を行っていることから,ファイナンシャル・サービ

スにかかわる情報,知識は豊富であり,交渉力も一般に高く,したがってファイナンシャル・サ

ービス・プロバイダーとの関係では,いわばプロ対プロの関係であるといえる。このような

状況を踏まえて,プロとして扱うマーケティングアプローチが必要となる。 

2) 消費者購入の意思決定プロセスとパーソナルファイナンシャル・サービス 

(1) ファイナンシャル・サービス・マーケティングの領域における 3 つの役割(2W1H) 

ファイナンシャル・サービス・プロバイダーとも兼ねる FP をファイナンシャル・サービ

ス・プロバイダーの販売者XXIIの例とする。FP は個人のファイナンシャル目標の達成,個人

ニーズの充足の手助けをするために,ファイナンシャル・プランニングの 6 つの実施手順を

踏まえたうえで,図 3-1 であげた 3 つの役割を基に,誰(Who)顧客に対して(ターゲット),個人

向けマーケティングアプローチすることにより何を(What)伝え,そしてパーソナルファイナ

ンシャル・サービスをどのように(How)構築していくことが主流となる。そして顧客はパー

ソナルファイナンシャル・サービスについてどれほど理解をして興味を示し,どういったプ

ロセスで意思決定をしていくのか考える必要がある。そうすることにより顧客との信頼関

係の構築(インタラクティブマーケティング)をどのように図っていくのかが重要となる。 

① 誰(Who)―購買行動における消費者行動モデル 

誰(Who)というのは,相談へ来るのは家計を支える主婦またはその家族の大黒柱かもしれ

ないが,その家族の中に子供がいてまた２世帯で暮らしている場合,その家族すべての人が

対象となる。消費者市場の中では，家族は社会の中でも最も重要な購買組織であり,これま

で詳しく研究されてきた。家族のメンバーは最も影響力の強い第 1 次準拠集団を構成する。

購買者の人生には 2 つの家族の種類があり,方向付けをする家族に両親と兄弟がいる。日々

の購買行動により直接的影響を与える生殖のための家族に該当するのは配偶者と家族であ
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る(Kotler,2000,邦訳,p.205119)。また個人事業主の社長が相談者の場合,その背後には従業員

やその家族が存在し,相談内容には跡継ぎに関する相続事業承継や従業員退職後の社会保険

の年金制度等も含まれてくるかもしれない。さらにリスクに対する保険関連の見直しによ

りファイナンシャル・サービスを提供するだけではなく経理状況見直しの効果もある。こ

れには誰という一人称だけでなく一つの相談に多数の人が関わっていることに注意を払う

必要がある。 

マーケターは,家族一人一人の役割や影響について大いに興味を抱いており,その役割は

国や社会階層によって大きく異なる。アメリカでは昔から製品カテゴリーによって大きく

異なっている。家族のための買い物,特に日常生活に関する買い物は妻が中心的な役割を演

じることが多く,旅行や家などの大きな買い物となると,夫婦が協力して意思決定を行う。    

マーケターは,家族のメンバーそれぞれがどの商品の選択に影響力を持っているのか明確に

見分ける必要性がある。 

女性は家庭の中で急速に力をつけ始めているということは購買力購買決定に大きな影響

を持っているともいえる。企業経営の権威として知られているトム・ピーターズは,企業の

マーケティングにとって最大の機会は女性であることは市場調査の結果でも明白であると

述べ,これは日常生活の買い物以外に家,医療,自動車,旅行等の場面,また職場における女性の

躍進からを見ても,家庭における昔ながらの購買パターンは徐々に変わってきている(Kotler,

同上書,邦訳,p.206120)。 

ファイナンシャル・サービスもまた FP が持つ専門知識と家庭の暮らしの中での知識は密

接しているので,主婦としての必要知識として資格取得する例がみられる。したがって旦那

よりも妻の方が知識を持っている場合もあり,購買による意思決定を考えた場合,最終的な

決定権は妻にあるかもしれない。家族といっても,夫,妻,子供がいる家族だけではない。独身

者もまた,離婚(子持ち),配偶者と死別,特別な事情(障害等)をもっている家族も存在しており,

それらに対する対応も変わってくる。 

②  何を(What)―消費者購入の意思決定プロセス 

何を(What)というのは,FP にとって何を顧客に伝えることができるのだろうかというこ

とである。一つは経済動向や金融情勢さらには法改正に関してのセミナーを開いて情報を

                                                   
119 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
120 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
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提供する。これにより顧客が今後ファイナンシャル・サービスを購入する際の重要な手掛

かりとなる。そういった情報は最新の法改正を含んだ，よりタイムリーな情報となるため,

話し手も顧客も一度限りの情報収集では不足する部分がある。よって生産と消費そして満

足がうまく一致しないこともある。加えて FP は顧客が持ちかけてきた相談においてファイ

ナンシャル・プランニングの諸領域を駆使しながら知識を伝えコンサルティングしていく

相談業務がある。 

しかし,そのような情報提供や相談業務を行う前にファイナンシャル・サービスについて

の消費者の理解度がどれほどあるのか考慮する必要がある。最終的に消費という結果とな

るように結びつける多くの役割を反映することを心にとどめておくことが重要である。例

えば,与えられたニーズを満足させる欲望を主導する役割がある。これは影響者の役割の後

に続いて,決定者,購入者そして使用者と導くのである。 

消費者行動を理解するためには,多くの異なるフレームワークがある。実際に研究者の見

方から個人の財およびサービスのあるタイプの消費の意味,性質,重要性までの消費者の調

査が増大しつつある。 

しかしながら,ファイナンシャル・サービスの消費者行動に関する調査の大多数は,消費者

行動の理解に対する伝統的な認識に基づいたアプローチに頼っている。消費者を理解する

このアプローチは消費者の選択が体系的な処理のある形の結果及び情報の評価であるとい

う概念に基づいている。消費者は，購入に先立つ意思決定プロセスにおいて,一連の段階を

通じて連続して移動する問題解決者としてみえる。図 3-2 は,消費者購入の典型的な購買プ

ロセスの「段階モデル」が示されている。この図はエンゲル・コラット・ブラックウェル・

モデルであるが，Ennew and Waite は,非常に簡潔した形で概説されており，最終消費者に

対する消費者行動のアプローチの最良の一例であるとして，引用，提示しているものであ

る(Ennew and Waite,2013, pp139-140121)。 

図 3-2 消費者購入の意思決定プロセス(5 段階モデル) 

出所：Ennew and Waite(2013),p.140 

                                                   
121 Ennew and Waite (2013) Financial Services Marketing: An International Guide to 

Principles and Practice, 2nd ed. 

問題意識→情報検索→代替評価→購入決定→購入後行動 
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本質的には,意思決定プロセスは,購入者が“問題”(すなわち,欲望と現実の状態の間の相

違)に気づくときにはじまり行動が動機づけられる。必要のニーズは外的要素(例えば,他のも

のの消費の広告,プロモーション,意識)または内的要素(例えば,安全に対する飢え,喉の渇き,

性欲等)の刺激によって引き起こされるかもしれない。その問題を解くために購入者は関連

性のある情報のための調査に従事する。そのような情報に基づいて消費者は選択が初期の

ニーズに最もよく適合することに基づいた購入決定ができ,そして購入を行う代替的選択を

評価する。一度購入が行われると,満足の評価,および喜んで推薦すること,喜んで購入するこ

とを含むさらなる評価と反応がある。 

問題解決プロセスとして消費者の選択を扱うことは,直感的な訴求をもつかもしれないが,

またいくつかの弱点をもっている。実際にこのアプローチは購入決定において合理性を装

う。意思決定は非常に論理的で直線的であり,行動の一貫性の程度を呈する。重要なのは，

これらの限界を認識することである。またファイナンシャル・サービスにおける消費者の

選択は潜在的に，そして非常に複雑なプロセスであることに気づくことである。しかしな

がら,図 3-2 で図示した簡単なフレームワークは,ファイナンシャル・サービスにおける消費

者の選択の議論を構築する方法として有益である。実際にマーケティングが選択プロセス

に影響を与えることができ,また与えるところのある異なる方法を理解する手段として,エ

ンゲルらが提示するモデルは有益である。 

しかし,決定プロセスにおけるこの 5 つのステップのすべてが必ずしも購入場面へ連続的

に適用されないということを認めるべきであろう。いくつかのケースにおいて,頻繁に購入

される簡単な商品に対して,消費者は所与のニーズを満足させる手段に精通しているので,

購入の問題意識を直接に生じるかもしれない。ファイナンシャル・サービスは複雑で頻繁

に購入されることを考慮に入れると,選択プロセスがより完全で熟考したものであると期待

することは合理的であるかもしれない。実際に特に消費者が商品における知識が欠如して

いるがゆえに,現実には消費者が衝動購入していることを示唆しているのである(Ennew 

and Waite,2013,p.140122)。 

③ どのように(How)構築するのか―消費者購入の意思決定プロセス 

a) 問題意識 

次に消費者購入の意思決定プロセス(図 3-2)から，ファイナンシャル・サービスをどのよ

                                                   
122 Ennew and Waite (2013) Financial Services Marketing: An International Guide to Principles and Practice, 2nd ed. 
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うに(How)構築していくのか検討し,その中で顧客は何を求めているのか考えてみる。そし

てその求めているもの通りの品質の評価，さらに顧客満足へ導くことができることを明ら

かにする必要がある。個人顧客は個人のライフプランに係るサービス,例えば,保険,住宅,教

育ローン,年金(リタイアメントプランニング)等のサービスを受益することにニーズがあり

関心を持つのである。 

顧客にとっての問題意識は,ニーズとウォンツの理解と顧客がこれらに対してのニーズと

ウォンツによる欲望の程度がどれくらいのものなのかを考える。個人顧客のためのニーズ

やウォンツは,ビジネス顧客がビジネスの開発段階と状況に依存するのに対し,個人の環境

に応じて変化するだろう。 

個人顧客にとって,①支払い遂行(例えば,小切手)のニーズ,②支払いを延期する(例えば,ロ

ーン,モーゲージ,クレジットカード等)ニーズ,③保険契約(火災保険,健康保険,生命保険等)に

対する保護のニーズ,④蓄財する(管理ファンド,株式,貯蓄型生命保険等)のための資産蓄積

のニーズ,⑤情報やアドバイス(例えば,税やファイナンシャル・プランニング等)に対する助

言のニーズ(田村,2002,p.132123)を含めて,ファイナンシャル・サービスの購入を通じて,満足

させられる一連の“ニーズ”がある。しかし前述で述べたとおり,多くの個人顧客にとって,

この種のニーズは本質的に興味の持てないものであり,確かなファイナンシャルニーズが認

識されない誤解がある。 

一連の利用可能なファイナンシャル・サービスの本質的な訴求の欠如と複雑性の結果と

して顧客は，さまざまなファイナンシャル・サービスのための“ニーズ”をもっていると

積極的に認識せず,顧客は販売時点までの決定プロセスにおいて本質的に受動的なままでい

るとしばしば議論されている。この点で,マーケティングプロセスは,これらのニーズの一体

化と活性化に焦点を合わせ始めている。これは多くの議論を引き出すのである。パーソナ

ルファイナンスは個人と家族の「良い暮らし」「人生の幸福」の実現を支えることを目的と

している。誕生から相続に至るまで長期間にわたるさまざまなライフスタイルには,様々な

サービスを受けるであろう。 

b) 情報検索 

情報検索は,自分自身の記憶からまたは外部の情報源から関連のある情報を収集するプロ

セスをいう。おそらくファイナンシャル・サービスの性質が消費者の受動性を誘引する範

                                                   
123 田村正紀 (2002)『金融リテール改革―サービス・マーケティング・アプローチ』千倉書房。 
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囲まで情報検索の範囲は制限されるであろう。消費者は購入プロセスにおいて積極的な情

報検索に乗り出しても,情報収集は問題を提起する。 

情報収集の重要な要素は概して検索の質と関係するが,無形性と不可分性は,ファイナン

シャル・サービスが検索の質では低いが,経験や信用の質では高いことを意味する。消費者

は自分自身の先の経験を引き出すことができないのならば,口コミ推薦の形で他の経験およ

び機関の信頼性に全体として大きく依存する傾向がある。 

消費者が情報収集に直面する困難を認めてさえも,情報の正当化と評価に関連してさらな

る問題がある。第 1 に,多くのファイナンシャル・サービスは性質上長期間であるため,その

結果,消費者が口コミによってその経験の評価をしたとしても,商品の十分な便益が実現さ

れないので,その経験はよくても非常に部分的であるかもしれない。第 2 に,多くの商品は個

人に効果的にカスタマイズされているので,他の経験を評価しても，もし個人環境が違うの

であれば,誤った方向に導くことになる。第 3 に,多くのファイナンシャル・サービスの複雑

性は,多くの消費者が情報収集したとしても,実際にその情報を解釈できないか,または誤っ

て解釈するかもしれないことを意味する。情報収集と情報検索の解釈によって結びついた

困難は,透明性の欠如または攻撃的なマーケティングによって合成されるかもしれない。 

情報検索は明らかに問題が多いが,ファイナンシャル・サービスの消費者理解と知識はか

なり向上してきている。したがって自主的な情報源が伸びてきていることを認識すること

は重要である。日刊新聞はパーソナルファイナンスに当てる部門をもち,同時に顧客に情報

とアドバイスを供給する専門雑誌が増えてきている。最も主導的なウェブポータルサイト

もかなりの量のファイナンシャル情報を供給している。このように個人顧客は以前よりも

情報量が多くなっていることに気づき始めている。しかしながら,情報を簡単に利用できる

ことは,それがいつもよい効果をもたらすことに慣れているとは必ずしも意味しない。 

それに対し,企業顧客にとっては,ファイナンシャル・サービスの利用について多くの経験

をもち,競争者の提供する商品をよりよく評価できる。また中心となる意思決定者はより多

くの専門知識をもっていると考えられるため,情報検索はオリジナルなニーズがより複雑で

あるとしても容易に評価できるであろう(Ennew and Waite,2013, p.143124)。 

c) 代替評価 

 消費者が情報収集に困難を伴うような状況であれば,代替的サービスを評価しようとする
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段階においてこれらの困難さは拡大する。多くのサービスのようにファイナンシャル・サ

ービスは物理的な対象よりもむしろプロセスである。経験の質の優位は,事前購入の評価を

難しくさせ，信用の質が重要であるため,購入後の評価はいくつかの問題が発生することが

多い。概して,代替は最初の問題意識段階で指定された局面と関連して評価される。もし消

費者がある意味でさほど意識しておらず，または問題意識に関して不活発であるならば,評

価のために用いられる基準は十分に明確されないだろう。 

多くのファイナンシャル・サービスにおいて信用の質があることは評価を複雑にする。

アドバイスの重要な要素が入っている商品,または人生行路を超えてマネジメントを要求す

る商品は購入後の評価をすることさえも困難にするかもしれない。特に多くの長期間投資

の商品パフォーマンスは,一部分は適切なファンドマネージャーの技能によるが,他の一部

分は,供給者のコントロールを越える経済的要因によって決定される。 

このように消費者はこれらの商品の購入においてリスクをさらされている。それはパフ

ォーマンスの不十分さが会社特有の要因によったものか,または外部の偶発事象によるもの

か決めるのに多くの困難を経験するだろう。このような状況の結果により,消費者はサービ

ス・プロバイダーを評価し,これらサービス・プロバイダーの特質として信頼と信用に強く

握る傾向となる。実際に信頼はファイナンシャル・サービス・プロバイダーとその顧客の

関係の中心に横たわる概念である。ファイナンシャル・サービスのマーケティングに含ま

れるこれらのことは,消費者の信頼を生じさせ,信頼を害する政策や実施を回避することに

優先権をおかなければならない(Ennew and Waite,同上書,p.144125)。 

d) 購入の決定 

購入は,いかなる予期せざる問題が生じない限り,通常は代替評価の結果としてそれに続

いて論理的に行われることが期待される。しかし,多くのファイナンシャル・サービスを受

けようとする顧客にとってニーズは購入の時点で作り出される。したがって,購入の実際の

プロセスは供給者による積極的な販売努力の結果であり,販売スタッフと顧客の相互作用は

購入プロセスにおいて特に重要なものであるだろう。しかしながら,思いやりのある威圧的

でない販売は効果が高いかもしれないが,ファイナンシャル・サービスの複雑さと危険度は,

多くの顧客が押し込みや過剰販売で傷つけられやすい傾向にある。 

信頼が極めて重要である産業の部分において,消費者の信頼を多く失うことになることは
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ほとんど疑いない。実際にイギリスのファイナンシャル部門は,個人年金,養老保険証券,そし

てもっとも最近では支払保護保険の誤販売の歴史によって特徴づけられる。そのすべての

原因は,明らかにマーケティングと販売実施にあるだろう。 

さらに購入プロセスは,ファイナンシャル・サービスにおける生産と消費の不可分性によ

って影響される。遠隔なチャネルの開発は,サービス供給において個人の相互作用の衝突を

減らすが,最前線の従業員は依然としてサービスの生産において,重要な“境界にかかる役割”

を果たす。それゆえ,購入プロセスに対する重要な影響は,購入者と供給者の間の相互作用で

あるかもしれない。サービスが生産のためにサービス提供する従業員と消費者の両方から

インプットに頼るとき,サービスのアウトプットの質はこれら当事者の個人の相互作用の性

質によって非常に多く決まる。 

受託責任は,ファイナンシャル・サービスを他のサービスや財と区別する重要な特質とし

て強調される。受託責任の一つの局面は,供給者がある商品の販売に関して自由裁量を行う

必要があるということである。例えば,生存や成功の見通しがほとんどないビジネスに銀行

が資金を貸すことは不適切であろう。しかしながら,消費者が購入のためインターネットで

シグナルを送るまでその消費者にその商品を供給するのが適切かどうか確認することは不

可能であろう。このようにたとえ購入のための意識的な決定がとられたとしてもその商品

を供給するのに気が進まないという付加的な問題に直面する(Ennew and Waite ,同上

書,pp.145126)。 

e) 購入後の行動 

ファイナンシャル・サービスの購入後の評価は,既述した理由で難しい。実際に評価は技

術的側面(何をされたか)よりはむしろ,サービスの機能的側面(どのようになされたか)が多

く強調されると示唆される。なぜならば,技術的側面は評価するのがより難しいからである。 

購入後の評価の困難さは,消費者間の認識に関する認知的不協和のリスクが高く,これは

ブランドロイヤルティをその後に減らすかもしれないということを示唆しがちである。こ

の証拠はあいまいであり,例えば銀行口座のような連続的な商品にとって認識に関する不協

和音が高水準であることは,銀行の切り替えが高水準となることに反映される。実際には,銀

行を変える消費者の数は増えつつも依然として低い。このことは不協和音の低水準を反映

していることを意味する。ただ,切り替えコストを考慮した場合,消費者は高水準の不協和音
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に耐えることをいとわないであろう。リスク性のある金融サービスでは,乗換の度合いは高

い上に消費者の留保率は低く,認知的不協和レベルの高さを反映している。特にバブル崩壊

時にダメージを受けた家計はリスク資産への投資を消極化させている様子がうかがえる。 

しかしながら,ある程度の信頼が購入者と供給者の間で樹立されているところでは,両当

事者にとって多くの便益がある。信頼の樹立は,購入者―販売者の関係のおいて不活発な程

度をもたらす。取り消すことのできない量の時間と努力は,機関の信頼性を評価するのに必

要な経験と情報を得るため個人に要求されるので,いったん満足すると顧客は代替供給者を

探し,調べるコストを招くよりもむしろその機関に留まるであろうケースが通常である。い

ったん信頼が得られると機関は顧客が留保するに不適切な注意を生じさせ,顧客獲得に過度

な協調を起こしながら,顧客はその機関に留まるだろうと思い込む罠に陥り,マーケティン

グにとって潜在的な問題を作り出すのである(Ennew and Waite ,同上書, p.146127)。 

 

3-3 One to One マーケティングとパーソナルファイナンシャル・サービス 

1) 消費者価値変化と生活領域 

(1) 消費者から生活者へ 

 日本は成熟化社会と呼ばれた 1980 年代以降,消費税は 1989 年バブル到来中に 3％導入が

施行され,1997 年に同 5％,さらに 2014 年 4 月に同 8％,2017 年 4 月には 10％に引き上げら

れる予定となっており,このような消費税の増税は生活者の生活コストに関わるライフスタ

イルに大きな影響を与えてきたし,また与えようとしている。さらにリーマンショック以降

の円高や欧州金融危機等の状況が解消されていない中での大地震や原発メルトダウン問題

は日本経済を著しく疲弊させ,生活者の生活意識にも,また生活体系・生活行動にも多大な影

響を与えている。つまりここ 30 年の間でも生活者の購買意識・行動・体系,すなわち生活者

のライフスタイルが変化し,それは企業のマーケティングそのものに影響を及ぼし戦略的革

新を求めてきた。 

 マーケティングの戦略原理は,もともと生産から消費に至る様々な営みを生産部門も含め

て円滑な需給活動をなさしめるために機能する種々の活動にある(新津, 1991 ,p.35128)。し

たがってその原理の出発点は消費者そのものの生活にあり,マーケティング活動において消

費者(Consumer)という用語に代わって生活者(Consumer Citizen)といった用語が用いられ
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るようになったのも,消費者そのものの生活の充足や充実(生活創造)をいかに満たそうとす

るかによるものある。つまり,単にモノを消費する概念でとらえる消費者といった言葉は,自

らの生活について,商品の選択をはじめとして,自ら主張をもって生活を営もうとしさまざ

まな生活創造を行おうとする人間に対して必ずしもふさわしい使い方ではない。 

生産と流通に携わる企業としても,またサービスに関わる企業としてもこうした人間の生

活へのさまざまな取り組みを認めたうえでの種々のマーケティングアプローチが求められ

る。 

英語におけるコンシュマー(Consumer)の概念はこうした生活者の意味が含まれているの

であろうが,日本においてはその概念を再認識する意味での「生活者(Consumer Citizen)」

といった用語を生んだに他ならない。それゆえマーケティングの戦略的基本は,生活者の「生

活」そのものに対応する種々の活動と規定することができよう。近年の生活者の価値変化

と生活領域の拡大は,旧来の商品開発システムや流通構造,情報システムそのものをハー

ド・ソフト両面において根本的に改善することを求めている(新津,同上書 ,p.35129)。 

 高度経済成長期やバブル期の時代から供給過多のモノ余りの現象が顕著となり,それが成

熟社会といわれる現在においてもなお続いている。今日,ますます消費者の物欲が満たされ

てくると消費欲求は充足し飽和状態となり,生活価値観の変革と生活行動領域の多次元化が

進み,マス市場は分裂し多様なミクロ市場が誕生してきた。モノの飽和状態を迎えた次なる

消費欲求の中心は,購入した商品を生活の中でどのように活用し,自分らしさをどう表現で

きるのかという発想に変わってきた。 

個々人が生活者として,個々の考え方や意識,価値観をもち,その場その場の状況によって

さまざまな行動をとる時代となっているが,それは,生活者個々に細分化する One to One マ

ーケティングの志向をますます市場戦略に求めてきているといえよう。パーソナルファイ

ナンシャル・サービスは少子高齢化を含む生活体系の変化の中で One to One マーケティン

グの考え方が代表的に位置づけられる領域であると考えられる。本格的な少子高齢化を迎

え若年層の結婚の遅れ（晩婚化） や未婚者の増加（未婚化）は,これまでとは異なる新たな

家族像や個人像を生み出すことにもなりうる。 

(2) 生活者の価値観の多様化による市場細分化の考え方 

 今日,個々の生活者の価値観の多様化が進んでいることから,人口統計学的要因や地理的
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要因,社会経済的要因などの従来の市場細分化基準による『市場細分化(マーケット・セグメ

ンテーション：Market Segmentation)。以下,「市場細分化」と略称する。』アプローチで

は,企業のマーケティング戦略が機能しにくくなっている。今日では，すべての人間がさま

ざまな次元の価値観を持ってハイレベルから一般大衆レベルに至るまでの行動をとると一

般に解釈されており,これまでのごく一部の生活者群のみに特化した事象で人をくくる方法

は通用しなくなっている。あらゆるヒトがあらゆるとき,ある場所,状況では A という行動を

とり,異なる次元の場合は B という行動をとるとするならば,生活者の区分はヒトでくくる

のではなく,生活者のそのときどきや状況によって生ずる生活を基準にマーケティング戦略

を考えなければならなくなる。 

マーケティング戦略はターゲットの選定からはじまる。これまでのヒトをくくる考え方

からすると,ターゲットはあくまで選定したヒトの群であり,そのヒトたちの販売商品に対

するあり方を想定して戦略の枠組み,特に市場細分化戦略の枠組みと展開を実施してきた。

こうした展開の仕方は,ターゲットを選定したヒトがどの程度その商品単品にこだわりを持

つか否かが戦略の決め手であるので,その単品にこだわらないヒトには売りに完結しないと

してあきらめていたのである。こうした考え方によるターゲット設定では,供給する商品・

サービスを受容しうるライフスタイルを持つ生活者群にターゲットを限定することになる。 

 生活者の価値観の多様化を前提として,この手法を無為に展開すると,性別,世代別のデモ

グラフィック特性と生活行動,生活意識,生活体系によるライフスタイルパターンが求めら

れるようになり,さらに一つ一つの世代ごとにより細かな分類が求められてくる。なぜなら

本来生活者は 1 人 1 人すべての生活体系と構造・生活意識が異なるから,いかに似た者同士

をくくるといっても数分類でくくることはできなくなり,数十あるいはそれ以上の再細分化

が必要とされる生活者パターンが求められることになる。今日における価値観の多様化は,

市場におけるヒトのライフスタイルが 100 人 100 様と捉えられるようになり,100 人のヒト

が 100 通りのモノをほしがるという状況を生み出している。 

ヒトの区分ではモノとの整合性がとれなくなる時代となり,“どんなヒトでもこんなコト

ではこのモノを使う”といった解釈をしないと,モノ・サービスのターゲットを規定できな

いといわれるようになっている。ただし,個人の持つ生活構造をベースとした類似生活者群

をくくるライフスタイルパターン分析が全く活用できないというわけではない。特にライ

フスタイルパターンはそのライフスタイル群の生活者の生活行動・生活意識・生活体系の

特性を明らかにしてくれるからである。パーソナルファイナンシャル・サービスにおいて
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も 1 人 1 人個々人のライフスタイルによってアプローチするものであるが,ある一定の法則

で個々人のライフスタイル特性を知ることは,その人のライフスタイルに合致した個人サー

ビスの前提となる。 

2)  顧客維持と顧客対応への関係性 

(1) カスタマイゼーション(顧客志向化) 

 市場の成熟と消費の低迷が続く中,顧客の個別欲求やニーズに合わせてモノ・サービスを

カスタマイズして提供するカスタマイゼーション戦略の重要性が高まっている。カスタマ

イゼーションは,顧客が自分で選択してモノやサービスのデザインができるようにした手法

であり,制服や靴などを自分のサイズやデザインに合わせて注文をする,いわば「オーダーメ

イド」が主な例としてあげられる。今日のカスタマイゼーション戦略は,効率性を犠牲にし

て一品受注生産として時間をかけて製品を完成させるのに代わり,モノ・サービスとその供

給プロセスを標準化・効率化しながら個別対応と経済効率を両立させる「マス・カスタマ

イゼーション(Mass Customization)として展開されている(片野, 2012, p.45130)。 

 現代の顧客は,生活においてインターネットの利用による情報の収集が容易になった。顧

客は何をどう買うかにおいて意思決定をする前に,インターネットにアクセスし,モノやサ

ービスの評価,そして供給業者や他のユーザー等と情報交換を行い，自分の欲しいモノやサ

ービスをデザインすることも少なくない。このような人々の商品選択の視点は単に商品ば

かりではなく,企業のブランドまで厳しい評価をする。 

例えば,世界最大規模のメガネ小売業である日本のパリミキは,自由に選べる多彩なデザ

イン［Select］,半年間の品質(レンズ・フレーム)保証［Support］,プロの視点で笑顔をお届

け［Smile］の「3 つの S」をテーマに,顧客が自分で希望するスタイル―スポーツタイプか

エレガントタイプか,リーズナブルタイプのメガネか否か等を説明すると,そのデザイン・シ

ステムが候補製品としてコンピュータ・グラフィックで表示される。フレームを選び終わ

ると,すぐに蝶番やテンプルを選び 1 時間でメガネが出来上がるのである。企業は自社で製

造部門を抱える必要もなく,プラットフォームとツールを提供し,顧客が自分の商品をデザ

インできる手段を「貸す」のである。モノ・サービス・メッセージを One to One ベースで

カスタマイズして個々の顧客に対応できれば,その企業はカスタマイズされていることにな

                                                   
130 片野浩一 (2012) 「マス・カスタマイゼーション戦略から顧客経験の共創へ」『明星大学経営学研究紀

要』明星大学。 
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る(Kotler＆Keller ,2006 ,邦訳,pp.304-306131)。 

 しかし,カスタマイゼーション戦略を実現する必要な供給能力が判明しても,その能力が

顧客自身の持っているニーズに対して,売り手がモノ・サービスをどう活用し,適用させるか

が問題である。モノ・サービスの提供過程でどれほどの最新の技術を用いても,顧客ニーズ

に対して適切に対応できなければ,顧客からの期待も得られない。例えば,自動車,住宅のよう

な複雑な商品は,カスタマイゼーションによって製品のコストが上昇し,顧客の納得する価

格を超えてしまうことが考えられる。企業が製品の生産に入ってしまえば顧客は注文をキ

ャンセルすることができないため,有形財でも実際の商品を目にするまでは,自分がどんな

ものを望んでいるかわからない顧客はいる。またあまりにも複雑すぎて修理や売却すらで

きないことが考えられる。無形財はサービスが完了しないと自分のニーズに合ったものに

なっているかどうかわからないこともあり,カスタマイゼーション戦略は無形財によるサー

ビスにも同様なことがいえるものと考えられる。 

(2) One to One マーケティングの到来 

 マーケティングの戦略のプロセスを見ると,それは,不特定多数の消費者を対象とした大

量生産・大量販売を基礎としたマス・マーケティングから次第に群として消費者を対象と

した One to One マーケティングへと進化してきているとみなすことができよう(村

上 ,2008, p.419132)。 

情報技術の進展で,セグメント・ワンを対象としたマーケティングが展開されるようにな

ってきている。インターネットの商業利用は企業が個々の消費者と個別に対応した環境を

整え,さらなる市場の細分化を行っていった。市場を細分化し,セグメンテーションを進めて

いくとニッチ市場に到達し,さらにニッチのニーズ顧客を掘り下げていくと 1 人 1 人の顧客

にたどり着くのである。このようなセグメント・ワンを対象としたマーケティングを One to 

One マーケティングと呼んでいる。 

 One to One マーケティングは,「1 人 1 人の顧客から得ている売上に注目して,それぞれ

の顧客に対するシェアを伸ばすことに注力する」とペパーズとロジャーズは提唱している

(Peppers and Rogers,1993)。企業は,顧客 1 人 1 人を把握し,1 対 1 でアプローチを続け,そ

して個別の仕様に従ってカスタマイズしたモノ・サービスを提供することが可能になって

                                                   
131 Kotler, P., and Keller, K.L. (2006) Marketing Management,12th ed., Prentice-Hall. 
132 村上剛人(2008)「One-to-One マーケティングから共創型マーケティングへ ―インターネットがマーケ

ティングの前提条件を変える―」『商學論叢』福岡大学。 
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いる。これは根本的に新しい競争のパラダイムである。マス・マーケティングが本質的に

製品中心の発想なのに対して,One to One マーケティングは,顧客中心の発想だといえる。 

表 3-3 マス・マーケティングと One to One マーケティングとの比較 

マス・マーケティング  One to One マーケティング 

顧客獲得 → 顧客維持 

販売・取引 → 関係づくり 

販売促進中心 → 顧客サービス中心 

市場シェア → 顧客シェア 

製品品質志向 → 顧客満点志向(クオリティ) 

マネジメント志向 → エンパワーメント志向 

モノローグ型 → 対話(コミュニケーション)型 

出所：Peppers＆Rogers(1993), The one to one Future, Doubleday.,監訳者序文,p.4. 

表 3-3 はマス・マーケティングと One to One マーケティングを比較して,それぞれの特

徴を列挙していたものである。従来のマス・マーケティングでは,同一の商品をできるだけ

多くの消費者に売りつけることと考え,その過程において広告,宣伝,販売促進を行いできる

だけ多くの消費者を引き付け,情報を与え,説得力のあるものとメッセージを送りつづけて

いた。それとは反対に,One to One マーケティングは,同一の製品を不特定多数の顧客に売

りつけることはせず,1 人の顧客に長期にわたって異なった品揃えの中から,できるだけ多く

の商品を購入してもらうことに力を注ぐのである。そのためには,1 人 1 人の顧客との 1 対 1

の独自の関係(リレーションシップ)づくりに専念しなければならない。 

表 3-3 に示されている事項はリレーションシップ・マーケティング(関係性マーケティン

グ)と密接な関係があると思われる。この点については第 1 章 1-2,2)で述べたが,SNS 社会の

進化が著しい現代において One to One マーケティングを行う上での流れとなった背景に

は,以下に述べるように,(3)①インターネットとの連携と(3)②顧客対話の 2 点があげられる。 

(3) One to One マーケティングにおけるインターネットとの連携と顧客対話の重要性 

① インターネットとの連携と顧客のデータベース化 

 IT技術の進歩によって顧客のデータベース化が構築されていったことで,データ分析によ

る見込み客の特定や顧客 1 人 1 人に対する個別交渉,そして商品に対する販売促進の戦略が
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取れるようになった。それにより長期にわたる商品や品質の有効な差別化を維持すること

が難しくなった。またインターネットによるセグメント・ワンを対象としたネット販売は,

顧客のデータベースと融合することによって,顧客 1 人 1 人とコンタクトポイントで付加価

値の高いサービスを地球規模で提供することができるようになった。 

② 顧客対話の重要性 

 One to One マーケティングの基本は,顧客と対話することにより相互に学習し,協業また

は協働関係を構築することである。SNS 社会は,新たな生活者コミュニティをもたらし,企業

と生活者との共生・共感を前提とした,市場戦略アプローチ手段への転換と認識されるよう

になってきている。しかし,生活者はメディアへの接し方が変わってきたと同時に,いつも変

わらない生活動線の中で毎日膨大な情報量にさらされているのである。したがって,企業か

ら生活者への声は届きづらくなっており,企業側がいい商品を作り Web 上で宣伝しても,単

に商品を並べるだけでは生活者は必ずしも反応するわけでもない。これは企業と生活者と

の間に対立概念があり,逆にコミュニケーション不足へと進んでいってしまっていることを

示すものである。 

 企業と生活者の間にこのような対立概念があるとすれば,企業が生活者を理解してコミュ

ニケーション設計を行っていかなければならない。21 世紀に入り,いかにデバイスやメディ

アが変わっても,生活者の生活感性は変わらない。それに気づいた企業は,「モノ×コト(サー

ビス)＝生活シーン」を提供する“コト“づくりという発想へと転換した。2010 年以降にヒ

ットした商品の多くは,パイやシェアの発想から生まれたものではなく,環境問題や個々の

生活に合った新たな生活市場の創造発想の商品であるといえる。 

 コミュニケーション設計の重要性は,単なる顧客と企業の話し合いではなく,一定の目的

や方向性を持つことである。ある商品市場を作り上げる場合,企業からは顧客に対し,その基

礎となる個別な情報の提供を行い,また顧客側は自分自身の個別の情報の提供と認識するこ

とにより,生活者がある時点で「ある商品に対して個々人に合致した価値」を共感認識する

ことになる。 

(4) One to One マーケティングとリレーションシップ・マーケティングの共通点 

第 1 章 1-2,2)では,サービス・マーケティングの戦略性として,コトラーの考えをもとに,

サービス企業のマーケティングは 3 つのマーケティングタイプからなると論じた。すなわ
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ち 1 つ目は,企業と顧客の関係によるエクスターナル・マーケティング(External 

Marketing),2 つ目は,企業と従業員(サービス提供者)の関係によるインターナル・マーケテ

ィング(Internal Marketing),3 つ目は,従業員(サービス提供者)と顧客との相互作用による

インタラクティブ・マーケティング(Interactive Marketing)である(図 1-5)。このうち,個人

顧客,企業顧客を問わず顧客サービスの提供という点に注目すれば,特に重要なのが,従業員

(サービス提供者)と顧客の相互作用というインタラクティブ・マーケティングである。 

リレーションシップ・マーケティングは,一般に顧客との関係性を重視する手法や概念を

指す。リレーションシップ・マーケティングのアプローチは,既存顧客との長期的なリレー

ションシップを構築することにより,顧客をひきつけることと同じように,維持することの

重要性に注意を向けさせている。つまりマーケティングの焦点を取引からリレーションシ

ップに変えることを意味するのである。リレーションシップに焦点をおくということは,高

度な顧客サービスとのコミットメントが求められる。いいかえるとリレーションシップ・

マーケティングとは,組織が有する既存の顧客基盤が最も重要な資産であることを認識する

ことであり,またどのような犠牲を払ってもそれを守るために働きかけることである。 

近年,情報通信技術の進展に伴い,顧客管理のデータベースを戦略的に利用する方法が可

能となってきた。この点については,シェス(Sheth)とケルスタット(Kellstadt)が指摘してお

り,顧客のデータベース化によってサービス組織がロイヤリティの高い顧客を認識すること

が容易になってきたことは明らかである(Baron& Harris1995,邦訳,pp.289-290133)。 

以来リレーションシップ・マーケティングの概念は,南(2005)によれば,2 つの考え方が形

成されてきたという。すなわち一つは,データベース・マーケティングや One to One マー

ケティングに代表される,ITを利用した継続的な顧客関係を形成するための方策と同義語と

して捉えるものである。今一つは,上記のようなリレーションシップ・マーケティング概念

は,狭義の意味であるとし,広義の意味では顧客を操作対象から協働の対象としてとらえ,顧

客を惹きつけ,維持し,関係を高めることがリレーションシップ・マーケティングの意味だと

考える立場であると述べる。 

すなわち現状の概念整理の動きにおいて,南は,「リレーションシップ・マーケティングの

概念定義に対し,狭い,帰納的なマーケティング観を取る立場と,アプローチや志向において

より広く,パラダイムを変革し続ける立場との両者が混在していることが指摘される。」と述

                                                   
133 Baron,S & Harris,k,(1995)Service Marketing, Macmillan. 
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べる(南,2005 ,p.1134)。本論文ではリレーションシップ・マーケティングを広義の意味でと

らえ,その立場で次節において One to One マーケティングとリレーションシップ・マーケ

ティングの共通点およびマス・マーケティング戦略と One to One マーケティングの違いを

より具体的に論じている。 

(5) 市場シェアから顧客シェアへの変化 

 One to One マーケティングにおいては,ある時点における一人の顧客に対する成功によ

って判断される。それは,顧客シェアを獲得することである。 

 市場シェアの拡大とは,できるだけ多くの顧客にできるだけ多くのモノ・サービスを売る

ことを意味することであるのに対し,顧客シェアの拡大は,自社ブランドのモノ・サービスを

購入した 1人 1 人の顧客が,そのモノやサービスに対して満足し,どんなときでも他社のモノ

やサービスではなく,自社のモノやサービスを確実に購入していくことを意味する。例えば,

顧客は,平等にお店を使い分け 5 回に 1 回の頻度で購入しているかもしれない。そうすると

それぞれの消費者と 20％ずつ取引したことになる。 

 顧客シェアを達成するためのキーポイントは,それぞれの顧客を1対1で知ることである。

まず始めに,今後も決して自社製品を購入しそうにない消費者をふるいにかける。購入しそ

うにない消費者に翻意を促がそうとしても時間とカネの無駄になると考える。そして自社

に対してロイヤルティをもった顧客が誰であるのか見分け,その顧客に今後もさらに自社製

品を引き立ててもらうようなしかるべき手を打つことが重要である( Peppers & 

Rogers ,1993 ,邦訳, p.20135)。 

特に地元に密着している八百屋は,得意客が来るとその顧客の家族構成に合わせて商売を

進めることがある。それには店主と顧客との人間関係と好みや顧客の家族構成を知ったう

えで,それぞれの顧客の注文に合わせて移り変わるニーズを満たすためにサービスや商品を

変えていったのである。これは顧客 1 人 1 人に気を配り,世話をするという面では,正真正銘

のリレーションシップ・マーケティングだといえる。八百屋の店主は常に適切な顧客満足

プログラムを用意し,独自の顧客維持システムの管理を怠らなかった。まさにこれは,1 人 1

人の情報や知識に基づいて顧客を個別に扱う「データベース・マーケティング」であり,た

                                                   
134 南知恵子 (2005)『リレーションシップ・マーケティング－企業間における関係管理と資源移転―』千

倉書房。 
135 Peppers ,D & Rogers ,M (1993)The one to one Future, Doubleday. 
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だ一つ違う点は,パソコンなどで顧客管理をしているのではなく,店主の頭の中で構築され

ているということである。 

 しっかりとした気配りを行い,的確な対応をしているのであれば,値下げをせずにサービ

ス志向の顧客との関係を重視した方法によって売上増加と顧客満足が保証できるものだと

考えられる。その方法が正しければ,売上増大という行為そのものが企業の価値を高めるこ

とになる。規模の大小にかかわらず,多くの企業ではそのようなアプローチが可能であるの

に,なかなか踏み出せないでいるのが見られる。そこから一歩踏み出すには,市場シェアの拡

大と 1 人 1 人の顧客シェアを拡大することの違いを認識する必要がある。どちらのシェア

に重点を置いても,最終目的は売上の増大と利益の拡大である。この違いはこの目的にどの

ように到達するかという手段なのである。手段の違いに関係なく,自社の売り上げ増加が他

社を上回れば市場シェアは拡大するのである。顧客シェア重視の結果は,財務状況をみても

それが増収につながったと気づくことは難しい。 

 コンピュータとインターネット通信の進歩により,顧客シェアアプローチは,企業の規模,

市場の大きさ,または利益率に関係なく,世界中すべてのビジネスに当てはめることができ

るようになった。相対的市場シェアではなく顧客シェアを重視することこそが,経費を抑え,

最大のコスト効率によって売り上げを伸ばし,結果的に市場シェアの拡大を実現することの

近道であるといえるだろう。1 人 1 人の顧客に焦点を当てたビジネスを行うことで,売上は

半永久的に伸び続け,それにともない限界利益も上昇する。そしてビジネスにおける経済基

盤はより強固なものとなるはずである。 

 One to One マーケティングは,マーケティングの「個人化」,つまりマーケティングの対

象が 1 人 1 人の顧客レベルまでシフトダウンするという現象によって説明できる。IT 技術

がマーケティングの対象をますます縮小させ,より「個人」に向けられている。 

 ここで,市場シェアと顧客シェアの違いを受けてマス・マーケティングと One to One マ

ーケティングとを比較してみると,一つの製品をできるだけ多くの顧客に売りつけるプロダ

クト・マネジャーが必要であるマス・マーケティングに対して,One to One マーケティン

グは,「1 人の顧客にできるだけ多くの製品を売る」顧客マネージャーが必要であるといえ

よう。マス・マーケターは製品の差別化に努めることに対し,One to One マーケターは「顧

客を差別化」しようと努力する。マス・マーケターはたえず新規顧客の獲得に力を注ぐこ

とに対し,One to One マーケターは「既存の顧客からたえず新しいビジネスを獲得」しよ

うと努める。最後にマス・マーケターは,規模の経済を重視することに対し,One to One マ
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ーケターは,大企業より中小企業により有利と考えられる「範囲の経済」を重視する(Peppers 

& Rogers,同上書,邦訳,pp.26-28136)。 

 顧客シェアの上昇は,市場シェアの上昇へとつながっていくのである。マーケティングの

「個人化」,つまり「製品志向のマス・マーケティング」的視点から「顧客志向の One to One 

マーケティング」的視点への移行は,企業の規模を問わず,世界各地で起こりつつある根本的

変化であるといわれている。多くの企業家は,市場シェアより顧客シェアという新たな視点

から販売業務というものを見直し,これはマーケティング戦略だけでなく,ビジネスにおけ

る新しい方法を生み出そうとしている。 

 ある時点における１人の顧客に対する顧客シェアの増大を実現するためには,顧客に自社

のモノとサービスに対する取引量を伸ばさせる方法を見つけ出さなければならない。この

アプローチを採用すると,一つのモノやサービスに集中してできるだけ多くの顧客に売りつ

けることはしなくなる。顧客シェアに狙いを絞るならば,多様化する顧客に向けての

CS(Customer Satisfaction：顧客満足)取り組みにおいては,それぞれの顧客を 1 人 1 人識別

し,その追及はモノを売る行為から「モノ＋サービス付加価値」へと変わってきている。そ

れには顧客に対して単に「モノ」を提供するのではなく,顧客が求めている「生活シーン」

の一部を感じ取る必要がある。それが,今や顧客満足における企業の最低限の基準になりつ

つある。 

ここで考えなければならないのは「モノ×コト(サービス)」の解釈の中で,1 人の生活者の

多様な生活シーン“コト”には,全ての特定のヒトが特定の“モノ”を購入するチャンスを

有することである。したがって,“モノ”は,生活者がその場面や時点で行う“コト”に対し

ての単品だけでなく,品群で消費されることを再度理解せねばならない。この点については,

品群アプローチを理解し,単品の商品特性を特定の生活シーンにより高い価値観で提案して

いるサービス業において同様のことがいえる。したがって今日求められるのは,様々な顧客

に向けて One to One の対応を実感させるシステム作りとそれによる CG(Customer 

Guarantee：顧客囲い込みへの対応)の対応であるといえる。 

 

 

                                                   
136 Peppers ,D & Rogers ,M (1993)The one to one Future, Doubleday. 
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3) 新規顧客の獲得による意思決定と顧客維持の関係性 

(1) 新規顧客獲得と既存顧客の維持 

 新規顧客獲得と既存顧客の維持について企業が予算を組んだとする。企業が新規顧客を 1

件獲得する場合,既存顧客を 1 件維持するのに比べて 5 倍のコストがかかるといわれており,

今日,多くの企業は既存顧客を毎年 10％も失っているといわれているXXIII。今日の企業は,

顧客の離反率(顧客を失う率)に対し注意を払う必要に迫られている。顧客を引きつける技術

を磨くだけでなく,さらに顧客を離さないプロセスが必要である。しかし実際には業種の如

何に係らず,新規顧客獲得への投資が過剰であり,既存顧客維持に対する投資が少なすぎる

場合がしばしばみられる。 

その例として,新規顧客を 10 件獲得するためにマーケティングの予算を 250 万円とした

とする。その場合,1 件につきその予算は 25 万円ということになる。一方,5 件の既存顧客維

持のための予算として 25 万円,1 件につき 5 万円の予算を組んだとしよう。予算の合計は

275 万円である。しかし,275 万円の内訳を新規顧客予算 150 万円,既存顧客予算 125 万円と

割り当て直すと,表 3-4 のような結果となる。 

表 3-4 新規顧客獲得と既存顧客の維持 

新規顧客の重視 既存顧客の重視 

新規顧客獲得  10 件    250 万円 新規顧客獲得    6 件   150 万円 

既存顧客維持   5 件     25 万円 既存顧客維持   25 件   125 万円 

総費用           275 万円 総費用            275 万円 

総顧客数    15 件 総顧客数     31 件 

(備考)予算は新規顧客 1 件獲得につき 25 万円,既存顧客 1 件維持につき 5 万円とする。  

出所：筆者作成 

マーケティング予算の 275 万円のうち 100 万円を新規顧客から既存顧客へ上乗せしただ

けで,同じコストでも年度末には 15 件から 31 件と倍の顧客を得たことになる。言い換える

と,同じコストで売上と単位当たりの利益率が伸び,利益の絶対水準が向上したということ

である。 

もし新規顧客に当該顧客の価値以上のコストをかけているのであれば,企業の利益と費用

のバランスが崩れ,最終的には破産する危険性が高まる。そのためのいくつかの対応策とし
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て,より少ない訪問回数で顧客と成約する,営業訪問にかかるコストを減らす,新規顧客の年

間購入額の増加を促す,顧客をより長期間維持する努力をする,あるいは利益の大きな製品

を売る,などの企業努力が必要となる(Kotler,2000,邦訳,p.66137)。 

 しかし,世界中の企業でもまだまだ不合理な経済活動を行っていることが多くみられ,従

来のマス・マーケティングのパラダイムに依拠する企業は,顧客維持より新規顧客の獲得の

方に力を注いでいる。これまではリレーションシップを築くことよりも売り上げを伸ばす

ことが強調されてきた。また顧客へのアフターサービスよりも事前の広告と販売に力を入

れていた。マス・マーケティングによるビジネスは,新規顧客との取引と当初からいる自社

のブランド愛用者との取引についての違いは見受けられないとして,利用しているマス・メ

ディアは,完全に不特定多数を対象にして新規顧客と既存顧客を全く区分せずに同様に扱っ

ていた。このように区別せず新規顧客の獲得に熱中しすぎると,マーケターと顧客との間に

大きな隔たりができてしまうことになる(Peppers & Rogers ,1993,邦訳,pp.50-51138)。 

 企業は新規顧客が自社に大変満足したのであれば,その顧客をリピート顧客に転換したい

と願うのである。競合他社からの購入継続の可能性もあることから,企業としては適格な見

込み客を見極め,新規顧客,既存顧客にかかわらずクライアントに転換するための手段を講

ずる。One to One の対応をすることによってリレーションシップを図り,顧客と企業とのパ

ートナー作りへと至ることができれば,顧客と企業は積極的に協力し合う関係になり得る。 

また一部の顧客は,転居や不満などの理由により買わなくなった人もいるだろう。そこで

顧客を取り戻す戦略も必要となってくる。したがって満足していない顧客を再び活性化さ

せることが課題となる。かつての顧客を取り戻す方が新しい顧客を見つけるより簡単な場

合が多いこともある。なぜならば顧客の名前や履歴がすでに分かっているからである

(Kotler,2000 ,邦訳,p.67139)。 

 新規顧客獲得と既存顧客の維持をするための予算は,ただ単に予算を組むのではなく顧客

維持率を見極め,失った顧客のコスト計算を見積もる必要がある。離反率を減らすための一

つの方法として,顧客を失った場合の損失の程度がどのくらいのものなのか見積もらなけれ

ばならない。もし 1 人の顧客が離反しなかった場合の損失はその顧客の生涯価値,つまり企

業が得たであろう利益を現在の価値で見積もることにより,将来をも含めた本当の損失額を

                                                   
137 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall.  
138 Peppers ,D & Rogers ,M (1993)The one to one Future, Doubleday. 
139 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall.  
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計算することができる。離反率を下げるための計算をすることによってコストが損失を下

回るのであれば,企業はその額を離反率の引き下げに使うべきである。 

 もし顧客が離れてしまうのであれば,その理由を直接顧客に聞くことに勝るものはない。

これもまたリレーションシップを構築するための手段であり,顧客によりよい満足を提供す

ることは顧客維持率にもつながる。しかし,ただ聞くだけではなく顧客から質問や苦情があ

るならば,企業は迅速に処理しなければならない。顧客の苦情を記録することによって顧客

満足度を把握しようとする企業はそう多くない。仮にあったとしても,それを十分に有効活

用している例はあまりみられない。顧客維持をするためには顧客満足をいかにして作り出

すか,そしてそれを十分に検証していき,その先に収益性の高い顧客の獲得も見えてくるも

のだと考えられる。 

(2) 協働型マーケティング 

 顧客シェア重視のマーケターとしては,「ある時点における 1 人の顧客」を個別に扱える

レベルまで細かくしていかなければならない。つまりそれぞれの顧客の個別的ニーズを満

たすために必要であれば,顧客全員また 1 人 1 人に合わせたコミュニケーションを実行して

いく必要がある。このマーケティング手法は,コンピュータのような情報処理手段なしでは

実行不可能であるが,現在では IT 利用によって簡単にできるため,巨大企業から零細企業ま

であらゆる業種の企業が顧客志向のマーケティングを実行しようとしている。 

1 人 1 人の顧客のニーズに応えるためには,顧客からの協力が不可欠である。個客個人と

のリレーションシップ構築において最も重要な要素は顧客との対話とフィードバックであ

り,顧客が本当に求めているものは何か,さらに「この」顧客が真に求めているものは何かを

見つけ出すことなのである。 

 したがって One to One マーケティングは「敵対型」ではなく,顧客との「協働型」なの

である。例えば,喫茶店の常連客に試作メニューを食べてもらい，評価をもらうことがある

だろう。これも顧客に購入以前の製品の生産過程にかかわっているのである。これは顧客

との協働作業であり,1 人 1 人の顧客に注目している場合に可能となる。またこの作業には,

顧客からの愛護を個別に深めるための一連の活動として着手できるものである。 

最良の顧客から大きな収益を得るにはどうしたらいいのか考える必要がある。まずいか

にして 1 人 1 人の顧客の情報を活用し個別のモノやサービスをつくりだすために特定の顧

客との関係を強化する。また苦情処理の対応は単にマーケティング上の失敗を回避するこ
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とや組織的問題を調整するだけでなく，ロイヤルティの高い顧客を増やし顧客シェアの向

上に利用できる点について考えてみる必要がある。企業が,このような活動を行うには顧客

との協働や参加が必要となる。顧客シェア重視のマーケティング活動はシェアを高めたい

と思われる顧客の協力や積極的な参加なしでは実行不可能である(Peppers & Rogers ,1993,

邦訳,pp.55-56140)。満足している顧客と協働して他の顧客を生み出すことが求められる。

One to One マーケティング・プログラムを成功させるには,販売プロセスで顧客と企業が

協働する機会を生み出す必要がある。 

 協働型マーケティングにとって今一つ重要な点は,顧客シェア重視のプログラムを成功さ

せることである。そのためには何よりもクオリティの高いモノやサービスが必要である。

トップクラスの企業はつねにクオリティの高い商品を用意することを念頭に置いている。

したがって,1 人 1 人の顧客と最も親密なリレーションシップを構築できた企業が顧客ロイ

ヤルティを勝ち取ることができる。 

 顧客というのは，企業が気にかけていなくても購入の際に付随するすべてのことを覚え

ているものである。その企業のモノやサービスがまた必要となり,また別のモノやサービス

が必要となると,顧客は常にその企業から再び購入するかどうかを検討する。その購入する

かどうかの基準はそれまでのすべての取引とそれにともなう満足度によって決まる。 

 長期にわたって顧客を維持しひいきにしてもらうことを望むのであれば,クオリティの高

いモノやサービス,そして顧客を完全に満足させるだけの能力が必要である。顧客満足は顧

客シェア重視マーケティング・プログラムを効果的に実行するうえで,十分条件ではないに

しろ必要条件だといえる。これはまさに「ゆりかごから墓場まで」的顧客満足ともいえる

(Peppers & Rogers ,同上書,邦訳, p.61141)。 

 すでに日産をはじめ,多くの企業が顧客満足に重点を置く方針を決定し,顧客維持を重視

したプログラムを実施している。購入後も顧客になった人に対しアンケートを送付して自

社のモノやサービスについての満足度を確認している。ここで大事なのは返信率ではなく

個人から返答が得られることである。1 人 1 人が自社のモノやサービスについてどの程度満

足しているかといった情報を収集することが主な目的である。顧客とフィードバックする

ことによって,自社のモノやサービスに不満を抱いている顧客を容易に発見することができ

                                                   
140 Peppers ,D & Rogers ,M (1993)The one to one Future, Doubleday. 
141 Peppers ,D & Rogers ,M (1993)The one to one Future, Doubleday. 
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る。それに対してすぐに顧客と連絡を取り合うことで対処し処理をする。これは,顧客すべ

てについて顧客シェアを可能な限り高く保つためである。 

こうした努力には一つ重要な要素があり,1 人 1 人の顧客の満足度を高めるのに必要な情

報を得るには,アンケート参加という形で 1 人 1 人の顧客に依存しなければならないことで

ある。アンケートという形で顧客と協働することで個々の解決にもつながることが重要な

のである。 

 1 人 1 人の顧客との関係を維持するには,直接コミュニケーションを取れる手段を顧客に

提供しなければならない。各企業の HP において「お問い合わせ」,「お客様の声」,「よく

ある質問コーナー」等,必ずトップページから検索できるよう設定している。これはお客様

に情報を提供しているだけでなく,随時お客様の声が聞きたいという企業側の要望である。

ただ HP を開設しただけでは顧客との対話にはならず,インターネット上での自社の販売す

る商品に対する様々な提案が求められる。またインターネット上で各種イベントに積極的

に顧客を参加させることでそれを広く伝えることも求められる。顧客の声が,期待している

という回答もあれば,反対に強烈なクレームを出てくることもある。それらの回答を含めて

ウェブ上で公開し伝達していくことで,顧客はそのサイトに対する信頼も増していくであろ

う。SNS 上では瞬く間に口コミとして広がっていく。こういった生活者間のコンテンツを

媒介としたネットコミュニケーションが市場形成に影響を及ぼしている。 

 こうしたコミュニケーションを継続していくことにより,顧客の声が企業の組織全体に影

響を与える課題や変化となることもあり得る。今まで縦関係だった各部門もさらに顧客満

足事業部(Satisfaction Division)を創設することによって,すべての部門にお客様の声を届

けるようにし,今までの伝統的マーケティング組織であった販売部と生活者だけの取引を

「調査」,「開発・製造」,「物流」の各部門,さらに,「メーカー」,「卸売業」,「小売業」と

いうチャネルのすべてにダイレクトに声を届かせることによって,One to One 企業のマー

ケティング組織も変わっていくものだと考えられる。 

 さらに顧客満足から 1 人 1 人の顧客との取引をより一層拡大する方法として,既存顧客か

ら新規顧客への紹介,推薦が活用されている。お友達を紹介すると特典やプレゼントやポイ

ントアップ等の広告をよく見かける。これは自分だけが得するような報酬が目当てになら

ないように注意を払う必要がある。満足している顧客に金銭的報酬を与えることによって

新規顧客を獲得すれば,「口コミによる紹介」の信用を損ね,企業としての評判を失いかねな
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い。新規顧客の獲得にかかわらず,口コミによる紹介者の役割を果たした顧客に報酬を与え

るのが正しい方法である(Peppers & Rogers ,同上書,邦訳, p.89142)。 

企業側は非常に満足している既存顧客であれば,友人にもそのモノやサービスを勧めるだ

ろうという戦術を試みている。特に非常に複雑なモノやサービス,まさにファイナンシャ

ル・サービスや不動産,建設業者の選択など,「よく考えてからする買い物」「一生のうちに 1

回」については,顧客満足度によるデータを持っていることで簡単に適用できるものである。

これをコミュニケーターマーケティングといい,生活者Aから生活者Bへそして生活者Cへ

つながっていくのである。 

(3) 顧客の苦情と対話 

 顧客の苦情対応作業というのも一つの協働作業である。自社の顧客の中で自社の商品や

自社の取組みを満足している人は 20％しかいなく,また不満足な人も 20％しかいない。残

りの 60％は満足でも不満足でもない,といった 2:6:2 の原則がある(新津,2013,p. 28143)。つ

まり 60％の顧客が満足でも不満足でもないわけだから,他の競合商品や競合企業がでてく

るとすぐそちらにスイッチしてしまう。そうしたヒトの多くは「苦情処理への不満」を挙

げている。 

 苦情処理方法を見ると,顧客満足やモノやサービスのクオリティに対する企業の取り組み

姿勢が判断できる。苦情処理を成功させるためには,1 人 1 人の顧客の苦情に対して彼らが

納得いくまで対話を持ち解決しなければならない。それが結果的に企業の利益につながっ

ていく。 

 1 人 1 人の顧客の不満を認識し対処することは,顧客満足の達成には絶対不可欠である。

マス・マーケターは見落としがちであるが,苦情処理は企業と顧客の共同作業なのである。

苦情処理のプロセスは,企業にとって 1 人 1 人の顧客と協力して顧客の抱える問題を解決し

ていくチャンスとなる。つまり,苦情処理は,1 人 1 人の顧客と長期的で生産性の高い関係を

得るための強力なツールとなり得る。顧客の苦情を彼らの納得いくように処理できれば,そ

の顧客は企業に対して非常に協力的になる(Peppers & Rogers ,1993,邦訳,pp.67-68144) 。 

 

                                                   
142 Peppers ,D & Rogers ,M (1993)The one to one Future, Doubleday. 
143 新津 (2013)「求められる企業戦略チャレンジ―中小企業の経営革新を前提として―『アジア研究 』」

高千穂大学アジア研究交流センター。 
144 Peppers ,D & Rogers ,M (1993)The one to one Future, Doubleday. 
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4) 顧客との関係性構築と One to One マーケティングのターゲット戦略 

(1) パーソナルファイナンシャル・サービスにおける One to One マーケティングの実現 

 これまで金融機関は，ダイレクトメールや店舗周辺のローラー営業等の不特定多数の顧

客に対する「プッシュ型マーケティング」を中心にマーケティング戦略を行ってきた。し

かし,顧客にとって興味のない情報が多く流れ,実際の取引につながる割合が低いままであ

った。次に顧客特性を分析してセグメント化し,より興味度が高いと想定される顧客をター

ゲットとしてセグメント別に顧客アプローチを展開する「セグメンテーションマーケティ

ング」が進展されてきたが,顧客にとっての最適なタイミングでの提案といったレベルに達

するまでは至ってない。 

 顧客の属性・ライフスタイル・金融行動属性(金融機関チャネル)等が複雑化するなか,金融

機関はより多様な特徴を有する顧客と対峙しなければならない。このような状況を踏まえ,

今後多様化した顧客との取引機会を最大化するために,一人一人の状況に合わせた One to 

One マーケティングの実現が,パーソナルファイナンシャル・サービスの重要課題と認識さ

れていくと考えられる。それには顧客における「最適なタイミング」を逃さず,実際に取引

につながる効果的な提案を実施することが重要である(堤,2014,p.31145)。これまでの「プッ

シュ型マーケティング」は広い範囲の顧客に対してセールスを行うが,販売促進等のカスタ

マイズは依然として低いままであった。最適なタイミングでの提案が行えるようになった

時の One to One マーケティングは，スパートデバイスの進化により大規模に実施できるよ

うに変化しつつある。 

(2) 単身者への One to One マーケティング戦略と顧客中心マーケティングの関連性 

本格的な少子高齢化を迎え,一方若年層の結婚の遅れ(晩婚化)や未婚者の増加(未婚化)は,

これまでとは異なる新たな家族像や個人像を生み出すことになりうるだろう。身寄りのい

ない低所得若年世帯層や高齢者一人暮らし世帯等をターゲットと考えた場合,1 人 1 人の顧

客との 1対 1の独自の関係(リレーションシップ)づくりに行きつくと思われることからパー

ソナルファイナンシャル・サービスは少子高齢化を含む生活体系の変化の中で One to One 

マーケティングの考え方が代表的に位置づけられる領域であると考えられる。 

個客中心マーケティングは,Sheth らによって提案された。Sheth らによれば,個客中心マ

                                                   
145 堤大輔(2014)「スマートデバイスがもたらす金融機関の次世代マーケティング」『情報未来®』株式会

社 NTT データ経営研究所。 
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ーケティングは,計画立案のプロセスの出発点として個々の顧客や消費者のニーズ,欲求,資

源を理解し,充足させることに主眼点を置いているが, One to One マーケティングやリレー

ションシップ・マーケティングとは区別している。顧客中心マーケティングの目的は個別

レベルでのマーケティングの効率性と有効性の両方を同時に最大化することであり,この目

的を達成するために担当者は,「各々の顧客を個別に評価し,その顧客に対応するのか,あるい

は第三者を通じて対応するのか。」,「製品またあるいは他のマーケティング・ミックス要素

をカスタマイズした提供物を創造するのか,あるいは標準化された提供物を創造するのか。」

の 2 点について意思決定されることが要請される(井上ほか,2010,pp.83-84146)。 

現代ではモノ中心から人のコト志向へ発展していったことから，顧客中心マーケティン

グにおける顧客志向へと進んでいった。しかし当時の One to One マーケティングが製品志

向による戦略と捉えていたのならば，それは誤解であろう。One to One マーケティングに

も顧客との協働について論じられており,価値共創するに当たって,協同,協力,コミュニケー

ションの概念が重要視されている。顧客中心マーケティングにおける 2 点の意思決定は単

身者の志向にどちらかが当てはまるであろう。人によっては 1 対 1 の独自の関係を構築す

ることにより心のやすらぎとなる場所を追い求めているかもしれない。 

(3)  1 人―1人から 1家族―1企業との関係へ 

パーソナルファイナンシャル・サービスは必ずしも一人でサービス消費を行うのではな

く個々の家族などによってサービス消費が行われることから,サービスの一つ一つがその

家族へ向けての価値でなければならないと考えられる。 

One to One マーケティングは 1対 1の独自の関係を焦点としているが,この「One」を 1

単位と考えた場合,1 家族と 1 企業という発想にすると継続的な取引から世代を超えた独自

の関係を構築することが可能となってくる。 

教育資金贈与制度を利用したクロス・マーケティングによる戦略はシニア世代と孫との

取引であることから，一人だけではなく家族すべてに関わる制度である。贈与者がある銀

行に行きこの制度を利用したことによって企業と顧客のリレーションシップが図れたのな

らば，数年後受贈者が同行の担当者を選ぶかもしれない。一つの取引が終わり，顧客が変

わっても前の取引がその取引に関わった家族であれば,顧客関係の継続性は保たれている

                                                   
146 井上崇通・村松潤一(2010)『サービス・ドミナント・ロジック―マーケティング研究への新たな視座―』

同文館出版。 
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といっても過言ではない。パーソナルファイナンシャル・サービスにおいて顧客シェアの

上昇は，家族単位による囲い込みを視野に入れたマーケティング戦略を行うことが不可欠

という時代に来ている。 

 

3-4 小括 

第 3 章は，ファイナンシャル・サービスの特質について,まず商品の分類を明らかにし，

パーソナル(個人)とコーポレート(法人) のファイナンシャル・サービスの領域をはっきりさ

せることで,ターゲットを個人顧客としたマーケティング戦略モデルを展開している。さら

に我が国における社会保障制度もファイナンシャル・サービスの範囲に含まれる。なぜな

らば社会保障制度は近年においてライフプランに合った保障・給付サービスが充実したこ

とにより,社会保険利用によるマーケティング・チャネルが拡大しているからである。それ

により本来の私的ファイナンシャル・サービスを加え,国の制度を利用することにより家計

の消費支出の軽減につながっている一方，増税による家計の影響は厳しいものになってい

る。 

 ファイナンシャル・サービスの特有な特徴については，ファイナンシャル・サービス実

務の諸領域からの視点とこれまでの金融マーケティングの特徴をよりパーソナルな視点に

代えて論じている。2 つの視点による特性を考慮しただけでもパーソナルファイナンシャ

ル・サービスはただ単にサービス・マーケティングの 4 つの特性のみでは検証できないも

のだといえる。 

 ファイナンシャル・サービスにおけるマーケティングの戦略要素については，エーベル

の事業の定理を基に 3 つの次元の枠組みをファイナンシャル・サービス・マーケティング

の領域とし，さらに消費者購入の意思決定プロセス提示することにより 3 つの次元の枠組

みである 2W1H の役割が現れるのである。 

3-3 では，マーケティング戦略においてリレーションシップの関係を持つことにより,顧客

と One to One の対応をすることで 1人 1人の顧客の満足度を図ることがまた新たな顧客の

獲得へとつながることを論じている。現代においては，口コミがお互い対面しなくてもイ

ンターネットの利用によって瞬時にそして不特定多数に伝わる。それが評判だけでなく苦

情まで良し悪し関係なく伝わってしまうため,情報量の取捨選択まで求められてしまうよう

になっている。そこに SNS 社会の共有に限界がある。したがって企業から生活者への声は
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届きづらくなっているため,積極的に一人一人の顧客に対してアンケート等を行い,その結

果を反映させ顧客との信頼関係を構築することに重点を置くことが求められている。 

また企業が顧客に対して従業員を売り込むだけではなく,顧客がその企業の従業員を作り

出す(育てる)こともある。このようなインタラクティブ・マーケティングを通じ,従業員は顧

客とリレーションシップを図ることによって成長しているのかもしれない。これは,当該企

業の従業員全体のことをよく知っている既存顧客がある特定の従業員に対しよりよいリレ

ーションシップを図った場合,もしその従業員の社内評判が悪くても企業は評価せざるを得

ないという状況を生じさせるかもしれない。それでも企業がその従業員を何かの事情で解

雇した場合,または退職して独立した場合もしくは辞令や転勤で既存顧客の担当が変わって

しまい,既存顧客が企業に対する不満を持っていた場合もしくは,もしかしたらその従業員

を追いかけてその企業から離れてしまうかもしれない。そのような事態となった場合には,

企業は従業員どころか既存顧客まで失ってしまうこととなる。 

パーソナルファイナンシャル・サービスは長い時間を要するサービスなので,企業サイド

の都合上担当者が次々と変わってしまうのは顧客にとっていい気分ではないかもしれない。

今の担当者より前の担当者の方がよかったという顧客の声があれば，それは企業に対する

不満を発している可能性はある。顧客にとって企業との信頼関係が顧客の価値創造につな

がるのであれば，企業が提供するサービスそのものよりも，ある従業員との関係を顧客は

求めているのかもしれない。パーソナルファイナンシャル・サービスの提供が終了したと

き，「顧客から最初は不安だったけど，あなたも成長しました。」という感謝の意があるな

らば，それが本当の顧客の満足度であることは言うまでもない。 

続いて第 4 章ではパーソナルファイナンシャル・サービス実務におけるターゲット分析

と世代に合わせたサービスの事例を挙げながら，パーソナルファイナンシャル・サービス

の有効性を論じるとする。 
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第 4 章 パーソナルファイナンシャル・サービス実務の諸領域と戦略モデル 

4-1 パーソナルファイナンシャル・サービスにおける市場細分化とターゲット戦略モデル 

1) パーソナルファイナンシャル・サービスの特徴と市場細分化の必要性 

(1) ターゲットマーケティングとは 

 ターゲットマーケティングは,市場(マーケット),標的(ターゲット),標的市場(ターゲット

マーケット)を明らかにしなければならない。今日において,市場は特定の場所や施設だけで

なく,売り手と買い手が規則的に出会う空間までを指すようになり,抽象的な概念に変容,拡

大していった。さらに対象商品も有形財の製品のみならず,無形財であるサービスを含む概

念へ拡大した。 

標的とは,市場において設定する「まと」である。売り手は,市場を狙ってマーケティング

活動を行い,市場空間の中でマーケティング活動を展開する。しかし,モノやサービスによっ

て市場を区分することはできても,多様化・高度化したニーズや特性を持つ全体市場を対象

として事業展開を行うことは,より困難であることはいうまでもない。そのためには何らか

の基準でターゲットを絞り込み,限定された標的市場に集中してマーケティング活動を行う

ターゲットマーケティングという手法を使って,顧客ニーズを明らかにしなければならない

(山口,2010,pp.10-12147)。 

(2)  パーソナルファイナンシャル・サービスの有効性と市場細分化の必要性 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは,人の生から死まで関係してくるサービスであ

る。またファイナンシャル・サービス自体がより複雑で煩雑な商品であるため,顧客の理解

とニーズを得るためにも時間がかかるサービスだといえる。人々は生まれてから死ぬまで

いくつかのビジョンは持っているはずである。 

パーソナルファイナンスはライフプランを作成するにあたり 3 つの資金設計が必要とい

われている。1 つ目は「教育資金設計」,2 つ目は「住宅資金設計」,3 つ目は「老後に対する

資金設計」である。この 3 つの資金の捻出はファイナンシャル・サービスを利用した資金

からの捻出が求められる時代へと加速している。しかし,時代の変化による生活市場の 2 極

化も一因となって,パーソナルファイナンシャル・サービスを購入したくてもできない現実

                                                   
147 山口正浩監修/木下安司編(2010)『ダイレクト・マーケティング』同文館出版。 
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や購入しても諸事情によりサービスを解約せざる得ない状況が生じているなど,日本の所得

状況の変化(格差)がみられる。 

 社会経済の成長に伴って市場が多様化したことから,人においてもモノにおいても資源は

限界に達している。さらに ICT や SNS による情報発信が活発となり,情報量が膨大な量に

達し,個々のニーズ判断の処理までもが限界に達しているところがみられる。このようなこ

とを受けて,生活者の価値観の多様化による市場細分化を行う必要性が生じ,また市場細分

化によって,経営資源が限界に達している中での標的顧客の明確化,競争相手の明確化,そし

て明確化した顧客ターゲットに対応したマーケティングコストの有効利用をメリットとし,

より的確なマーケティング・プログラムの立案が可能となる(山口,2010,pp.26-29148)。 

 パーソナルファイナンシャル・サービスにおいても独身市場や家族向け市場等それぞれ

における顧客ターゲットを区分し,それぞれの標的市場に最も適したマーケティング戦略を

構築する必要がある。しかし,従来の市場細分化の方法ではすべてのニーズを網羅している

とはいい難く,今一度市場細分化の方法を再考する必要がある。 

(3) 市場細分化の基準 

① 市場細分化の方法 

 市場細分化の方法としては,大きく消費者の特性(属性)による区分と消費者の反応による

区分に分けられる。消費者の特性(属性)による区分では,①地理的セグメンテーション,②デ

モグラフックセグメンテーション,③サイコグラフィックセグメンテーションによって区分

される。消費者の反応による区分では,①ベネフィットセグメンテーション,②使用率セグメ

ンテーション,③ロイヤルティセグメンテーション,④状況セグメンテーションに区分さ

れ,20 世紀においてはこれらの特性を見てセグメントを形成しようとしてきた(山口,同上

書,pp.34-35149)。 

しかし,21 世紀に入ってからは市場起点の展開と競合および顧客起点からの独自市場開

発が求められており,客観的な評価基準が定まった商品に関する顧客価値に機能的価値や意

味的価値を見出す時代が到来している。これはバブル経済からデフレ脱却後の背景をみた

上で,今後における少子高齢化社会,または情報社会化,グローバル社会化に向けて,生活者市

場のフィルター(セグメント・世代)の重要性が求められていることをあらわしている。 

                                                   
148 山口正浩監修/木下安司編(2010)『ダイレクト・マーケティング』同文館出版。 
149 山口正浩監修/木下安司編(2010)『ダイレクト・マーケティング』同文館出版。 
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② これまでの金融ライフスタイルにおけるセグメンテーションの軸 

これまで金融サービスにおいてターゲット顧客層を絞っている場合のセグメント分けは

性別や年齢,職業などの人口統計的属性であることが多い。セグメントは,自社の提供するモ

ノやサービスに対して類似のニーズを持った人たちのグループであるべきである。例えば,

人口統計的属性でセグメント分けしたとすると,同一地域に住む 40 歳代の年収 650 万円程

度の会社員は皆似たような金融ニーズを持っているということを前提にしているというこ

とになる。ある銀行または信用金庫がインターネットバンキングを行わないと意思決定す

ることは,インターネットで取引したいと思っている顧客セグメントを捨てているというこ

とである。またある銀行が午前 9 時から 3 時までしか支店で営業しないということは,夜間

か休日しか時間がないサラリーマンや OL が実際に来店しなければできない取引サービス

を捨てているということになる。このセグメント分けの限界には多くのマーケターがすで

に気づいている(戸谷,2006,p.160150)。 

 ある新商品やサービスに対し収益を生むようになるためには,その商品やサービスによっ

てニーズを満たされる顧客が一定以上存在しなければならない。共通ニーズを持つ顧客を

セグメント化し,そのセグメントに向けてモノやサービスの開発が行われる。これまで多く

の金融機関は,顧客と自社との取引のみを基準として，顧客属性や取引履歴のデータをもと

にセグメンテーションの軸を設定してきた。しかし,顧客のメイン銀行は他にあり,自社での

預金残高はその顧客の資産のごく一部であるかもしれない。自社で残高の多い人のみを「富

裕層」と呼ぶのは自社の勘違いであって,自社へ現在落としてくれる収益はこれまでの自社

戦略の結果であって,決して顧客ニーズを表しているものではない。にもかかわらずこれを

セグメンテーションの軸にしてしまうと,将来収益を落としてくれるようになる顧客を現在

収益が低いという理由で切り捨ててしまう危険がある。 

顧客は個々のポートフォリオの都合上,自社との取引は少ないのかもしれない。自社が将

来新しいサービスを開発するか,または金融商品の取引種類を増やすことによって,顧客は

金融資産を自社に移行するかもしれない。したがって今現在の収益性のみで顧客を分ける

ことは合理性に欠けるのである(住谷,2006,p.41151)。 

                                                   
150 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
151 住谷宏 (2006) 『地域金融機関のサービス・マーケティング』近代セールス社。 
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③ パーソナルファイナンシャル・サービス・セグメンテーション 

これまでの金融ライフスタイルにおけるセグメンテーションの軸は図 4-1 のように自社

のみの預かり資産残高によって層を分け,残高が高いほど収益性が高い顧客と位置付けてき

た。しかし,この軸ではライフステージ沿って時々に必要とするパーソナルファイナンシャ

ル・サービスのニーズを探ることは不向きであり,「顧客にとって価値のある商品」と「安

定していること」というセグメントの条件は一致していない。そこでこれまでの金融ライ

フスタイルに現代における生活シーンを反映させパーソナルファイナンシャル・サービス

に加味したライフスタイルセグメンテーションの軸を追加すべきである(図 4-2)。 

図 4-1 これまでの金融ライフスタイルにおけるセグメンテーションの軸 

 

出所：住谷(2006),『地域金融機関のサービス・マーケティング』, p.42。 

図 4-2 生活シーンを反映させたライフスタイルセグメンテーションの軸

 

出所：住谷(2006),『地域金融機関のサービス・マーケティング』,p.42.を基に一部加工。 
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 すなわち,パーソナルファイナンシャル・サービス・セグメンテーションの設定において

は,これまでのセグメンテーションの軸(図 4-1)からより変化しにくい金融ニーズを反映し

たセグメンテーションの軸(図 4-2)を追加すべきであり,それは個々による特有のお金に対

する考え方を捉えなければならない。その顧客はどのような人で,どんな生活を送りたいと

考えているのか考慮する必要がある。いわば価値観がベースとなって,パーソナルファイナ

ンシャル・サービスのその人にとっての望ましい役割が決まる。お金の貯め方,使い方,借り

入れの抵抗感,行動パターン(生活シーン)リスク受容度など長期的に変動しない性向こそが

軸となる。図 4-2 を加えたことによってセグメントが適切に行われるのならば,セグメント

内で長期的パーソナルファイナンシャル・サービスのニーズには共通点がみられるはずで

ある。なぜなら,パーソナルファイナンシャル・サービスは顧客が望むライフスタイルを実

現させるための媒介財であるからである(住谷,2006,p.42152)。 

(4)  パーソナルファイナンシャル・サービスによる市場細分化の方法 

パーソナルファイナンシャル・サービスによる市場細分化の方法には,特定のセグメンテ

ーションから人々の興味の対象,価値観,行動,そして生活状況によって異なるパターンがあ

る。これまでの消費者の特性(属性)によって区分した場合のセグメンテーションを考えてみ

る。 

① 地理的セグメンテーション 

 地理的セグメンテーションは,市場を国,都道府県,地域,市町村,地元エリアといった多様な

地理的単位に細分化するものである。その地域の人口密度や土地柄,風土も影響される。例

えば,地域によって平均年齢が高いことにより生命保険の加入数が他の地域より多い傾向を

示す場合や気候・天候,土地柄によってその土地に合ったファイナンシャル・サービスを受

ける場合,また地方から都心への進学率が高い都道府県では大学全入時代の背景により学資

保険の加入を検討する場合など,地域の特徴によってパーソナルファイナンシャル・サービ

スのニーズが異なる場合がある。 

生から死までこの土地で過ごす人,出稼ぎにより単身赴任のため一定期間のみ過ごす人,

別荘やセカンドライフで移り住んできた人など,パーソナルファイナンシャル・サービスの

                                                   
152 住谷宏 (2006) 『地域金融機関のサービス・マーケティング』近代セールス社。 
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ニーズは地域により共通するものもあれば,そこに住んでいる個々のライフスタイル目的に

よって変わってくるものである。 

② デモグラフィックによるセグメンテーション 

 デモグラフィックによるセグメンテーションでは,年齢,世帯規模,家族のライフスタイル,

性別,所得,職業,教育水準,世代,社会階層などの変数に基づいて市場をグループ分けする(表

4-1)。顧客のグループ分けにデモグラフィック変数が最も使われていることにはいくつかの

理由がある。一つは,消費者ニーズ,欲求,使用割合と製品やブランドの選好は,デモグラフィ

ック変数との連動が多いということである。今一つの理由としては,デモグラフィック変数

が他の変数よりも測定しやすいということである。ターゲット市場をデモグラフィック以

外の基準(例えば個人の性格)を使って定義するときでも,市場の規模や市場へ効率的に到達

できる媒体を判断するには,デモグラフィックの特性とのつながりに立ち戻る必要がある

(Kotler,2000,邦訳,p.327153)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
153 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall.  
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表 4-1 デモグラフィック変数の主な枠組み 

変数 内容 

年齢 6 歳未満,6～12 歳,12～19 歳,20～34 歳,35～49 歳,50～64 歳,65

歳以上 

世帯規模 1～2 人,3～4 人,5 人以上 

家族のライフスタイル 若い独身者,若い既婚者で子供なし,若い既婚者で末子が 6 歳未満,

若い既婚者で末子が 6 歳以上,年配の既婚者で子供あり,年配の既

婚者で子供あり,年配の既婚者で 18 歳未満子供なし,年配の独身者 

性別 男性,女性 

所得(年収) 低所得者(300 万円以下),300～500 万円以下,500 万～700 万円以

下,700 万円～1000 万円以下,1000 万円以上,年金取得者 

職業 専門職及び技術者,マネージャー,役員・経営者,事務員及び販売員,

職人,熟練工,農場主,公務員,退職者,学生,主婦,無職 

教育水準 中卒以下,高校中退,高卒,大学中退,大卒,大学院卒 

世代 戦中・戦後世代,団塊世代,断層世代,団塊ジュニア世代,バブル世代,

少子化世代,ゆとり世代 

出所：Kotler and Keller(2006), Marketing Management,12th ed., Prentice-Hall. ,邦

訳,p.307.により筆者編集のうえ作成。 

デモグラフィック変数のうち,パーソナルファイナンシャル・サービスを受けるに当たり,

ライフプランによってファイナンシャル・サービスを扱う場合には,家族のライフスタイル

についてさらに細かく分類する必要がある。年齢・世代において同じ位置にいる人でも,例

えば,離婚,再婚,シングルマザー,夫婦による共働き,老親の介護など,さらにそれぞれの状況

によって,ファイナンシャル・サービスの内容を決定するからである。ライフステージは個々

の人によって異なり,それぞれの主な関心事も違ってくるのである。 

人生の重大イベントが起こる時期はもちろん,個人の健康状態,仕事の状態,家族の状態,個

人の興味,熱中する対象,ニーズも単に年齢だけで判断することができなくなっている。年齢

が同じであっても介護されている 70 歳もいれば,現役生活やスポーツを日課とする 70 歳も

いる。同様に,子供が大学に進学しようという 40 歳もいれば,生まれてくる赤ん坊のために

新居の購入を考える 40 歳もいる。人が初孫を持つ年齢は 35 歳～75 歳と大きな幅がある
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(Kotler,2000,邦訳,p.328154)。 

こうしたライフステージの違いはマーケターにとってチャンスであり,人々が大きな関心

をよせる物事を対処するのに手を貸せるからである。また年齢や世帯規模の中に 2 世帯生

活者の組み合わせが必要となってくる。したがって,家族のライフスタイルの検証として,

「若い既婚者で子供なし」から,さらに「共働きをしている」か否か,「若い既婚者で末子が

6 歳未満」から,さらに「介護者が同居している」か否か等,複数のパターンの組み合わせが

考えられるXXIV。 

このような組み合わせもまた顧客のプロフィールを知るということから認識され,そのた

めに消費者調査が行われるに至っている。つまり,我が国の消費者をもはや一元的にとらえ

ることができず多様化・複雑化してきており,このため家族のライフスタイル分類というも

のが重要視されていく必要があると考える。 

③ サイコグラフィックスによるセグメンテーション 

 サイコグラフィックスによるセグメンテーションでは,心理面や性格の特徴,ライフスタ

イル,価値観に基づいて購買者をグループ分けする。同一のデモグラフィック・グループに

属する人々でも,全く異なるサイコグラフィック特性を示すことがある。 

サイコグラフィックスとは,心理学とデモグラフィックスを利用して,消費者をよりよく

理解しようとする科学のことである。パーソナルファイナンスにおける行動心理は行動フ

ァイナンスの学問において人間の行動傾向とバイアスの克服について分析されているXXV。 

 パーソナルファイナンシャル・サービスにおけるライフスタイルには,よりはるかに多様

性が含まれる。ライフスタイルとは,生活者の生活構造,生活意識,生活行動に関する社会にお

けるパターンを同時に複合的に表現するものである。ライフスタイルを基本としたアプロ

ーチは,マーケティング戦略において重要な発想法であり,ユーザーのセグメンテーション

や商品ターゲットの絞り込みに活用される。生活者を分類する基本的なものとして,性別・

年齢・未既婚・職業などによりセグメントする。 

しかし,デモグラフィック特性上は同じカテゴリーの分類に属していても,その人々の興

味の対象や価値観,行動には異なるパターンがあり,その違いが購買行動や欲求の違いに反

映されることは少なからずある。逆にデモグラフィック特性は異なっていても,興味の対象

や価値観,行動のパターンが同じような人々もいる。 

                                                   
154 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall.  
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 生活者によっては,自分とって価値のあるものに対して,ファイナンシャル・サービスを利

用する。その種類によっては半ば強制加入によりサービスを受ける場合がある。例えば,障

害保険では海外旅行中の傷害にも備えることができる。これは旅行中や旅行後に何かがあ

っては困る場合はもちろん,海外旅行という価値成功と個々の不安の除去や安心感の保有か

ら人々はその選択と欲望を決定している。 

2) 生活者市場における戦略的フィルター 

(1) 消費者の意識と行動の調査 

 近年をめぐる消費動向の変化から,公益社団法人ハイライフ研究所(東京都中央区)で

は,2013 年から 2014 年にかけてのアベノミクスと消費税増税に対する消費者の意識と行動

の調査を行い,さまざまな消費意識と行動に加えた家庭生活のパターンを分析し,家族の中

における高齢者と若者と間の意識や消費行動の実態を明らかにした。 

この調査結果によれば,家族・家庭を大事にし,コト消費傾向にあることから,友人・家族と

いう人間関係性をフックに消費誘導の可能性がみえてきていると分析している。さらに団

塊世代がセカンドライフの段階になり,子供の独立期に入ったことから,団塊世代が構築し

永く我が国の家族形態の主流をなした核家族が変貌を遂げているという実態を踏まえて,タ

ーゲットポイントをシニア市場から家族におけるそれぞれの世代を合わせたものをフィル

ターとして少子高齢化社会の市場構造をとらえている。 

(2) 年齢による各世代のライフステージと心理的要素フィルター 

 時代背景の変化により,戦前から現在の世代まで各世代の心理的要素は異なる。ここでい

う世代とは,同年代生まれの集団が心理,道徳の発展段階や同じ社会的な役割を担うライフ

サイクル時期に社会的節目となるような同時代体験をすることによって同質的な価値観や

考え方を共有し,社会的現象を生む社会的集団を指している。 

さらにライフステージは,人間の一生において節目となる出来事(出生,入学,卒業,就職,結

婚,出産,子育て,退職等)によって区分される生活環境の段階のことを指している。それぞれ

の段階は連続性があるものの,節目によって次の段階の生活環境や生き方は大きく変容し,

場合によっては,環境に適応するために生活スタイルや考え方など,さまざまなものを変化

させる必要がでてくると考えられる。そして生活環境や人間の一生をいくつかの過程に分

けたものをライフサイクルといい,各年代の世代としての心理状況と現在における各年齢の
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ライフステージをフィルターごとに表すと表 4-2 のように示すことができる。 

表 4-2  年齢ごとのライフステージと心理的要素フィルター一覧表 

 

備考：表中のライフのカッコ内はパーソナルファイナンシャル・サービスのターゲット層を指す。 

出所：高津春樹(2014)「2014 年消費動向変革と企業戦略の命題」『企業間ネットワーク研究

会(第 25 期)』,プレゼンテーション資料により抜粋。 

(3) フィルターにおける世代とライフステージの相関性 

 年齢や世代をフィルターごとに区分けすると,世代とライフステージの相関性が明らかに

なる。各世代は加齢段階を進んでいくと同時に,ライフステージもまた通過する。ライフス

テージ自体に連続性があるため,ステージごとに生活環境などが大きく変容するごとに,通

過する世代は影響を受ける。一方,各個別ステージは一定のフレームを持つが,通過する各世

代の価値観や考え方によりそのライフステージでの生き方には多少の違いが生じる。これ

により世代ごとにライフサイクルが繰り返され,影響を受ける各世代は,その世代としての

同質的な価値観や考え方を共有することとなり,また高齢になるに従い多世代を把握できる

立場となる。したがって世代とライフステージの相関性は非常に高いものだといえる。 

(4) 世代別へのアプローチ 

出産や子育てまたは教育資金に関わるパーソナルファイナンシャル・サービスを必要と

する団塊ジュニア世代やバブル後世代は,2つの世代を合わせると約 2,200 万人いるといわ



166 

 

れている。しかし,これらの世代は就職する時代に氷河期だったことから節約志向が強く,

近年における給与水準も伸び悩んでいたことから,パーソナルファイナンシャル・サービス

に対するアプローチは彼らのニーズがあってもアプローチを図りづらい状況にあった。し

かし,これらの世代は消費支出が増加するライフステージへ突入していることから,各世代

の価値観や生き方の特徴を把握しそのニーズに合わせたアプローチ戦略の策定をしなけれ

ばならない。 

そのためには団塊世代を中心とするシニア層に視野を入れたターゲット戦略が必要とな

ってくる。家族形態の変容や就労環境の変化等から,若年層は年金等の社会保障の原資負担

と社会保障自体の不確実性に不安を持っているが,セカンドライフに入っているシニア層

は,年々,年金額は減少をたどっているものの一定の備えがある。シニア層は,平均寿命が延

びていることから,従前とは違い定年後の勤労意欲が高いこと,一定の備えがあっても不安

があるため貯金を考えている人々が多い。 

さらに老後のために健康維持と良好な家族関係の構築を求めていることから,クロス・マ

ーケティングによるパーソナルファイナンシャル・サービスの購入も十分考えられる。今

日において二世帯住宅の増加や祖父母からによる教育資金贈与における非課税制度は,シ

ニア世代が消費支出の増大する子育て世代を助ける仕組みとしてとられた措置であるだろ

う。その点からみても世代とライフステージの相関性は高いものだといえる。価格面では

安くて,安全なサービスを納得して消費することが理想ではあるが,価格にこだわることが

なく,価格が高くても利便性を有した消費であるならば,価格のみの重視から脱却を求める

顧客ニーズを得ることができるであろう。 

3) パーソナルファイナンシャル・サービスにおける世代別ターゲット戦略 

(1) パーソナルファイナンシャル・サービスにおける世代別のターゲット戦略の絞り込み 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは,非常に短期的な取引サービスもあれば,年金等

長期的な取引サービスもある。また商品の複雑性により,例えば保険と一言でいっても,人の

生命に関する商品もあれば,物損を対象とした商品,または貯蓄目的とした商品,さらに商品

の複雑性を合わせた学資保険のような使用や対象者を限定した商品もある。特に若年層は

最も簡単な商品があったとしても,複雑すぎて時には混乱することもあるだろう。  

ターゲット戦略は,年齢やエリア層など特定の一つの的に絞って展開させることが成功へ

と導くのであるが,パーソナルファイナンシャル・サービスは生から死まで関わるものであ
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るため,同様のファイナンシャル・サービスでもニーズや使用方法が異なることがある。こ

のようなことから,パーソナルファイナンシャル・サービスは一つのターゲットを絞り込む

前に,若年層からシニア層までライフステージを経ることによっていろいろなものを変化さ

せる必要がある。そのためにまず各年代のパーソナルファイナンシャル・サービスの必要

性を網羅してから,各年代のパーソナルファイナンシャル・サービスのターゲット戦略を展

開することが望ましいと考える。 

(2) それぞれの層におけるターゲット戦略とサービスニーズ 

①   ヤング(未婚・既婚者)世代におけるターゲット戦略 

 ヤング(未婚・既婚者)世代というのは,表 4-2 で示した 13 歳から 30 歳までの範囲を指し

ている。この世代はパーソナルファイナンシャル・サービスの提供を受けるというより,パ

ーソナルファイナンシャル・サービスがどういうものなのか知ることが重要である。この

時期には将来においてパーソナルファイナンシャル・サービスを利用したビジョンを具体

的に示すことはできないだろうが,将来に向けてのいくつかの夢や希望は持っているはずで

ある。少子化の進展によってこの世代における人口ボリュームは,シニア層に比べると少な

いことはいうまでもない。また終身雇用の崩壊によって労働環境が今までの状況と変わり,

不況の影響から高所得者と低所得者の 2 極化が浮き彫りになったとしても,それぞれの個人

の将来に対する考え方やビジョンは同じである。 

 10 代においては,少なくともパーソナルファイナンシャル・サービスの恩恵は受けている

はずである。自分で負担をしているわけではないため,実感がわからないだけである。進学

するたびに学資保険の受取があったからこそ進学できたかもしれないし,何か高額なものが

必要となった場合に親名義のクレジットカードで代金の引き落としがあったかもしれない。 

 しかし,スマートフォンがパーソナルファイナンシャル・サービスを享受するに当たって

の 1 つの便利ツールとするならば,未成年者のスマートフォン所有率は,小学生は 37.9％,中

学生は 55.3％,高校生は 87.9％と異常に高い数値を残しているXXVI。小・中・高校生のスマ

ートフォン使用目的がパーソナルファイナンシャル・サービスに直接依存していることは

少ないだろうが,口コミによるコミュニケーションツールとして SNS が必要不可欠となる

のであれば,少なくともマーケティング戦略に影響を及ぼしていることは明らかである。 

 



168 

 

②  10 代におけるパーソナルファイナンス教育 

 特定非営利活動法人(NPO 法人)日本ファイナンシャル・プランナーズ協会では,人生にお

ける夢の実現をお金の面から考える教育を全国の高等専修学校を中心にインストラクター

を派遣し,パーソナルファイナンス教育を実施している。 

 ターゲットは,近い将来自分がやりたいことや手に入れたいことを実現するためにパーソ

ナルファイナンシャル・サービスを利用する見込みがある人たちである。まさにパーソナ

ルファイナンシャル・サービス購入の予備軍といってもよいだろう。 

③  無保険者におけるターゲット戦略 

 パーソナルファイナンシャル・サービスの一つである生命保険契約について考えてみる。

実際パーソナルファイナンシャル・サービスとして,初めて生命保険を契約し始めるのは社

会人になってから契約するケースが多い。かつては,女性外務員が新入社員に生命保険を勧

める光景がみられたが,現在では個人情報保護やコンプライアンスが強化されたことから職

場で保険加入の手続きをする機会は減っている。またパーソナルファイナンス教育におい

ても大学で行われている学部はあるが,まだ一部分にすぎない。機会がなければどこかで考

えることや保険の話すら一度も聞いたことがないケースがあり得るだろう。 

 ヤング(未婚・既婚者)世代は,全体的な所得は低くても単身者であるため,家族がいるケー

スよりも可処分所得は高い傾向にある。ファイナンシャル・サービスのバランス観点から

考えると,企業から社会保険等XXVIIで手厚い福利厚生を受けているのであれば,個々で医療

保険等の高額な保険は逆に費用の負担になると考えることもある。 

しかし現代において社会保険等で手厚い福利厚生を受けているのは正規雇用されている

人々だろう。一方非正規雇用による契約で社会保険制度を受けていない場合には万が一の

際の保障がないため,各自において保険加入することにより生活や身体のリスクを軽減する

のだが，収入が安定しない場合には消費支出を保険料に回せないばかりか，条件によって

は保険の加入すらできない問題が出てくる。 

このような状況に対処し，非正規労働者を対象とした保険商品開発や国民保険未払い問

題に特化し，さらに保険料免除特例制度を有効活用させるような新たなサービスの開発が

必要なのではないかと考えられる。すでに日本政策金融公庫における「教育一般貸付」の

資金使途には学生の国民保険料が含まれている。社会保障制度による社会保険制度は人的

事故のみを対象としているため,物的リスクについては，私的保険で賄う必要はある。 
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結婚をして子供がいる家族の保険のニーズは高く,ミドルファミリー,ヤングファミリー

によるターゲット競争は激しさを増している。マーケットボリュームが小さくても,ヤング

(未婚・既婚者)世代がパーソナルファイナンスについてしっかりとした考えを持っているの

であれば,パーソナルファイナンシャル・サービスのニーズも高くなっていくはずである。 

④  不動産購入におけるターゲット戦略 

 ライフプランにおける不動産の購入は,生活を営むための購入もあれば,投資目的や相続

対策による不動産の購入もある。ここでは生活を営む場合の購入に限定して考えてみる。 

進学や就職の際や親から独立して家族を持った場合,親元から離れてどこかへ新居を構え

ることが多い。人によって引っ越す回数はそれぞれ異なるだろうが,近年において寮や一人

住まいだけでなくシェアハウスが増えている。シェアハウスは個室とは別に入居者全員が

利用できる共用スペースを備えた賃貸住宅であり,通常一部屋借りる場合よりも家賃が低く

抑えられているため,都市部を中心にニーズが高まっている。 

大学生への仕送りの額は年々減少傾向にあり,アパートを借りるにしても家賃を抑えて入

居することが必要最低限である。日本政策金融公庫(教育一般貸付)には,住居にかかる費用な

ども資金使途対象となっている。仕送りに余裕がない家族にとっては,ニーズの高いパーソ

ナルファイナンシャル・サービスとなっている。 

バブル崩壊で減少した社員寮にも劇的な変化が求められ,新たな価値を加えた見直しが図

られている。大手不動産会社の三菱地所株式会社(本社：東京都千代田区)は,グループ会社で

共有する社員寮を港区に整備させた。目的は,従業員の生活に対する出費を抑えることもさ

ることながら,三菱地所は分社化と企業買収で 1980 年代から子会社が増えたため,それにつ

れて帰属意識が薄まり結束が弱まった危機感が生じたことから,社員寮の整備もその一環と

してグループ会社の結束を狙ったものである155。 

シェアハウスは入居者同士が交流できることから,シェアハウスでの新しいコミュニケー

ション形態が生まれつつある。シェアハウスを同じ社員だけの社員寮だけでなく,異なる会

社の社員を入居させ交流をさせることによって,入居者同士の情報交換やお互いの刺激,人

脈作り等,個々の仕事や生活に対する不安を解消させる役目も果たしている。飲食店検索サ

イト大手である,株式会社ぐるなび(本社：東京都千代田区)では寮が学びの場になると判断し

                                                   
155  朝日新聞 2014 年 6 月 2 日付朝刊(11 面)の記事を一部引用したものである。 
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ている156。 

社員寮によるシェアハウスは都市部では大手企業に勤める独身・単身者の需要が多く,人

気が高まっている。シェアハウスはただ単に家賃が安いだけでなく,単身者でも生活の中で

交流できる環境を作ることによって,新たなコミュニケーションツールとなっている。若者

は横のつながりが強いことから,パーソナルファイナンシャル・サービスの利用方法につい

てもいろいろな情報交換をすることができるであろう。 

今後不動産業者がさらに参入し,多業種による社員寮も増える可能性が高い。さらに入居

者の年齢の幅を広げ,外国籍の人も対象としたシェアハウス社員寮の増加も視野に入ってく

るだろう。ただシェアハウスにおける人間関係の難しさという問題点も多くみられるとい

う。したがって入居者がトラブルに対応できる能力を身につけなければならないという現

状には変わりない157。 

我が国の市場環境変化の一つに放射能・エネルギー問題がある。住宅については太陽光

パネルを設置し，太陽光発電でエネルギーを供給することにより家計の月々の光熱費の負

担を軽減する役目を果たしている。メリット・デメリットは多数あるが,ライフスタイルや

地理的環境によって大きな効果をもたらす可能性がある。太陽光パネル付きの住宅を購入

することは,購入に際して補助金を設けている自治体もあるため,パーソナルファイナンシ

ャル・サービスを考えるにあたっての一つの選択肢といえる。 

時代は進み，すでに我が国は空き家対策が必須となっている。空き家対策にはさまざま

な問題点が生じているが，不動産会社は物件を投資信託化して投資家を募り,また他業種の

会社と協力しながら中古物件をさらに魅力的なものとしてサービス提供を行っている。空

き家は地方部だけでなく都心にも存在している。今後空き家を利用した広い意味での生活

サービスの提供は，さまざまなニーズを掴み取ることによって新たなマーケティング戦略

となる可能性を持っている。 

⑤ 単身者(低所得者)におけるターゲット戦略 

今日において高齢化による単身者だけでなく若者の単身者も増加傾向にある。特に若年

層の結婚の遅れ(晩婚化)や未婚者の増加(未婚化)の背景には，正規労働者になれないため，

安定した収入が見込めないことから将来の見通しが立たず，今一歩踏み込めないという現

                                                   
156  朝日新聞 2014 年 6 月 2 日付朝刊(11 面)の記事を一部引用したものである。 
157 朝日新聞 2014 年 6 月 2 日付朝刊(11 面)の記事を一部引用したものである。 
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状がある。今後，このような単身者をターゲットとしたマーケティング戦略やライフスタ

イル研究が活発化していくだろう。パーソナルファイナンシャル・サービスも単身者(低所

得者)を対象とした独自のサービスを考えていかなくてはならないだろう。 

1 つ目は，住む場所について考えてみる。上記④で挙げたシェアハウスや空き家対策も含

め，個々によって生活スタイルが転勤族タイプなのかマイホームを購入してずっとその場

所に住み続けることができるのかによって物件希望も変わってくる。 

現代においては，携帯電話やパソコン機器が不可欠な時代となった。これらの月々かか

る通信料も負担増となっているだろう。NTT の光サービスでは,戸建てと集合住宅によって

月額料金を分けている。戸建てより集合住宅の方が月額基本料金は安くなっている。住居

選びの際単身者は家賃が安くて小規模なアパートを選ぶ傾向があるが,パソコンのネット接

続が不可欠というならば,入居後のコストを考えた時家賃よりも入居後の毎時のコスト計算

を考慮すべきである。しかし NTT の光サービスにも携帯電話と同様 2 年継続契約XXVIIIがあ

り,転勤族にとってはデメリットな制度である。転勤族は必ずしも 2 年間という期間が当て

はまらないので転勤族に合わせた料金設定を考える必要がある。 

今やネット接続をするという面ではスマートフォンからでもパソコンからでも画面の大

きさや通信速度を考慮しなければほぼ同じ情報が利用できるようになった。そうなると機

種やその他サービスの利便性も含めスマートフォン(モバイル機器)のみの利用だけで十分

活用できると判断したのならば，わざわざ家にパソコンのネット接続の契約を別途するの

は無駄だと考える人がいるだろう。 

2 つ目として，自動車の所有について考えてみる。自動車を購入した際に関わるパーソナ

ルファイナンシャル・サービスは数多くある。自動車ローンや自動車保険料のほか，自動

車の車検費用は購入後の追加購入によるサービスコストと位置付けられるだろう。購入後

一定期間を迎えると車検(自動車検査登録制度)の義務が生じ,必ず検査を受けないとその車

両は使用することができなくなる。住居に駐車場がついていない場合には駐車スペースを

設け，それにかかる月々の駐車代も負担増となる。若者の車離れ傾向となっている背景と

ともに車を所有しない代わりに車を使用しないライフスタイルが増加していくであろう。

必要に応じてレンタカーやシェアカーで対応するなど,個々自身が直接自動車コストを支払

わない利用の仕方が増えてくるものだと思われる。 

3 つ目は，宅配について考えてみる。宅配は元来荷物をお届けする物流サービスの代表格

であった。しかし高齢者の単身者増加による孤独問題と加えて体力的な面で思うように活
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動できなくなったことから，単に荷物を運ぶという存在から地域コミュニティの活性化を

担う役割を果たすようになった。介護ステーションや支援センターにおいても単身高齢者

に対して宅配サービス提供を受けるよう促している。単なる配送だけでなく,定期的に訪

問・相談・見守り等を行うためのネットワークを構築する役割を果たすことで物流サービ

スはサービス提供の転換期を迎えているといえる。 

4-2 パーソナルファイナンシャル・サービスにおける新たなマーケティング・ミックスモ

デル 

1)  4P から 4C への変換とパーソナルファイナンシャル・サービス 

 従来のマーケティング理論における伝統的なマーケティング・ミックスの４P は第 1 章に

おいて説明した。しかしパーソナルファイナンシャル・サービスにおいては,さらに 3 つの

P「有形化(Physical)」,「サービス提供過程(Process)」,「顧客参加(Participants)」を加え

た 7P のマーケティング・ミックスを考える必要がある。これまで 4 つの P は,企業側から

の利益(Profit)を目的とした発想により整理された枠組みであるため,顧客側の視点に立っ

た信頼性(Confidence)について考慮する必要がある。したがってパーソナルファイナンシャ

ル・サービスを対象としたマーケティング・ミックスの説明については,4P から 4C の視点

に変換しつつ,さらにパーソナルファイナンシャル・サービスに特有の 3 つの P をとりあげ

て述べることとする。また 4P から 4C に変換するにあたっては我が国における市場環境変

化を含めたものでなければならない。 

表 4-3 4P から 4C へ 

4P  利益(Profit)  4C  信頼性(Confidence) 

製品 (Product)          → 商品(Commodity) 

価格(Price) → コスト(Cost) 

流通チャネル(Place) → チャネル(Channel) /利便性(Convenience) 

プロモーション(Promotion) → コミュニケーション(Communication) 

出所：清水(1996),『共生マーケティング戦略論』,p.1。 

(1)  4P から 4C へ 

① 製品(Product)から商品(Commodity)へ 

 銀行では,普通預金・定期預金・住宅ローン・教育ローン・自動車ローン・カードローン
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などのファイナンシャル商品と,決済の自動引き落としや給与・年金振込・入出金などのサ

ービスがこれに当たる。また証券会社では,株式・債券など有価証券の売買の取次ぎ,生命保

険会社では,終身保険・定期保険・傷害保険などが商品となる。また FP が提案するライフ

プランにおける提案書も含まれる。さらに提案書によって提案された個々のライフプラン

に関わる通信,教育サービスもまた加えて，有形物となる不動産や自動車も対象となる。 

パーソナルファイナンシャル・サービスは単に金融サービスだけでなく,生活を営むすべ

ての商品やサービスが含まれる。規制緩和により金融商品の自由化によって商品そのもの

に差が出てきたため,個々の商品は同じでも,それを組み合わせた新商品が増加している。ま

た銀行は保険や証券取次業務など,扱える商品の範囲が拡大した中で,どの商品を取り扱い,

また顧客はどの商品を購入するかの選択も重要となっている(戸谷,2006, p.29158)。 

しかし顧客は媒介性という性質があることもまた上記で挙げた商品すべてそのものが欲

しいわけではない。例えば給与や年金振込は,お金が振り込まれ顧客がお金を引き出すこと

によって初めてお金を手にする。銀行はあくまで保管するサービスを行っている。ローン

についてはローンそのものを好む顧客はないといってよいだろう。ローンを契約すること

によって対象となるモノが使えるようになる。しかしローンの種類によって契約と消費が

バラバラである。これは保険についても同様なことが言える。したがって金融サービスで

いわれている商品は,商品といっても消費タイミングを計ることが複雑であり煩雑であるこ

とから,サービス・マーケティングの特性とファイナンシャル・サービスの特性・特質につ

いて頭を悩ませる。ただ第 1 章,1-2,3)で論じた通り，製品(Product)は,あくまで生産された

財であり,Product 固有で生活は成り立たない。商品(Commodity)は生活者に購入・使用さ

れ始めて商品と生活者がそれを活用して行う「コト」＝生活シーン(モノ×コト＝生活シー

ン)を創造する。住宅・自動車ローンは生活者に購入・使用され始めて住宅・自動車が生活

の一部として活用され生活シーンを創造している。 

自動車市場では,電気自動車やハイブリッドといったエネルギー効率性・効果性の概念や

運転時の自動ブレーキやハイテク機能によって生活消費を大きく転換させている。これは

自動車市場だけでなく，家電製品や住宅も含めて，省エネルギーの問題をより消費者に得

感を与えるコンセプトで強力にアプローチを行っている。これにより安全や環境面だけで

なく，パーソナルファイナンシャル・サービスの経費削減にも影響を及ぼしている。自動

車については燃費によるガソリン代のみならず，運転中の車内ブザーによって事故を軽減
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し，結果的に自動車保険の見直しが図れたかもしれない。コストについては後述するが，

省エネルギー対策やハイテク技術を搭載された車や家屋によって新生活を迎えられるので

あれば，それを使用しエネルギー対策に貢献していることやハイテク装備を身につけたこ

とは，それぞれの満足感や価値観を共有し，それが一つの生活シーンとなり得るものだと

いえる。 

② 価格(Price)からコスト(Cost)へ 

 ここでいう価格とは,決済口座の口座維持手数料,売買手数料,入出金・振込などの各種手数

料,定期預金やカードローンの金利,保険会社の保険料,クレジット会社の年会費や加盟店手

数料など定価の設定のみだけではなく,割引や優遇条件の設定も含まれる。 

 日本の金融業界では価格設定への注意は十分といえない。1 社が価格を下げると連鎖的に

価格ディスカウントが起こり,容易に価格競争に陥ってしまうからである。金融業界でよく

使われる価格戦略として,「価格ハンドリング」と「プレミアム・プライシング」がある。

「価格ハンドリング」は,簡単にいうと,セット販売の時に安く価格を設定することである。

例えば,定期預金と投資信託をセットで買えば,定期預金金利を通常より高くすることや投

資信託の手数料を安くする方法である。また「プレミアム・プライシング」は普通の低価

格サービスと高価格のプレミアム・サービスを提供し,価格に敏感な顧客層には前者,価格よ

りもサービスの質にこだわる顧客層に後者を提供する方法である。 

クレジットカードには,価格によって区分されているものが多くみられ,年会費が高価な

ものもあれば無料のものもある。これは,高品質のサービスやブランドに高価格を払っても

よい顧客層と,基本レベルのサービスに最低価格を支払う顧客層という異なる顧客層が市場

に同じく存在することから,価格設定の区分が成り立っている前提によるものである。また

企業としてはプレミアム価格に見合うサービスを提供できる能力があるというブランドが

確立していることがあげられる(戸谷,同上書, p.31159)。 

 しかし,パーソナルファイナンシャル・サービスについては,すべてを価格として捉えるの

は適切ではない。保険商品や住宅ローンの支払いは，現在の生活もまた将来へ向けての投

資と考えるべきである。パーソナルファイナンシャル・サービスにとって,コストについて

一番頭を悩ませるのは金利であるだろう。金利は顧客がサービス提供に対して見合うコス

                                                                                                                                                     
158 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
159 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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ト(Cost)を自ら選ぶことはできる。特に住宅ローンの金利は複雑すぎるため FP によって長

期間わたってのコスト計算シミュレーションをしていかないと健全な対策はできないであ

ろう。さらに同時にサービス維持のために手数料の支払いが継続する。手数料の支払い継

続すらままならない生活の 2 極化があることを忘れてはならない。当初の価格というその

ものの感覚を忘れてしまい，コスト生活といった感覚に陥ってしまった現状もあるだろう。 

①「製品から商品へ」において前述した自動車市場と自動車保険について経費削減を含

めた価格面で見てみると，電気自動車やハイブリッド車の価格は,通常のエンジン車と比べ

て 50 万～100 万円割高である。割高である分ハイテク技術が搭載されているのは間違いな

い。それに対して自動車保険は車に環境配備や安全な機能を装備したことによって事故が

減り，自動車保険料が割安になったとしても，長期的に見て割高分がカバーされているの

かは結果的判断によるものだと思われる。しかし我々はランニングコストを嫌がる傾向に

ある。したがってそれぞれの諸問題を購入時点の割高によってアプローチすることにより

お得感を出している。 

住居面でみると,新築や改装するにあたり環境配備やハイテク技術,バリアフリー等を含

めた設置をしたとしよう。設置することにより便利にはなるが建築費は割高となったとし

て,後に住宅ローンを含めた税金対策や保険に負担又は割安になったとしても，将来的にか

かるであろうコストは住居にこれらを設置しないのと比べて予測できないものとなるだろ

う。したがってパーソナルファイナンシャル・サービスについては，商品の価格設定にあ

たって一つの商品の価格というより，商品の選択によって継続するコストを視野に入れた

考えた方がわかりやすいのかもしれない。 

③ 流通チャネル(Place)からチャネル(Channel)/ 利便性(convenience)へ 

 パーソナルファイナンシャル・サービスにとって店舗・ATM・電話・インターネットな

どのサービスは,提供するチャネルに関する戦略すべてに含まれる。自由化による製販分離

の進む中,顧客が利用する販売経路が変化してきている。わが国では高齢化社会や ICT の普

及によって販売チャネルが多様化してきたことから,顧客の求める価値に合致した入手容易

性も変わってきているのである。第 2 章,2-2,3)で論じたチャネル体系の構築において,パー

ソナルファイナンシャル・サービスのチャネルは，保険会社についても教育資金について

もサービスが多様化し,それによってチャネル体系が多様化していることから，一つの流通

チャネルだけでニーズが満たされるものでもないのである。 
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 ICTの普及によって販売チャネルが多様化してきたことや市場環境変化の影響によって，

利便性を求めることが一つの価値創造へとつながっている。一つは，スマートフォンは歩

く PC 機能を備えた生活機能の拡大によって，いつでもどこでも自創または他と共創できる

存在となった。スマートフォンからの発信によって情報検索から購入後の受取まで多数あ

るチャネルから自分の受け取りたい方法や時間まで選択を行い，利便性を求めながら時間

消費をいかにして効率よく進めている。例えば，通信教育をスマートフォンにダウンロー

ドまたは専用 Web を開設することによって通勤時間中に学習することや，短期間のみの損

害保険に契約する場合に現地のみならず思いつきだけで申込から契約までできる機能は，

チャネルの利便性のみならず時間の効率化と生活の自己実現以上XXIXの価値を求めている。 

④ プロモーション(Promotion)からコミュニケーション(Communication)へ 

 プロモーション(Promotion)は,広告宣伝やボーナス・キャンペーンなどの販売促進活動,

顧客と直接相対する従業員の使う商品説明資料などが含まれる。商品性がどれほど優れて

いても,顧客にその価値を理解してもらわないとその商品は売れないのである。そもそもど

の商品・サービスがどのような顧客のどのようなニーズを満たすことを今までマス・マー

ケティングによって成功してきた企業にとっては深く考えなかったことだろう。 

コミュニケーション戦略はそもそもファイナンシャル・サービス自体が特有な特性を持

つ商品であったため，金融業界が最も苦手としているものの一つであった。サービス業は

実際に体験しないで商品内容を認識することは難しいため,従業員の行動すべてが顧客との

コミュニケーション(Communication)となり得るものと考えられる。FP は顧客との相談業

務を行う前に,FP バッチやライセンスカードを提示することによって顧客に信頼性をもた

せている。 

コミュニケーション戦略は，どのような技術・手法を用いて行うかが重要である。まず

は顧客接点の場を設けるにあたって，インターナル・マーケティングの実践とチャネルの

多様化をどう行うかが一つの課題である。さらにリレーションシップの構築によってコン

サルティングサービスの提供などが重要なものの一つとなる。 

現代においては，SNS による口コミもまたデジタルツールの利便性が一つのコミュニケ

ーションツールとなっている。特にパーソナルファイナンシャル・サービスについては，

利便性によるチャネル活用が一つの重要なものの位置づけとなっている。したがって金融

業界や保険業界も含め今後大変革が求められている。次々と新しいコミュニケーションツ
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ールやデジタルツールが開発され，マーケティングコミュニケ―ションツールが使用され

ていった利便性との関係は，顧客にとってみればサービス購入における入口が広がると同

時に，購入までたどり着くルートも多様化してきたといえる。具体的な新しいコミュニケ

ーションツールやデジタルツールの例については第 5 章にて取り上げている。またマーケ

ティングコミュニケ―ションツール使用による利便性と関係性については第 6 章にて論述

している。 

2)  パーソナルファイナンシャル・サービスにおける特有の 3P 

(1) 有形化(Physical) 

 ファイナンシャル・サービスの無形部分は,無形のゆえに顧客の手元に形として残らない。

そのためモノのように品質を測る不良品率や耐久性などの客観的・合理的基準が作りにく

い。目に見えないものは評価しにくい。したがってサービス業はサービスの結果を「有形

化」,すなわち「目に見える形に変換する」努力が必要となる。無形なものを有形化するの

は,サービスの価値を顧客に分かってもらうための手段となる。 

 パーソナルファイナンシャル・サービスのなかには,購入された後も消滅しないものが存

在する。生命保険や損害保険などの保険商品,定期預金や投資信託などの資産運用商品,ロー

ンなどがこれに該当する。当初購入時にサービスを受けるのみではなく,保険加入期間中ま

たは投資信託を保有している期間中,あるいはローンを借りている期間中など,全てにわた

ってサービスは継続している。しかし,目に見えないこれらのサービスを受け続けていると

いう意識が顧客の側にあるとは限らない。それを有形化して顧客にサービスの価値を思い

出してもらう必要がある。 

 なかでも,最も有形化が必要とされるのは,何事も起こらなければ顧客との接触がほとん

どない保険商品であろう。生命保険ではそれが何十年にもなりうる。一度加入したからと

いって,保険会社がその顧客とほとんど接触していなければ,他社に顧客を奪われる可能性

は高くなる。そのため保険外交員は,定期的に訪問をすることによってサービスの価値を顧

客に認識させているのである。 

 証券会社は，上場会社では現在はペーパーレス化に伴い株券が廃止されたことから，株

券を送ることはせず，また通帳も発行されないが，その代わりに売買があると必ず売買通

知書が送られてくる。さらに残高等についても数か月に 1 回単位で個々の取引状況が記載

された書類を送ってくる。株や投資信託などは 2 次流通市場があり,売買・解約が前提とさ
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れるものは,保有期間中に市場の動きによって価値変動が生じる。解約して他の商品を購入

する方がよい場合もあれば,そのまま保有し続けた方がよい場合もある。顧客がそれを決め

るための情報の提供を企業内にいる FP に対し相談を求めているのであれば,顧客もサービ

ス価値を感じるであろう(戸谷,2006, pp.32-34160)。 

(2) サービス提供過程(Process) 

 ファイナンシャル・サービスにおいて,生産と消費が分離できず同時消滅してしまうもの

や在庫にしておくことができないものについては,サービスの提供過程をうまく設計する必

要がある。プロセスとは,顧客にサービスを提供するさまざまな方法を指す。サービス生産

のプロセスは,顧客に直接接するフロント業務の背後にあるバックヤード業務と関係が深い。

しかし,ここではサービス商品の要素として,顧客が直接体験するプロセスについて検討す

る。 

 サービスの提供過程において顧客が関心を示すのは,一つは,そのサービス過程が標準化

されたものか,または顧客の要求がカスタマイズされたものかである。今一つは,そのサービ

ス過程に顧客の参加がどの程度求められているかである。ファーストフードのような標準

化の程度が高いサービスは,安定してバラツキのないサービス提供が求められる。また顧客

からみれば,サービス提供の迅速性が重要な品質評価項目となる。一方,カスタマイズレベル

が高いサービスでは,顧客の個別の要求にこたえられるレベルが重要な評価項目となる。ス

ピードよりもサービス提供能力についての信頼性と顧客への共感性が大切なのである。 

例えば,ある米銀では,従業員のシフト勤務体制を店頭が最も混む時間帯にテラー(窓口係)

の数を最も多くなるように設計している。店舗においては,「フロント・オフィス」XXXと「バ

ック・オフィス」XXXIのレイアウト設計を顧客との関係がスムーズになるように,従業員の事

務処理部分を考慮したうえで,店舗を事務処理中心の場から顧客中心のスペースへ代えてい

る。すでに三重銀行やりそな銀行などでその試みが行われており,サービス提供にかかわる

フロント・バックのオペレーションの再構築がポイントとなっている (戸谷 ,同上書 , 

pp.35-36161)。 

(3) 参加者(顧客参加)(Participants) 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは,「顧客がそのプロセスに参加する」財でもあ

                                                   
160 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
161 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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る。FP が顧客に対してヒアリングをするのも,ファイナンシャル・サービスの提供過程に顧

客を能動的に参加させるための仕組みを有効に機能させているのである。まず参加(ヒアリ

ング)するルールを定め，顧客は自分の情報を正しく伝えることで,サービスの提供過程に参

加し,その情報に基づいて自分のライフプランにあった提案を FP から受けるというメリッ

トが得られる。顧客は情報提供のための労力というコストを払うことになる。これは払っ

たコストに見合う見返しが十分にあると顧客に思ってもらえてはじめて機能する仕組みで

もある。 

 顧客参加は,「参加者」と呼ばれることがある。顧客参加(参加者)とは,適切な参加者が適

切な行動をとれる仕組みの構築を意味する。この時の参加者とは,サービスが生まれる場所

にかかわるすべての参加者,つまりサービスを提供する従業員とサービスを受ける顧客に加

えて,その場に居合わせるすべての人を指すのである。混雑している中,待ち行列ルールを無

視して割り込む人がいたり,隣の窓口で従業員が顧客に無礼な態度を取っているのを目のあ

たりにしたりすれば不快になる。事前に繁忙日を知らせて顧客が HP 等でチェックできる

ようにして混雑を分散させる効果は顧客の参加なしに解消できるものでもない。参加者で

ある従業員の適切な行動を引き出すためには人事部門の採用や研修，評価基準など，イン

ターナル・マーケティングの向上が求められる(戸谷,同上書, pp.36-38162)。 

4-3 小括 

 4-1 では,パーソナルファイナンシャル・サービスにおけるターゲット基準について，生活

者市場フィルターを用いて各世代へのターゲット戦略を絞り込み,若年層における現代の生

活に合ったパーソナルファイナンシャル・サービスの利用方法の実態を述べた。4-2 では,

パーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティング・ミックスの 4P から 4C への変

換という新たな視点を述べ,またファイナンシャル・サービスに特有の 3 つの P を提示した。 

 上記の記述はこれを第 3 章 3-2 で提示したファイナンシャル・サービスにおけるマーケ

ティングの領域の 3 つの次元の枠組み(第 3 章図 3-1)のうち,パーソナルファイナンシャル・

サービスにおけるターゲット基準は「Who」の部分,パーソナルファイナンシャル・サービ

スにおける特性・特質については,「How」にあたる部分であるといえる。 

顧客は,パーソナルファイナンシャル・サービスのニーズをもっていても,いつ,どこで,誰

に相談してよいのかわからず,何となく金融機関や各種の専門家へ足を運ぶ傾向が強かった。

                                                   
162 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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しかし,個々の解決はできたとしても,それはライフプランにおける一部分での解決にすぎ

ないため真のニーズを満たすまでには至らない部分が多かった。 

パーソナルファイナンシャル・サービスは,本来,一部分だけのサービスを行うだけではな

く,ライフプランすべてを通じて完了するものでなければならない。資産運用について今後

の相続対策や贈与,事業承継,遺言,不動産有効活用,保険の見直し,ローンなど個々の対策を行

ったとしても,それら一つ一つに横のつながりがある。現代においてはその横のつながりが

無視できない時代へと移行してきている。そこで FP が広範な知識を活用するとともに,人

のつながりによる各分野のネットワークの構築と活用が求められている。顧客のライフプ

ランにおける真のニーズに基づいた提案することは,顧客の今後における将来の設計におい

てより重要になってくるものといえるだろう。 

したがって生活者が個々のライフプランの作成において人生設計に困難をきたさないフ

ァイナンシャル・サービスを提案する必要が考えられる。それが 3 つの次元のうちの「What」

にあたる部分であり，そのためにはマーケティング・ミックスの有効性を高めなければな

らない。生活者が現存しているファイナンシャル商品の知識を向上させ，企業が個々に合

ったサービスを最大限に生かせるようにするのか,または法規制を改正させるような新たな

パーソナルファイナンシャル商品を構築すべきか,今後の社会情勢を考慮しつつ考究してい

く必要がある。 
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第 5 章 パーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティングビジネスプロセスモデ

ル 

5-1 パーソナルファイナンシャル・サービスにおける商品開発のビジネスプロセスモデル 

1) 金融サービス・マーケティングにおけるビジネスプロセス 

(1) 顧客の金融行動の理解と顧客の価値観 

 将来にわたって顧客を維持していくためには,顧客がパーソナルファイナンシャル・サー

ビスを選択購入する際の意思決定過程の全体像を捉える必要がある(図 5-1)。 

図 5-1  顧客の金融行動の理解 

 

 

 

                                                                        

                              (何を実行したいのか) 

 

  

   (何を望んでいるのか)  (どう考えたのか) 

 (どう思っているのか) 

備考：点線囲みは自社で把握できるものである。 

出所：戸谷(2006),『リテール金融マーケティング』,p.166。 

 図 5-1 は,顧客が金融行動を行うにあたって関係する要素を示したものである。通常一つ

の金融機関は,顧客の属性の一部と自社の取引状況を把握できる。それは,図 5-1 の点線で示

した部分にすぎない。顧客はそれぞれお金に対する考え方や価値観を持っているため,図 5-1

は,顧客が金融行動をとるときのベースとなるものであって,調査などで顧客に直接聞くこ

とによって初めてわかる項目でもある。そこに進学・就職・結婚・子供が生まれるなどの

ライフイベントが起こる。ライフイベントは,顧客の属性からある程度予測・推測が可能で

ある。 

そこでパーソナルファイナンシャル・サービスのニーズが発生し,顧客はそのニーズを満

たしてくれる商品やサービスに関する情報を集める。情報が十分に手に入ったならば,いく

行動全体 

自社取引  

態度(意向) 

ニーズ 

属性 
価値観 

ライフスタイル 

意思決定 
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つかの代替案を比較してサービスを受けることを決定する。その結果,行動(金融機関との取

引)が起こる。結果的に行動の一部,つまり最終的に自社が選ばれた場合の行動は把握できる

が,他社のモノ・サービスが選ばれていたら結果はわからない。いずれにせよ,自社の取引デ

ータだけでは,マーケティングにとって最も重要な,選ばれた(選ばれなかった)「理由」はわ

からない(戸谷,2006,p.166163)。 

(2) 顧客の価値観 

 顧客は,究極的には何らかの自分自身の価値観を満たすことを目的に,商品やサービスを

購入する。パーソナルファイナンシャル・サービスはその目的を達成するための手段であ

る。この考え方を戸谷(2006)は,「手段目的連鎖」と言っている。顧客がモノやサービスの

好き嫌いを語るときは,具体的な属性(特徴)について語られることが多いが,その背後には必

ず理由がある。その理由は,究極的にはその人が「自分はこうでありたい」という価値観で

ある。つまり顧客が提供されたファイナンシャル・サービスに対して感じている表面的な

好き嫌いから,さらにその背後にある価値観に遡って,その価値観を満たすために何ができ

るのかを考える必要がある(戸谷,同上書,p.169164)。 

 同じモノやサービスが,ある顧客にとって魅力的であったとしても,別の顧客にはそうで

はないことはよくある。ターゲットとする顧客にとって,そのサービスの特徴が価値を持っ

ていることが新商品・サービスを開発したり,開発したサービスの良さを伝えていったりす

るときの鍵となる。それを知る方法として,顧客ごとの価値観と手段の関係を示す「手段目

的連鎖」がある。 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
163 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
164 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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図 5-2  手段目的連鎖モデル 

④価  値  観  究極に求める価値観 

 

③情緒的価値  感情面を充たす価値 

 

②機能的価値  機能面を満たす価値 

 

①商 品 属 性 モノ・サービスの具体的特徴 

出所:戸谷(2006),『リテール金融マーケティング』,p.170。 

 顧客の価値観を知るためには,図 5-2 のような価値のつながり,顧客の心理を紐解く必要が

ある。①「商品特性」はその商品の持つ最も基本的な機能,②「機能的価値」はその商品の

持つ他の商品と差別化できるようにすぐれた特徴,③「情緒的価値」はそれを使ってみて顧

客が感じる感覚的価値である。それらを経由して④「価値観」に到達する。これらの段階

のどこの何を顧客が重視しているのかを理解して,商品開発や広告をすることで,商品や広

告は顧客の心に届くものとなる(戸谷,同上書,p.169165)。 

(3) 年代ごとの顧客の意思決定プロセス 

 我が国はすでに ICT インフラの進展から情報化社会となり,それと同時に個人のライフス

タイルや価値観が多様化した結果，企業と顧客の間でも従来とは異なったコミュニケーシ

ョンが求められている。 

 総務省は,ICT インフラの進展が国民のライフスタイルや社会環境等に及ぼした影響と相

互関係に関する調査を行い,年代ごとのメディアへの意識について図 5-3 のように示してい

る。 

 

 

 

 

 

                                                   
165 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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図 5-3 年代ごとのメディアへの意識 

出所：佐藤(2014),「金融機関における店舗改革の進展と顧客接点のあり方」『情報未来®』,p.7。 

 また加えてNTTデータ経営研究所が調査した各年代の意思決定プロセスについて以下の

データ結果を示している。さらに項目を分けてまず 1 つ目は,「わからないことがあると面

倒でも調べる」については,20 代が 65.3%,30 代が 72.5%,40 代が 78%,50 代が 82.5%,60 代

が 86%。2 つ目は,「論理的によく考えてから物事を決める」については,20 代が 52%,30 代

が 51.9%,40 代が 60%,50 代が 68.4%,60 代が 76.7%という調査結果が出ている。 

 各年代のメディアへの意識と意思決定プロセスのデータを総括すると,若い世代ほど情報

化社会に慣れており,すぐにインターネットや口コミから答えを導き出し，ある意味合理的

ではあるが,自ら考えて出した結論ではないため，あまりこだわりや執着心がない。一方,中

高齢世代は，自分自身で汗をかいて情報を集め,周囲に相談することで人とのリレーション

や付き合いを重視する。そして義理人情に厚く，出した結論にもこだわりを持ち,責任感を

持って最後までやり抜く傾向がある。 

こういった世代の価値観や考え方の違いは，金融取引行動からも見ることができる。ロ

ーンを借りた理由について，以前は馴染みや親しみを理由とする割合が多数占めていたの

に対し,最近では「手数料が安い」「金利が低い」「インターネットでも利用可能」など合理

性や利便性を支持する理由が増加する傾向にある(佐藤,2014,pp.7-8166)。 

                                                   
166 佐藤(2014)「金融機関における店舗改革の進展と顧客接点のあり方」『情報未来®』株式会社 NTT デ

ータ経営研究所。 
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(4) ライフプラン向けの運用商品開発 

 金融サービスにおいて株式投資は趣味で行う人も多いかもしれない。そういった人たち

の価値観は,「リスク許容度」ではなく「スリルを楽しむ」ことや「自尊心の充足」を持つ

ことに見出している。ここではそのような例ではなく,ライフプランにおけるパーソナルフ

ァイナンシャル・サービスの利用によって,どのような価値観をもとに資産運用商品の開発

を行っているかの例を具体的に示すこととする。 

 生活を楽しみたい人は自由度が大きすぎない預入方法を好む。実際に商品を開発すると

きには,目的に合わせて複数商品・複数回答者のラダーを作成し,それを階層構造にまとめて

大きな像を描くことになる。消費性向が活発で今現在の生活を楽しみたいという性向を強

く持つ人は,そのような性向を自ら認識しているため,自分で自分にある程度の制約を課そ

うとする。そのため強い制約を嫌うと同時に完全に自由なものも好まず,預入方法は自由度

が中程度のものを最も好むのである(戸谷,2006,pp.172-173167)。 

戸谷(2006)は価値観と貯蓄商品の属性の関係を図 5-2 の「手段目的連鎖」のそれぞれの価

値観と照らし合わせながら,ライフプラン向けの価値観につながるには 2 本のラダーがある

と示している(図 5-4)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
167 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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図 5-4 価値観と貯蓄商品の属性の関係 

  

 

                                   

 

 

                                   

 

 

 

 

                                   

 

 

(注)図中の太線は頻度が多いラダーを表し,細線は少ないラダーを表す。 

出所：戸谷(2006),『リテール金融マーケティング』,p.173.を一部加工。 

 「生活を楽しみたい」という価値観につながる主要なラダーは 2 本ある。1 本目のラダー

は購入時の預入のしやすさを表す属性「預入自由度が大きい」から,機能的価値「いくら貯

金に回すか自分で決められる」を通って,情緒的価値「縛られない」へ,最後に「生活を楽し

みたい」という価値観へつながる。 

2 本目のラダーは,預ける金額やタイミングの自由度を示す属性「預入自由度が小さい(給

与天引きなど)」からスタートし,次に,機能的価値「自動的に貯まる」「手間がかからない」

から,情緒的価値「他の事に時間を使える」を通って,最後に「生活を楽しみたい」という価

値観へつながる。これは将来よりも今現在の生活を豊かに楽しみたい。そのためにお金を

使いたい。」という価値観である。つまり,「生活を楽しみたい」人たちに対しての商品開発

を考えるにあたって,預入時の自由度が大きいほうがよいという方向と自由度が小さいほう

がよいという方向の両方向の選好があると考えられる(戸谷,2006,pp.173-174168)。 

                                                   
168 戸谷圭子 (2006) 『リテール金融マーケティング』東洋経済新報社。 
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したがってファイナンシャル・サービスにおける生活者のサービス選択の背後にある価

値観とそれを満たす商品属性を知り,これまで行われてきた年齢や性別の表面的なデモグラ

フィック変数ではなく,個人の価値観によって金融ニーズを捉えることがこれからの金融商

品開発には必要なのである。現代の個人の価値観の一つである「生活シーン」を取り入れ

た商品開発戦略を立案することは,パーソナルファイナンシャル・サービスが従来の金融サ

ービスより身近なサービスとなる一つの鍵であるといえよう。 

(5) 顧客データ分析のための地銀連携への取り組み事例 

 日本銀行が運営する金融高度化センターが 2014 年 2 月に発表した「商流ファイナンスに

関するワークショップ報告書」によると,地銀間でのモデル共同開発における PDCA 事例を

株式会社横浜銀行(本社：神奈川県横浜市)が報告している。地域金融機関における顧客情報

分析を地銀が一つの県内だけで商流を管理するのはサンプル(データ量)の不足や分析手法

に限界があることから,地銀間でデータベースを共同構築し,マーケティングモデルの高度

化を図っている。 

 こうした大量データによる顧客情報分析に関し,海外ではさらに顧客に関する取引・物流

データや決済履歴などを集めた大量で複雑なデジタル情報を企業融資に活用する事例も見

られていると報告している。しかし大量データ分析を活用していく際の課題についての意

見も多く,顧客管理における情報については慎重に行わなければならないとしているものの

この新たなチャネル戦略を「商流情報を活用するためのインフラ整備」と日本銀行は示し

ている。 

ファイナンシャル・サービス業界において,情報のデータベースを構築し顧客情報を分析

して商品開発の研究を行う取り組みにおいては,相互で個人の情報管理を共有した場合に，

別の企業が顧客の情報を知り得た上で顧客対応をした場合の顧客の不快感やデータが利用

されることに抵抗感がある情報活用に対し,顧客がどう関心を持つかに留意しなければなら

ないだろう。 



188 

 

 

2)  パーソナルファイナンシャル・サービスにおける保険商品のビジネスプロセス 

(1)  生命保険商品のビジネスプロセス 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは複数の分野にまたがるサービスがあるが,新商

品・サービス開発時には図 5-5 のようなプロセスを経る。その中で保険商品の新商品・サー

ビス開発した場合のビジネスプロセスを一つの例として挙げてみる。 

図 5-5 商品開発のビジネスモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 

 「ビジネス」と「工程」とは,不即不離の関係にあることに着目する。「工程」は,商品も

しくは情報サイドから見た考え方であり,人の立場で考えるのが作業といえる。この「工程」

を遂行するためには,企業だけでなく従業員や顧客がかかわっている。ビジネスプロセスは,

図の①から⑪のように動いていく。すなわち,①ニーズのある市場を見つけて,土台となるモ

ノ・サービスのアイディアを作る。②アイディアを具体的なモノ・サービスに設計する。

③においてサイクルタイム(CT:予算)を立案するが,これは以後⑦～⑩の流れにおいて,どれ
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だけの加入数と保険料が見込まれるのかによって企業側はどれだけ投資できるかに関わっ

てくる。 

マーケティング・リサーチとそれに基づくアイディアの提出が承認されたら,④テスト・

マーケティングを行い,合格したものだけが⑤市場に導入される。その後⑥どこで売るか代

理店も含めた設定を行う。⑦～⑩においては顧客ニーズによって保険料が変化する場合が

ある。⑪のライフサイクルでは,さらなる顧客ニーズの獲得のための施策を行い,定期的に見

直しを行いつつ,適切な時期に撤退するというライフサイクル管理が行われる。 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは,特有な媒介性や価値変動性があるため,企業が

単にサービスに対して代金回収しただけでは本当の計画は達成したとは言えない。代金回

収において住宅ローンは長いもので 50 年間かかるものもあれば,あるいは結果によっては

保険金の支払いをせずに契約が満期となる保険もある。それはある意味,顧客ニーズの達成

でもあるといえる。したがってこの商品開発のビジネスモデルは,保険という商品の特性か

ら単に企業が計画しサービス設定を行い代金回収して目標を達成するという構図ではなく,

従業員と顧客も含めた人の動きを示し,それぞれの枠内において能力を発揮している。 

上記①～⑥までは,企業の商品開発担当者が中心ではあるが,実際のところ⑦～⑪におい

ては顧客がいないと成り立たない。⑥や⑦の顧客との接点において,優秀な FP が顧客との

リレーションシップを図ったことによって,契約後の毎月の保険料の支払いや日々の生活に

おいて健康でいられたことから,大きなトラブルもなく保険という最低保証で過ごすことが

できたのかもしれない。この関係こそがサービス業におけるサービス・マーケティングの

トライアングル(第 1 章図 1-5 参照)であろう。 

(2) 保険料の仕組み 

 図 5-5 の商品開発のビジネスモデルにおいては保険を例としてあげた。しかし保険料の仕

組みは複雑であり単に価格設定を行い,商品やサービスを売って利益を出すというものでは

ないので,保険料の仕組みを説明する。保険料の仕組みは,サービス・マーケティングにおけ

る価格設定を考えるにあたって重要な内容の一つだからである。 

① 保険料算出の原則 

 保険料算出の原則には,3 つの法則があるといわれている。1 つ目は,確率論によって生命

表から死亡率や災害事故の死亡率を求め,将来の死亡率などを見込んで保険料を算出する大
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数の法則。2 つ目は,契約者が払い込んだ保険料の総額と会社に支払う保険金の総額が等し

くなるような保険料を計算する収支相等の原則。3 つ目は,給付・反対給付均等の原則であ

り,個々の構成員の保険料負担がその危険に応じて,公正にならなければならないことを意

味している。 

② 保険料計算の基礎 

 保険料は,3 つの予定率を基礎にして計算される。1 つ目は,生命表によって年齢ごとに毎

年およそ何人が死亡し,何人生き残るかを予測し,これをもとにして将来の保険金に充てる

保険料を計算する死亡率に基づくもので，予定死亡率という。2 つ目は,予定利率である。

保険会社は保険料のうち将来の保険金支払いの財源となる部分を運用し,この資産運用から

見込まれる収益を予定として,保険料を一定の利率(予定利率)で割引いている。高く見込めば

それだけ保険料を安くすることができる。3 つ目は，保険会社は運営上必要な経費が必要と

なり,様々な事業費がかかる。これを保険料の一部として計算に入れ,その割合を予定事業率

と呼んでいる。 

③ 保険料の構成 

 保険料は,純保険料と付加保険料と 2 つの構成に分かれる。純保険料は,将来保険料を支払

うための財源となるものであり,死亡保険金を支払うための財源となる死亡保険料と満期保

険金を支払うための財源となる生命保険料からなり,計算基礎として予定死亡率と予定利率

を使用している。付加保険料は保険制度を維持・管理するための費用をまかなうものであ

り,基礎計算として予定事業率を使用している。 

(3)  保険料算出と家計の消費支出との関係 

 上記において保険料の仕組みを説明したが,今日の経済状況において保険料計算や保険料

の構成は現在も変わらないものとしても,保険料を算出し,顧客に保険料を提示することに

ついて家計の消費支出の観点から見直さなければならない時代へと突入している。これま

で保険は,満期保険金が高ければ高いほど魅力的なものと勘違いされてきた。しかし満期保

険金を受け取っても個々が受け取った後の具体的な使い道を示していない場合が多い傾向

にあった。 

またあるセールスマンがやってきて,話にのせられて次々と契約してしまい,気づいたら

多くの保険契約をして,いつのまにか家計の圧迫となっていたというケースはまた,我が国
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が保険大国といわれる中,少なくとも保険は家計の消費支出に少なからずの影響を与えてい

たことを示すものである。それでは保険商品開発のビジネスプロセスにおいて,企業と顧客

それぞれ何を追求していけばこれからの時代の真のニーズへと到達することができるのか

を考える必要がある。 

(4) 生活シーンに根付いた自動車保険ビジネスプロセス 

① 保険商品の本質 

 パーソナルファイナンシャル・サービスは媒介性という性質がある。これは保険販売の

本質にもいえる。例えば自動車保険は，車を所有・使用するにあたって受容できないと予

想したリスクを転嫁するための手段が欲しいために購入（加入）するのであって,必ずしも

自動車保険という手段に頼る必要はないのである。手段という観点でみると，リスクに対

応する手段には「回避」「低減」「転嫁」「受容」の 4 つがある。もしリスクを確実に回避す

る現実的な手段があれば，他に顧客はこれを選択するだろう(河原,2014,p.15169)。 

② 自動車の安全性投資と自動車保険の比較 

 ハイブリッド車の開発から遅れを取った日産自動車は現在,車の中に安全性システム搭載

した自動化をセールスポイントとして販売の強化を行っている。車間距離をセンサーによ

って均等に保つシステムや自動的にブレーキがかかるシステム，カメラで車外を写しだす

機能，長距離運転をした際の疲労感のアナウンス機能等，車を乗ってもらう人に安心かつ

安全に運転していられることを同社自動車の特徴としてアピールしている。 

このような安心，安全のための自動化はアクシデントによる人の怪我を回避または低減

し，車の破損や故障(車自体のトラブル)を未然に防止することができ,この点で安全性システ

ム,自動化はリスクに対する有効なコントロール手法であるといえる。損失に対するコント

ロールが高精度でかつ低コストで可能ということになれば，顧客は自動車保険よりもこれ

ら自動化への投資の方が安い選択または優先すべきと判断をするであろう。 

現状では車両の安全性に関わる領域は自動車メーカーが主導となっているが，道路環境

の整備については行政が中心となっている。こうなると保険会社にとっての競争相手は，

他の保険会社ではなく，ICT で進化したモノ・コトのすべてと考えることができる(河原,

                                                   
169 河原陽一(2014)「デジタル革命に迫られる保険会社のビジネスモデル再定義」『情報未来®』株式会社

NTT データ経営研究所。 
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同上書,p.15170)。 

③ 保険における ICT の活用とリスク情報の商品化 

 これまで保険は事故が起こってから使用するイメージがあった。何もなければ保険に入

っていることさえ忘れている場合もある。そもそも事故など何かが起こってからは遅いわ

けで，その意味で今まで保険会社が行ってきた啓蒙活動には限界がきているといえる。 

 今日では通信機器一つさえあれば，さまざまな情報を得ることができる。今まで 30 分に

1 回しか聞けなかったラジオの交通情報がカーナビに搭載されたセンサーによって随時リ

アルタイムに情報を得ることができる。ある場所で災害が起こった場合に備えて保険会社

が契約者のスマートフォンに，個々の居場所ごとに災害時の避難場所のお知らせや安全サ

ポートすることでリスク情報の商品化の提供をしている。 

欧米保険市場で先行しているテレマティクス保険XXXIIは，ドライバーの運転行動のデータ

分析を行いスマートフォンの活用で急加速，急ハンドル・ブレーキ，コーナーリングなど

の運転の滑らかさなどを測定して，保険契約者・被保険者の安全運転の診断とアドバイス

を行うもので，すでに販売されている。実際の運転行動と周辺状況を合わせた情報分析に

よって，事故・盗難の防止やドライバーの安全運転技術の向上を図り，その成果を個々の

保険料に反映させる仕組み(走行距離従量課金型)が取り入れられている。 

これは,テレコミュニケーション(通信)とインフォマティクス（情報工学）が融合したテレ

マティクス技術を用いた走行距離連動型(PAYD=Pay As You Drive)と運転行動連動型

(PHYD=Pay How You Drive)の 2 つタイプから成り立っている。このような保険会社が取

り組む ICT の活用とリスク情報の商品化には，顧客の生活シーンにおける品質の向上がう

かがえる。 

④ 従来のビジネスモデルからの脱却 

 保険商品もまた契約者・被保険者自らが生活シーンとなるよう，企業側にはその姿勢と

アプローチ力が求められている。一つは,保険代理店を単に保険の販売者として定義するの

ではなく，顧客を取り巻くモノ・コトに潜むリスクを探知し，これら情報を保険会社・顧

客と共有できる仕組みを開発・運営できるパートナーとなるべきである。さらに保険料の

あり方にも再考する必要がある。今一つは，現在の業務プロセスは「設計」,「販売」,「保

                                                   
170 河原陽一(2014)「デジタル革命に迫られる保険会社のビジネスモデル再定義」『情報未来®』株式会社

NTT データ経営研究所。 
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全」,「支払」という流れであったが，その流れの中に情報提供を加えた顧客視点のライフ

イベント型で再定義する必要がある(河原,同上書,p.17171)。 

 図 5-6 は，生活シーンに根付いた保険商品モデルの例を示したものであるが，①現在のビ

ジネスモデルでは顧客，代理店，保険会社とそれぞれ独立した関係となっており，それぞ

れの情報は一方通行となっていることが多い。これに対し，②リスク情報を取り入れた生

活シーンに根付いた保険商品モデルでは，顧客，代理店，保険会社それぞれが常に向き合

いながら,それぞれの持つ情報や技術を共有することによって，保険商品のあり方を考える

取り組みが必要となるものである。 

図 5-6  生活シーンに根付いた保険商品モデル 

① 現在のビジネスモデル 
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171 河原陽一(2014)「デジタル革命に迫られる保険会社のビジネスモデル再定義」『情報未来®』株式会社

NTT データ経営研究所。 
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住居 

② リスク情報を取り入れた生活シーンに根付いた保険商品モデル 

            

                

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

出所：河原(2014),「デジタル革命に迫られる保険会社のビジネスモデル再定義」『情報未来

®』, p.17。 

 これまで顧客から代理店，保険会社までの関係は縦割りの関係であった。しかしこれか

らは保険商品の見える化の実現と個々の生活シーンに合った実感・体感型の価値を創造し

たものでなければならない。代理店や保険会社が提示する説明を顧客も一緒になって実感

として触れながら理解することが大切なのである。 

 

5-2 パーソナルファイナンシャル・サービスのコミュニケーション戦略とビジネスプロセ

スモデル 

1) コミュニケーション戦略の計画策定モデル 

(1) 伝統的マスコミュニケーションプロセス 

「コミュニケーション」という言葉は,マーケティングの観点からみると,簡単にいえば,

企業が標的市場へメッセージを送ることができる一連の方法を指しているといえよう。マ

ーケティングコミュニケーション・プロセスは,特別な商品の特徴,ベネフィット,有効性につ

いて消費者に伝えたり,消費者に購買させるよう説得することを企てたりすることに関係す
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る共通性として考えられている。しかしながら,コミュニケーションはかなり広範囲に演じ

る役割をもっていると認識されている。商品に関して消費者の関心を刺激することのほか

に,コミュニケーションプロセスは企業がそれ自身を企画する方法,また企業がさまざまな

利害集団や株主とともに作り出そうと努めるイメージやアイデンティティとも関係する。 

伝統的にコミュニケーションプロセスは全く単純な直線の状態であるようにみえるが,こ

れは図 5-7 に示すように,多くの点で単一の企業から多くの聴取者へのメッセージの一方伝

達に支配され,かなり集中したマスコミュニケーションとしてみえるだろう。 

まずコミュニケーションの主な要素である発信者と受信者が存在する。主なコミュニケ

ーションツールとしてメッセージとメディアがあり,また主なコミュニケーションツール機

能としてエンコーディング,デコーディング,反応,フィードバックが存在する。そしてノイズ

がある(Kotler,2000,邦訳,p.671172)。ノイズとは,メッセージを歪曲するコミュニケーション

プロセスにおいて未計画妨害に関連する。コミュニケーションプロセスにおけるノイズの

存在は避けられず,歪曲されないメッセージはほとんどないだろう。 

 

図 5-7 伝統的マスコミュニケーションプロセス 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

出所：Kotler(2000),Marketing Management,10th ed.,Prentice-Hall.,邦訳,p.672. 

                                                   
172 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall. 
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コミュニケーションを理解するために,この直線上のアプローチについて考えることには

価値のあることであるが,マーケティングコミュニケーションの要素は,ますますコミュニ

ケーションのチャネル,標的市場および影響者のネットワークに関わっていると認識するこ

とが重要である。異なる消費者グループは異なるメディアを通じてではなく,同じ企業から

到達したマーケティングメッセージにさらされる。これらのメッセージが他の消費者によ

って影響されるか否かは個々の感覚によるものであろう。 

 もちろんこれらのメッセージはテレビや新聞広告,販売資料,Web,スタッフとの相互作用

によって増大する。このようなネットワークにおいてマーケティングコミュニケーション

は管理,統制されるために,より複雑になり,情報の流れは伝統的マス・コミュニケーションモ

デルが意味するよりも,より多様性がある。 

 これらの課題があるにもかかわらず,コミュニケーションはマーケティング戦略に不可欠

である。企業のレベルでは,その焦点は企業自身のためのコミュニケーションと販売促進活

動である。個々の商品やサービスのレベルでは,その焦点は消費者に企業の提供するもの(特

徴やベネフィットなど)に気づかせ,提供物が市場においていかに位置づけされるか確実に

しようとすることである。 

しかしながら,いかなる形のコミュニケーションも誤解され歪曲されることがある。そこ

で効果的なコミュニケーション戦略は,企業が提示する明確かつ理路整然としたメッセージ

を持つことを確実にするための注意深い考えと計画を要求する。このメッセージは,明確,簡

潔,正直及び信用できるものでなければならない。最終的にはもちろん,いかなる販売促進活

動も企業が伝達することができない何かのものを約束しないことが重要である。これは広

告基準その他の観点からの法的な規制は別として,供給することができないものを約束する

ことは,消費者を購買時での不満足及び将来の消費者の潜在的喪失へと導くであろう。 

(2) マーケティングコミュニケーションの要素 

 プロモーションキャンペーンには,主に 5 つのプロモーションツールからなる「手段」(広

告,人的販売,セールスプロモーション,パブリックリレーション,ダイレクト・マーケティン

グ),選択される「メディア」及び伝達される「メッセージ」という 3 つの核となる要素があ

るといってよい。これらの要素は標的市場でコミュニケーションするために,ファイナンシ

ャルプロバイダーによって用いられる。マーケティングコミュニケーションの要素には,「差

別化」,「補強」,「通知」,「説得」の 4 つの要素があり,この頭文字を取って DRIP と呼ば
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れる(表 5-1)。これらの要素はコミュニケーションプロセスを組み立てることに役立つこと

が期待される。 

表 5-1 マーケティングコミュニケーションの要素 

要素 内容 

差別化 

(Differentiate) 

知覚される独自性のある要素を作り出だすため,市場に提供するものを

差別化する。 

補強 

(Reinforce) 

商品またはサービスが提供するベネフィットについて,顧客が安心でき

るよう補強する。 

通知 

(Inform) 

顧客に知らせることによって,提供するサービスやその特徴についての

認識,知識及び理解があることを確実にする。 

説得 

(Persuade) 

特別な方法(最も普通に買い物をすること)によって,顧客を説得する。 

出所: Ennew and Waite(2013), Financial Services Marketing.,p.278.により作成。 

 マーケティングコミュニケーションの構成要素は,顧客に対して効率的に行い,いかなる

キャンペーンも効果的であるように確実に管理されなければならない。このような目的も

また,マーケティングコミュニケーションのそれぞれの方法が一貫したメッセージを送り続

け,かつマーケティングコミュニケーションがマーケティング・ミックスの他の要素と並列

することが重要である。さらに有効なコミュニケーションを通じて,マス・メディアがきっ

かけを作り,顧客とオピニオン・リーダー同士が対面して行う人的コミュニケーションチャ

ネルや顧客同士が SNSやダイレクトメール等を通じて行う非人的コミュニケーションチャ

ネルを組み合わせた双方向性コミュニケーションプロセスは,現代のマーケティング戦略に

おいて重要なコミュニケーションツールとなっていることはいうまでもない。 

(3) プロモーションキャンペーンの計画策定の諸段階 

プロモーションキャンペーンの計画策定について考える最も簡単な方法は,図 5-8 に示す

ように一連の段階として考えることである(以下の説明は,Ennew and 

Waite(2013),Financial services Marketing ,pp.279-284.による)。 
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図 5-8 販売促進キャンペーンの計画策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所: Ennew and Waite(2013),Financial Services Marketing.,p.279 . 

① 目標 

 目標を明確にすることは,販売促進キャンペーンに含まれるすべてにおいて何を達成しよ

うとしているかを知るために重要なものである。しばしば目標は売上増加の点から述べら

れるが,他の目標は意識を高めること,特別なイメージを作り出すこと,重要パターンを平準

化すること等に関わる。一般に販売促進キャンペーンには,これを下支えする 2 つの目標タ

イプがある。一つは「行動」,特に購買行動により多くの焦点を合わせることである。今一

つは「態度」,特に考えや感情に強い焦点を集めることである。 

・需要の影響 

 プロモーションは,サービスまたは一連のサービスのための需要レベルに影響を与えるこ

とに向けられる。通常これは,競争者から離れて新しい顧客を引きつけることを通じて需要

レベルを増加すること,既存顧客による使用を増加すること,または顧客紹介を奨励するこ

とを意味するだろう。このタイプの販売促進活動は,主に現在または潜在的顧客がどのよう

に行動するかに影響を与えることに関係する。 
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⑥ 実施と監視 
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・企業イメージ 

 多くの販売促進キャンペーンは,特別の企業イメージを創り出し維持することに向けられ

る。このようなキャンペーンはファイナンシャル・サービス部門において特に顕著である。

なぜならばファイナンシャル・サービスの特徴は,企業がブランドや評判に特別な注意を払

わなければならないからである。この性質を持つキャンペーンは新しいブランドのために

意識を構築することに焦点を合わせるかもしれないが,一方で既定ブランドのためには,そ

の目的は積極的な考え,感覚および信頼を開発することに焦点を合わせるであろう。図 5-8

は,基本的に企業イメージを構築することに焦点を合わせるマーケティングコミュニケーシ

ョン活動の例を示している。 

 目標は,可能な限り量で測るべきである。販売促進の目標は売上高または売上高の増加の

ための標的を明白に記述することである。その代わりにイメージに基づいた目標の場合に

おいては,標的は企業の意識レベルまたは企業に対する態度に基づいて設定されることにな

る。 

② 標的顧客の識別(効果階層モデル) 

 販売促進計画策定の次の段階は,集団が販売促進活動の標的であるという識別を要求する。

すなわちそれら集団がメッセージを受けることになる。これは,特定なサービスのために標

的市場を定義すること,または一般公衆を特定することを含むことになるだろう。 

 しかしながら,知識と企業イメージの意識の点から,消費者とサービスの範囲の間に相違

があることを認識することも重要である。特に消費者は購買をよく考えるとき,多くの異な

る段階を通り抜けているといわれている。この一つの例が AIDMA モデルとして知られて

いる。消費者は,意識(Awareness) してから興味(Interest)を持ち,欲望(Desire) を持ち,記憶

(Memory)させ,最後に行動(Action)するというように動くと予想するものである。これに関

連する効果階層モデルXXXIIIは,消費者は 6つの段階(意識,知識,連結,選好,確信,購買)を通り抜

けると提示する。標的顧客を定義するプロセスは,消費者が到達することになる AIDMA／

効果階層モデルにおける連続の段階をよく考えるべきである。商品の意識を創り出すこと

または商品に興味を持つことに関する販売促進メッセージと媒体は,購買の欲望を創り出し,

実際の購買を刺激しようとするものとは違うようにみえる。 
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③ メッセージの定型化 

 標的顧客を識別した次の段階は,メッセージがどの形をとるかを確立することである。い

かなるメッセージも 2 つの重要な要素に分けることができる。それは,メッセージの内容と

形である。 

 メッセージの内容は,送り主が受け手に伝えたいと望む基本的な考えや情報に関するもの

である。商品はなぜ異なるのか,提供するベネフィットは何か,さらに消費者に対し,利用代替

物ではなく,なぜこれを購入すべきか,明確な内容にしなければならない。 

 いったんメッセージの内容が確立されると,次の段階はこのメッセージがどの形をとるか

よく考えることである。広告やコミュニケーション代理店のように自社外からの創造的な

参画は重要なものになろうとしている。このプロセスは,標的市場のために最も適する形で

メッセージの内容を提示する言葉,音声および視覚のシグナルのうち最も適切な結合を見つ

け出すことを含む。これはあり得る誤解を避けるために暗号化するプロセスで大きな注意

を払わなければならないことを意味する。 

それと同時に，潜在的消費者が伝達される情報を吸収できるように広告やチラシに注目

を引きつけ,十分な興味が継続する形で,情報は提示されなければならない。これは消費者が

過去の広告メッセージを飛び越すことができる変化した解読や気軽さを考慮に入れると,ま

すます主要な課題となる。 

④ 予算の設定 

 予算は全体として,プロモーションミックスの個々の要素のための後の段階で,販売促進

実行のために確立されなければならない。販売促進予算の規模を決定するための厳格なル

ールはない。同じ広範囲な市場内でさえも,企業は販売促進の支出の点から見て予算設定は

非常に大きく異なる。販売促進予算の考案には以下のようにいくつかの異なるアプローチ

がある。 

・予算可能法 

 企業の販売促進の支出は,全体的な企業予算の利用可能である支出に従って決定されると

いうものである。企業は余裕があると考えるものを基本的に支出する。 

・売上高法 

 このアプローチは,売上高のある割合(％)として販売促進予算を設定する。これは暗黙のう

ちに販売促進が売上高を導くのではなく,売上高が販売促進を導くことを意味する。すなわ
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ち販売促進予算の規模は,望まれる将来の売上高よりもむしろ,過去の売上高に依存すると

いうものである。 

・微分法 

 予算は前年の支出の増分として設定する方法である。これは特に中小企業に広く用いら

れる。しかしながらそれは市場と販売促進支出の間の現実の結合を提供するものではなく,

支出レベルを提案する販売促進目標または市場目標を導くものではない。 

・競争者対抗法 

 このアプローチは,競争手段として販売促進の重要性に焦点を合わせ,競争者の販売促進

に対抗して予算設定を課する。 

・目標・課題法 

 これは販売促進予算の確立のための最も理論的アプローチであるだろうが,多くの計算上

の複雑性ゆえに実行することは最も難しいだろう。結果として広く用いられていない。そ

れは明確な計量目標を信頼し,正確な費用がこれら目標を達成するために求められる活動に

基づいて計算されることを要求する。予算はこれらの費用に基づき,そのためマーケティン

グマネージャーは明示された目標を達成させるべき正確な予算を持つ。 

 大多数の研究者は,一般にマーケティング予算,特に販売促進予算は年間費用としてでは

なく,むしろ投資としてみるべきであると議論する。このアプローチは多くのマーケティン

グ活動,特に広告は累積的な効果を有し,ブランド構築に重要な役割を与えると議論する。も

し販売促進支出の効果が数年を超えてインパクトをもつならば,毎年の基礎として費用に焦

点を合わせて予算設定することは間違った方向を導くことになるだろう。 

⑤ プロモーションミックスの選択 

 販売促進支出の適切なレベルを決定しつつ,プロモーションミックスは企業に利用可能な

さまざまな販売促進手段,すなわちプロモーションの形態によって割り当てなければならな

い。このプロモーションミックスは,企業,商品及び市場を横断して異なるであろう。一般化

することは難しいが,リテール市場はしばしば,広告,セールスプロモーション,パブリックプ

ロモーション/パブリシティのようなマスコミュニケーションの方法をより多く利用するが,

人的販売(対面販売)は企業顧客にはより重要であろう。 

パーソナルファイナンシャル・サービスにおいては,人的販売はより複雑なファイナンシ

ャル・サービスのために，リテール市場において相当広範囲にわたっている。しかしなが
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らマス形態のコミュニケーションはクレジットカード,当座預金,普通預金のようなあまり

複雑でないサービスにおいてもポピュラーなままになっている。 

 販売促進の間に高度な代替性があるので,企業はコミュニケーションの異なる方法の強さ

と弱さをよく考え,特定の商品と市場に最も適した組み合わせを選択しなければならない。 

⑥ 実施と監視 

 いかなる計画においても,最終段階は実施と監視のプロセスに関わる。実施は,課業の配分

と時間尺度の明細に関係する。監視は販売促進キャンペーンの進行の規則正しい評価と変

化が必要とされる領域の識別に焦点を合わせる。多くの企業が直面する問題は,販売促進活

動の有効性を測定することが困難であるということである。販売促進の有効性を評価する

ために用いられるアプローチは,以下のようにいくつかある。 

・事前テスト 

 事前テストは,選ばれた消費者へ販売促進キャンペーンを実演することを含む。彼らの反

応に基づいて,キャンペーンの有効性や弱点の除去を行う。しかし,事前テストは有望な有効

性を保証するものではなく,多くの成功した広告は事前テストに失敗してきた。 

・事後コマーシャル市場調査 

 コマーシャル市場調査は,キャンペーンが始まるとすぐにリコールと理解のレベルを測定

するために広く用いられてきた。リコールと理解の調査は基礎的なメッセージが標的市場

に伝達されているかどうかを表示することができるが,キャンペーンが購買を刺激する点か

らみてどれほど有効であるかを評価することにはほとんど適切ではない。なぜならば,人々

が広告をリコールした,またはサービスに気づき,興味を持ったといっているといっても,そ

れはこれを購買するつもりであるということを意味しないからである。 

・統計分析 

 統計分析は,売上高のレベルにおいて広告のインパクトを評価するのにしばしば用いられ

る。基本的にこれはキャンペーン前の売上高をキャンペーン後の売上高と比較することを

含む。このような調査結果はキャンペーン後の売上高の変化をしばしば引き出すことがで

きるが,キャンペーンが現実に変化を引き起こす原因となったことを説明することは難しい。 

 このようにキャンペーンを評価することは困難であり,理想的な企業はいくつかの異なる

情報源を用い,消費者の詳細な調査を企てることになるであろう。実際,異なる調査形態の費

用は,一般またはコマーシャル研究についての信頼及び評価における詳細かつ適正な損失の
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容認をしばしば導くのである。 

(4) プロモーションの形態 

プロモーションミックスは企業に利用可能なさまざまな販売促進手段,すなわちプロモー

ションの形態によって割り当てなければならないことを前述したが,ファイナンシャル・サ

ービス提供者にとって利用可能な一連の異なる重要なプロモーション手段には以下のもの

がある。 

① 広告 

 広告は有料で,サービスの提供に関わる商品やアイディアの非人的提示を含むマスコミュ

ニケーションの形態である。広告は,多くの顧客に対する到達力のコストが効果的であるた

めに,パーソナルファイナンシャル・サービスにおいて最も広く用いられている販売促進手

段の一つである。 

 しかしながら,パーソナルファイナンシャル・サービスの特徴は広告を開発するとき,いく

つかの困難さを示す。既述したようにファイナンシャル・サービスはサービス自体が無形

性なので，広告でサービスを示すことはほとんどない。その上,顧客は購買の決定をするの

に大量の情報をしばしば求めるが,多くの形態の広告はこの情報を利用可能にするのに全く

効果的でない。 

 ファイナンシャル・サービスの広告は,ミスリードされる可能性があるため,多くの国で注

意深く統制されている。商品の複雑性と制限された顧客関心の組み合わせは,創造的提示の

いくつかの形態がミスリードされることがあることを意味する。 

 広告は多くの形態をとり,ファイナンシャル・サービス組織によって用いられる広告のタ

イプは定まった目標および標的顧客の性質によって影響される。広告のタイプがたとえど

のように用いられるとしても,サービスをより触知できるようにするために,また顧客が知

覚するリスクを減少するために,一層透明であり,信頼と信任を構築するために特別な注意

を払わなければならない。 

② 人的販売 

 人的販売は,ファイナンシャル・マーケティングにおいて果たすべき二重の役割をもつ。

それは流通チャネルであり,またコミュニケーションの手法である。人的販売は企業向け市

場において最も一般的であるが,パーソナルファイナンシャル・サービスおいても広く用い
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られる。コミュニケーションの形態として,人的販売の主要なベネフィットの一つは,顧客か

ら企業への即時的フィードバックがあるということである。他の形態のコミュニケーショ

ンは 1 方向であるのに対し,人的販売は 2 方向(双方向)であるといえる。 

 このように人的販売はプロモーションの価値を示す効果的な形態であるが,それはまた,

かなりの費用のかかるものである。費用がかかると同様に,それは管理することが難しいプ

ロモーション形態でもある。実演販売や販売会を行ったとしてもファイナンシャル・サー

ビスそのものを具体的に説明することは難しい。またそのサンプルは手に取って感じるも

のではないので,実際のところは過去の事例や既存顧客からのインタビューを直接公開する

ことやこれらをまとめたパンフを渡すことになるだろう。そこでいくつかの企業はテクノ

ロジーの使用を通じて人的販売の費用の管理をしようとしている。アバター(仮想現実にお

ける自分の分身)技術は,バーチャル顧客サービス代理人やアドバイサーを創り出すために

用いられる。 

③ パブリックプロモーション/パブリシティ 

 パブリシティは通常無料で行われる非人的コミュニケーションの形態として定義される。

広告と同じようにマス顧客を対象とする。パブリシティが無料であるのに対し,パブリック

リレーションは有料である。 

 パブリシティは,企業に多くのベネフィットを提供する。パブリシティは多くの顧客へア

クセスすることができ,そのメッセージは高度の信頼を持つと考えられる。しかしながら,そ

れは最終的な提示や企業についての情報のタイミングがテレビ,新聞,新しいオンラインプ

ロバイダーのようなメディアによって編集されるので,実行し統制することがより難しい形

態のプロモーションの一つでもある。 

 伝統的にパブリシティやパブリックリレーションは正規で有益なプレスリリースを創り

出し,ジャーナリストとの良好な関係を構築するのに集中しているようにみえる。したがっ

てその重要性は過小評価されているが,広告スペースやコスト負担の面からパブリシティの

重要性は増加しつつあるといえるだろう。 

④ セールスプロモーション 

 ファイナンシャル・サービスにおけるセールスプロモーションは,販売促進のデマンドプ

ル(需要拡大)手法であるとして,通常述べられている。デマンドプルの販売促進は,商品購入
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の直接的な誘因を消費者に与えることと関わる。セールスプロモーションで利用可能なテ

クニックは多様であるが,最もポピュラーなものは,サービスと結びついたベネフィット,値

引き,競争,クーポンなどがある。しかし,パーソナルファイナンシャル・サービスおいて,サ

ービスと結びついたベネフィットについては顧客がサービスを購入した次回以降も上乗せ

することはできる。 

値引きやクーポン制度は,インターネット販売からの成約した場合の割引や来店の際にパ

ンフ等を持参した場合は初回相談料無料など,初回や何か付随したサービスについては行わ

れている傾向にあるが,直接ファイナンシャル・サービスおいて行うことは困難であろう。 

⑤ ダイレクト・マーケティング 

 ダイレクト・マーケティングは,購入,紹介,または他の関連する行動を刺激する目的で行う

企業から現在または将来の顧客へのコミュニケーションを含む。 

ダイレクトメールとダイレクトレスポンス広告の特別の有利さは,最終的な購買決定をす

るのに必要な多くの詳細事項を顧客に提供する可能性を持っているということである。し

たがってこれら広告手法は AIDMA／効果階層モデルにおける最終段階(購買行動)を働かせ

るのにより効果的であるだろう。しかしながら,ダイレクトメールの能力は企業が良質であ

り,正確で最新の顧客データベースを持っていることに大きく依存する。これは多くのファ

イナンシャル・サービス組織にとって問題を提示するかもしれない。 

ファイナンシャル・サービスにおいてプロモーションの重要性は増している。ファイナ

ンシャル・サービス市場は,時代の急速な変化を経験してから市場内の競争レベルは増加し

ている。業界内では標的顧客領域に多様な商品とブランドメッセージを伝えるためにかな

りの費用を費やしている。プロモーション活動は計画実行され,そして組織のマーケティン

グ活動と一致していることが重要である。 

2) 新しいコミュニケーションツール 

(1)  マーケティングコミュニケーションとデジタルツール 

近年,マーケティングコミュニケーションを管理するために用いられたチャネルと技法に

おいてかなりの変化がみられた。ここでは顧客との相互作用を管理するために用いられる

マーケティングコミュニケーションとデジタルツールの新しいアプローチに焦点をあてて

述べる(以下の説明は, Ennew and Waite,2013, pp.293-297 による)。 
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 ファイナンシャルサービスマーケッターによって用いられた手段と際立った特徴に関し,

特に近年におけるスマートフォンの開発と増加しつつある広範囲な浸透は,モバイル技術に

対するマーケティングコミュニケーションがますますマーケティングの重要な要素になっ

てきていることを意味している。 

 モバイルでの検索行動は,デスクトップと異なっている。すなわちモバイルでの検索はパ

ソコンでの検索よりもより多くキーワードを使う傾向にあり,これらの検索用語はユーザー

が探そうとする特別なアイディアをもちながら,よりタイムリーで明確である。これはユー

ザーニーズに即座に適合し,彼らをモバイルに向ける大きな結果となる。調査によるとスマ

ートフォンユーザの 26％は,もしウェブサイトが彼らの装置にとって最適化しており,かつ

使うことが簡単ならば,より頻繁に商品やサービスを購入するだろうと示している。 

 共通の例をあげると新車を購入するとき,消費者は購入予定の車のために保険料をチェッ

クすることを望むだろう。もし検索がモバイル装置に実行されても,ユーザーがそのサイト

のデスクトップ版に向けられるのならば,顧客体験は大部分のデスクトップにより映し出さ

れたサイトがスマートフォンよりも劣ってディスプレイされ,みすぼらしいものとなるであ

ろう。旅行傷害保険は,時には旅行のはじめに買われるが,普通は最後の数分で買われる商品

である。この購入手配がそのようなモバイル装置で最適化されることを確実にするために

実際のニーズを再びハイライトさせながら,このような最後の数分の購入がモバイル装置を

使うことによってますます頻繁に起こるであろう。 

 モバイルソリューションは,簡単であることを必要とし,アプリケーションによる素早い

活用の為に適切なコンテンツ活用を促進し,AISAS モデルによるサーチとシェアを満たす

形を最低限要求する。電話番号は重要であり,ビジネスはモバイルの友好的なバージョンが

届く範囲を制限することなく,全てのモバイル装置を越えて利用可能であることを確実にす

べきである。モバイルソリューションをデザインするとき,これらの要素を心に留めておく

ことは,活用を断念する傾向を減少し,競争者とともにソリューションを求めるであろう。 

 Apps(アプス)の開発は,積極的な顧客経験を確実にする手段を提供する。なぜならば,イン

ターフェイスは特別な装置のために仕立てられ,マーケティングコミュニケーションは適切

に仕立てられていることができるからである。NatWest の簡単使用 iPad app(アプリケーシ

ョンソフト)は,オンラインサービスを使用する顧客数の増加を確実にするのに役立った。

West Pac の‘Big Red Button’(大きな赤いボタン)は革新的な衝撃節約アプリケーションソ

フトである。ユーザーは彼らの iPhone で大きな Big Red Button(大きな赤いボタン)を簡単
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に押すことによって衝撃を節約できる。おもしろいことに，この販売促進と多くの他の同

様な apps は,伝統的なメディアを依然としてかなりの信頼を寄せている。そこで現代におけ

る新しいコミュニケーションの例を示すと,以下のように提示することができる。 

(2)  デジタルツールコミュニケーションの例 

 Ennew and Waite(2013, pp.294-296)はデジタルコミュニケーションの例を一覧表(表

11-1)にしてまとめているが，ここではその一部を抜粋して，各ツールのいくつかの特徴等

を説明する。 

(E メール) 

・早く簡単な流通を提供する。 

・販売機会を横断し,売上を上げるのに理想的である。 

・即時的な反応を促進する。 

・バーチャルキャンペーンを共有し,ブログ,フォーラム,コミュニティ及びウェブサイトの情

報量を動かすのに理想的である。 

(A/B 多変量テスト) 

・異なる創造的試験とメッセージが顧客ニーズに特別仕立てられた市場の異なるセグメン

ト保有提案への機会を提供する。 

・作業コストが低い。 

・異なるメッセージやイメージをテストできる。 

・ユーザーの行動に詳細な洞察と行動を遂行するために,何が動機を与えるか提供する。 

(モバイルウェブサイト＆App マーケティング) 

・速い引用ツールに基づく購入のために理想的なメディアを提供する。 

・ブランド関与を推奨するための接近しやすさを維持する。 

・いつも利用可能であるとしてユーザーの利便性を増やす。 

(SMS モバイルマーケティング) 

・SMS 広告マーケティングは安くかつ簡単に測定できる。 

・ユーザーの訪問に依存するよりもむしろプッシュの機会を提供する。 

(QR コード) 

・速い反応を促進する。 

・キャンペーンの詳細が途中で変わった時,増刷コストの必要を取り除く。 
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・QR コードはオフラインコミュニケーションサクセスを直ちに示すので,即時な情報を提

供する。 

(ソーシャルメディア) 

・オンラインでブランドの存在を増加する。 

・会社の新聞報道とバーチャル活動のために簡単な市場ルートを提供する。 

・ソーシャルメディア監視は,ソリューションを与えるために顧客の直線的洞察を得るため

の機会を提供する。 

(オンライン顧客サービス) 

・ライブチャット機能は即時なオンライン反応を提供する。 

・オンライン iFags はダイナミックであり独特である。 

・効果的な問題解決や購入方法のアドバイスを通じて変換プロセスを援助する。 

(バーチャルマーケティング) 

・口伝えの期間に理想的である。 

・幅広いデジタル保持戦略に容易に統合される。 

・顧客をブランドで引きつける。 

(連携広告) 

・商品を市場に売り出すための幅広いアリーナ(競技場や野球場)を提供する。 

・実施して動かすのにコストは低い。 

・顧客を検索するために時間を費やすことなく,販売を勝ち取る機会を提供する。 

(ディスプレイ広告) 

・特定の顧客へ高度に標的とすることができる。 

・高度に追跡することができ,また変換を最適化するためにテストをする。 

・ブランド意識を高め,ウェブに映し出すことによりブランドイメージを促進するためには

理想的である。 

(ナチュラル検索)XXXIV 

・外部と同じように家の中で行うことができるので,比較的にコストが低い。 

・ウェブサイトは第 3 者の妨害がなく,その内容とランキング情報において完全なコントロ

ールを保つ。 

・高いランキングはブランド意識を増大し,ブランド信用性に肯定的な効果を持つ。 
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(ペイド検索)XXXV 

・実行するのが簡単で速い。 

・リスト化での保障された可視性の点から信頼できる。 

・SEO(Search Engine Optimization：検索エンジンの最適化)のように変動を受けやすくな

く,安定した広告である。 

 以上，デジタルコミュニケーションの例を説明した。設置例をみると，町中にある広告

看板やレストランのメニュー表と置いてある広告立てのほとんどには,その広告企業へとア

クセスできる QR コードが備えつけられている。マクドナルドはハンバーガーの包み紙に

QR コードを印刷させ,顧客が QR コードを利用することにより各ハンバーガーの栄養素等

の情報が得られる。連携広告を幅広いアリーナ(競技場や野球場)で行った場合は,ディスプレ

イ広告と組み合わせた手法が主流となっている。さらに広告内に検索キーワードを載せ,手

元ですぐに情報が手に入るような戦略を図っている。このように新しいコミュニケーショ

ンのツールは，ツールを組み合わせることによって効果的なコミュニケーションミックス

戦略を策定することが求められる。 

  

5-3 パーソナルファイナンシャル・サービスにおけるチャネル対象とビジネスプロセスモ

デル 

1) パーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティング・チャネルの仕組み 

 マーケティング・チャネルは商品やサービスを生産者から消費者へ移転する課業の役割

を果たす。それによって商品やサービスと,それを求める人々を隔てる時間,場所,所有の隔離

が解消される。マーケティング・チャネルのメンバーは多くの重要な機能を果たしている

が，そのいくつかの機能として,「価格やその他の条件について合意にこぎつけ,所有権や占

有権の譲渡を達成する。」,「チャネル業務を行う上のリスクを引き受ける。」,「銀行やその

他の金融機関によって買い手の支払いを助ける。」,「組織,個人間における実際の所有権譲

渡を監督する。」とコトラーは述べているが(Kotler,2000,邦訳,pp.603-604173),これはパーソ

ナルファイナンシャル・サービスにおけるチャネル戦略にも当てはまる。 

 ライフプランにおいて,人々が希望する時間,場所,所有を確保する一つの方法としてパー

                                                   
173 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall.  
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ソナルファイナンシャル・サービスを利用する。特に「銀行やその他の金融機関によって

買い手の支払いを助ける。」については,パーソナルファイナンシャル・サービス全般につい

ていえることである。本節ではパーソナルファイナンシャル・サービスの一つである保険

商品と教育サービスについて, 保険加入チャネルの変化と教育サービスのチャネル形態の

仕組み,さらに教育資金のニーズとその支払いの流れの関係をチャネル化したビジネスプロ

セスを説明する。 

2) インターネット販売チャネル選択における保険会社の取組み 

(1) 保険加入チャネルの変化 

我が国における保険販売のチャネルは,大きく分けると代理店，コールセンター，インタ

ーネット販売(ネット販売)が主流である。中でもネット販売は近年において価格の安さなど

からネット販売による加入は増加傾向にある。しかし，インターネットを利用する大半の

人はインターネットにより情報を下調べしているにもかかわらず,すべての購入プロセスを

インターネットで完結させていない。 

ネット販売を阻害しているのは，販売側の業務プロセスやコンプライアンス規則,その他

法的問題などであり，必ずしも利用者の問題ではない。消費者はどのような要因から保険

チャネルを選択し，保険会社サイドは今後どのようなチャネルを通じて消費者に保険サー

ビスを提供していくのかという問題は,消費者の保険ニーズの充足度や保険市場の効率性を

大きく左右する重要な研究課題でもある。 

現在において大半の消費者は保険購入を代理店チャネルで行っている。生保(生命保険)

または損保(損害保険)は，インターネットで保険料試算を行っているにもかかわらず，契約

は代理店で結ぶケースがほとんどである。こうした顧客属性にはどのような保険加入行動

とニーズおよび特徴があるのだろうか分析する必要がある。 

(2) 生命保険における保険加入行動とニーズ 

 生命保険においては，生命保険文化センター「平成 24 年度 生命保険に関する全国実態

調査」の調査結果から考察すると，消費者の保険加入行動については，死亡保障ニーズの

減少,ガン保険や介護保険などの生存保障ニーズの増加，家計の保険料(掛金)負担余力の低下

などが指摘されている。中でも家計の保険料(掛金)負担余力の低下，死亡保障から生存保障

へのシフトという傾向としては，第 1 に長引く景気低迷，非正規・無職等の増加により，
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若者を中心に低所得者が増加し，保険料の負担余力が低下している影響によること，第 2

に，単身・未婚の増加と長寿化の影響により，万が一の場合に死亡保険金を残したいとい

うニーズそのものが小さくなっていること，その他生活習慣病などいろいろな病気にかか

る可能性が増え，ガン保険や介護保険などの生存保障ニーズが増大していることが考えら

れる(佐々木,2014,pp.38-39174)。 

 生存保障ニーズの増大傾向の変化とネット情報の煩わしさも相まって，消費者にはいま

だに保険商品は複雑であるというイメージが強いかもしれない。保険知識をあまり持って

いない人ほど自ら購入決定を下すことに不安を持つため，民間保険会社の社会的認知度を

頼りにする傾向があるのだろう。民間保険会社の社会的認知度を重視するほど，ネット販

売を選択する余地は少ないであろう。 

(3) 損害保険における保険加入行動とニーズ 

 損害保険においては,調査会社 comScoreがインターネットユーザー2000 人を対象とした

自動車保険購入動向調査によると，代理店のシェアが高く，購買チャネルの選択理由をみ

てみると，将来的にオンラインで購入する見込みがないと回答した人の 66％が「人と話し

たり会ったりしたい」，同 26％が「保険はオンラインで購入するには複雑すぎる」とその理

由を挙げている。 

損害保険は生命保険と同様，手に取ることのできない「契約」という形式の保険商品で

あり，保険商品が複雑なものになればなるほど，顧客側は保険商品を理解し，比較するこ

とが困難となる。こうした保険商品の特性から，自分だけで判断・選択するのではなく，

専門家のアドバイスをもらってから購入したいという人は依然として多く存在する。一方，

自動車保険を代理店で購入しなかった人たちが他のチャネルを選択した理由に，オンライ

ンやフリーダイヤルの 24 時間対応の利便性や速さを評価している(池田,2011,p.5175)。 

(4) ネット生保の顧客属性 

① ライフネット生命株式会社の顧客属性XXXVI 

 代理店の営業マンとの対面による接触を求めず,自ら能動的にインターネット経由で生命

保険に加入するのはどのような顧客層であろうか調査する必要がある。ライフネット生命

                                                   
174 佐々木一郎(2014)「生命保険の販売チャネル選択に関する要因分析」『生命保険論集』生命保険文化センター。 
175 池田香織(2011)「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行動変化と新たなマ

ルチチャネル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』損保ジャパン日本興亜総合研究所株式会社。 
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株式会社(本社：東京都千代田区)が調査した自社商品契約者を対象とした新規契約による顧

客属性を考察してみると，まず年齢分布は 20 歳代が 25％，30 歳代が 54%，合計 79%とな

っておりXXXVII，全社平均XXXVIIIの 41%と比べると若年層に偏重している。 

しかし，ネット証券においては金融資産を多く保有する 50，60 歳代の利用層が若年層並

みの比重を占めており，必要であれば中高年層もインターネットを活用しているXXXIX。ラ

イフネット生命は若年層に訴求するような価格設定やマーケティング戦略に取り組む会社

のスタンスをとっており，またインターネットを中心に若年層が好む媒体に重きをおいた

プロモーション活動を行っている。 

 これに加えて,いったん加入すると乗換がしづらいという長期契約である生命保険商品の

特性から，ネット生保契約者に若年層が多い理由があると考える。しかし，一般に生命保

険契約については，「解約すると損」と理解されていることから，既契約を継続するか新規

契約に乗り換えるかを客観的に評価することが必ずしも容易でないこともある。新しいネ

ット生保は長期間にわたって生命保険に契約してきた中高年層よりも，これから新規で加

入する若年層に受け入れやすい理由となっている。 

 次に顧客の地理的分布については,いわゆる都市部に居住する契約者が 75%でありXL，全

社平均の 55%に対しても高い割合を示している。その理由はそもそも都市部において若年

層の割合が高いこと，また一般的に新しい商品が流行するのは都市部の方が早い傾向があ

るからである。都市部に比べて地方の方は一般的に営業職員と顧客の結びつきが強いこと

も影響していると分析している。 

 さらにネット加入の利便性については，ネット生保の時間帯別申込み数を調べたところ，

夜の 9 時を過ぎると利用者が大幅に増え，翌午前 1 時までの申し込みが活発化している。

すなわち，日中に生命保険の営業職員と対面するより，仕事が終わって帰宅した後，自分

のペースで情報収集を行い,商品検討を進めたいという顧客層が増えているのである。これ

には対面型営業のビジネスモデルでは充足されてこなかった若年層のニーズと時間的制約

の中で情報収集から購入まで行う意思決定とネット加入の利便性が表している。 

② 顧客属性の転換 ―保険に関する顧客の心理タイプ 

 IBM IBV(Institute for Business Value)が，2010 年にスイスのザンクト・ガレン大学保

健経済研究所と共同で，世界 20 ヵ国の消費者・生活者 21,700 名を対象に行った保険に関

する調査研究「顧客接点の高度化～従来型チャネル戦略からの変革～」では，保険に関す
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る顧客の心理タイプを次の 6 つのパターン（セグメント）に分類している。 

1 つ目は，自分のことを明かしたくない個人主義で，高いセキュリティに価値を見出すタ

イプである「セキュリティ重視の個人主義」タイプ。2 つ目は，いろいろなことを聞いて納

得できると，安心・信頼が生まれる「要求の多い支援追求」タイプ。3 つ目は，自分がよい

と信じている保険は変わらずつけている高いロイヤルティを持った「忠誠心が強い品質追

求」タイプ。4 つ目は，保険は最低限ついていて，しかも安いことが重要と考える「価格重

視の必要最低限追求」タイプ。5 つ目は，よくわからないので基本的にお任せする「支援追

求で疑い深い」タイプ。最後によく調べて自分にとってベストフィットの保険を選ぶ「情

報に通じた最適主義」タイプがある。 

ただし，顧客はいつもこの心理タイプに収まっているわけではなく，何らかのファクタ

ーやライフイベントなどに遭遇すると，異なる心理タイプに移動したりする。このような

ことも作用することから，日本の保険会社では顧客セグメンテーションに否定的な見方が

あるのは事実である。しかし IBM では，欧州保険市場において，顧客セグメンテーション

と顧客の行動変容の情報を分析して構築した予測モデルをもとに，顧客の維持・獲得に成

功している保険会社をここ数年多数みてきており，顧客の心理タイプのより親切に説明す

るための重要性を認識している(高橋ほか,2013,pp.93-94176)。 

(5) オムニチャネル化の進展 

① マルチチャネルの現状 

 もともと保険会社は，商品や顧客基盤の地理的な集中度合いや販売体制など自社の特徴

に合わせて 1 つの販売チャネルを選択していたが，1990 年代ごろから販売チャネルを追加

することによって，そのチャネルを通じた対象マーケットの多様化や顧客基盤の拡大を目

指してきた。顧客層によっては専属代理店を高く評価する人々がいる一方で，独立代理店

の保険会社からの独立性や選択肢の多さに大きな価値を感じる人々も多い (池

田,2011,p.5177)。 

 

  

                                                   
176 高橋ほか(2013)『2020 年 金融サービス』東洋経済新報社。 
177 池田香織(2011)「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行動変化と新たなマ

ルチチャネル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』損保ジャパン日本興亜総合研究所株式会社。 
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図 5-9 従来のマルチチャネルイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

備考：特定の顧客層にアクセスするために，それに適したチャネルを選択・追加する。＝チャネル中心。 

出所：池田(2011),「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行動

変化と新たなマルチチャネル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』p.6。 

保険購入には代理店チャネル，ダイレクトチャネル双方において，それぞれの顧客の立

場からみたメリットが存在するが，今でも代理店チャネルのシェアは圧倒的で高い。若年

層を中心に携帯電話やパソコン，モバイル等の情報機器の操作に慣れている人ほど保険購

入の便利性が高まっている。将来的に商品のコモディディ化が進み,簡易な操作で購入まで

行い,ネットで購入する可能性が増えるのであれば，ネット販売の市場シェアが増加する余

地はあるだろう。しかし,現状のシェアや保険商品の特性を考えた場合，販売チャネルとし

ての代理店の優位性は当面ゆるがないと考えられる。 

このような状況を踏まえ，「顧客の知らない顧客の問題の解決方法を示す」という経営上

の特徴を有する代理店が本来持つ保険の専門家としての価値を高めることで，保険会社お

よび代理店双方にとって差別化要素としていくことも期待される(池田,同上書,p.6,p.15178)。

消費者にとってみれば，どの保険商品に加入するかを決定することに加えて，どの販売チ

ャネルから保険商品を最適に選択するかという意思決定も非常に重要になっている。 

 

                                                   
178 池田香織(2011)「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行動変化と新たなマ

ルチチャネル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』損保ジャパン日本興亜総合研究所株式会社。。 
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 ②  マルチチャネルからオムニチャネルへ 

 マルチチャネルは,図 5-9 に示したように顧客に対し各々個別に対応してきた。しかしそ

れは，複数の販売チャネル接点を用意しただけに過ぎない。購入過程の流れは,複数の販売

チャネルの多様化からクロスチャネルへと移っていったが，顧客にとってみれば商品の情

報収集から購入過程までのチャネルの選択肢が増えただけであって，利便性はあるものの

保険会社が有する各チャネルのシェアが拡大するには至っていない。企業側はチャネル横

断の顧客管理ができておらずマーケティング戦略において競争が激化していく一方であっ

た。クロスチャネルは,顧客の購買意欲を意識したチャネル戦略よりも商品やサービスを中

心とした企業側の販売管理の構成をチャネル化した戦略とみられていた。 

 顧客にとってみれば，問題意識から購入後の行動までスムーズにチャネル間を移動して

何のストレスもなく購買までたどり着けることが重要である。オンライン上で自身の契約

内容にリアルタイムでアクセスをして，何かあればコールセンターや SNS を含む複数のイ

ンタラクションを通じて保険会社とつながることが望ましいと考えている。そして企業側

としては複数のチャネル間を移動する顧客が残した情報や既存契約の情報を一元管理し，

チャネル共通で活用できる詳細な顧客情報データベースを再構築することである。このた

めには顧客と企業との間に存在していた商品とチャネル間の縦の関係をシームレスな形で

連携を行い，すべての販売チャネルを統合させ，顧客に最も合う形で問題意識から購入後

の行動までを再構築させる戦略が必要となってきている。 

企業側としては個々が持っているチャネル間を何らかの方法で統合させ，将来的な購入

についての情報を集める様々な方法を顧客に提供し，顧客は複数のチャネル間を移動して

自分の都合のよいチャネルで契約をする。チャネル間を自由に行き来することで購買視点

は企業から顧客側へと転換している。これには直営店舗または代理店と他のチャネルが情

報や見込み客を共有し協働していくことも想定されており，顧客が利用した試算データの

把握や情報分析，コールセンター活動の情報を，店やコールセンターの販売担当者がリア

ルタイムで活用できるようにすることによりチャネル共通で顧客情報を蓄積・活用できる

メリットを有する。 

 オムニチャネルを可能とさせたのはモバイル通信によるスマートフォン，タブレット PC

等の携帯端末の普及である。これらは消費者の購入過程と販売店との顧客接点を大きく変

化させた。今日においては，携帯端末を所有している人の個々の日常生活において手放せ

ないものとなっている。また ICT によって情報管理が一括できるようになったことも一つ
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の要因としてあげられる。しかし，情報化の時代において個人情報やプライバシー保護を

どうあるべきか検討する必要がある。オムニチャネルによって得るデータ情報はますます

増加していくであろう。データを収集する側は個人のプライバシーまで探るようなことは

してはならない。保険会社はいつでも顧客が望む手段で顧客の要望に応え，信頼できる適

切なデータを用いて対応することが求められている。 

図 5-10 は，保険会社を基としたオムニチャネルのイメージを示したものであるが，この

チャネルは保険会社のみならず金融機関にも同様のチャネル構築が求められている。顧客

の金融機関とのチャネル別取引の現状については後述するが，シームレスな提携をより強

化するために顧客の接点を強化し，収集する顧客情報を最大化にして情報を分析し,それに

基づいて顧客一人一人に最適な提案と相談対応をすることにより，顧客の取引活性化とロ

イヤルティ向上へとつながるのである。 
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図 5-10 保険会社を基としたオムニチャネルのイメージ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：池田(2011),「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行

動変化と新たなマルチチャネル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』を一部加工,p.17。 

③ シームレス連携に対応したマルチチャネルマーケティングシステム 

 沖電気工業株式会社(本社：東京都港区)は，顧客コンタクトチャネルの充実とそれらのチ

ャネルを統合・連携させた顧客情報を活用できるチャネル連携ソリューション

『ChannelNavigator®2.0（チャネルナビゲータ 2.0）』を 2009 年に開発し，金融機関向け

に提供している。この情報システムの導入により各チャネルシステムを連携させることよ

り，イベントベースト・マーケティング手法XLIによる顧客接点であるチャネルの更なる質

の強化とリレーションシップの強化，適切なプロモーションが可能となる。チャネル連携

における ChannelNavigator®2.0 の位置づけは以下の図 5-11 の通りである。 
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図 5-11 チャネル連携における ChannelNavigator®2.0 の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：石川・牛尾(2008),「イベントベースト・マーケティングによるリテール金融の強化」

『OKI テクニカルレビュー』,p.37XLII。 

 具体的には，顧客のライフステージやライフスタイル，行動心理，ニーズなどをとらえ，

それらの変化の様子や時期，理由を把握することにより，さらに変化に合わせた商品を提

供することによって，長期的なリレーションシップの維持や発展が可能になると考えてい

る。顧客のライフスタイルに応じてチャネルを有効活用し，連携させてサービスを提供す

る。今日において顧客の金融商品ニーズと発生タイミングを捉えることは難しい課題であ

るが，顧客の行動パターンと商品ニーズの関係を把握するといった新たなアプローチ方法

をとることによって，シームレスな統合・連携させるシステムが顧客ニーズのコンテンツ

内容や表示頻度，提供タイミングなどを自動的にコントロールして顧客に良質な顧客経験

価値を提供することができる(石川・牛尾,2008,pp.34-35179)。 

今日における顧客の金融商品ニーズと発生タイミングを捉える難しい課題に対し，図

5-11 では，イベントベースト・マーケティングという手法が取り入れられている。すでに

日本でも導入されており実用化している。顧客は,これまで銀行員や販売員との関係により

銀行や保険会社を評価してきた。しかし，マルチチャネルの台頭によって，このような関

係は減少または消滅し，代わりにサービスの利便性，チャネルの効率性，商品の運用成績

や価格で評価するようになってしまっている(川本,2006,p.32180)。これまでの関係と代わり

                                                   
179 石川・牛尾(2008)「イベントベースト・マーケティングによるリテール金融の強化」『OKI テクニカルレビュー』沖

電気工業株式会社。 

180 川本英男(2006)「リモートチャネルの拡大～顧客との新たなリレーションシップモデル」『情報未来』株式会社 NTT

データ経営研究所。 
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に取ってしまった評価を統合させるには，顧客との新たなリレーションシップモデル構築

が必要となる。 

3)  教育サービス提供業者におけるマーケティング・チャネルの流れ 

 コトラー(2000)は,有形製品やサービスを販売する製造業者の流れとしてフォークリフ

ト・トラックマーケティングにおける 5 つの流れを示している。このマーケティング・チ

ャネルの流れの考え方を応用し,これを教育サービス提供業者に置き換えて図 5-12 のよう

に 5 つの流れを示してみる。 

図 5-12 教育サービス提供業者におけるマーケティング・チャネルの流れ 

1．取引チャネル 

               受講契約 

教育サービス提供業者(学校)         顧客 

2．サービス商品の流れ(場所) 

                サービス提供 

教育サービス提供業者(教室等)         顧客 

 

配信(サテライト),通信サービス 

 

3．代金支払いの流れ(授業料) 

① 全額一括現金払いの場合 

   教育サービス提供業者(学校)         顧客 

② ローンによる支払(クレジットカード含む) 

           教育サービス提供業者(学校)          

    ローン契約手続き代行・代理受領      ローン申し込み 

     ローン代金の支払い(クレジット払いを含む) 
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販売促進(手段の活用) 

③ 政府による補助金等(雇用保険からの教育給付制度)※ 

 

      

                   ① 受講,費用負担 

    ③ 支給申請 

 

④ 支給          ②領収書,教育訓練証明書の発行 

4. 情報の流れ 

政府       教育サービス提供業者(学校)         顧 客 

   情報提供・交換              情報提供 

Web 上の情報公開                   情報交換 

 

 

5. プロモーションの流れ 

 

教育サービス提供業者(学校)               顧  客 

         情報提供・依頼等             販売促進 

 

 

備考：3.③は厚生労働省資料により一部加工 

出所：筆者作成 

 マーケティング・チャネルの考察において,問題は多様なチャネル機能が必要かどうかで

はなく(多様なチャネル機能は不可欠である),むしろ誰がそれを行うかということである。す

べてのチャネル機能には 3 つの共通要素がある。1 つ目は少ない資源を使いこなせること,2

つ目は専門家によって機能を高められること,3 つ目はチャネル・メンバー間でのシフトが

可能であることである(Kotler,2000,邦訳,p.604181)。 

教育サービスの取引チャネルは,教育サービス提供業者(学校)と顧客の関係が主である。さ

                                                   
181 Kotler, P. ,(2000)Marketing Management,10th ed., Prentice-Hall.  
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らに細かくいうと,サービス業におけるサービス・マーケティングのトライアングルの関係

だといえるXLIII。サービス商品について,先生自らがサービス商品の説明を顧客に直接営業

することや代金の回収を行うことはない。サービスを直接提供する講師と顧客の関係をイ

ンタラクティブ・マーケティングとすると,実際顧客がサービス内容の説明を受け代金を支

払うことはサービス提供業者と顧客との関係であるからエクスターナル・マーケティング

だといえる。企業は従業員に対して教育することはインターナル・マーケティングであり,

この中心的領域は 3 つのタイプの相互作用である。 

教育資金はライフプランにおける 3 大資金の一つである。教育ローンはパーソナルファ

イナンシャル・サービスの一つである。教育ローンもまた住宅ローンや自動車ローンと同

様にローン自体そのものを欲しいわけではなく,教育費を投資することにより自分の子供の

成長を促すことや自らの知識や技能,態度を身につけることによって将来への夢の実現また

は活躍の場を求めて教育への投資を行うものである。 

これまでは教育資金というと子供の教育費というイメージが強かったが,終身雇用崩壊の

傾向から社会人になっても転職先ステップアップのために資格取得や自らの自己形成の場

を設けるため大人になっても教育費の捻出をすることが当たり前となってきた。したがっ

て教育費の捻出は今までの子供を対象とした教育費だけでなく,会社による福利厚生制度や

社会保険(雇用保険)からの給付も教育資金におけるパーソナルファイナンシャル・サービス

の領域に入ってくるものである。そしてその教育資金の使い道は個々によって様々なチャ

ネルへと移っていくものだといえる。 

特に教育費はパッケージ化された部分が多く,法人経営においては利用回数や紹介制度に

よって多少の割引はあるが,八百屋のようにその場で値段をまけてくれるような行為は行わ

ない。文部科学省が行った 2012 年度の大学や短大,高等専門学校を中退した主な理由を調

査したところ，約 8 万人のうち 2 割が経済的理由で学校を辞めることから,文部科学省は無

利子の奨学金拡充などの対策強化を進めている。それにより学校側は学生から学費の分割

支払いなどの学費の支払い方法についての相談が増大しているという。 

そうなると,教育費の支払いについては,銀行やその他の金融機関によって買い手(受講者)

の支払いを助けてもらうか,サービスを受ける者が自ら動かなければならない。これには成

績によって奨学金や授業料の免除を受けることも含まれる。政府による補助金については

教育だけでなく,住宅,車についても補助金制度が頻繁に行われている。制度を知るためにも

専門家から知識を享受し,その機能を使いこなせることによってパーソナルファイナンシャ
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ル・サービスの活用が活きてくるのである。 

 

 5-4 小括 

本章はパーソナルファイナンシャル・サービスにおけるビジネスプロセスとしてさまざ

まなファイナンシャル・サービスの例をもとに論述した。それぞれのサービス商品を取り

上げるにあたってはマーケティング戦略を策定するための各分野における具体的な専門用

語の説明をする必要があった。 

5-1 においては，これまでの金融サービス・マーケティングにおけるビジネスプロセスは,

従来多くの金融機関は顧客と自社との取引のみを基準として顧客属性や取引履歴のデータ

をもとにセグメンテーションの軸としてきたことから,本来の顧客の全体像がわからないま

ま接していた部分があったと説明した。しかし,顧客の金融サービスにおける価値観や消費

行動についての研究は進んでいることから,今後はさらに個人の価値観によって金融ニーズ

を捉えることがこれからの金融商品開発には必要なのである。現代の個人の価値観の一つ

である「生活シーン」を取り入れた商品開発戦略をすることは,パーソナルファイナンシャ

ル・サービスが従来の金融サービスより身近なサービスとなる一つの鍵である。 

5-2 において,まずこれまでの伝統的なコミュニケーションプロセスは,メッセージの一方

伝達に支配され,かなり集中したマスコミュニケーションとしてみえる傾向にあったと述べ

た。しかし,ICT の普及により新しいコミュニケーションツールが次々と開発され,マーケテ

ィングコミュニケーションはここ数年で劇的に変化していった。その身近であり代表的な

ものとして SNSやスマートフォンからダウンロードされたアプリケーションソフトであり,

また QR コードについては 1 秒間当たりでも数えきれないほどの人々が利用している時代

となっている。 

今日において,これらはマーケティング戦略において必須のツールとなっており,ビジネ

スモデルを構築するマーケティングコミュニケーションの構成要素は,顧客に対して効率的

に行い,いかなるキャンペーンも効果的であるように確実に管理されなければならない。こ

のような目的もまた,マーケティングコミュニケーションのそれぞれの方法が一貫したメッ

セージを送り続け,かつマーケティングコミュニケーションがマーケティング・ミックスの

他の要素と並列することが重要である。 

さらに有効なコミュニケーションを通じて,マス・メディアがきっかけを作り,顧客とオピ

ニオン・リーダー同士が対面して行う人的コミュニケーションチャネルや顧客同士が SNS
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やダイレクトメール等を通じて行う非人的コミュニケーションチャネルを組み合わせた双

方向性コミュニケーションプロセスは,現代のマーケティング戦略において重要なコミュニ

ケーションツールとなっていることはいうまでもない。 

5-3 において,パーソナルファイナンシャル・サービスにおけるチャネルの説明では, 「イ

ンターネット販売チャネル選択における保険会社の取組み 」と題して,ネット販売の保険加

入行動とニーズと顧客属性の事例をあげながら，これまでのマルチチャネルの現状を示し

た。マルチチャネルは複数の販売チャネルの多様化からクロスチャネルへと移っていった

が，クロスチャネルは顧客の購買意欲を意識したチャネル戦略よりも商品やサービスを中

心とした企業側の販売管理の構成をチャネル化した戦略とみられていた。 

チャネルは現在でも縦割りになっており，積極的な相互の顧客学習が進んでいないのが

現状である。これには組織構造や伝統的なビジネスモデルが変化を阻害している。したが

って顧客の意見を反映させないかぎりマーケティング戦略の再構築は進まないであろう。

しかし，顧客が最も利用するチャネル取引をメインに今後のチャネル移行の計画を考える

ことは危険であり,個々のチャネル接点での不具合を特定する分析の仕組みを構築し，顧客

の望むチャネルで，望むサービスを提供することが新たなビジネスモデルへと発展するだ

ろう。 

新たなビジネスモデルの商品開発の事例として，沖電気の『ChannelNavigator®2.0』を

取り上げた。今日における顧客の金融商品ニーズと発生タイミングを捉えることが難しい

課題に対し，イベントベースト・マーケティングという手法が取り入れている。顧客はこ

れまで銀行員や販売員との関係により銀行や保険会社を評価してきた。しかし，マルチチ

ャネルの台頭によって，このような関係は減少または消滅し，代わりにサービスの利便性，

チャネルの効率性，商品の運用成績や価格で評価するようになってしまっている。これま

での関係と代わりに取ってしまった評価を統合させるには，顧客との新たなリレーション

シップモデル構築が必要となる。 

次に教育サービス提供業者におけるマーケティング・チャネルの流れを主に教育資金の

ニーズとその支払いの流れを中心に論述した。今や教育サービスは単に子供向けの学習塾

のみならず,社会人のためのキャリアアップ育成のための教育サービスが充実している。時

代の風潮から個々で資金をまかなうのみならず,政府も政策を打ち出しさまざまな方法によ

って教育資金を準備する計画が考えられるようになった。これにより教育資金に該当する

パーソナルファイナンシャル・サービスを具体的にチャネル化することによって教育資金
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サービスがマーケティング戦略のどの領域にあるのか明確にする必要があったからである。

特に教育資金贈与制度を利用したクロス・マーケティングによる戦略は現代における 2 極

化社会に対応した戦略といえる。 

またパーソナルファイナンシャル・マーケティングビジネスモデルの構築に際して，今

日の SNS 社会の進展による生活者購買行動の多次元化を前提にすると,AISAS モデルで示

されたように生活者への情報提供の在り方（コミュニケ―ション戦略モデルとして）は，

インタラクティブ（双方向性）とその汎用的活用が求められていると同時に購買時点チャ

ネルとしてオムニチャネル化による情報提供拠点，購買時点拠点，アフターフォロー，活

用支援を含めたサポート拠点,適宜運用拠点等々,パーソナルファイナンシャル・サービスの

Just in Time 化(いつでも・どこでもニーズが発生時点での即応性)が求められる。これらの

ビジネスモデルとしてオムニチャネル化モデルの中のシームレスな統合・評価の必然性を

提案している。またチャネル連携におけるチャネルナビゲーターモデルの活用を示唆して

いる。 

次の第 6 章ではこれまでの内容を踏まえながら，将来的にパーソナルファイナンシャル・

サービスの顧客サービスとなるであろうデジタルツールによるコミュニケーション戦略と

金融機関の新たな顧客リレーションシップの確立を論じている。さらに第 5 章で論じたビ

ジネスプロセスモデルの役割をさらにマーケティング領域へと転じた戦略概念を提言して

いる。 

  



225 

 

第 6 章 パーソナルファイナンシャル・サービスにおける新たなマーケティング戦略の確

立 

6-1 オムニチャネル化の進展によるマーケティングコミュニケーションツールの関係性 

1) ネット生保の利便性とコミュニケーション戦略 

(1)  ネットによる購買行動の変化の可能性 

ネット生保(インターネットによる生命保険)が市場シェアを拡張していくうえで有効と

思われる利便性とコミュニケーション戦略について，ネットによる購買行動の変化の可能

性を検討してみる。佐々木(2014)が行った調査によると，ネットショッピングをよく利用す

る人ほどネット保険チャネルを選択する傾向が高いことが実証的に裏付けられるとしてい

る。一方保険会社の財務健全性や社会的認知度を重視するほど，ネット保険を選択しない

傾向が高いと分析している。従って保険会社の財務健全性が高い場合はそれをアピールし，

社会的認知度を高めるために広報を充実させることが重要であると指摘する (佐々

木,2014,pp.52-54182)。 

インターネット上での情報収集において検索や保険会社の HP に加えて,複数の保険会社

の保険料を比較することができる保険比較サイトが情報収集で大きな位置を占めている。

保険比較サイトのページにて郵便番号や年齢，性別，現在加入している保険の情報や希望

する補償範囲などを入力することにより，保険比較サイトで登録されている各保険会社の

商品や見込み客の居住地域で条件に合った保険を提供可能な保険会社や代理店の一覧が表

示され，見込み客はその中から選択してコンタクトを取ることができる。 

インターネット上で行われる保険料試算で保険比較サイトが利用される比率は損害保険

より生命保険の方が高い傾向にある。自動車保険を購入する際に最も重要な要素として「価

格」をあげる人が多く，保険購入に関する顧客の価格志向が高まり,インターネットで保険

に関する情報を収集する人が増える中，複数の保険会社の保険を手軽に比較できる保険比

較サイトの重要性は今後も高まっていくものと考えられる。したがって見込み客獲得のた

めに保険比較サイトを運営する保険会社や代理店は多くなり，保険会社の多くは，代理店

が比較保険サイトを活用してオンライン見込み客を確保することを支援するようになった

                                                   
182 佐々木一郎(2014)「生命保険の販売チャネル選択に関する要因分析」『生命保険論集』生命保険文化セ

ンター。 
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(池田,2011,pp.9-10183)。 

 比較保険サイトのみならず,保険会社の自社HPにおいて保険料試算からそのままWebで

成約する水準を上げようと,さまざまな取り組みを行っている。典型的なアメリカ損害保険

会社の HP のトップページは，商品説明のみならず保険料試算と代理店検索機能，顧客が

自社に登録した ID やパスワードを入力してログインできる機能，また不慮の事故があった

時の報告用に使用する会社の連絡先などを一目で見えるところに配置している。さらにイ

ンターネット電話を活用した保険料試算画面においては,フリーダイヤルで電話がつながる

ボタンを設置し，担当者に直接し質問できる機能をもたらしている。 

今やテレビ電話も普及しており,画面を通してリアルタイムで担当者と話をすることが可

能な時代となっている。これにより保険料試算利用者を増加させ，試算途中での利用放棄

が減少する成果がアメリカではでている。保険会社はインターネットから入ってきた顧客

を購買まで導くために，利便性の高いインターネットと支援・アドバイス力の強い人チャ

ネルによるフォローを適宜併用することにより，試算から最終的な購買までたどり着く顧

客が増えることが考えられる。顧客にとっては保険購入における入口が広がると同時に，

購買までたどり着くルートも多様化してきたといえる(池田,同上書,pp.12-15184)。 

(2)  保険会社における SNS の活用法 

SNS において情報共有は顧客側にも企業側にも十分な力を発揮する。企業が持つアカウ

ントに企業情報を紹介し，それに対する反応を個々に受け止めるだけで顧客の問題意識が

理解できるようになるし，自社に関する意見やそれに対する回答をして，ユーザーコメン

トの紹介をすることによって，それが情報の共有・拡散にもつながる。SNS は情報の共有

という点では素晴らしい力を発揮する。もちろん単に突発的にクリックした「いいね！」

の数やコメントの数によって実際の売上と比例するものでもないが，シェア機能は共有・

拡散に絶大な効果をもたらす。 

保険会社における SNS 活用の目的は，主に顧客のつながり強化や顧客支援，ブランドイ

メージ構築，ブランド認知度向上など，比較的長期的な視野に立ったものであるが，SNS

でブランドのファンになった場合，そのブランドから商品を購入し，誰かに推薦する可能

                                                   
183 池田香織(2011)「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行動変化と新たなマ

ルチチャネル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』損保ジャパン日本興亜総合研究所株式会社。 
184 池田香織(2011)「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行動変化と新たなマ

ルチチャネル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』損保ジャパン日本興亜総合研究所株式会社。 
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性が高まる購買行動への影響が報告されている。また保険選択・購入の場面では，SNS 上

に自社の HP へのリンクを設定し，SNS ユーザーを自社 HP 上の保険料試算機能へ誘導す

るという直接的な保険料試算増加策も重要になると考えられる(池田,2011,pp.11-12185)。累

計が取れるのであれば,SNS 経由で保険料試算を行った数のアクセス数を SNS 上に投稿を

することで SNS 上からの顧客参加を促すことが可能となる。 

SNS におけるオムニチャネルの活用法は,自社の SNS 投稿によって顧客が意思決定した

のであれば，それも顧客の情報分析ととらえ，SNS ユーザーと顧客情報を統合させること

である。 

2) ソーシャルメディアの活用 

(1)  ソーシャルメディアを通じた「つながる」意識 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は，多くの犠牲をもたらした。2010 年頃より

進化した SNS ネットワーク社会は，新たな生活者コミュニティをもたらし，被災者と「つ

ながる」という意識のもと，新たな生活者競争市場を創造したといえる(新津,2013,p.20186)。

ソーシャルメディアを通じて「つながる」という意識は，2011 年に国際連合がインターネ

ットのアクセスは基本的人権であると宣言した背景からもすでに当たり前にできるものと

されており,今や日々の生活の基礎的なものと位置付けられている。 

ソーシャルメディアを通じての「つながる」意識は，保険業にも大きな影響を与えた。

それは地震保険や生命保険の情報である。被災地を中心にソーシャルメディアを通じて情

報がシェアされることによって,混乱を招いている被災者によりよい情報提供をしている。

これによりソーシャルメディアをフル活用する保険会社の取組みは，CM に有名人を出演さ

せて話題を誘うことより,ソーシャルメディア上で顧客の生の声を取り入れながら自社のサ

ービス向上に役立てるような取り組みへと進化している。そこにはさまざまな企業努力が

うかがえる。 

 IBM Global CEO Study 2012-Insurance Perspective（IBM による世界中の保険会社

の CEO へのインタビューをベースとした調査研究報告書(2012)年）によると，今後 3~5 年

後に「顧客とつながるメカニズムとして重視する機能」は，双方向コミュニケーションを

                                                   
185 池田香織(2011)「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行動変化と新たなマルチチャネ

ル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』損保ジャパン日本興亜総合研究所株式会社。 
186 新津 (2013)「求められる企業戦略チャレンジ―中小企業の経営革新を前提として―『アジア研究 』」

高千穂大学アジア研究交流センター。 
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維持したチャネルの重要性であり，対面型チャネルの存在価値は当分変わることはないだ

ろうと述べている。また従来型のメディア媒体による一方的なメッセージは，ソーシャル

メディア等にとって代わられるであろうという結果が出ている(図 6-1)。このデータを見る

限り，パーソナルファイナンシャル・サービスは将来に向けてソーシャルメディア機能を

利用したマーケティング戦略を考えていく必要がある(高橋ほか,2013,pp.105-106187)。 

図 6-1 顧客とつながるメカニズムとして重視する機能 

 

出所：高橋ほか(2013),『2020 年 金融サービス』,p.106。 

(2) 企業におけるソーシャル・ビジネスとマーケティング・ミックスモデル 

 企業におけるソーシャル・ビジネスは，ソーシャルメディアを活用したビジネスのこと

であり,この企業は単に Facebook ページや Twitter アカウントをもつ企業ではなく,コラボ

レーションとコミュニティの精神を社内外に関係なく，その組織全体で受け入れて深めて

いく企業のことである。IBM は，ソーシャル・ビジネスにみられる明確な特徴を，「つなが

る・つなげる」，「見える化」，「俊敏性・即応性」として定義している。 

 「つながる・つなげる」とは，顧客，従業員，パートナーなどの人々を強く結びつけ，

生産的かつ効率的な方法での参加により，成果を出すことを指している。「見える化」とは，

情報，専門家，及び組織や企業の境界を取り除き，人々がすべての活動を連携させて結果

を出すことの支援を指している。「俊敏性・即応性」とは，情報と洞察によってビジネスの

スピードアップを図り，進化する機会を予測して対応することである。 

                                                   
187 高橋ほか(2013)『2020 年 金融サービス』東洋経済新報社。 
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ソーシャル・ビジネスの実現にあたって最も効果的なアプローチは，ユーザーが専門知

識や専門家を容易に見つけ出し，人的なネットワークを構築し，関係を活用できる環境づ

くりをすることである。企業として社員の力を最大限に発揮させることもまた，個人のア

イディアやノウハウを顕在化し，企業や組織の壁を越えたコラボレーションを通じて，競

争力の重要なカギとなるイノベーションを実現させることになり,またそれがソーシャル・

ビジネスの特徴である(高橋ほか,同上書,p.107188)。このソーシャル・ビジネスの特徴は，パ

ーソナルファイナンシャル・サービスにおけるマーケティング・ミックスモデルの特有の

3P「参加者」,「有形化」,「サービス提供過程」をソーシャルメディアの活用「つながる・

つなげる」，「見える化」，「俊敏性・即応性」という視点に進化させたものだと考えられる。 

3) スマートデバイス活用による利用シーン 

(1) スマートフォンモバイルの利用シーン 

 スマートフォンモバイルの利用シーンは，外出先での情報収集等に加え，自宅でくつろ

ぐときや就寝前等に広がりを見せており,顧客の日常生活に寄り添う存在となっている。ス

マートフォンは，コミュニケーション，人との付き合い，行動，情報を扱い，共有，つな

げる方法に深い影響を及ぼしている。 

 スマートフォンの画面上はパーソナルなスペースにおけるパーソナルな機器であるだけ

でなく，サービスを利用可能にする機器でもある。インターネットとソーシャルメディア

の時代を通じて，顧客経験のスマート化という考え方に行きついたのが，「一人セグメント」

であり，パーソナル化，ターゲットを絞り込んだコンテンツとその的確性といったコンセ

プトである。その場でスマートフォンを開いただけで，いきなり時間と場所について的確

な対応が可能になり，短い時間，特定の場所にだけ存在するユニークな顧客経験をつくり

出すことになる。 

SNS で友人の居場所や周辺の店のお得情報(クーポン券)を見つけるだけでなく，コミュニ

ティ機能によって，一時的に同じ空間にいる不特定多数の人と通信を通じて会話や情報交

換が可能となる。モバイル機器は単なるバーチャル世界の構成物ではなく，実世界へのガ

イドとしての役割を果たしていることがうかがえる(King,2012,邦訳,pp.147-148189)。 

                                                   
188 高橋ほか(2013)『2020 年 金融サービス』東洋経済新報社。 
189 Brett King (2012) Bank 3.0: Why Banking IS No Longer Somewhere You Go, But Something You DO. 
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金融取引をスマートフォン上で提供するモバイルバンキングは，これまでパソコン上で

行っていた金融取引(残高・入出金明細照会，振込・振替，投資信託等の資産運用系取引)

を提供する場合が主であった。今後顧客との接触時間を極大化するためには，既存の金融

取引中心の機能だけでなく，GPS 機能を活用した各種の付帯サービスや周辺サービスを加

えた，顧客の日常生活と金融機関をリンクさせる機能を提供することが必要となる。 

(2)  米国損害保険会社におけるモバイル活用状況の例 

近年，スマートフォンを中心としたモバイル機器で活用できるツール(モバイル用ウェブ

サイトやアプリケーション)が増加している。我が国においても米国の損害保険会社は多数

参入しており，また保険会社の提供するモバイル機器用ツールは普及されている。図 6-2

は,米国損害保険会社におけるモバイル活用状況を表したものである。 

図 6-2 米国損害保険会社のモバイル活用状況 

 

備考：代理店連絡から保険料支払いの項目はモバイルアプリの機能を指している。 

出所：池田(2011),「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行動

変化と新たなマルチチャネル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』, p.15。 

 上記のモバイル活用状況のうち,車の被保険者と保険会社とのやりとりを例に説明すると，

これまで事故が発生した場合は，保険会社に連絡をしてその場の対応やロードサービスを

受け，後日保険金の支払い等の手続きが行われるが，それにはすべてが終結するまでかな

りの日数がかかる。しかし，モバイルウェブサイトやアプリを利用することにより，その

場で連絡から事故報告，事故時の写真アップロードをすることは可能である。今後,保険会

28%
56%

61%
44%
44%

56%
50%

61%
72%

72%
44%

39%
56%
56%

44%
50%

39%
28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保険料支払い
事故時の写真アップロード

事故報告
最寄りの修理工場検索
事故発生時支援情報

契約内容照会
代理店への連絡

モバイルアプリ
モバイルウェブサイト

あり なし



231 

 

社の提供するモバイル機器用ツールが，事故発生時の対応からさらに他の領域へ拡大して

いくことは十分に考えられる(池田,2011,p.14190)。 

6-2 デジタル手段の到来と金融機関における新たな顧客サービスモデルの確立 

1) 顧客行動の変化とチャネル別取引の利用シーン 

 すでに多くの人が,一人で複数のスマートフォンを持ち，タブレット，PC ほか，従来どお

り TV や新聞を持っている。マルチチャネルの多様化に伴ってマーケティングコミュニケー

ションツールは数多く存在するようになり,いつでもどこでも情報が容易に入ってきている

時代となっている。すでにニュースの情報源はインターネットが TV や新聞を追い越し，さ

らに携帯電話でアプリを使用する平均時間はパソコンでネットサーフィンする時間さえも

追い抜いている。 

テクノロジーが進歩し，サービス方法が効率化して自己実現欲求に対応したためXLIV，

我々の時間に対する価値観や期待の持ち方,環境の中での自己認識のあり方などが変わって

きている。例えば我々は，新しいコミュニケーションチャネルの登場によって，電話やネ

ットで済ますことができるならば，それよりはるかに時間効率の悪い従来の意思疎通方法

にこだわることは基本的に時間の無駄であると理解している。自分の時間をより賢く使え

ていることから，これによって我々の自尊心（self-esteem）は高まる。次に他人の援助な

しに取引や購入を行ってそれがうまくいくと，自己支配と自己実現の感覚が得られる。そ

れはこれまでのやり取りでは実現できなかったものである(King,2012,邦訳,p.5191)。 

 ここで今後における先進諸国の平均的なリテールバンキング顧客の銀行との付き合い方

をチャネル別取引ごとに予測してみる。多くの人々は日常生活において，モバイル，ウェ

ブ，タブレット，ATM を介して年間 500 回は銀行とやりとりを行っているだろう。一方，

支店に行き銀行の職員と話す機会は 1 年を通じて 5 回もないというのは平均的なリテール

バンキング顧客にとって十分想像できる状況である。今や支店に行く回数は年に 2 回ぐら

いであろう。 

多くの人々は情報を得るためにモバイルを月 20~30 回利用し，ウェブやタブレットの画

面による操作を月に 7~10 回行い，ATM は月 3~5 回，コールセンターや IVR(Interactive 

Voice Response )XLV 等は月 5~10 回の取引がされると思われるXLVI。この予測は，今後銀行

                                                   
190 池田香織(2011)「米国損害保険会社における販売チャネルの最新動向～顧客の購買行動変化と新たなマ

ルチチャネル化～」『損保ジャパン総研クォータリー』損保ジャパン日本興亜総合研究所株式会社。 
191 Brett King (2012) Bank 3.0: Why Banking IS No Longer Somewhere You Go, But Something You DO. 
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の顧客経験は人への投資ではなく,主にテクノロジーへの投資によって決まることを意味す

る( King ,同上書,邦訳,pp.28-29192)。 

このようにこれまですべて銀行支店で行われた業務のほとんどがわざわざ時間をかけて

支店に行くほどのものではなくなり，複雑度の低い商品ほどダイレクトチャネル(インター

ネット・ATM/モバイル)やリモートチャネル（コールセンター）への移行がかなり早く進ん

でいることがうかがえる。図 6-3 は，チャネル別商品の販売構成比の推移を示したものであ

る。 

図 6-3 チャネル別販売構成比の推移 

 

出所：川本(2006),「リモートチャネルの拡大～顧客との新たなリレーションシップモデル」

『情報未来』, p.29。 

 図 6-3 でいう販売とは，販売プロセスがどのチャネルで完了したか示すもので，シミュレ

ーションや情報収集などのプリセールス段階のものを除いている。図 6-3 は，2005 年から

2010 年の間でチャネル別販売構成比は,支店が 86%から 67%へ 19%減，他方 Web が 5%か

ら 17%へ 12%増,電話も 8%から 13%へ 5%増と推移していることを示している。こうした

傾向は，単純な当座預金から複雑な住宅ローン，保険商品含めパーソナルファイナンシャ

ル・サービスすべてに当てはまるといえるだろう。このように顧客行動において多くの重

要な変化が起きていることは明らかであるが，各商品やサービスにおいてどのチャネルが

最適なのかは明らかとなっていない。 

サービスの面からみると，ここでいうサービスとは，現金・小切手の預け入れ，送金事

務，記帳業務，小切手発注依頼，ヘルプデスク，事故・クレーム対応，文書保管・管理な

                                                   
192 Brett King (2012) Bank 3.0: Why Banking IS No Longer Somewhere You Go, But Something You 

DO. 
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どの日常的銀行取引を指している。もともと銀行は顧客サービスの自動化のために ATM や

Web サイトを構築してきたが，銀行がさらに一層強力に推進した結果，顧客は急速にリモ

ートチャネルを受け入れている傾向にある(川本,2006,p.29193)。 

2) 今後の各リテールチャネルの役割 

(1) チャネルごとの役割の変化 

顧客接点につながるチャネルが多様化した結果,金融機関と顧客が持つ目的が相違し，平

均的な消費者にとって銀行の価値観が変わってしまったことにより,各チャネルの役割に変

化が生じている。上記図 6-3 であげたように定期的に銀行支店に行く人は減少しており,多

くの点で支店を日々の銀行取引上最も重要度の低いチャネルと位置付けている顧客層が拡

大している。このようにリテールチャネルは,それぞれが担う役割もまた大きく変化してい

くであろう。 

表 6-1 チャネルごとの役割の変化 

チャネル 現在の役割 将来の役割 

営業店 決済/事務処理,相談業務 相談/コンサルティングに特化 

インターネット 照会/決済 照会/決済/事務手続き,相談 

モバイル 

スマートデバイス 

照会/単純決済 照会/決済,相談,GPS 

電話 商品問い合わせ/相談 商品問い合わせ/相談 

ATM 照会/現物が伴う決済 照会/現物が伴う決済 

出所：高橋ほか(2013),『2020 年 金融サービス』, p.115。 

(2)  顧客行動変化における銀行支店の役割 

これまで顧客は数々の手数料を払ってきた代わりに支店からサービスを受けることを期

待していた。しかし,セールスの観点からみると,顧客の主な意思決定プロセスは,すでにデジ

タル上での下調べとやりとりのツールに移行しつつある。もしインターネットで用事をす

まされるなら,多くの人がそうするであろう。 

                                                   
193 川本英男(2006)「リモートチャネルの拡大～顧客との新たなリレーションシップモデル」『情報未来』

株式会社 NTT データ経営研究所。 
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銀行が顧客に販売するファイナンシャル・サービスは何であろうと金銭面で私たちの生

活を可能にするか守るかのいずれかである。銀行取引の根幹部分は,利便性,円滑化,または保

護に関することであるが,平均的なリテール消費者にとって銀行の価値とは主に利便性であ

る。そもそもローンそれ自体が欲しいのではなく,住宅,車,買い物を買う利便性を多くの場合，

これまで支店を通じてのみ利用してきた。しかし今はインターネットにより銀行機能はデ

ジタル上 24 時間/365 日利用可能となっている。「銀行」の利便性を提供する店舗に依存し

ていた時代は終わり,今や消費者が朝の 9時に支店に並ぶシーンはほとんどなくなり,ウェブ,

モバイル,ATM,タブレットを利用してその利便性を入手している。 

支店の存在価値は,いまやコンプライアンスの手続き上,顧客が申込書にサインするため

に行かざる得ない時ぐらいであろう。リアル店舗に行く理由は,「現金を預けておくための

物理的な場所が必要である。」,「十分できていない商品についてのアドバイスや推奨が必要

である。」,「自分では解決できない大きな問題を抱えている。」の 3 つぐらいしかないだろ

う。支店の現在の役割は,決済/事務処理,相談業務が主であるが,将来的には相談とコンサル

ティングに特化した役割となっていくだろう。しかし,大多数の顧客は,重要な銀行の取引の

場として支店からより遠ざかりつつある一方で,将来いつか必要になった時に行ける物理的

な場所があるという利便性と利用可能性を求めている。そこで銀行支店は本来,デジタルチ

ャネルを通じて顧客との関係を深めようとするべきである(King,2012,邦訳,pp.61-67194)。 

3) 金融機関の新たな顧客リレーションシップのモデルの確立 

(1) 顧客が望む金融機関とのリレーションシップ 

現在でも多くの銀行はインターネットやモバイルを「電子」チャネルと称して,営業店チ

ャネルより格下の扱いをしている。電子チャネルを構築する上で,顧客との親密な関係を維

持することは難しい。電子チャネルは顧客にとって非常に便利なものだが,電子チャネルに

よって構築した新しい関係は対面であれ電話であれ,銀行員と人間同士の対話に基づく関係

よりも弱い。しかし,顧客が金融機関に望んでいるより大切なことは,「顧客のことを個人的

に知っている支店行員との既存リレーションシップ」,「顧客の状況に関するすべての情報

にすぐにアクセスできる人」,および「どのチャネルを使っても顧客に関する情報が常に最

新のものになっている銀行」が主である(川本, 2006,p.33195)。 

                                                   
194 Brett King (2012) Bank 3.0: Why Banking IS No Longer Somewhere You Go, But Something You DO. 
195 川本英男(2006)「リモートチャネルの拡大～顧客との新たなリレーションシップモデル」『情報未来』

株式会社 NTT データ経営研究所。 



235 

 

 それには金融機関における組織文化の改革が必要である。営業店という部門の中心の周

りに顧客とデジタル・ダイレクト・チャネルが回っているのではなく,顧客を中心としたチ

ャネル選択肢の全体にわたって商品をポジショニングするというように考えなければなら

ない。図 6-4 は，顧客対応を中心とした金融機関の組織変化を掲げたものであるが,その図

における「ジャーニー」とは,顧客が解決策を求める時間と場所においてリアルタイムで顧

客と関係進化を深めること,あるいはライフプランにおいてイベント,行動,場所によって発

動する顧客との関係(顧客ジャーニーの構築)を指している。 

図 6-4 顧客対応中心とした金融機関の組織変化 

出所: King (2012), Bank 3.0: Why Banking IS No Longer Somewhere You Go, But 

Something You DO.,邦訳,p.106. 

これまでファイナンシャル・サービスの開発が行われる際に,新しいチャネルを通じた商

品の販売方法はほとんど考慮されていなかったといえよう。しかし,多くの銀行はパーソナ

ルファイナンシャル・サービスをセグメンテーションに基づいてサービスごとにカスタマ

イズしている。 

これまで営業店中心の商品設計では,セグメンテーションが重要なインプットであった。

しかし顧客対応を中心とした商品開発を行う場合には，今後非チャネル依存型の商品を開

発することになるだろう。デジタルチャネルに事後的に合わせられる特定チャネル対応の

中間生成物を開発すれば,それが特定チャネルやセグメント/チャネルの組み合わせに向け
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られるラッパーをチャネル別に表示することができるXLVII。つまり商品は顧客セグメント

(一つか複数)に由来し,それは個々のチャネル向けにラッパー上でパッケージ化するようデ

ザインされ,それが顧客獲得活動やクロスセルXLVIII/アップセルXLIXの注文となる。 

新規・既存顧客いずれの場合でもその結果がブランドや商品メッセージではなく,行動喚

起となって販売の円滑化につながる必要がある。具体的には 1 年のうち特定時期における

個人ローンのオファー,納税時期の納税ローンや夏季休暇時期の旅行ローン,あるいは入学

時期の学生ローンが挙げられる(King,2012,邦訳,pp.104-107196)。表 6-2 は，ラッパーのサ

ービス具体例を図 6－4 に挙げたチャネル別に沿って示したものである。 
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表 6－2  ラッパーのチャネル別サービス具体例 

営業店 ・テーマ,テレビ,ポスター板の宣伝に沿ったバナー。 

・営業店ダッシュボードへのクロスセルのホップアップ。 

・一月の優良顧客に絞った金利優遇のオファー。 

セルフサービス 

(ATM) 

・非利用機関にリッチメディア広告の表示。 

・現行顧客の取引終了時に「事前審査済み」のメッセージの表示－

コールセンターからの架電オプション。 

・特性セグメントに対するクーポンでのプロモーション。 

ウェブサイト 

(新規・既存顧客向け) 

・ランティングページ，可能なら専用 URL がありプリント・キャ

ンペーンにリンクしていること。 

・サードパーティの「今すぐ申込み」のリッチメディア・バナー。 

・既存顧客向けのインターネットバンキング・プロセスへのリンク。 

モバイルアプリ ・新しいボタン/アプリ内バナー：「お借入限度額事前承認」。 

・現行顧客には 2 つだけのフィールドを提供―期間,金額。 

・承認とコンプライアンス手続きのお知らせのコールバック。 

ソーシャルメディア ・フェイスブックに学生ローン申し込みを組み込み,フェイスブッ

クのプロファイルデータを本人確認の出発点として活用する。 

・個人が行きたい旅行先について何かを投稿した際に,旅行ローン

や旅行保険を SNS で宣伝。 

出所: King (2012), Bank 3.0: Why Banking IS No Longer Somewhere You Go, But 

Something You DO.,邦訳,p.109. 

(2) 顧客提案シーンにおけるスマートデバイス活用 

① タブレット端末利用 

 金融機関に来店した顧客に対して効果的な提案を実施するための手段として，タブレッ

ト端末の導入が増加している。堤(2014)は，顧客提案シーンにおけるタブレット端末活用は，

次の 3 段階のレベルがあると述べている。 

レベル 1：営業担当の分かりやすい商品説明等を支援する機能 

レベル 2：顧客に関して分析した結果と連携する機能 

レベル 3：勘定系システムと連携して取引実行が可能な機能 
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 レベル 1 については，ペーパーレス化等を図っている。レベル 2 では，顧客のステータ

ス参照や顧客の特徴に合致したアプローチ手法をナビゲートする等により,わかりやすい提

案が可能となる。レベル 3 まで到達すれば，相談している場で速やかに契約することで，

顧客の契約への意思決定から取引完了までの時間が一層短時間化することが可能となる。

またタブレット端末を利用して顧客に提案することで，取引プロセスにおける顧客の反応

やコメントを容易に記録することが可能となる(堤,2014,pp.32-33197)。相談スタッフが使用

するタブレットは,そのまま渉外スタッフが顧客回りする際に端末として利用できるであろ

う。 

② スマート TV 相談 

 スマート TV が普及すれば,主に富裕層や高齢者向けに,双方向のインタラクティブな相談

サービスに利用することが可能となる。例えば,1 対 1 の相談だけではなく,一人の顧客対複

数の金融機関,一つの金融機関対複数の顧客なども可能である(図 6-5)。顧客複数の例は相続

問題で複数の親族が集まるケースであり,金融機関が複数というのは,グループ業態(銀行,信

託,証券,保険)の専門スタッフが,適時連携して相談対応するケースである(高橋ほ

か,2013,p.123198)。スマート TV 相談の例には,教育資金贈与制度を利用したクロス・マーケ

ティング戦略にも対応することができる。 

図 6-5 スマート TV 相談の例 

1 対 1,金融機関対 1 親族での相談       1 対複数金融機関による商品比較/商談 

スマホ連携による生体認証 

        銀行                 銀行  銀行   銀行 

 

家族     親族                 

          (顧客) 

Face to Face の相談三者会議           資産運用商品の商談(複数金融機関) 

出所：高橋ほか(2013)『2020 年 金融サービス』,p.123。 

  

                                                   
197 堤大輔(2014)「スマートデバイスがもたらす金融機関の次世代マーケティング」『情報未来®』株式会社 NTT データ経営研究所。 
198 高橋ほか(2013)『2020 年 金融サービス』東洋経済新報社。 

顧  客                                    
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4) トータル・パーソナルファイナンシャル・サービスの確立 

(1) 店舗チャネルの課題 

① 営業店レイアウト 

 これまでチャネルごとの役割と顧客行動の変化から,金融機関以外の保険代理店,自動車

ディーラー,不動産店等営業店は直接対話できる唯一のマーケティング・チャネルとして,顧

客が営業店に相談に行く動機を与えるために,いかにして営業店サービスの向上と顧客の満

足度を高めていくのかが課題となっていると述べた。そのための一つの方法として,店の外

観やレイアウトを活用したイメージ作りを図り，デザイン性に溢れ,生活シーンそのものを

アピールするようなフラッグシップ型店舗やコンサルティングに特化した相談専用スペー

スに和室ブースやコンビニ型ブースなどを設置し，ターゲットごとに合わせた雰囲気を作

り出すようなハード面の対応を行うことが必要である。 

 それには営業店を「コミュニティ」の場としなければならない。顧客に「楽しさを提供」

し,店内にいても退屈にならないレイアウトが必要である。自動車ディーラーは外側から販

売車が見えるだけでなく,店内に入ると様々なスペースを設け生活シーンを意識した自動車

の販売を行っている。現代において消費者が利便性と利用可能性を求めている中,顧客の来

店頻度を高めるためにコミュニケーションスペースを設け，マーケットの特性や多様化す

る顧客の意識に合わせ, 直接対話できる唯一の場所として最適なタイミングで顧客を来店

誘導できるような施策を行う必要がある。 

② ポップアップ型店舗 

 多様化したチャネルによってサービスの充実化が図られているのであれば,支店は必ずし

も常設のものである必要はない。ATM でさえ今となっては銀行支店以外に数多く設置され

ている。1997 年以後の銀行法改正により,インストア・ブランチ形態の相談窓口や営業所扱

いで開設・運営されている店舗が登場したL。インストア・ブランチ形態は支店来店の顧客

層と比べ,顧客層が絞り込まれていることから，これらの顧客層とニーズをより正確に絞り

込めるメリットがあった。 

インストア・ブランチ形態のコンセプトを論理的に追求すれば,特定の地域の潜在顧客に

対する販売・サービス機会を最大化するために支店を出すべき有望な場所は多いはずであ

る。どのような場所でも資格のあるスタッフ，販売や取引をサポートする銀行さらに他の

サービス・システムへの接続があれば支店として十分である。より方向性の明確な専用の
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手段で顧客にアクセスし,販売・サービス機会を最大化する施策の一つとしてポップアップ

型店舗が考えられる(King,2012,邦訳,p.79199)。 

銀行取引だけでなく，パーソナルファイナンシャル・サービスが場所や空間に依存しな

くなる変化は，それが利便性に関する変化ならば,私生活において十分なアプローチ方法を

見出すことができる。顧客ニーズには,例えば場所によっては早く通過したい場所と望む人,

もしくはこの場所からの雰囲気を味わいたい人,また移動の距離と時間が苦ならば一つの場

所で用事を済ませたいという人もいるだろう。ターゲット顧客によってイベント会場を好

むのであれば,ローン商品に特化したポップアップ型店舗を設置するのは可能であり,これ

にはショッピングモールとイベント会場を組み合わせた店舗戦略が求められる。 

またショール－ムの駐車場に電気自動車を展示することにより自動車の試乗だけでなく，

ルーム内で電気の充電から使用までの体験ができる。また空港という位置づけをただの玄

関口と捉えず,高級商業施設または見学施設と捉えるのであれば飛行機を見ながらの商談も

可能である。さらに旅行ツアーの中に相談事項のプランを組み合わせることで,移動中の空

き時間を使って商談ができる。大学キャンパスまで移動を要するのであれば，キャンパス

内での滞在時間と空き教室を有効活用したアプローチが求められる。その他空き時間にお

いてはモバイル操作によって事を進め，店舗チャネルに行きつくまでの準備を行うことが

できる(ポップアップ型店舗の具体例については表 6-3 参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
199 Brett King (2012) Bank 3.0: Why Banking IS No Longer Somewhere You Go, But Something You 

DO. 
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表 6-3 ポップアップ型店舗の具体例 

店舗タイプ 場所・設置イベント 商品・セグメント特化 

屋台型店舗 見本市・展示会 住宅ローン(不動産見本市) 

自動車ローン(自動車ショー) 

住宅型店舗 コミュニティやアパート

のショールーム 

住宅ローン(不動産) 

自動車型店舗 自動車ディーラー 自動車ローン,リース 

得意客向け店舗 空港 ご当地案内ニーズのある富裕層,外

貨交換デスク etc. 

船舶店舗 クルーズ船 退職者向け投資相談 

モバイル店舗 「市場」など週末の人出

の多い場所 

トラックや自動車内の移動店舗,ク

レジットカード,個人ローン etc. 

大学店舗 大学キャンパス 学資ローン,下宿先斡旋 etc. 

ポップアップ型稼働店舗 必要な場所どこでも 特化したセグメンテーションまた

は特定ターゲット向け販売 

出所：King (2012), Bank 3.0: Why Banking IS No Longer Somewhere You Go, But 

Something You DO.,邦訳,p.79. 

 現代においては,利便性を求めながら時間消費をいかにして効率よく進めていくことが一

つの価値創造へとつながっている。これは時間消費のチャレンジといえる。その隙間時間

に企業はどのようなサービス提供を行えるかが一つの課題となっており,そのきっかけを創

り出したのがデジタルツールであるといえる。 

(2) トータル・パーソナルファイナンシャル・サービスにおける新たなマーケティング戦

略の領域 

 これまでパーソナルファイナンシャル・サービスをサービス・マーケティングの視点で

細分化し，様々な先行研究と事例を踏まえ論じてきた。近年における時代背景の変化と技

術革新の向上は，これまでのマーケティング戦略に多大な影響を与えている。そこで筆者

はパーソナルファイナンシャル・サービスについては,「企業と顧客との接点」,「パーソナ

ルファイナンシャル・サービスの開発」,「さまざまな市場環境変化への対応」の 3 点に焦

点を当てて最終的なモデルとしてトータル・パーソナルファイナンシャル・サービス・マ
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ーケティングの位置づけを描いている(図 6-6)。 

まず「企業と顧客との接点」では,どういう時にどういう方法（チャネル）で接していく

のかが課題となる。消費者は今や利便性を求め,企業に対し自分たちのニーズに円滑に対応

し，ライフイベントの意思決定の際に生じる金銭的なギャップを解決してくれることを求

めている。企業側は,消費者のライフステージにタイミングを合わせたアプローチ手法(イベ

ントベースト・マーケティング)の活用を視野に入れている。次に「パーソナルファイナン

シャル・サービスの開発」については,顧客ニーズの変化に合わせ協業により迅速に新しい

商品を取り入れることであり，それにより価値の共創が生まれる。 

次に「さまざまな市場環境変化への対応」については,家計・企業・政府が相互依存する

ことによって，それぞれ部門が市場環境の変化に対応しなければならない。これはパーソ

ナルファイナンシャル・サービスとの関係性から今後におけるマーケティング戦略として

以下の 3 点があげられる。1 つ目は,「少子化・高齢化市場に向けたクロス・マーケティン

グによる長期的なリレーションシップの確立」，2 つ目は,「テクノロジー進化によるデジタ

ル・マーケティングの到来」,そして 3 つ目は，「多様化した顧客との取引機会を最大化する

一人一人の状況に合わせた One to One マーケティングの実現」である。 

少子化・高齢化市場は,以後 20 年先まで続くと予想される。もし団塊の世代から孫ができ

たとしても孫が成人するまでは長生きすると見込まれる。団塊の世代がいなくなると，現

代の若者のほとんどはデジタル化の時代を過しているため，以前はデジタルデバイドとい

われた時代は完全に過ぎ,本格的なデジタル化社会へと進んでいくだろう。 

デジタル化と同時に個々の生活は多様化し,一人一人に合った One to One マーケティン

グの実現がパーソナルファイナンシャル・サービスの重要課題として認識されていくもの

と考えられる。 
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金 融 商 品 

保 険 商 品 

車・住宅などの有形物 

教育や通信機器の無形物サービス 

 

・顧客のニーズにベストな 

商品購入のプランを提供する。 

・協業チャネルも含め顧客向けの 

 販売情報支援を提供する。 

→EBM(イベント・ベースト・ 

マーケティング)の活用 

 

 

 

 

 

図 6-6 トータル・パーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティング戦略領域モデ
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                   顧客 
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第 7 章 本論文の命題と提言 

 本論文の命題と提言として，次の 4 つの命題と提言をあげる。 

1. ファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性 

〈命題〉 

 ファイナンシャル・サービス・マーケティングにおいては，広くサービス・マーケティ

ングと同じように，顧客への提供物はサービスである。したがって，サービス一般論でい

うサービスの特質・特性を有していることは共通していることであるが，提供するサービ

スがファイナンシャル・サービス(個人顧客に対してはパーソナルファイナンシャル・サー

ビス)であることから，サービス一般論でいうサービスとは異なる独自的特質・特性をもっ

ている。 

すなわち，本論文では，ファイナンシャル・サービス・マーケティングで提供するファ

イナンシャル・サービスは，「サービスが一般的に有するサービスの無形性，同時性，不可

分性，変動性・異質性，消滅性という 4 つの特質・特性のほかに，一次選択行動の非完結

性，不確定消費，消費デュレーション(消費継続期間)という 3 つの特質・特性が追加される

ものである」として，ファイナンシャル・サービスの 7 つの独自的特質・特性をとらえる

ものである。 

ファイナンシャル・サービスについて，さらに付言すると，ファイナンシャル・サービ

ス・マーケティングにおいて提供するサービスは，ファイナンス，特に個人顧客に対して

はパーソナルファイナンスに関するものであるから，その内容は高度であり，顧客(特に個

人顧客)がその内容を理解するのに多大の時間を要するので，顧客からの相談に適切に応対

し，提供するサービスの価値を顧客に的確に伝達することが極めて重要である。そのため

にサービス提供者(従業員スタッフ)が適切なコミュニケーション能力を発揮して，消費デュ

レーションの特性から，生涯にわたる顧客との長期的で良好な関係維持を図っていかなけ

れば，顧客は提供されるファイナンシャル・サービスを購入してくれない。この点におい

ても，ファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性の一面を表しているといえる。 

〈提言〉 

 上述したようなファイナンシャル・サービス・マーケティングにおけるファイナンシャ

ル・サービスの独自的特質・特性に関する命題をとらえると，ファイナンシャル・サービ
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スの提供にあたっては, 

① ファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性を加味したサービス商品の開発(サー

ビス価値の創造) 

② サービス提供者(従業員スタッフ)の顧客との共感能力やコミュニケーション能力の醸

成 

③ 独自性特質・特性をもったサービス内容や価値を十分に理解してもらうためのコンサ

ルティングを中心としたサービス提供の強化 

④ 顧客の一生涯にわたる良好な顧客関係づくり等 

の戦略がファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性を前提としたマーケティング行

動の基本でなければならない。 

2．ファイナンシャル・サービス・マーケティングにおける市場細分化とターディング 

〈命題〉  

 ファイナンシャル・サービスを提供するにあたっては,サービスの提供を受ける顧客を特

定化する必要があるが，その方法として，しかしファイナンシャル・サービス・マーケテ

ィングにおいては，従来用いられていた市場細分化の方法(細分化の軸)では，市場を明確に

細分化することができない。ファイナンシャル・サービス・マーケティングでは，顧客の

ライフスタイルが大きな影響を与えているからである。そこでファイナンシャル・サービ

ス・マーケティングにおける市場細分化は，「顧客の生活シーンを反映させたライフスタイ

ルセグメンテーションを軸として設定することが重要である」とする。また，ターゲティ

ングは，「生活者市場におけるフィルターごとに区分した世代を標的市場とすることが有効

である」という命題がその設定である。 

〈提言〉 

 市場細分化は，マーケティングにおいて，顧客をセグメント化し，ターゲティングを行

う上での前提となる戦略であるが,有形財（モノ）を対象として用いられる地理的セグメン

テーション，デモグラフィックによるセグメンテーション,サイコグラフィックによるセグ

メンテーションなどでセグメント化する方法だけでは，ファイナンシャル・サービス・マ

ーケティングにおける市場細分化の方法としては,必ずしも有効とはいえない。 

顧客は，第 4 章の図 4－2 のように，さまざまな生活シーンを持っている。そこで，顧客
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を細分化する方法として，このような生活シーンを反映させたセグメントを設定した細分

化戦略を採用すべきである。次にターゲティングは,細分化された市場(セグメント)のうち，

どの部分を標的市場とするかの問題である。ターゲティングにあたっては，年齢や世代を

フィルターごとに区分けすると,世代とライフステージの相関性が高いことが明らかである

ことから，世代別ターゲット戦略に取り組むことが有効なマーケティング戦略となる。 

3．マーケティング・チャネル戦略 

〈命題〉 

 マーケティング・チャネルは,商品やサービスを中心とした企業側の販売管理の構成をチ

ャネル化した戦略とみられていたものであるが,これは一般論としては，ファイナンシャ

ル・サービス・マーケティングにおけるチャネル戦略にも当てはまる。 

 ファイナンシャル・サービス提供企業の代表例として保険会社の例をあげると,チャネル

は大きく分けると，代理店,コールセンター，ネット販売が主流である。消費者の保険加入

ニーズを見ると，保険加入行動は,「死亡保障ニーズの減少,ガン保険や介護保険などの生存

保障ニーズの増加，家計の保険料(掛金)負担余力の低下」が指摘されており，ニーズの増大

とネット情報の煩わしさも相まって,保険商品は複雑であるイメージが強い。 

 保険会社においては，このような状況に適応して，インターネット上での個別相談を可

能とした利便性の高いインターネットと担当者による支援・アドバイスのチャネルを併用

しての情報収集，保険料試算から最終的な購買に至るまでのプロセスを完結する新たなチ

ャネルに取り組み始めている。 

 つまり，顧客が抵抗なくチャネル間を移動して購買までたどり着けるように，複数チャ

ネル間を移動する顧客が残した情報や既存契約の情報を一元管理し，チャネル共通で活用

できる詳細な顧客情報データを構築する体制づくりへの取組みである。これは，従来のチ

ャネルにとらわれない顧客アプローチであり，チャネル間をシームレスに繋ぐ仕組みづく

りの構築である。 

 このようなチャネル間をシームレスに繋ぐ新しいチャネルシステムをオムニチャネルと

呼ぶならば，ファイナンシャル・サービス提供企業チャネル戦略は，「従来のマルチチャネ

ル戦略，さらにオムニチャネル戦略の展開への方向が有効である」という命題が成り立つ。 
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〈提言〉 

 ファイナンシャル・サービス提供企業,例えばその代表的企業である保険会社の代理店と

いう「人のチャネル」は依然として強いものであるが，保険購入を考える人々の入口とし

てのインターネットの存在は年々大きくなっている。保険会社においては，このような状

況に適応してインターネット上での個別相談を可能とした利便性の高いインターネット担

当者による支援・アドバイスのチャネルを併用しての情報収集，保険料試算から最終的な

購買に至るまでのプロセスを完結する新たなチャネルに取り組み始めている。 

 つまり，顧客が抵抗なくチャネル間を移動して購買までたどり着けるように，複数チャ

ネル間を移動する顧客が残した情報や既存契約の情報を一元管理し，チャネル共通で活用

できる詳細な顧客情報データを構築する体制づくりへの取組みである。これは従来のチャ

ネルにとらわれない顧客アプローチであり,チャネル間をシームレスに繋ぐ新しいチャネル

システムの構築が保険会社におけるオムニチャネルの取組みである。 

 オムニチャネルは，顧客が複数チャネルから好きなチャネルを選択するとともに，チャ

ネル間を自由に移動することを想定し，顧客視点に立ったチャネルを形成している。そこ

で，ファイナンシャル・サービス・マーケティングにおけるマーケティング・チャネル戦

略としては，オムニチャネルの構築により，顧客との接点を多様化して，それぞれのチャ

ネルの利点を活用し，情報収集，保険料試算，コールセンターや保険窓口担当者への質問

等がシームレスにチャネル間を移動しながら，最終的に購買の意思決定ができる仕組みを

構築し，まさに「個客」の視点に立ったオムニチャネルの取組みを行うことが必要である

と提言できる。 

4．パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングの概念・領域と戦略 

〈命題〉  

パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングは,我が国ではマーケティング

の範疇としてはほとんど論じられていない。コトラー（Kotler）（2000）は，サービス専門

企業が行うサービス・マーケティングを論じているが，ファイナンシャル・サービスを対

象とするマーケティングとは本質的に異なる。また銀行経営論や保険論等において，サー

ビス・マネジメントという形でファイナンシャル・サービスが論じられていることがある

が，それは組織マネジメントの一環として取り上げられており，マーケティングの観点か

らのアプローチではない。 
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パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングの遂行に当たっては，ファイ

ナンシャル・サービスの独自的特質・特性からみて，コンサルテーションが顧客との相互

作用的信頼関係の樹立が極めて重要である。このようなインタラクティブ・マーケティン

グの実施に当たっては，コンサルティングサービス・マーケティングが極めて重要な機能

を果たすこととなる。しかしそれは，銀行,証券会社，保険会社等のサービス業の個別領域

を議論するのではなく，顧客から出発した顧客ニーズの充足を目指し,充足と満足を達成す

るための独自のマーケティング手法を用いることが必要である。 

以上のような問題意識に立って，ファイナンシャル・サービス・マーケティングの命題

は，以下の通りとなる。 

すなわち，ファイナンシャル・サービス・マーケティングは,「(1)顧客ライフスタイルを

軸とする細分化とフィルターごとに区分した世代別ターゲティングにより，市場(標的顧客)

を特定化し，(2)この特定化した顧客に対し，①顧客ニーズに対応した価値のあるサービス

商品の開発，② 顧客コストと顧客価値の適合化,③ 顧客接点の場（サービス・エンカウン

ター）の適正な管理,④ 顧客との良好なリレーションの構築という各マーケティング要素を

遂行する」ものである。これらマーケティング要素は，相互に関連して整合性(内的整合性)

をもつものでなければならないし，さらにこれらマーケティング要素は，顧客を取り巻く

外的な社会経済環境との整合性(外的整合性)を保つものであるといえる。 
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図 7-1 ファイナンシャル・サービス・マーケティングの概念・領域 
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整合性をとっていなければならないし，外的環境要因とも整合性をとっていなければなら

ない。 

出所：筆者作成 
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内側の円：企業が対応すべき必要性のあるマーケティング行動 
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りである。 

・誰に(Who)： 

適正な市場・顧客対応→顧客のライフスタイルを軸とした細分化，世代別ターゲティング

の策定を行う。 

・何を(What)： 

① パーソナルファイナンシャル・サービスの開発 

→ 上記で標的とした顧客に対し,本論文で述べた商品開発モデル(プロセスを含めて)が必

要となる。 

② 顧客コストと顧客価値 

→ 4P の Price(価格)と関係があるが，商品の開発にあたっては,顧客コストは顧客価値に

見合ったものであることが必要となる。 

・どのような技術・手法を用いて(How)： 

① 顧客接点の場 

→ いわゆるサービス・エンカウンター(顧客との出会いの場)の問題で，インターナル・マ

ーケティングの実践(サービス提供者(従業員スタッフ)の安定したサービスの提供など),チ

ャネルの多様化（オムニチャネルの展開など）などが行われる。 

② リレーションシップ・マーケティング 

→ コンサルティングサービスの提供などが重要性となる。 

外側の円：顧客の取り巻く社会経済環境の大きな外的要因 

 マーケティングは,これら外的環境要因と適合したものでなければならない。 

〈提言〉 

 マーケティングの概念・領域について，上記のような命題としてとらえるならば，マー

ケティング戦略の提言は以下の通りである。 

ファイナンシャル・サービス・マーケティング戦略の構築にあたっては,(1)ファイナンシ

ャル・サービスの独自的特質・特性に基づき,顧客の個別サービスニーズに適応したターゲ

ット戦略により，標的顧客を特定化し，(2)特定した標的顧客に対し,4 つのファイナンシャ

ル・マーケティング戦略要素(①価値創造型サービスの開発戦略，②顧客コストに適合化し

た顧客提供戦略,③顧客接点・チャネル多様化戦略，④リレーションシップ・マーケティン

グ実践戦略)を組み合わせた統合型マーケティング・ミックス戦略を実行し，それにより，
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(3)これら戦略的マーケティング手法の遂行により顧客満足を獲得する戦略を追求すること

が，ファイナンシャル・サービス・マーケティングの成功の鍵である。またこの戦略は,消

費・市場環境から少子高齢化環境さらには政策環境等まで外的な社会経済環境要因と整合

性を有したものでなければならない。 

図 7-2 ファイナンシャル・サービス・マーケティング戦略構築のイメージ 
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出所：筆者作成 
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最後に 

パーソナルファイナンシャル・サービスの領域は幅広く，商品一つにとっても,顧客セグ

メント一つにとっても，一概には研究しきれない部分がある。本論文はその序論と一部分

にすぎない。今後の研究展望としては,各テーマを一つ一つ紐解いていくことが課題である。

またモデル構築していくにあたって別の観点からの議論が必要となる。さらに残された課

題に対する解決策の模索が必要なのである。自身の未熟さもあるが,今後もより広く深い研

究が必要なのは言うまでもない。なお文中の説明内容についてはすべて筆者の責にある。 
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<注> 

                                                   
I ファイナンシャル・プランナーは,パーソナル・ファイナンシャル・プランニングにおけ

る個人のライフデザインとライフプランを実現させるために,顧客の家族構成をはじめ,収

入,支出の内容,資産,負債,保険等のあらゆるデータを集め,それぞれの要望や希望・将来の目

標などを聞き入れ,現状を分析したうえで,それに基づいて顧客のライフプラン上の目標を

達成することの手助けを行う専門家である。その必要に応じて税理士,弁護士,不動産・保険

などの専門家の協力を得ながら,貯蓄計画,住宅取得計画・教育資金計画・投資対策・保険・

税金政策などの包括的な資産設計(ファイナンシャル・プランニング)を立案していくのであ

る。 
II 「無形性」,「同時性」,「変動性」,「消滅性」については,その他ほとんどの研究者が同

様な性格付けを行っている。 
III お店における顧客と従業員が接するスペースのことである。飲食店でいうと客席部分に

該当する。 
IV  いわゆる舞台裏のことである。飲食店でいうと厨房のことで顧客から通常隠されている

部分である。 
V 3 人が作ったサービス品質モデルをサービス・クオリティ・ギャップ・モデルと位置付

け,サービスの提供を失敗に導く 5 つのギャップが示されている(Kotler,2000,p.542)。 
VI ミルトン・フリードマンの著作である(村井章子訳(2008)『資本主義と自由』日経 BP 社)

において教育による人的資本についてこう述べている。『基礎教育が持つ外部効果として,

民主的で安定した社会を実現するためには,市民が最低限の読み書き算術を身につけること,

共通の価値観が広く根付くことが必要である。教育はこの両方に寄与する。となれば,子供
の教育は子供と親だけに利益をもたらすのではなく,社会の他の人々を利すると言ってよ
い。』(pp.172-173 引用)このことから個人のライフプランまたサービス業が求める人材育成

おいてもあてはまるものだと提起する。 
VII 3 種の神器とは,1950 年後半では,「白黒テレビ・冷蔵庫・洗濯機」,高度経済成長期では,

「3C」(カラーテレビ,クルマ(car),クーラー),平成時代になると新・3 種の神器「デジタルカ

メラ・DVD レコーダー・薄型大型テレビ」,消費者生活の必需品として呼ばれていた。 
VIII 2003 年から継続されていた証券税制の優遇措置「上場株式等の譲渡所得等に係る軽減

税率」が 2013 年末に撤廃され,現行の 10%(所得税 7％,住民税 3％)だった税率が平成 26 年

1 月 1 日から本則の 20%(所得税 15％,住民税 5％)に戻った。税負担が増加傾向にある中,新

たな制度として同日から少額投資非課税制度(NISA)が創設された。NISA は個人が投資を

通じて家計の資産形成を促すことを目的として,英国の貯蓄支援制度「Individual Savings 

Account(個人貯蓄口座)」を参考としてその日本版として「NISA」と名付けている。 
IX 「2 年縛り」は,主に各携帯電話会社等が行っているサービスであり,あるサービスを安く

受けられる代わりに 2 年という利用期間を設定し,利用開始から 2 年未満にそのサービスの

解除を行いたい場合は高額な違約金を支払わなければならない。このことを利用者の間で

は「2 年縛り」と呼んでいる。なお，2 年縛りについては，業界関係機関で見直しの議論が

なされている。 
X インターネットのプロバイダー回線契約は,プロバイダーと回線は別々の会社によって構

成されておりそれぞれの契約を結ぶこととなっている。それぞれの利用条件によって 2 年

継続契約という条件が組み込まれている。 
XI QRコードとは,1994年にデンソーの開発部門が開発したマトリックス型二次元コードで

ある。QR は Quick Response に由来し,高速読み取りができるように開発された。当初は自

動車部品工場や配送センターなどでの使用を念頭に開発されたが,現在ではスマートフォン

の普及などにより日本に限らず世界的に普及している。 
XII「価格の時間的リフレーミング(temporal reframing)」とは,販売価格の水準を変えるこ
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となく消費者の価値魅力度を高めることを目的とした戦略のことである(白井,2012,p.37) 
XIII 白井(2012)は,この研究実験についていくつかの問題点が指摘されると述べている。本論

文は実験過程そのものの内容については振れてない。 
XIV 「ゼロバンク」とは,株式会社ゼロネットワークスの登録商標で「サークル K サンクス」

の店舗等に設置されている ATM の愛称である。 
XV LINE とは,2011 年 6 月からスタートした,スマートフォン向け無料通話＆メッセージア

プリのことである(コグレほか,2013,p.3)。 
XVI保険ブローカーとは,日本損害保険協会または生命保険協会が実施する保険仲立試験に

合格し,金融庁の登録を受けている者。 
XVII 文部科学省「教育資金の一括贈与に係る贈与税非課税措置」のパンフレット資料から要

約。 
XVIII専門実践教育訓練給付は,受講開始日現在で雇用保険の被保険者であった期間が 10年以

上ある被保険者が,その教育訓練を受講・終了した場合に費用の一部が支給される。 
XIXFP が顧客に対して行うファイナンシャル・プランニングには,6 つの実施手順がある。①

顧客との関係確立とその明確化,②顧客データの収集と目標の明確化,③顧客のファイナン

スの状態の分析と評価,④プランの検討・作成と提示,⑤プランの実行援助,⑥プランの定期的

見直し,のプロセスがあり,FP が個人のファイナンシャル・プランニングを行う専門家とし

て顧客から信用と信頼を得ることにより業務を行っていくのである。 
XX消費者から生活者ニーズへの見直しについては 3-3,1),(1)参照。 
XXI 株式取引において決済日を基準にした取引は通常普通取引となる。普通取引では,売買成

立日(約定日)から,その日を含めて 4 営業日目に決済(受渡し)する。 
XXII FP 資格のみならず同時に保険業の資格も保有している人を指す。 
XXIII 数値については(Kotler,2000,邦訳,p.66)を引用したものである。 
XXIV 共働きで子供を意識的に作らないことを DINKS(Double Income No Kids)(ディンク

ス)というが,本論文では直接ディンクスを指しているわけではない。 
XXV 行動ファイナンスは経済学の一分野でもあり,行動経済学でいわれている行動ファイナ

ンスは,現実の人間行動を示しその理由を推測する実践理論であるといわれている。 
XXVI デジタルアーツ株式会社(本社：東京都千代田区)が実施したスマートフォンや携帯電話

を所持する小・中・高校生の 1242 名を対象とした「第 5 回目スマートフォン利用実態調査」

結果による。< http://www.daj.jp/company/release/2014/0310_02/>(2014 年のプレスリリ

ース)(検索日：2015 年 4 月 9 日)  
XXVII 社会保険のうち健康保険や労災保険においてもケガや病気をした際の療養の給付や介

護，障害，遺族給付など保険給付の種類はあるため，単身者にとってはそれだけ十分であ

ると考える専門家の意見もある。 
XXVIII 2 年継続契約(2 年縛り)については iX を参照。 
XXIX 自己実現欲求はマズローの欲求階層における最終段階を指している。 
XXX お店における顧客と従業員が接するスペースのことである。 
XXXI いわゆる舞台裏のことである。 
XXXII テレマティクス保険は，運転情報をもとに保険料を決める自動車保険である。日本経

済新聞 2015 年 2 月 3 日付(朝刊 3 面)に紹介されている。 
XXXIII 効果階層モデルとは,広告への反応がある順序に従って起きると仮定したモデルで,反

応は通常,認知的反応,情緒的反応,行動的反応の順番で起きると仮定される。 
XXXIV ナチュラル検索とは,検索エンジンの検索結果のリストのうち,スポンサーの意向に左

右されず,有料登録やスポンサー広告などの結果を含まない部分のことを指す。またそのよ

うな結果しか含まず,検索エンジンが自身のアリゴリズムに従って実行する検索のことであ

る。 
XXXV ペイド検索とは検索キーワードに関連した広告を表示する機能であり,この結果がペ
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イド検索結果ページである。 
XXXVI この部分の説明は,岩瀬大輔(2012)「ネット生保の実態と将来像」『保険学雑誌』(日本

保険学会)pp.182-186 によっている。 
XXXVII データは,ライフネット生命資料(2009 年度)の調査分析によるものである。 
XXXVIII 全社平均とは, 生命保険協会の調査(2008 年度)による加盟企業の平均を指している。 
XXXIX 例えば,ネット証券大手の 1 角であるマネックス証券の平成 23 年 3 月期決算資料によ

ると，利用者層のうち 20 歳代，30 歳代と合わせて 35%であるのに対し，50 歳代,60 歳代

では，合わせると 30%となっている。 
XL 都市部とは，北海道，埼玉，千葉，東京，神奈川，静岡，愛知，大阪，兵庫，福岡の 10

都市道府県を指す。 
XLI イベントベースト・マーケティング手法とは，顧客のプロファイル，行動，取引履歴な

どをモニタリングして，その中の変化を捉え，マーケティングに利用する情報エンジンの

ことである(石川・牛尾,2008,p.34)。 
XLII 沖電気 HP,[http://www.oki.com/jp/press/2009/09/z09017.html](検索日：2015 年 2 月

14 日)も参考として作成している。 
XLIII第 1 章 1-2.2).図 1-5 を参照。 
XLIV 自己実現欲求はマズローの欲求階層における最終段階を指している。 
XLV 企業の電話窓口で音声による自動応答を行うサービスのことである。 
XLVI ここで紹介した推計値は，リテールバンキングにおけるマルチチャネル利用の顧客行

動トレンドから導出されたものであり，主要リテール銀行，マネタイズ，mFoundry モバ

イル・アプリ・プラットフォーム提供企業，NCR のデータと，アイテ・グループ，フォレ

スター・リサーチ，ガートナー，アメリカン・バンカーズ・アソシエーション，オプディ

レートの調査に基づくものである(King ,2012,邦訳,pp.55-56)。 
XLVII ラッパーとは,ある形式のシステムプログラムの上に,別形式のシステムで使えるよう

に形式変換するプログラムをかぶせたものである。 
XLVIII クロスセルとは，関連商品の購入を顧客に促すことをいう。 
XLIX アップセルとは,以前購入した商品よりグレードの高いものを購入させること。 
L インストア・ブランチ形態とは,商業施設や大型スーパー店内に銀行業務にあたる相談窓

口等を設置している店舗形態のことである。 

 

 

 


